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サントリーグループの CSR

トップコミットメント

世界中の人々に最高品質の商品・サービスをお届けすることで、人々の豊かな生活の創造に貢献すると同時に、常に社会や美しい地球

環境との共生を実現する――サントリーグループはこれを自らの使命として、「人と自然と響きあう」という理念に定めています。そして、

この理念を実践していくことをお客様、社会とお約束する言葉、それが「水と生きる」なのです。この言葉には「水を守り、水を育む環

境を守りたい」「社会に潤いを与える企業でありたい」そして「水のように柔軟に常に新しいテーマに挑戦し続けたい」という私たちの思

いが込められています。酒類や清涼飲料を中心とする、私たちの事業の舞台が世界に広がる中、「水と生きる」に込めた3つの思いを具

体的な形や成果としてグローバルに積み重ね、約束を果たしていくことこそが、世界中の人々から信頼されるサントリーグループの実現

につながると確信しています。

一方で、地球規模での環境問題、人口増加に伴う資源・エネルギー・食料の逼迫や格差の拡大など、私たちが直面している課題は非

常に多岐にわたっています。2015年国連サミットで「持続可能な開発目標（SDGs）」が採択され、COP21（気候変動枠組条約締約国

会議）では「パリ協定」が成立するなど、世界が課題解決に向けた動きを積極化する中、グローバルに事業を展開する私たちサントリー

グループもこれらの課題に真摯に向き合い、課題解決に貢献すべく取組みをさらに加速させていかねばなりません。

水や農作物をはじめとする自然の恵みによって支えられているサントリーグループにとっては、自然そのものが経営基盤であり、豊か

な地球環境に貢献すること、次世代に豊かな自然環境を引き継いでいくことが責務であると考えています。とりわけサントリーグルー

プの企業活動の源泉であると同時に、人々の生命や生活、そして経済を支える上でも貴重な資源である「水」に関する問題は、SDGs

においても持続可能な社会の実現に向けての最重要課題の一つと位置づけられており、「水と生きる」企業として、私たちが何よりも

優先して取組むべき課題です。この認識のもと、2018年３月には、国連グローバルコンパクトのイニシアチブである「The CEO Water 

Mandate」に署名しました。これは、「水」の課題解決に向けてのサントリーの強い意志を表明するものです。

■将来を見据え、グローバルにサステナブルな社会の実現に貢献します

国内で培ってきた「水のサステナビリティ」の考えや活動をグローバルに実践していくため、サントリーグループは、2017年にグループ

共通の基本理念として『水理念』を制定しました。また、環境経営により明確な方向性を与えるため、「環境ビジョン2050」を改定す

るとともに、新たな「2030年目標」を設定。「水のサステナビリティ」「気候変動対策」を2つの柱に、持続可能な地球環境を次代に引

き渡すことを目的に意欲的な目標を掲げています。中でも「水」については、2050年に全世界の自社工場での水使用を半減させること※1を

目標に掲げ、水使用を抑えたものづくりの推進を強化していきます。また、次世代に豊かな自然を引き継ぐことの大切さを社会と共有す

るため、水に関する啓発プログラムをより積極的に展開していくと同時に、国際的な行動目標になっている「水アクセス」をはじめとす

る地域の課題にも取り組みを拡大していくことで、持続可能な豊かな社会の実現に貢献していきたいと考えています。

※1  2015年における事業領域を前提とした原単位での削減
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これからも私たちサントリーグループは、お客様をはじめとするステークホルダーの皆様のさまざまなお声に耳を傾けながら、生命の輝

きに満ちた持続可能な社会の実現に向けて、新たな価値を創造し続ける「Growing for Good」な企業グループを目指して革新と挑戦

を続けてまいります。

2018年6月

サントリーホールディングス株式会社

代表取締役社長

新浪　剛史

■「ＯＮＥ ＳＵＮＴＯＲＹ」で社会にとって価値ある企業を目指します

「水と生きる」をグローバルに、そしてサステナブルに実現していくという大きなチャレンジです。しかし、これを実現できた時こそ、サ

ントリーグループが、世界中の人々から信頼され愛される、真に価値あるGoodな企業グループとなることにつながっていくと確信してい

ます。

その取組みの基盤となるのはサントリーグループに集う社員一人ひとりの力です。サントリーに今も脈々と受け継がれている「やってみな

はれ」に基づく飽くなきチャレンジ精神と、事業で得た利益の一部は社会への貢献のために役立てたいという「利益三分主義」の精神。

この2つの創業精神を土台に、多様な価値観や発想、能力を持った人材が国境や事業、組織を越えて「ONE SUNTORY」として力を

発揮すること。それにより、社員一人ひとりが仕事に生きがいや喜びを感じ、個人としても組織としても成長し続けること。そしてその

笑顔の輪が社会にまで広がっていくこと――そうした好循環を描きながら、お客様・社会とともに成長し続ける企業グループでありたい

と考えています。

■水を最重要課題に世界に向けて取組みを強化していきます

水使用量については、工場での節水活動により、2017年までに原単位で2007年比26％まで削減しました。2030年に向け、全世界の

自社工場で更なる削減を目指し取組みを展開していきます。

また、事業を展開する各地の地域課題に沿った「水」の取組みは着実に拡がっています。2003年 熊本・阿蘇から始まった、水資源や

生物多様性を保全する取組み「天然水の森」活動は、日本全国14都道府県20ヵ所、約9,000haに拡大。米国ケンタッキー州にあるメー

カーズマーク蒸溜所でも「ナチュラル・ウオーターサンクチュアリ」プロジェクトを立ち上げ、地域との共生を図りながら水源保全活動

が展開されるほか、フランスにおいても地域の実情に合った自然保全活動が開始されました。また、2004年から日本国内で始まった

豊かな水を育む自然環境の大切さを子どもたちに伝える次世代環境教育「水育（みずいく）」は、ベトナムや南アフリカにも拡大。水の

大切さや水源保全の重要性などを伝えるほか、子どもたちの衛生環境の向上にも貢献しています。
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サントリーグループの CSR

サントリーの創業者理念とサステナビリティ

私たちは「人と自然と響きあう」社会を目指しています。

それは「人々の生活文化を潤い豊かにすること」と「自然環境を保全すること」が矛盾せずに

幸福な相互関係で結ばれてこそ、永く持続していく社会づくりに貢献すること、それがサントリーグループの使命です。

サントリーグループでは、さまざまな社会貢献活動に力を注いでいます。

こうした社会貢献を大切にする私たちの価値観の源は、創業以来脈々と受け継がれている「利益三分主義」にあります。

これはとても信心深かった創業者 鳥井信治郎が唱えた経営哲学で、事業で得た利益は「事業への再投資」にとどまらず、

「お得意先・お取引先へのサービス」や「社会への貢献」にも役立てていこうという信念を言葉にしたもの。

かつて近江商人が「売り手良し、買い手良し、世間良し」という「三方良し」の思想を基本としていたように、

鳥井信治郎も常に社会へ貢献したいと考えていたのです。

こうした創業の精神は、現在もサントリーの中でずっと大切に受け継がれ、

サントリー美術館やサントリーホールの芸術・文化への取り組み、

あるいは社会福祉法人邦寿会への支援といった社会貢献活動に生かされています。

その中でも、「水と生きる SUNTORY」として、とりわけ積極的に取り組んでいるのが、水のサステナビリティ（持続可能性）に貢献す

る環境活動。

「水」はサントリーグループにとって最も重要な経営資源であり、かつ、地球にとって貴重な共有資源です。

だからこそ、私たちは商品の源泉である自然の恵みに感謝し、

恵みを生み出す自然の生態系が健全に循環するように、

「天然水の森」活動や「水育」、「愛鳥活動」といったさまざまな取り組みを続けています。

「水と生きる」企業として、水を育む森を守り、

あらゆる生き物の渇きを癒す水のように社会に潤いを与える企業でありたい──。
その願いは、永く持続していく社会の実現を目指す創業者の想いと同じなのです。
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サントリーグループの理念

「水と生きる」は、企業理念に基づく私たちの思いを広く社会と共有するための言葉です。地球にとって貴重な水を守り、水を育む環境

を守るとともに、社会に潤いを与え続ける企業を目指し、新たな価値の創造に挑戦しています。

『人と自然と響きあう』

わたしたちの使命

わたしたちは、この社会のために“Growing”＝成長しつづけます。成長しつづけることで、よりよい社会づくりに貢献する力も、

自然環境を守る力も大きくしていきます。そのためには革新的な取組みに情熱を注ぎ、新たなチャレンジをつづけなければなりま

せん。挑戦の先にあるのは、いまよりももっと誠実で、信頼される企業。そんな“Good”な企業に向かって成長しつづけること。

これがサントリーグループの志です。社員一人ひとりもまた、仕事への情熱と挑戦意欲を忘れず、“Good”＝誠実で信頼される人

間として、成長しつづけなければなりません。

わたしたちは常にお客様を見つめ、お客様の求めるものに応えます。商品やサービスを通じてお客様の生活文化を潤い豊かなも

のにしていきます。そして、商品の源泉である自然の恵みに感謝し、恵みを生み出す自然の生態系が健全に循環するように力を尽

くします。人々の生活文化を潤い豊かにすることと、自然環境を保全することが互いに矛盾せず、幸福な相互関係で結ばれ、永

く持続していく社会づくりに貢献すること。それがサントリーグループの使命です。

『Growing for Good』

わたしたちの志
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サントリーグループの歴史をつくってきたのは、常に果敢なチャレンジ精神でした。誰もやらなかったことに挑む。常識を疑い視

点を変え、考えぬいて、ひたむきに行動する。失敗や反対を恐れず、ひたすら挑戦しつづける。新しい市場創造も、新たな価値

提供も、そんな情熱から生まれました。『やってみなはれ』は、現在も未来も、わたしたちの事業の原動力となる価値観です。

わたしたちの事業は、お得意先やお取引先、そしてこの社会のおかげで成り立っています。だから、事業で得た利益は、「事業へ

の再投資」にとどまらず、「お得意先・お取引先へのサービス」や「社会への貢献」にも役立てていこう。そんな思いを言葉にし

たのが『利益三分主義』です。「おかげさまで」の心で、事業の成功をステークホルダーや社会全体と分け合い、互いに発展・成

長していける関係づくりに全力を注ぐこと。これもまた、サントリーグループ不変の価値観です。

企業理念の実現に向けて、私たちが行うすべての活動の基盤であり、サントリーグループが社会に対して責任を果たし、信頼を

いただくために、大切にしなければならない基本姿勢を定めています。

「水と生きる」は、企業理念に基づく私たちの思いを広く社会と共有するための言葉です。 地球にとって貴重な水を守り、水を育

む環境を守るとともに、社会に潤いを与え続ける企業を目指し、新たな価値の創造に挑戦しています。

『やってみなはれ』

『利益三分主義』

わたしたちの価値観

サントリーグループ企業倫理綱領
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社会との対話

グローバル共通の取組み
「水」を通じたサントリーグループの価値創造とは

有識者の方々に、サントリーグループが推進する「サステナブル経営」や国内外の「水」の取組みをご紹介させていただき、その後の

意見交換会でそれらに対する評価や助言をいただきました。

●開催日：2018年5月17日（木）

●場所：サントリーワールドヘッドクウォーターズ（お台場オフィス）

■有識者 ■サントリー

■司会

株式会社イースクエア 共同創業者
一般社団法人NELIS共同代表

ピーター D.ピーダーセン氏

サントリーホールディングス（株） 執行役員
コーポレートサステナビリティ本部長

福本 ともみ

サントリーホールディングス（株）
コーポレートサステナビリティ本部 
サステナビリティ推進部長

内貴 研二

サントリーホールディングス（株）
コーポレートサステナビリティ本部 
コーポレートブランド戦略部部長

富岡 正樹

国連広報センター所長

根本かおる氏

RIDEAL株式会社　代表取締役
WICIジャパン　運営委員（理事）

三代まり子氏

学会「企業と社会フォーラム」プログラム委員

今津秀紀
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統合性を意識して、全体像を見せることが重要

司会 本日は、サントリーグループが取組んでいる「サステナビリティ経営」に関して、SDGsあるいはESGといったグローバル

な視点から、忌憚なくご意見をいただきたいと思います。まずはサントリーの取組みに関して、率直な感想や評価を

いただけますでしょうか。

ピーダーセン

（以下ピーダー）
世界でもっとも信頼され愛されるオンリーワンの食品酒類総合企業グループを目指し、「水と生きる」企業としてグロー

バルに評価されるサントリーをつくろうという長期的な取組みはすばらしい。その取組みは年々進化しているという印象

も受けました。ただ、気になったのは「アライメント（整合性）」の問題です。グループ全体52%が日本国籍以外の

従業員であり、売上の41%を海外市場が占めているという中で、企業理念をグループ全体で共有することは非常に

大事なこと。海外グループの従業員にも同じベクトルを向いてもらうためには、英語での情報発信は丁寧にすべきだと

思いました。

根本 サントリーの創業の精神である「利益三分主義」は日本の「三方良し」の考え方にも通じますが、SDGsの場合、

これに「将来」と「地球」を足して「五方良し」の考え方を大切にしています。SDGsそのものには“ザ・正解”というも

のがないので、アプローチの仕方はさまざまですが、2030年にありたい姿を共通認識にすることを目指しています。

そういった意味では、「やってみなはれ」は、非常にSDGs的な精神に合っていると思いました。

三代 単に報告書上で理念を掲げるのではなく、具体的に実践されているということがレポートを通じて非常によくわかり

ました。報告書で理解できる部分というのは限られていますので、本日、実際に具体的な説明を聞くことでより理解

を深めることができたと思います。こうした対話の場を設けていただけると、企業としての対話力の高さを感じますね。

また、これまでの日本企業の場合、中期経営計画では長くて3年、5年というところが多い中、サントリーグループは

20年、30年先を見据えていて、長期の視点、長期のアンテナが立っているという点がすばらしいと思います。

富岡 サントリーは長い時間をかけて造り上げるウイスキーを生業としている企業です。もともと中長期的に物事を見ることを

大切にしている、というところはあると思います。しかし、20年先、30年先の未来像をしっかり描くためには、サントリー

グループの強みが何かを見つめ直し、次の時代に何が必要とされるのか想像力を膨らませて考える必要があります。

そのうえで、次のステップをどう踏んでいくのか考えていきたいと思っています。

根本 私が気になったのは、マテリアリティの中に従業員に関わる点がないように感じました。海外従業員の割合が増えれば

多様性を尊ぶ人事政策も大切ですし、ジェンダー平等を雇用の場として促進していくことも必要です。SDGsのGoal5

「ジェンダー平等を実現しよう」やGoal10「人や国の不平等をなくそう」といった格差是正の視点も、グローバル企業

として加えていただければ、ESG投資の部分でも、より企業の経営における統合性、不可分性というものが強く見られ

るのではないのかと思います。水を生業にしている会社というところで、Goal6「安全な水とトイレを世界中に」に

重点を置くということは理解できますが、ガバナンスでいえばGoal16「平和と公正をすべての人に」、金融という部分で

はGoal17「パートナーシップで目標を達成しよう」も非常に重要です。こうしたことを踏まえて、統合性というものを

意識した全体像が見えると、よりすばらしいのかなと思いました。

三代 課題として財務との関連性が挙げられます。ESG評価の視点からもさまざまな活動を行っていますが、それが具体的に

どういう財務的インパクトを及ぼしているのかという点を示していただきたい。先ほどピーダーセンさんからもありまし

たが、ESG、CSR活動、財務のアライメントも重要です。今後、よりグローバルに展開していくうえで、グループ全体で

の理念の共有や、活動とストーリーの共有といった部分の正確な表現が重要になってくると思います。ちなみに「やって

みなはれ」は英語ではなんと訳されていますか？

福本 実は英語でも「Yatte Minahare」と表示しております。「やってみなはれ」には単なるチャレンジ精神だけではなく、

「これと決めたらとことんやり抜く」、「諦めず、へこたれず、粘り強く物事に対峙せよ」という意味合いがあります。当初は

「Go for it」と訳し、海外グループ会社に浸透させるべく活動をしていたのですが、この意味合いを理解してきた海外グループ

会社の社員から「『Go for it』では、『やってみなはれ』の本来の意味を表現できていない」という意見が出てきました。

そこで、適切な英語表現がないのであれば、日本独自の概念として知られるようになった「もったいない」と同じように、

そのまま表現しようということになりました。社内には本来の意味合いを説明するだけでなく、過去の歴史や、理念の

真意を伝えていくことが大切だと思っています。
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三代 グローバル化によって、日本企業の中にもサントリーと同じように海外従業員の割合が50%以上の企業も増えています。　

もともとある日本企業の理念を海外の方に理解していただくのは難しく、どこも苦労されていますが、その本来の意味や

意図を正確に伝えるということがすごく重要になってきていますね。
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ローカライゼーションが強いグローバルメッセージを生む

司会 今後はガバナンスの部分への評価がますます高まると思われますが、グローバル企業としてガバナンス全体を見ていく

うえで気を付けなくてはいけないことはいかがでしょう？

三代 サントリーのCSRコミュニケーションブックを拝見しました。現時点で統合報告という位置付けで作られてはいないと

おもいますが、今後はESGの「G（ガバナンス）」を説明する上で、サプライチェーンも含めたより包括的な価値創造の

プロセスをもっと表現していく必要があると思います。そのプロセスをより推進していくために、どういったガバナンスが

必要なのかを説明する必要があります。サントリーのガバナンスが価値創造にどのように貢献しているのか、を記載でき

るとより効果的だと思います。

富岡 社外の方に理解いただけるような情報提供はもちろん大切ですが、その前に社内に向けていかにストーリー性を持って

理念をきちんと伝えられるかということが大事だと思っています。「水と生きる」を核としたコーポレート戦略を立ち上げ、

現状を見つめ直しながら、ストーリーをしっかり伝えていく仕組みづくりを始めています。

三代 統合報告書を作る最初のきっかけとしては、投資家にわかりやすい報告書を求めてというケースが多いのです。ただ、

必ずしも投資家向けだけではなく、今おっしゃられたような社内的なマネジメントの高度化にも活用できるツールです。

例えば、統合報告書は長期視点で作られることから、マネジメントが従来よりも長い時間軸での成長機会を捉える

きっかけにもなります。サントリーの場合なら、水という切り口からどういった成長機会を得られるでしょうか？

内貴 「水と生きるSUNTORY」という言葉を2005年に掲げ始めてから10年以上たっています。その中で、水資源に対する明確

なポリシーがあり、そこに沿った水資源の保全活動のさまざまな取組みの成果があることによって、少なくとも日本に

おいてはサントリーというブランドに対する信頼が生まれていると思います。ただ、それをグローバルな企業価値にさら

に展開していくことに関しては、まだまだこれからであり簡単ではないと思っています。

福本 長期的には、企業にとって最も貴重な資産である“人”の部分で「水と生きる」という理念や活動を共有していく意味

は大きいものがあると思います。これまでも、「水と生きる」に関わる活動では、社員を巻き込み、体験の場をつくっ

てきました。例えば、国内のグループ社員7,000人全員にサントリー「天然水の森」の森林整備活動を体験してもらっ

ています。また、まだ一部ではありますが、海外グループ会社のマネジメント層を中心に同様の活動を展開しています。

こうした体験は会社に対する誇りや一体感の醸成につながり、各自が持ち場に帰った時の生産性向上にも貢献します。

また、ご家族や周りの方から「いい会社ですね」と言われることがロイヤリティにプラスに働いて、さらに優秀な人材

の確保につながっていくという点も大きいですね。

三代 従業員の企業に対する「誇り」や「やりがい」といった財務資料には載らないインタンジブルズ（無形資産）に関しても、

統合報告書の中でどのように中長期的な価値創造につながっているのかを表現できるといいですね。今行っている水育

や森林整備活動が将来的にどういう財務的なインパクトにつながっていくか、中間的なKPIがあるとよりわかり易くなっ

てくると思います。例えば水育には地域への貢献という意味もありますが、中長期的に考えると、そういう教育を受け

た知識を持った人たちが、将来、サントリーの人材にもなる可能性もある。だとすると、サントリーの価値を創造する

源泉である人を育てることにもなるので、長期的には財務的なインパクトにも影響します。そういったつながりを見せら

れるとさらにいいと思います。

ピーダー エンゲージメント調査で、モチベーションの有無や理念の周知度などを定量的に示すと説得力も上がるかもしれません。

また、今はオンライン調査も非常に安くできますから、一般消費者にサントリーとコンペティター 2 ～ 3社を社会的観点、

環境の観点から評価してもらってはいかがでしょう。そういった市場調査によるデータをピックアップすれば、真の企

業価値にもつながる。今後、「水と生きる」活動をはじめとする環境や社会への貢献などをさらにグローバル展開し、

社会に発信していった時に、そういったデータにどんな変化が現れるか、定点観測ができると思います。

根本 国連広報センターでは、グローバルメッセージのローカライゼーションに力を入れています。コアメッセージをつくる

過程において当事者が参加、あるいはインボルブ（巻き込むこと）されると、そのメッセージはより強い力を持ちます。

例えばSDGsの場合、世界中のさまざまなステークホルダーを集めて3年かけて議論し、さらにオンライン調査による

1千万人の声も反映しています。そうやってできたものに対してのオーナーシップや自分事として捉える気持ちが今につ

ながり、多くの方が情熱を持ってSDGsに関わってくださっています。それはエクスターナルコミュニケーションでも、

インターナルコミュニケーションでも同じで、グループ全体の方針を決める際に海外の子会社やその従業員の方々に

まずコンサルするところからはじめると、より強い企業になるはずです。
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福本 ありがとうございます。ご意見を参考に、グローバルメッセージのローカライゼーションの過程には、できるだけ現地の

従業員を巻き込んで進めていきたいと思います。
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上流からサプライチェーン全体を見る時代に

司会 国内外のサントリーグループの水への取組みに対する評価を聞かせていただけますか？

根本 現在、水不足に直面している人は世界人口の40%、さらに使った水の80%が浄化されないまま垂れ流しになっているのが

世界の現状です。国連にとっても水は最重要課題のひとつとして認識しており、2018年から2028年までを「水の国際行動

の10年」として制定しています。これは私たちの命を支える水と人類の繁栄をどう両立していくのかが鍵になるという考えか

らスタートしたものです。また、途上国では水汲みは女性の、特に女児の仕事とされていますが、水汲みのために費やされ

ている時間は400億時間といわれています。これはフランスなどの主要国の総労働勤務時間に相当します。その時間を学校

での勉強に使えれば、確実に格差の是正に繋がります。水の問題というのは環境の側面だけではなく、人権の問題もはらん

でいます。広い意味での水にまつわる社会課題にも目を向けていただけると、今後、途上国や中進国でのビジネスも増えて

いくグローバルな企業には、よりふさわしいのではないのかと感じました。

内貴 サントリー食品ヨーロッパではアフリカでも事業を始めておりますので、現在はアフリカ社会からの要請を受けて、水を提供

するなどのサポートをしております。水汲みなどの問題に対しても、そこでビジネスをしていく企業の社会的責任として取組

む必要があることは認識しておりますが、具体的にどういう場所でどのような活動をしていくことが適切なのかについては、

まだ把握できていないのが現状です。グローバル企業としてできることは何か、もっと勉強する必要があると考えております。

根本 国内で活動する時は地域の団体や市民社会、あるいは研究機関とのコラボレーションで取組むことが多いと思います。海外

も同じで、国連機関や国際NGO、ローカルなNGOなど、さまざまな知見を持っている団体がたくさんあります。まずは

そのような団体と情報共有から一緒にやっていただいてはいかがでしょうか？

福本 ベトナムで展開している「水育」では、水の大切さを伝える教育活動と合わせて、水の衛生教育や必要な施設の提供など、

その地域が抱えている課題を理解して、解決に繋がるような活動を行っています。これからさらに「水育」をグローバル展開

していくのに際しては、NGOや地域の団体と連携しながら、水という切り口を通して地域社会の課題解決に貢献する活動

を進めていきたいと考えています。

根本 水はあらゆるものに関わっていますので、非常に間口の広い課題です。「水育」をさらにサステナブルな形で運営していくた

めには、いわゆる「Train the trainers」を行って、その地域で核となって教える人たちを育て、地域展開できるといいですね。

内貴 現状では、サプライチェーンの上流に向けた取組みが弱いことは、グローバルプレーヤーをいろいろ見ている中で痛切

に感じています。原料農作物についてもう少し現状をしっかり見つめ直すところからやらないと、サステナビリティを

追求していくグローバルビジネスの動きの中で遅れを取りかねません。今後、強化が必要だと思っております。

ピーダー 今までは商社に任せているから自分たちは直接見ていないということで済んできましたが、これからは非常に危険です。

商社もいまやサステナビリティ戦略を次のステージに持っていくことを目指しています。だとすれば、商社とパートナー

シップを組むことで可能性はいくらでも広がるはず。ここ数年、人権や環境の面で相当な問題が顕在化している以上、

SSCM（サステナブルサプライチェーンマネジメント）が当たり前だと考えるべきですね。

内貴 サプライチェーンの上流で原料を生産している地域社会の人たちと直接、取引をしているわけではないにしても、その

地で作られた原料を使用して事業展開している以上、私たちにはその方々が人間らしく、健全に暮らしているのかどう

かに関して責任があると考えます。まずは原料農作物の生産地である地域社会の現状をしっかり把握して、リスクの

有無を見極め、改善に向けて取組まなくてはなりません。また、気候変動が進めば、今後も同じ場所で同じように

原料が収穫できなくなるリスクもあります。さらに人口が増えれば、水の奪い合いが起きるかもしれない。そうした可能

性も考えて、サプライチェーンの上流に対しては、適切で持続的な農作物の生産、あるいは地域社会の人権問題など、

長期的な視野で見ていきたいと考えておりますが、どういうやり方がサントリーのビジネスにもっとも適切なのか。それ

を見極めないと具体的に進められませんので、もう少し時間がかかると思います。
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イノベーションを加速するパートナーシップ

司会 サントリーグループが水に対する活動をより広くグローバルに展開するに当たり、どんな視点が大切なのか。あるいはど

んな活動を強化していけばいいのかなど、アドバイスいただけることはありますか？

ピーダー SDGsを達成するためにはグローバルな連携が必要。こうした活動の真ん中にパートナーシップを置いて、目標達成に向か

うのも、よりグローバルに展開するには良いかもしれません。もはや、単独ではできないグローバルでの共通課題になって

きているので、イノベーションを加速させるためにパートナーシップを組むという姿勢を示されてはいかがでしょう？

福本 たしかに日本の企業は自前主義になりがちです。水やCO2の削減目標ひとつをとっても、非常にアンビシャスなものですし、

企業一社で達成できるものではありません。健全な水循環の中で、人々の生活も企業も発展していくといった長期でめざす

姿を共有するパートナーシップを組んで、技術革新、社会変革を起こしていくことが求められていると思います。

根本 グローバルな展開を図るうえで、SDGsというのは世界の共通言語であり、どこの国に行ってもある一定の人には通じるもの

です。パートナーシップを核にというお話がありましたが、Goal.17は、他の16の目標すべてに関わるものとして位置づけら

れます。そこを中心に置かれるのは、いろんなアクターを巻き込んでいくうえで非常に有効ですね。

ピーダー やはり、サントリーをグローバルブランドとして広げるには、「水」がキーワードになると思います。水を通じて社会に貢献し

ながらブランドを広げるというのはとても有効です。ここ2 ～ 3年、水の問題が顕著になっていて、水のサステナビリティは

非常にクローズアップされています。スターバックスが「サステナブル・コーヒー・チャレンジ」というプラットホームをつくっ

て現在100団体が参画していますが、同じように「ウォーター・リーダシップ・プラットホーム」や「ウォーター・イン・ライフ」

などと銘打って、サントリーが革新的な取組みを提案してはいかがでしょう。どこかのコンサルティング会社と組んで、世界

的なプラットホームをつくるわけです。

福本 「水と生きる」企業として、グローバルなプレゼンス向上につながる取組みですね。

ピーダー そういう柱を掲げてグローバル・イニシアチブを発揮し、単独ではなくどこか世界的に有名な団体や企業と組んで、5年

間スポンサードを行うと宣言すれば、それはグローバルブランディングにも資するし、評価にもつながる。実際にそこか

らイノベーションも起きるかもしれません。そういうアプローチがこれからは有効なのではないでしょうか。これからは

商品だけではなく、社会のステークホルダーと関わりながらもっと深いブランディングを確立することが企業価値を

高めることにつながっていく。サントリーという名前を広めるにあたっては、そういう“したたかさ”と誠実さがセットになっ

たアプローチでいいと思います。

富岡 サステナブルな視点なくしてブランドは成り立ちませんし、その継続性を実現するにはビジネスがしっかり組み込まれて

いなくてはいけない。さらに競争に勝てるような差別化も大切です。しかし、その大前提として社会に受け入れられる

取組みでなければならない。コーポレート戦略を考える時に、様々なタッチポイントでいかに納得いただけるかが重要

であり、そのコミュニケーションに、いろいろと知恵を使っていかなくてはいけない。ピーダーセンさんのおっしゃる

ように、“したたかさ”も持ち合わせて考えていきたいと思いました。
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「水」の取り組みを価値創造のストーリーにつなげて情報発信

根本 グローバルな展開には、マクロとミクロ、両方の視点が必要だと思います。小さな物だけを見るのではなくて、森とつなげ

て両方の視点を持つことがとても重要です。先ほどの農産物がサステナブルに調達し続けられるのかという話題が上がり

ました。今のままのライフスタイルを続けると、2050年には世界人口は95億人になり、今の地球が3つ必要だと言われて

います。企業側の変化が必要なのはいうまでもありませんが、同時に消費者の側の変化も必要です。だからこそ両方に訴え

かけることが重要。サントリーの場合、「水育」という子ども、あるいはコミュニティの人たちに影響力を持つ伝え方もあり

ますし、広告というマスに一気に伝える方法もあります。水不足が原因で2030年には7億人が家を追われることになるだろう

とも言われ、環境難民という言葉が生まれています。それはすでに現実の問題になっていて、島嶼国（とうしょこく）から

別の国に移り住むことを余儀なくされている人々が既にいるわけです。水はすべての礎ですので、そのために消費者の意識

やライフスタイルまで変えようといった心意気で発信をしていただきたいですね。

三代 情報開示の観点から申し上げると、SDGsが統合報告書におけるスターティングポイントになっているケースが多いです。

ただ、経営課題はそれだけではないので、最初に経営を俯瞰して捉えた上で、当社にとって重要と考えられるSDGsに絞り

込むことが大切です。サントリーグループの場合、人材や技術などに関しても包括的に捉えたうえで、SDGsの「水」にかな

り絞り込みをかけています。私はその点がすばらしいと思いました。今、SDGsにひも付けて情報開示している企業が多く、

17のすべてのアイコンを載せていろいろな取組みを記載しているケースが散見されます。でも統合報告の場合は「情報の多さ」

ではなく、「情報のつながり」こそが重要です。サントリーの場合も単に情報を出すだけではなく、理念から始まって中長期

的なビジョン、どういった社会的課題を解決したいのか、それに対する戦略やビジネスモデルがどうなのか、そしてそのゴー

ルとしての財務的、あるいは非財務的な結果がどうなのか、価値創造ストーリーをつなげて開示をされてはいかがでしょう。

そうすることでサントリーが力を入れて進めている水の活動も、より意義を持って表現できると思います。

内貴 水を軸に据えたストーリー、シナリオを語る中で、経営課題をはじめとするあらゆる部分がそこに関わってくるということ

ですね。

三代 水と同じように、経営資源も限られています。その限られた経営資源をいかに最適に配分していくかという意味で、マテリア

リティのプロセスを洗練化させていくというのが、情報開示に取組まれている日本企業の今後4 ～ 5年の課題になっています。

世界的にも統合報告はCSRと財務報告を一冊にまとめるところから始まりましたが、今は次の段階に来ているということです。

マテリアリティに関しても、自社の価値創造において重要な事項は何かをを考慮していただいて、最適な資本配分のあり方

を検討いただければと思います。

内貴 ただ、ほかの企業の方と話してみても、やはりシナリオ分析に関してはよくわからないという声が多いです。特に金銭的価値

に換算することや、KPIという指標で表現するのは非常に難しいと感じます。

三代 KPIは必ずしも金銭的価値に換算する必要はありません。例えば、スリーエム社の場合、「イノベーション」を起点に、

「顧客ニーズと3Mのテクノロジーをつなぐ能力」や「事業を起こす能力」を特定し、「エンジニアが顧客を訪問した回数」

「テクノロジープラットフォーム数」「新しいアイディアで表彰された人数」など「売上結果」などの財務指標以外の

指標をロジックツリーでとらえています。他にも、顧客や従業員を大事にする企業であればそれぞれの満足度であったり、

安全が最も重要であるとの認識のある企業であれば、「安全労働災害発生率」など、単に定量化されていることではなく、

企業が大事だと思っていることとの関連付けがKPIでも重要です。

内貴 水の活動をストーリー的に説明するというのは、なかなか難しい試みではありますが、語り方もいろいろ工夫できると

思いますので、勉強させていただきながら水を通じてサントリーのブランドストーリーをしっかり語れるようにしたいと

思います。
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水の問題を自分事として捉えて行動することができるかが大切

ピーダー 強い企業には「アンカリング（拠り所）」、「アダプティブネス（自己変革力）」、「アラインメント（社会性）」の3つが揃っ

ているというのが私の持論ですが、中でもアラインメントができている企業は、「明るい未来志向」を持っているという

特徴があります。そういった強い企業には、うわべの数字にだけではない深いモチベーションがあるもの。サントリー

の社員の皆さんもさまざまな社会貢献などをベースに、「明るい未来志向」を醸成されているのでたいへんすばらしい

と思っています。

根本 ひとつ質問です。サントリーの社員の皆さんは「水宣言」みたいなものに署名なさっていますか？社内で徹底し、自分

事化する上で、そうした手法は非常に有効だと思いますが。

ピーダー 「マイ・水宣言」ですか！ おもしろいですね。生活の中で個人でもできる何かが必ずありますからね。

内貴 海外の方からすると署名するというのはかなり重みがありますので、難しい部分もあるかもしれません。しかし、今は

デジタルでのタッチポイントが可能ですから、少なくとも「Like」くらいならやってもらう工夫はできるとは思います。

福本 そもそも、「水」や「節水」というと、社員は生産部門の仕事と思い込んでいる部分が多いですから、自分事として捉え

て行動化していくというのは、すごく大切なことだと思います。

ピーダー 本当に水を大切にしていることの証として、「水マスター」や「水チャンピオン」といった仕掛けを設けてはいかがでしょう。

サントリーのグループ会社312社すべてに「水マスター」や「水チャンピオン」を任命してくださいとお願いして、あとは

選ばれた人が中心となって、各社で主体的に水の取組みを行っていくのです。海外には一方的に押しつけられると抵抗

を感じる人が多いので、グローバル展開を図る時には共通的な仕組みと主体性のバランスを図るのはとても重要です。

イノベーションやサステナビリティの観点からすると、サントリーグループの組織的な対応能力やイノベーションケイパビ

リティといったものを次のステージに持っていくために、もう一歩、高度化していくとすごく面白いことが起きるような

気がします。

内貴 イノベーションに関しては、日本の産業社会でよく使われてきた技術革新という言葉とかなり質の違うことが起きている

と理解しています。21世紀のそういうイノベーションに、むしろ日本もサントリーも遅れていると考え、切実な認識のも

とに出発点に立ってイノベーション・ケイパビリティ（組織的能力）を上げていかないといけない。その危機感をいかに

的確にビジネスサイドの人間と共有できるか、このあたりが我々コーポレートサステナビリティ推進本部の仕事だと考え

ています。また、上流にさかのぼってサプライチェーン全体で見るというお話が出ましたが、これは「水」ともリンクす

ることです。自分たちが使っている水は上流から来ているものであり、それと同時に下流もあるということをふまえて、

全体で見る視点は水の問題を考えるうえでも必ず必要です。水理念の最初に「水循環を知る」という項目を掲げている

のは、まさにそこにこだわっているから。それをサントリーグループ共通の認識にしていくことが重要だと思っています。

福本 サントリーグループは「人と自然と響きあう」企業として、「水のサステナビリティ」「気候変動対策」を柱に、持続可能

な地球環境を次代に引き渡すことを目的に「環境ビジョン2050」を掲げています。また、そのビジョンを達成すべく、

新たに「2030年目標」も設定しました。加えて、本日ご意見いただいた、ダイバシティや健康経営の推進など従業員に

関わる課題をはじめ、より包括的なサステナビリティ方針を来年に向けて策定していきたいと思っています。

サントリーグループは、創業精神である「利益三分主義」が脈 と々受け継がれており、社会に貢献するという意志を文化

として持っています。これを土台に、理念からはじまって、社会課題解決への貢献と中長期での企業価値向上を統合し

たストーリーを描くこと、これを社内外のステークホルダーと共有していくことの重要性を再確認いたしました。本日

いただいたご示唆に富んだご意見を取り入れ、一歩ずつ取り組んでいきたいと思います。本日は本当にありがとうござい

ました。
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サントリーグループの CSR

CSR の考え方

サントリーグループの理念
「水と生きる」は、企業理念に基づく私たちの思いを広く社会と共有するための言葉です。地球にとって貴重な水を守り、水を育む環境

を守るとともに、社会に潤いを与え続ける企業を目指し、新たな価値の創造に挑戦しています。

社会、自然との共生を実現し、真に価値ある企業となるために、サントリーグループは企業理念に掲げる「人と自然と響きあう」の実現

に向け、ステークホルダーとともにさまざまなCSR活動を進めています。

『人と自然と響きあう』

わたしたちの使命

わたしたちは、この社会のために“Growing”＝成長しつづけます。成長しつづけることで、よりよい社会づくりに貢献する力も、

自然環境を守る力も大きくしていきます。そのためには革新的な取組みに情熱を注ぎ、新たなチャレンジをつづけなければなりま

せん。挑戦の先にあるのは、いまよりももっと誠実で、信頼される企業。そんな“Good”な企業に向かって成長しつづけること。

これがサントリーグループの志です。社員一人ひとりもまた、仕事への情熱と挑戦意欲を忘れず、“Good”＝誠実で信頼される人

間として、成長しつづけなければなりません。

わたしたちは常にお客様を見つめ、お客様の求めるものに応えます。商品やサービスを通じてお客様の生活文化を潤い豊かなも

のにしていきます。そして、商品の源泉である自然の恵みに感謝し、恵みを生み出す自然の生態系が健全に循環するように力を尽

くします。人々の生活文化を潤い豊かにすることと、自然環境を保全することが互いに矛盾せず、幸福な相互関係で結ばれ、永

く持続していく社会づくりに貢献すること。それがサントリーグループの使命です。

『Growing for Good』

わたしたちの志
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サントリーグループの歴史をつくってきたのは、常に果敢なチャレンジ精神でした。誰もやらなかったことに挑む。常識を疑い視

点を変え、考えぬいて、ひたむきに行動する。失敗や反対を恐れず、ひたすら挑戦しつづける。新しい市場創造も、新たな価値

提供も、そんな情熱から生まれました。『やってみなはれ』は、現在も未来も、わたしたちの事業の原動力となる価値観です。

『やってみなはれ』

わたしたちの事業は、お得意先やお取引先、そしてこの社会のおかげで成り立っています。だから、事業で得た利益は、「事業へ

の再投資」にとどまらず、「お得意先・お取引先へのサービス」や「社会への貢献」にも役立てていこう。そんな思いを言葉にし

たのが『利益三分主義』です。「おかげさまで」の心で、事業の成功をステークホルダーや社会全体と分け合い、互いに発展・成

長していける関係づくりに全力を注ぐこと。これもまた、サントリーグループ不変の価値観です。

『利益三分主義』

わたしたちの価値観

企業理念の実現に向けて、私たちが行うすべての活動の基盤であり、サントリーグループが社会に対して責任を果たし、信頼を

いただくために、大切にしなければならない基本姿勢を定めています。

サントリーグループ企業倫理綱領

「水と生きる」は、企業理念に基づく私たちの思いを広く社会と共有するための言葉です。 地球にとって貴重な水を守り、水を育

む環境を守るとともに、社会に潤いを与え続ける企業を目指し、新たな価値の創造に挑戦しています。

サントリーグループのCSRの考え方
持続可能な社会に向けて、サントリーグループの理念を実践することそのものがサントリーグループのCSRであると位置づけ、グループ

一体となって活動を推進しています。グループ理念に基づき従業員一人ひとりが社会やステークホルダーとのつながりの中でCSRを実践

できるよう、CSRに関する基本的な考え方を以下のように定めています。



018

CSR推進体制
サントリーグループでは、取締役会および各委員会のもと、CSR関連部門が連携し、グループ全体でCSR活動を推進しています。

その全社横断的機能を果たす専門部署として、2005年よりCSR推進部を設置しています。CSR推進部では、全社CSR戦略の策定、部

門横断的なCSR課題への対応、CSR情報発信、ステークホルダーとのコミュニケーションなどに取り組んでいます。また、CSR関連部

門と連携して行動計画を策定し、それぞれのCSR課題について定例会議を開催し、活動の進捗報告や課題の共有、課題の解決に向け

た討議や社会動向の共有を行い、国内外含めたグループ全体でCSR活動を推進しています。

ステークホルダーとの関わり
サントリーグループの事業活動は、多様なステークホルダーとの関わりの中で進められています。持続可能な社会の実現に貢献する企

業であり続けるために、私たちはステークホルダーへの責任を明らかにするとともに、さまざまなコミュニケーションを実施。いただい

たご意見や社会のニーズを企業活動に反映し、高い信頼関係や協働関係を継続的に築いていくことを目指しています。

※Alcohol Responsibility and Sustainability

ステークホルダーとのコミュニケーションの機会
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■（1）お客様・お取引先と響きあう／商品・サービス

最高品質の商品・サービスでお客様に感動をお届けするために

お客様の声を広く企業活動に反映させるとともに、サントリー品質方針「All for the Quality」のもと、バリューチェーン全体で品質の

維持・向上に取り組んでいます。また、CSR調達やアルコール関連問題にも積極的に取り組んでいます。

■持続可能な開発目標(SDGs)※をふまえて

地球規模での環境問題、人口増加に伴う資源・エネルギー・食料の逼迫や格差の拡大など、私たちが直面している課題は非常に多岐

にわたっています。世界が課題解決に向けた動きを見せる中、サントリーグループはグローバルに事業を展開する企業として世界課題の

解決に貢献すべく、「持続可能な開発目標（SDGs）」などの国際的な長期目標を参照し、取り組みを深化させていきます。

※ 2015年9月に国連サミットで採択された、2030年までに全世界が取り組むべき目標（Sustainable Development Goals）

■（2）自然と響きあう／環境

限りある水や資源を、次の世代に引き継ぐために

持続可能な豊かな地球環境を次世代に引き継ぐべく、「環境ビジョン2050」を定め、「自然環境の保全・再生」「環境負荷低減」の2つ

の軸で、グループ全体での環境経営を推進していきます。

■（3）社会と響きあう／文化・社会貢献

地域に根ざした活動で、明るい未来を築くために

創業の精神「利益三分主義」に基づき、「芸術・文化」「スポーツ」「社会福祉」の分野を中心に、「次世代育成」「被災地支援」「地域貢献」

など、時代を見つめた文化・社会貢献活動に継続的に取り組んでいます。

■（4）従業員と響きあう／ダイバーシティ経営

世界へと夢を広げる、多彩な人材を育てるために

「ダイバーシティ経営」を人事の基本方針とし、新たな価値創造に挑戦する「人材育成」と従業員一人ひとりが最大限に力を発揮する、

創造性あふれる「職場環境づくり」を目指しています。

CSR 4つの取り組み
CSRの考え方をベースに、よりサントリーグループらしい社会的責任を果たしていくため、2011年からISO26000を活用したCSR活動を推進

しています。CSR活動の現状把握と課題抽出・認識の共有を行い、7つの中核主題ごとにステークホルダー・エンゲージメントを実施しました。

この結果をもとに、グローバルな社会課題や事業課題の中から、ステークホルダーからの期待・関心度が高く、また、サントリーグループにとっ

て重要度が特に高い課題を抽出した上で、企業理念「人と自然と響きあう」の実現に向けて、これらの課題の整理を行い、4つの取り組みに

まとめました。今後も私たちサントリーグループは企業理念に基づく活動の実践を通じて、社会的な責任を果たすとともに、持続可能な社会

の実現を図りながらグローバルに成長する、「Growing for Good」な企業を目指して革新と挑戦を続けてまいります。

グローバル企業としての取り組み
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■重要課題の特定

■グループ共通の「水理念」を制定

サントリーグループは今後のCSR活動の重点領域を検討するため「持続可能な開発目標（SDGs）」を活用し、専門知識を有するKPMG

あずさサステナビリティ（株）の協力のもと、重要課題分析を実施しました。

ステークホルダーにとっての重要性とサントリーグループにとっての重要性を評価し、取り組みのマトリックスを作成。CSR重点課題や

経営課題・リスクの視点で分析した結果、重要度の高い取り組み目標として、目標6「水・衛生」、目標3「健康・福祉」、目標12「責任

ある生産・消費」、目標13「気候変動対策」の4つを特定しました。

また、その中でも特に、事業活動にとっても重要な原料「水」を守ることが最重要課題であると認識し、グループ一丸となって水を守

る活動に注力していきます。

「水」はサントリーグループにとって最も重要な原料であり、かつ、貴重な共有資源です。「水と生きる」企業として国内で培ってきた「水

のサステナビリティ」の考えや活動をグローバルに実践していくため、2017年1月にグループ共通の「水理念」を制定しました。この理

念のもと、事業を展開する世界各地で水を育む自然環境の保全・再生活動にグループ一丸となって積極的に取り組んでいきます。

サントリーの『水理念』

水はグループにとってもっとも重要な原料であり、かつ、貴重な共有資源です。環境基本方針の最上位に掲げる「水のサステナビ

リティの実現」に向けて、次の理念をグループ全体で共有し、ステークホルダーの期待に応えていきます。

1.水循環を知る

使用する水の循環について科学的アプローチに従って流域を調べ、理解を深めます。

2.大切に使う

   水の3R（Reduce/Reuse/Recycle）活動を通じて節水に努め、浄化した水は自然に還し、環境インパクトを軽減します。

3.水源を守る

サステナブルな未来を実現していくため、ステークホルダーと協力しながら使用する水の水源保全に努めます。

4.地域社会と共に取組む

社会が豊かになるように、水課題の解決への貢献を通じて地域コミュニティを支援します。

2017年1月策定
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■重要課題に対するサントリーグループの活動方針

「水」を始めとしたこれらの重要課題については、バリューチェーン全体の視点で取り組むことを重視し、「持続可能な開発目標（SDGs）」

の169のターゲットを参照しながら検討を進めています。それぞれの重要課題において、今後は下記のような活動を強化していきます。

国連グローバル・コンパクトに署名
サントリーグループは世界人権宣言や国連のビジネスと人権に関する指導原則など国際規範を支持するとともに、国連が提唱する「人権・

労働・環境」についての普遍的な原則を提唱する「国連グローバル・コンパクト」（以下10原則）に署名しています。

1.企業は、国際的に宣言されている人権の保護を支持、尊重すべきである

2.企業は、自らが人権侵害に加担しないよう確保すべきである

3.企業は、結社の自由と団体交渉の実効的な承認を支持すべきである

4.企業は、あらゆる形態の強制労働の撤廃を支持すべきである

5.企業は、児童労働の実効的な廃止を支持すべきである

6.企業は、雇用と職業における差別の撤廃を支持すべきである

7.企業は、環境上の課題に対する予防原則的アプローチを支持すべきである

8.企業は、環境に関するより大きな責任を率先して引き受けるべきである

9.企業は、環境に優しい技術の開発と普及を奨励すべきである

10.企業は、強要と贈収賄を含むあらゆる形態の腐敗の防止に取り組むべきである

2017年には、グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパンのヒューマンライツデューデリジェンス分科会に参加し、労働慣行に関

する国際的な動向について知見を深めました。今後もグローバルでサステナブルな事業を推進していく上で、国際的な規範を遵守し、

社会的責任を果たしていくことが、サントリーグループの使命であると考えています。
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The CEO Water Mandateに署名
サントリーグループは、水の持続可能性に関して企業の発展・実践・情報開示を支援する「国連グローバル・コンパクト」のイニシアチ

ブであり、水資源問題のグローバルプラットフォームである「The CEO Water Mandate」に署名しています。



023

CSR の考え方

ISO26000を活用したCSR活動のステップアップ

CSRの考え方をベースに、よりサントリーグループらしい社会的責任を果たしていくため、2011年からISO26000を活用したCSR活動

を推進しています。CSR活動の現状把握と課題抽出・認識の共有を行い、7つの中核主題ごとにステークホルダー・エンゲージメントを

実施しました。

この結果をもとに、グローバルな社会課題や事業課題の中から、ステークホルダーからの期待・関心度が高く、また、サントリーグルー

プにとっての重要度も高い項目を特に注力すべきCSR重点課題として2013年に特定し、策定した行動計画に基づいてグループ全体で活

動を推進しています。

CSR活動の現状把握
■CSR全体会議を開催

■ISO26000のセルフチェックシートを用いてCSR活動の棚卸しを実施

サントリーホールディングス（株）CSR推進部を中心に、CSR関連の主要部署※から代表者約

40名が集まり、ISO26000についての理解を深めるとともに、今後のステークホルダー・エンゲー

ジメントのプロセスを確認・共有しました。

※サントリーホールディングス（株）CSR推進部、品質戦略部、総務部、法務部、コンプライアンス室、人事部、
エコ戦略部、サントリービジネスエキスパート（株）SCM本部、お客様リレーション本部

ISO26000の中核主題ごとに設定されている「関連する期待および行動」の約250項目につい

て、関連部署がセルフチェックシートを用いて対応状況を評価し、サントリーグループの課題

を洗い出しました。

CSR活動推進のプロセス

CSR全体会議の様子

ISO26000のセルフチェックシート
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サントリーグループの課題の認識と共有
■中核主題ごとに関連部署が集まり重要課題を議論

7つの中核主題ごと※に関連する部署が集まり、今後サントリーグループが優先的に取り組む

べき重要課題を議論しました。

※人権と労働慣行については、相互に関連性が高いことから2つのテーマを同時に議論しています

有識者と重要課題を確認
■中核主題ごとに社外有識者と第1回意見交換会を開催

社内で議論した中核主題ごとの重要課題について、2012年3-4月に社外有識者と意見交換会を実施し、確認しました。

継続的に意見交換会を実施していくことで、さらなるステップアップにつなげていきます。

人権・労働慣行をテーマにした議論の様子

重点課題の特定
ステークホルダーからの期待・関心度と、サントリーグループにとっての重要度から、優先的に取り組む6つのCSR重点課題を特定しま

した。

6つのCSR重点課題

■①お客様第一に安全・安心で健康に貢献する高品質な商品・サービスの提供

サントリーグループは事業領域の拡大とグローバル化が加速する中、“安全・安心で健康に貢献する高品質な商品・サービスを提供する

責任”が一層重みを増しています。

サントリーグループは、品質方針「All for the Quality」のもと、「サントリーグループ品質保証規定」を設けて、商品・サービスの企画・

開発から水や農産物、包材などの原材料調達、製造、流通、販売・サービスに至るすべてのプロセスで品質の維持・向上に取り組んでいます。

さらに、常にお客様視点での品質保証を心掛け、「飲用時・飲食時品質※の向上」をキーワードにVOC（Voice of Customer：お客様

の声を経営施策に反映する活動）に積極的に取り組んでいます。

これからもサントリーグループは、品質方針をグループ全体に浸透させ、グローバルで一体化した品質保証を実現するとともにし、これ

からも世界各地のお客様との対話をもとに、高品質な商品・サービスの提供を通じて、お客様に新しい感動や喜びを提供していきます。
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■②「水のサステナビリティ」の追求と環境負荷低減による自然との共生の実現

サントリーグループの事業の多くは、水や農作物など、かけがえのない自然の恵みによって支えられています。「人と自然と響きあう」と

いう企業理念のもと、環境経営を推進し、持続可能な豊かな地球環境を次世代に引き継ぐことは、私たちの大切な責務です。「水と生きる」

企業として、「水のサステナビリティ」実現のために、水を育む森を守り、水を大切に使い、きれいにして還す活動を推進しています。

また、工場での省エネ・節水、容器包装の軽量化、自動販売機の省エネルギー化などを通して、環境負荷を低減するさまざまな活動

を続けています。

サントリーグループの環境経営に、より明確な方向性を与えるため、2014年1月に「環境ビジョン2050」を策定し、「2020年目標」を

掲げました。「自然環境の保全・再生」「環境負荷低減」の2つの軸で、グループ全体で環境経営を推進していきます。

■③「利益三分主義」に基づく生活文化の豊かな発展と次世代育成への貢献

サントリーグループは、事業で得た利益は「事業への再投資」や「お得意先・お取引先へのサービス」として活用するだけでなく、「社

会への貢献」にも役立てたいという創業者・鳥井信治郎の「利益三分主義」の精神を、世代を超えて受け継いでいます。

創業以来、その時々の社会課題をふまえながら、社会福祉・教育・災害支援などの地域貢献から、芸術・学術・地域文化の振興、スポー

ツ支援、次世代育成などに至るまで、多様な文化・社会貢献活動に取り組んできました。

そして、事業活動のグローバル化が進展する中、持続的な成長を目指すためには、お客様・お取引先・従業員をはじめとする世界中の

ステークホルダーとの共生を図っていくことがますます重要になっています。サントリーグループは、世界各地のグループ会社との連携

をさらに深め、「文化・スポーツ」「次世代育成」「社会福祉」の分野を中心に、各国・各地域の実情に沿った活動を推進し、生活文化

の豊かな発展と次世代育成に貢献していきます。

■④「やってみなはれ」を発揮できる人材育成とダイバーシティ推進

サントリーグループは、「やってみなはれ」に象徴される“チャレンジ精神”をもとに酒類や清涼飲料にとどまらず、健康食品・外食・花

などさまざまな事業分野を開拓しながらグローバルな事業展開を加速しています。人材の多様性を推進し、多様な価値観や発想を取り

入れ、活かすことにより、より大きな価値を創出する「ダイバーシティ経営」を人事の基本方針としています。

現在のサントリーグループにとって最も重要な課題は、新たな価値創造に挑戦する「人材育成」と従業員一人ひとりが最大限に力を発

揮する、創造性あふれる「職場環境づくり」です。

上司と従業員の定期的な対話を通じて、個々人の果たすべき役割・目標を設定するとともに、個々の成長につなげています。

また、失敗をおそれず、より高い目標にチャレンジする人材を評価するしくみも構築しています。

■⑤サプライチェーンを通じたCSR活動の推進

お客様に高品質な商品やサービスを安定的にお届けするためには、ビジネスパートナーとの連携が必要です。また、コンプライアンスや

人権・環境などに対する企業への要請が世界的に高まってきており、グループ会社だけでなく、サプライチェーン全体でのCSR活動の

推進が求められています。

サントリーグループでは、事業を通じた持続可能な社会の実現に貢献するため、ビジネスパートナーとの公正・公平な取引を徹底する

とともに、サプライチェーン全体において期待される社会的責任を果たしていくことが重要だと考えています。そのために、法令遵守、

人権・労働基準、品質、環境、情報セキュリティ、社会との共生の6項目を柱とした「サントリーグループCSR調達基本方針」を制定し、

CSR調達の取り組みを推進しています。

■⑥酒類を扱う企業として責任あるマーケティングと適正飲酒の普及と啓発

古来から世界のさまざまな地域の気候や風土に根ざしてつくられてきたお酒は、日々の暮らしに喜びや潤いをもたらすとともに、人生の

節目である祝事・慶事などでも大きな役割を果たしています。

しかしその一方で、アルコール飲料の不適切な飲用は、未成年者飲酒、飲酒運転、アルコール依存症など、社会の中でさまざまな問

題を生み出していることも事実です。サントリーグループは、グローバルに事業を展開する総合酒類食品企業として、これらの課題の

解決に積極的に取り組んでいく責任があります。

適正飲酒に関する「基本理念」「行動指針」を策定し、専門組織を設けて社内外への適正飲酒の啓発、販売・宣伝活動の社内チェック、

研究機関への参加・協力・支援を継続しているほか、業界やWHO（世界保健機関）と協働して、国内外でさまざまな取り組みに参画

しています。
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CSR行動計画の策定・実行
6つのCSR重点課題のそれぞれのテーマに基づく中期目標とアクションプランを策定し、グループ全体で活動を推進しています。
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CSR 行動計画

重点項目 中期目標 2017年度の実績 2018年度アクションプラン 評価

お客様視点
に基づく品
質保証

お客様からのより一層の信
頼向上

・ お客様の声から品質課題を抽出し、
品質改善につなげた。

・ サプライチェーンを遡ったフード
ディフェンス活動を推進した。

・ フードバンク活動を継続した。

・ 高品質な原料(ぶどう、その他)をサ 
ステナブルに調達できる仕組みを
構築中。

・ 食品安全を推進するGFSI活動に参
画した。

・ お客様の声をさらにスピーディーに
解析して品質課題を抽出し、速や
かに品質改善につなげていく。

・ フードバンク活動を継続する。

・ 高品質な原料(ぶどう、その他)をサ 
ステナブルに調達できる仕組みを
強化する。

・ 海外のお客様にサントリーの品質
関連情報を発信するしくみを構築
する(グ ローバル品質広報)。

・ 食品安全を推進するGFSI活動への
参画を継続する。

●●●

グループ全体の品質保証体
制強化とシナジー発揮

・ サントリーグループ全社で Global 
MONOZUKURI Innovat ion 
(GMI) 活動を開始した。

・ GMIの中で 「安全・安心の総点検
活動」 を開始した。

・ 創業以来大切にしてきたものづく
りの価値観・行動指針をSuntory 
MONOZUKURI Values (SMV) 
にまとめ、サントリーグループ共通
の価値観として、グローバルに共
有・展開していく活動を開始した。

・ グループ会社に品質方針・飲用時
品質の重要性を浸透させていくた
めの活動を行なった。(8社に対する

鳥瞰考動講座)

・ グループ品質マネジメントシステム
を再整備し、品質マネジメント規
定と品質スタンダードを制定し、グ

ループ会社と共有した。

・ 拡大品質会議を開催し、外食品質
保証体制の強化を行なった。(外食
グルー プ会社:プロント・まい泉)

・ グローバルな法規情報・リスク情報
を海外グループ会社と共有するコ
ミュニケーションを開始した。

・ 海外のグループ会社と共有したい
品質関連情報をイントラネットに掲
載した。

・ 「安全・安心の総点検活動」 をグ
ローバルに展開し、グループ全体
で品質リスクを低減させていく。

・ 海外のグループ会社で、Suntory 
MONOZUKURI Values (SMV) 
への理解が深まるようダイレクト・
コミュニケーションを行なう。

・ 海外のグループ会社で、「 SMVに
基づいた活動」の展開を推進する。

・ 海外のグループ会社に、グループ品
質マネジメントシステムと品質スタ
ンダードに則った活動を展開する。

・ 特に「水の品質スタンダード」の考
え方を浸透させ、「水を大切にする」
サントリーの品質マネジメントを海

外グループ会社に展開する。

・ グローバルな法規情報・リスク情報
を海外グループ会社とタイムリーに
共有し、早期対応できるしくみを強
化していく。

●●

■お客様第一に安全・安心で健康に貢献する高品質な商品・サービスの提供

お客様・お取引先と響きあう 商品・サービス

目標達成： ●●●　目標達成70％以上： ●●　目標達成70％未満： ●
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■サプライチェーンを通じたCSR活動の推進

重点項目 中期目標 2017年度の実績 2018年度アクションプラン 評価

原材料調達・
物流におけ
るCSR活動 
の推進

サプライチェーンにおける 
CSR調達の推進

・ お取引先とCSR調達方針を共有し
た上で、アンケートを継続実施

・ 海外グループ会社とCSR調達方針を
共有(グローバル調達会議の実施)

・ ウーロン茶の原料調達先に対して
人権課題のヒアリングを実施

・ 物流協力会社と連携した「安全推
進委員会」を通じた安全性推進の
しくみ強化

・ CSR調達アンケートの継続実施

・ 環境アンケートの新規実施

・ 海外グループ会社の活動内容のヒ
アリング

・ 原料調達先に対する人権課題のヒ
アリング継続実施

●●

物流における安全性向上
・物流における安全性推進の継続・

強化

■酒類を扱う企業として責任あるマーケティングと適正飲酒の普及と啓発

重点項目 中期目標 2017年度の実績 2018年度アクションプラン 評価

適正飲酒の
普及・ 啓発

消費者に対する適正飲酒の
普及・啓発

・ イッキ飲み 防止キャンペーンや
STOP!未成年飲酒キャンペーン等
の実施

・ モデレーション広告の継続実施

・ 未成年者飲酒の防止やイッキ飲み
防止の啓発活動を継続強化

●●●

積極的な働
きかけによ
る酒類業界
全体の取り
組み向上

業 界 をリードしてWHOの 
アルコール世界戦略に対す 
る業界コミットメントを実行

・ テレビ広告におけるタレント年齢の
引 き上げと飲酒表現に関する業界
自主基準の改定

・ エナジードリンクのプロモーション
を 行わないことを継続

・ 業界コミットメントの実行継続 

・ デジタルメディアへの対応
●●●

お客様との
コミュニケ 
ーション

お客様の声をこれまで以上
に広く深く聞くことによる
お客様との関係性の深化

・ 電話対応ならびにメール応対の外部
診断の実施と改善活動PDCA強化

・ 対応スタッフの応対スキル向上のた
めのトレーニングや商品知識の勉
強会の実施

・ お客様対応用の情報検索システム
の刷新

・ アクティブサポート(SNSを活用した
お客様サポート)の拡充

・ お客様センターの応対品質向上に
向けた継続的活動強化

・ 外部診断等の客観的な応対品質評
価とその結果によるPDCA活動の
推進

・ 対応スタッフのクレドマインドの浸 
透、トレーニング、勉強会の実施

・ 営業拠点を中心に「お客様対応推
進リーダー」を配置

・ お客様センター HPを通じた情報提
供の拡充

・ デジタル進化に伴うお客様との新
たなコミュニケーション方法の研
究・開発    

●●●

お客 様の声
を企業活動
へ反映

お客様の声を商品・サービ
スに活かすしくみの拡充と
国内外全グループへの浸透

・ 商品化各プロセスにおけるお客様
視点での事前評価活動の実施

・ お客様の声を経営や商品化へ活か
すVOC活動の拡充(商品開発関連
部門との定期的なVOC会議の実施
や営業部門との連携強化)

・ VOC活動をバリューチェーン全体
により広く反映

・ お客様の声を活かした商品・サービ
スの改善

・ 事前評価活動の強化のための部内
勉強会の実施

●●●
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重点項目 中期目標 2017年度の実績 2018年度アクションプラン 評価

自然環境の
保全・再生

生物多様性の象徴である野
鳥の保護活動をグローバル
に展開

「天然水の森」13カ所で鳥類調査を実
施し、植生調査等も勘案した森林ごと
の課題を元に生物多様性の拡大を目
指した森林整備に繋げている。

生態系ピラミッドの頂点である「猛禽 
類を中心に「天然水の森」での鳥類調
査を引き続き実施しつつ、餌動物の繁
殖環境の整備や狩猟・営巣環境に配慮
した総合的な森林整備を推進していく。

「サントリー世界愛鳥基金」については、
各種団体への助成を通じた日本国内外
の野鳥保護活動への支援も継続的に進
めていく。

●●●

国内すべての「天然水の森」
においてワシ・タカ類の営巣・
子育てを実現
海外における野鳥保護活動
の支援

・ 「サントリー世界愛鳥基金」において 
は、助成を通じた日本国内外の野鳥
保護活動への支援。

・ 「愛鳥活動」サイトの更新による情報 
発信の拡充。

「天然水の森」の面積を、国
内の自社工場で使用する地
下水量を育む面積の2倍に拡
大(12,000ha)

「天然水の森」ごとの中長期ビジョンに
基づいた各種施業や追加的な実験的
施業を実施。具体的には、間伐と搬出・
作業道及び歩道開設・植生保護柵設
置・土壌流失防止工・植樹等を各地で
実施。

「天然水の森」では引き続き、中長期ビ
ジョンに基づき、間伐と搬出・作業道
及び歩道開設・植生保護柵設置・土
壌流失防止工・地域性苗木の育成と
植樹等のさまざまな施業を実施し、林
業技術者育成研修も各地で実施してい
く。また、併せて「育林材※1」の活用を
推進し、「天然水の森」 の協定面積拡
大も進めていく。

●●●

水の大切さの啓発と価値の
共有

「水育(みずいく)」活動内容の充実、水
や水を育む自然の大切さの啓発と価値
の発信を強化

「水育」活動内容充実、水や水を育む
自然の大切さの啓蒙と価値の発信強化

●●

・ 水育「森と水の学校」計50回、1,972 
名参加

・ 水育「出張授業」計202校、16,019
名参加

「水育」参加人数計画(「森と水の学校」
2,000名、「出張授業」15,800名)

ベトナムの小学校での「水育」を実施、 
参加者数「出張授業」3,300名、工場
見学および屋外活動含む延べ参加者
約14千人

ベトナムの小学校での「水育」拡大。
参加人数計画5,600名

環境負荷低
減

サントリーグループ※2の自
社工場での水使用を15％削
減※3

自社工場での水使用のさらなる削減
(原単位:15年比5.8%削減)

製造設備・容器の洗浄や冷却に使用
する水の削減

●●●

サ ントリー グ ル ープ ※2バ
リューチェーン全体のCO2排
出を20％削減※3

バリューチェーン全体でのCO2排出量
のさらなる削減(総量:15年比2.8%削 
減)

容器の軽量化、再生資源の活用、工場
の省エネ、国内最小電力量の自動販売
機の積極導入など

●

※1 健全な森を育てるための整備で出てくる木材のことをサントリーでは「育林材」と呼んでいる

※2 サントリーグループ売上高(2012年)の80%以上を占める事業会社群(海外を含む)

※3 2007年における事業領域を前提とした原単位での削減

自然と響きあう 環境

目標達成： ●●●　目標達成70％以上： ●●　目標達成70％未満： ●
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重点項目 中期目標 2017年度の実績 2018年度アクションプラン 評価

幅広い文化・
社会・学術
貢献

財団活動支援を通した貢献
活動

・ 支援活動の継続

・ 公益財団法人サントリー芸術財団、
サントリー文化財団の活動支援を通
じた文化・社会・学術貢献推進

・ 公益財団法人サントリー芸術財団、
サントリー文化財団の活動支援を
通じた文化・社会・学術貢献推進

●●●

地域貢献
自治体・NPOなどと連携し
た東北・熊本復興支援活動
強化

・ 「東北サンさんプロジェクト」、「水 
の国くまもと応援プロジェクト」に
おける文化・芸術・スポーツ活動に
よる支援活動推進

・ 「サントリー熊本地下水みらいプロ 
ジェクト」による被災した水源涵養
エリアの復旧工事ならびに地下水
流動メカニズムの調査

・ 義捐金・学生やチャレンジド・アス 
リートへの奨学金制度実施

・ 「東北サンさんプロジェクト」、「水 
の国くまもと応援プロジェクト」に
おける文化・芸術・スポーツ活動に
よる支援活動推進

・ 「サントリー熊本地下水みらいプロ 
ジェクト」による水源涵養対策の
拡大

・ 義捐金・学生やチャレンジド・アス 
リートへの奨学金制度実施

●●●

社会貢献活
動のグロー
バル展開

エリアにおける社会貢献活
動の推進

・ 「サントリー地域文化賞」による地
域文化顕彰による地域活動支援

・ ベトナムでの次世代環境教育の拡充

・ 他エリアでの社会貢献活動の展開
開始 (エスプラネード等)

・ 「サントリー地域文化賞」による地
域文化顕彰による地域活動支援

・ ベトナムでの次世代環境教育のエリ
ア拡大

・ 他エリアでの社会貢献活動の展開
(地域美化活動 等)

●●

次世代育成
支援

文化・スポーツ活動を通じ
た次世代育成支援強化

・ 文化・スポーツ・地域貢献活動を通
じた次世代育成支援プログラムへ
の参加者拡大(参加者80,000名)

・ 文化・スポーツ活動を通じた次世
代育成支援プログラムへの参加者
維持・拡大(参加者目標80,000名)

●●●

従業員の社
会貢献活動
参加支援

従業員が社会貢献活動に積
極的に参加できるような基
盤づくりと推進

・ サイト開設(ボランティアWEB)によ 
るボランティア情報提供開始。

・ 従業員向けのオリジナルボランティ
アプログラム実施

・ サイト(ボランティアWEB)活用推進 
に向けた告知活動

・ 「ボランティア月間」設定による、
従業員の社会参加機会の積極的
提供

・ 従業員向けオリジナルボランティア
プログラム拡充

●●●

社会と響きあう 文化・社会貢献

目標達成： ●●●　目標達成70％以上： ●●　目標達成70％未満： ●
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重点項目 中期目標 2017年度の実績 2018年度アクションプラン 評価

人権の尊重

人権尊重を第一とする組織
風土の醸成とグループ全体
での人権マネジメントのしく
み構築

・ 2016年 実 施 の人 権 講 演 会 収 録
DVDにて、全国生産拠点R&D(21
拠点)にてセミナーを実施した。

・ 新任マネジャー・新入社員などの階
層別人権研修を継続実施した。

・ 人権講演会(テーマ:「セクシャルマ 
イノリティを巡る企業の人権課題
(仮 題)」を7月に実施する。約20
拠点中継予定

・ 新任マネジャー・新入社員などの階
層別人権研修を継続実施する。

●●●

人材育成
人材育成システムのしくみ強
化と従業員の「やってみなは
れ」の促進

・ 創業の精神の更なる浸透を図るた
め、 各階層別研修において企業理
念について考えるプログラムを導入
した。国内グループ会社を対象と
して、企業理念に向き合うプログ
ラムをトライアル実施。

・ 第3回「有言実行やってみなはれ大
賞」の選考・表彰を実施。4月から
第4 回をスタート。

・ 各階層別における企業理念プログ
ラムの進化

・ 国内グループ会社を対象とした理
念共有プログラムの更なる拡大

●●●

ダイバーシ
ティの 推進

多様な価値観や発想を受け
入れ、活かすことにより、よ
り大きな価値を創出するダイ
バーシティ経営の実現

・ 長期視点でのキャリア拡大と職域
創造に加え、将来の介護に備えた

介護セミナーを実施。

・ キャリアワークショップ:214名参加

・ ライフプランセミナー :319名参加

・ 介護セミナー :250名参加

・ 知的障がい者3名が入社し、合計
11名体制に。グループ15社との接
点を持ち、20を越える様々な業務

を担う。

・ グループ合同面接会やグループHR
等を通じて各社との情報交換、ノ
ウハウ提供によりグループ各社で
の障がい者雇用促進を実現。

・ 営業部門においては、エイジョカ
レッジに参加。参加したメンバーが
自発的に営業女性向けのセミナー
を開催するなど、本活動による良い
波及効果を生んでいる。生産研究
部門では、技術系女性社員の上司
向けにセミナーを実施し、マネジメン
ト見直しの機会を提供した。

・ さらなるシニア層の活躍に向けて、
ライフサイクル相談室や、キャリサ
ポート室との連携で、現場の声に
寄り添いながら、現状把握・課題
整理を実施する

・ 知的障がい者雇用において更なる
雇用の創出。またグループ会社で
の雇用率 2.2%達成に向けた取り
組みと職場定着に向けた支援を強
化。営業、生産研究部門へのア
プローチ継続とともに、 参加メン
バーによる自発的な取り組みに進
化発展していくように取り組んでい
く。加えて、マネジャー層のパイプ
ライン確立を目指し、ストレッチ機
会の提供、キャリアについて考える
イベントを継続実施する。

●●●

ワークライ
フバランス
の推進

働き方の革新と一人ひとりが
能力を発揮できる職場づくり

・ 働き方改革推 進リーダー・マネ
ジャーと労使の三位一体となった
取り組みの結果、年休取得日数約
1日増を達成。

・ 働き方改革推進リーダー制度の更
なる教科を基盤に、RPAといった
IT活用によるBPR等の取り組みを
推進していく。

●●●

従業員と響きあうダイバーシティ経営

目標達成： ●●●　目標達成70％以上： ●●　目標達成70％未満： ●
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CSR の考え方

CSR 情報の掲載方針

サントリーグループCSRサイト2018

■対象範囲

■発行

本サイトは、サントリーグループが企業理念に掲げる「人と自然と響きあう」の実現に向けて重点的に取り組んでいる活動やサントリーら

しい取り組みの情報を網羅的に掲載しています。

CSR関連データ集やグループ会社独自の取り組み、社会との対話などの情報も充実していますので、目的に応じて閲覧ください。

サントリーホールディングス（株）を含む国内・海外グループ会社312社

・�環境データは、サントリーグループ売上高の9割を占める事業会社群が所有する国内生産25工場、海外生産56工場

・�人事データは、サントリーホールディングス（株）、サントリー食品インターナショナル（株）と雇用契約を結ぶ社員を対象

2018年6月（次回は2019年6月発行予定）

データは2017年1月1日〜2017年12月31日の実績です。活動については、直近のものも含めます。

・GRI「サステナビリティ・レポーティング・スタンダード」

・ISO26000（社会的責任に対する手引）

サントリーグループはWEBを通じて、CSRのさまざまな取り組みをお伝えしています。

対象組織

対象期間

参考にしたガイドライン
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お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様に信頼され、ご満足いただける商品・サービスを提供し続けるために、サントリーグループは、お客様とのコミュニケーションを

大切にし、お客様の声を広く企業活動に反映するとともに、サントリー品質方針「All for the Quality」のもと、商品・サービスの企画・

開発から水や農産物、包材などの原材料調達、製造、物流、販売・サービスに至るすべてのプロセスで品質の維持・向上に取り組んで

います。また、グローバルな総合酒類食品企業として、アルコール関連問題にも積極的に取り組んでいます。

消費者志向自主宣言

適切でわかりやすい
情報開示

グループ品質マネジメント
の推進

お客様コミュニケーション

すべてのプロセスにおける
お客様視点の品質保証

CSR調達

「人と自然と響きあう」という企業理念

のもと、最高の品質を目指した商品や

サービスをお届けし世界の人々の豊かな

生活文化の発展、持続可能な地球環境

の実現に貢献していきます。

お客様に安心・信頼していただくために、

品質保証に関する情報や活動を適切・正

確に、わかりやすくお伝えしていきます。

海外を含めたサントリーグループ全体で、

品質保証の徹底に向けたしくみを構築

し、推進しています。

創業以来、お客様満足を第一に対話を

重ね、ご意見やご要望を企業活動に反

映しています。

「サントリー品質方針」のもと、商品企画・

開発、原材料調達、製造、流通、販売・サー

ビスに至るすべてのプロセスで、全従業

員が品質保証活動を徹底しています。

サステナブルな社会の実現に貢献するた

め、ビジネスパートナーとともにCSR調

達を推進しています。

公正・公平な取引 安全に配慮した物流の推進
アルコール関連問題への
取り組み

ビジネスパートナーとは、公正な評価・選

定や公平な競争機会を基盤にしています。

物流協力会社と連携して、安全で環境に

配慮した物流を推進しています。

酒類を製造・販売する企業の責任として、

アルコール関連問題に積極的に取り組ん

でいます。

CSR の取り組み

お客様・お取引先と響きあう 商品・サービス
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CSR行動計画

■お客様第一に安全・安心で健康に貢献する高品質な商品・サービスの提供

重点項目 中期目標 2017年度の実績 2018年度アクションプラン 評価

お客様視点
に基づく品
質保証

お客様からのより一層の信
頼向上

・お客様の声から品質課題を抽出
し、品質改善につなげた。

・サプライチェーンを遡ったフード
ディフェンス活動を推進した。

・フードバンク活動を継続した。

・高品質な原料（ぶどう、その他）
をサステナブルに調達できる仕組
みを構築中。

・食品安全を推進するGFSI活動に参
画した。

・お客様の声をさらにスピーディーに
解析して品質課題を抽出し、速や
かに品質改善につなげていく。

・フードバンク活動を継続する。

・高品質な原料（ぶどう、その他）
をサステナブルに調達できる仕組
みを強化する。

・海外のお客様にサントリーの品質
関連情報を発信するしくみを構築
する（グローバル品質広報）。

・食品安全を推進するGFSI活動への参
画を継続する。

●●●

グループ全体の品質保証体
制強化とシナジー発揮

・サントリーグループ全社で Global 
MONOZUKURI Innovat ion 
(GMI) 活動を開始した。

・GMIの中で 「安全・安心の総点検
活動」 を開始した。

・創業以来大切にしてきたものづく
りの価値観・行動指針を Suntory 
MONOZUKURI Values (SMV) に
まとめ、サントリーグループ共通の
価値観として、グローバルに共有・
展開していく活動を開始した。

・グループ会社に品質方針・飲用時品
質の重要性を浸透させていくための
活動を行なった。（8社に対する鳥瞰
考動講座）

・グループ品質マネジメントシステム
を再整備し、品質マネジメント規
定と品質スタンダードを制定し、グ
ループ会社と共有した。

・拡大品質会議を開催し、外食品質
保証体制の強化を行なった。（外食
グループ会社：プロント・まい泉）

・グローバルな法規情報・リスク情
報を海外グループ会社と共有する
コミュニケーションを開始した。

・海外のグループ会社と共有したい
品質関連情報をイントラネットに掲
載した。

・「安全・安心の総点検活動」 をグ
ローバルに展開し、グループ全体
で品質リスクを低減させていく。

・海外のグループ会社で、Suntory 
MONOZUKURI Values (SMV) 
への理解が深まるようダイレクト・
コミュニケーションを行なう。

・海外のグループ会社で、「 SMVに基
づいた活動」の展開を推進する。

・海外のグループ会社に、グループ
品質マネジメントシステムと品質ス
タンダードに則った活動を展開す
る。

・特に「水の品質スタンダード」の考
え方を浸透させ、「水を大切にする」
サントリーの品質マネジメントを海
外グループ会社に展開する。

・グローバルな法規情報・リスク情
報を海外グループ会社とタイムリー
に共有し、早期対応できるしくみ
を強化していく。

●●

お客様との
コミュニケー
ション

お客様の声をこれまで以上
に広く深く聞くことによるお
客様との関係性の深化

・電話対応ならびにメール応対の外
部診断の実施と改善活動PDCA強
化

・対応スタッフの応対スキル向上の
ためのトレーニングや商品知識の
勉強会の実施

・お客様対応用の情報検索システム
の刷新

・アクティブサポート(SNSを活用し
たお客様サポート）の拡充

・お客様センターの応対品質向上に向
けた継続的活動強化

・外部診断等の客観的な応対品質評
価とその結果によるPDCA活動の
推進

・対応スタッフのクレドマインドの浸
透、トレーニング、勉強会の実施

・営業拠点を中心に「お客様対応推
進リーダー」を配置

・お客様センター HPを通じた情報
提供の拡充

・デジタル進化に伴うお客様との新
たなコミュニケーション方法の研
究・開発

●●●

目標達成： ●●●　目標達成70％以上： ●●　目標達成70％未満： ●
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■サプライチェーンを通じたCSR活動の推進

重点項目 中期目標 2017年度の実績 2018年度アクションプラン 評価

原材料調達・
物流におけ
るCSR活動
の推進

サプライチェーンにおける
CSR調達の推進

・お取引先とCSR調達方針を共有し
た上で、アンケートを継続実施

・海外グループ会社とCSR調達方針
を共有（グローバル調達会議の実
施）

・ウーロン茶の原料調達先に対して
人権課題のヒアリングを実施

・物流協力会社と連携した「安全推
進委員会」を通じた安全性推進の
しくみ強化

・CSR調達アンケートの継続実施

・環境アンケートの新規実施

・海外グループ会社の活動内容のヒ
アリング

・原料調達先に対する人権課題のヒ
アリング継続実施

●●

物流における安全性向上
・物流における安全性推進の継続・

強化

■酒類を扱う企業として責任あるマーケティングと適正飲酒の普及と啓発

重点項目 中期目標 2017年度の実績 2018年度アクションプラン 評価

適正飲酒の
普及・啓発

消費者に対する適正飲酒の
普及・啓発

・イッキ飲み防止キャンペーンや
STOP!未成年飲酒キャンペーン等
の実施

・モデレーション広告の継続実施

・未成年者飲酒の防止やイッキ飲み
防止の啓発活動を継続強化

●●●

積極的な働
きかけによ
る酒類業界
全体の取り
組み向上

業界をリードしてWHOのア
ルコール世界戦略に対する
業界コミットメントを実行

・テレビ広告におけるタレント年齢の
引き上げと飲酒表現に関する業界
自主基準の改定

・エナジードリンクのプロモーション
を行わないことを継続

・業界コミットメントの実行継続

・デジタルメディアへの対応
●●●

お客様の声
を企業活動
へ反映

お客様の声を商品・サービス
に活かすしくみの拡充と国内
外全グループへの浸透

・商品化各プロセスにおけるお客様
視点での事前評価活動の実施

・お客様の声を経営や商品化へ活か
すVOC活動の拡充（商品開発関連
部門との定期的なVOC会議の実施
や営業部門との連携強化）

・VOC活動をバリューチェーン全体
により広く反映

・お客様の声を活かした商品・サー
ビスの改善

・事前評価活動の強化のための部内
勉強会の実施

●●●
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お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先と響きあう　商品・サービス

消費者志向自主宣言

■理念

■取組方針

「人と自然と響きあう」という企業理念のもと、最高の品質を目指した商品やサービスをお届けし世界の人々の豊かな生活文化の発展、

持続可能な地球環境の実現に貢献していきます。

この企業理念の実践を通じて、よき企業市民としてお客様に支持される「Growing for Good」な企業を目指していきます。

①お客様の心に響く商品・サービスをお届けします

お客様満足を第一に考え、お客様との双方向コミュニケーションを大切にします。お客様からいただくご意見、ご要望に真摯にお応

えし、よりよい商品・サービスの開発・改善につながるよう、取り組みを強化していきます。

② お客様の立場に立って、安全・安心を徹底します

サントリー品質方針「All for the Quality」のもと、商品・サービスの企画・開発から水や農産物、包材などの原材料調達、製造、流通、

販売・サービスに至るすべてのプロセスで品質の維持・向上に取り組んでいきます。グループ全体の品質マネジメントを推進する「品

質保証委員会」の活動をとおして、商品・サービスの価値の向上、品質リスクの発生防止を徹底します。

③ お客様の声を企業活動に生かします

お客様から寄せられた貴重な情報やご意見を社内で速やかに共有し、商品・サービスの向上、リスクマネジメント強化など、企業活

動や従業員の行動に反映させていきます。

④ お客様への情報提供を充実します

商品の表示や宣伝・広告表現について、正確な表示とわかりやすい表現を推進していきます。また、お客様センターを通じた電話、手紙、

Eメールなどのコミュニケーションに加え、Webを通じて、ご自身で情報検索されるお客様に向け、ホームページの情報拡充に努め

ていきます。品質に関しても、お客様にご理解いただけるよう、わかりやすく情報発信していきます。

⑤ お客様視点で行動する従業員の風土・意識を醸成します

すべての従業員がお客様の視点で行動する企業風土の醸成を目指す「お客様視点醸成活動」を継続実施していきます。お客様から

直接ご意見を伺う機会が少ない部門も含め、全従業員を対象に研修プログラムを実施します。

2017年4月

サントリーホールディングス（株）

代表取締役社長　新浪　剛史
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お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先と響きあう　商品・サービス

消費者志向自主宣言 活動報告書 （2017年度）

サントリーグループは、生命の輝きに満ちた持続可能な社会の実現に向けて、

新たな価値を創造し続ける「Growing for Good」な企業グループを目指しています。

2017年4月には、創業以来脈々と受け継がれてきた「お客様志向」の理念や取組方針

について、「消費者志向自主宣言」として改めて明文化し、公表しました。

これまでも、さまざまなお客様の声に真摯に耳を傾けながら、革新と挑戦を続けて

きましたが、「消費者志向自主宣言」公表から約1年が経過した今、具体的に「お客様

志向」の実現に向けて私たちが取り組んできた活動についてご報告致します。

「人と自然と響きあう」という企業理念のもと、最高の品質を目指した商品やサービスをお届けし世界の人々の豊かな生

活文化の発展、持続可能な地球環境の実現に貢献していきます。

この企業理念の実践を通じて、よき企業市民としてお客様に支持される「Growing for Good」な企業を目指していき

ます。

1. お客様の心に響く商品・サービスをお届けします

2. お客様の立場に立って、安全・安心を徹底します

3. お客様の声を企業活動に生かします

4. お客様への情報提供を充実します

5. お客様視点で行動する従業員の風土・意識を醸成します

2018年6月
サントリーホールディングス株式会社
代表取締役社長 新浪 剛史

消費者志向自主宣言

理念

取組方針
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はじめに：サントリーの原点 ～ 創業から受け継がれる「お客様志向」～

サントリーグループは1899年（明治32年）の創業時から「お客様志向」を大切に

現代へ引き継いできました。創業者・鳥井信治郎は従業員に、「売れるとか売れん

とかの問題やない。一番大事なのは信用や。」と常々伝えていました。創業の

精神「利益三分主義」には“会社の利益は社会にお返しする”という思いが込め

られています。

二代目社長の佐治敬三は「現場、すなわちお客様との接点、最前線にいる者のみ

がナマナマしい最先端のニーズを肌で実感できる」と、従業員一人ひとりが、「現場」

を全ての考動の起点とし、それぞれの持ち場で「お客様第一主義」を徹底するよう

語り続けました。お客様と心の通い合う活動を実現し、そして社会との共生を果た

す企業でありたいと、私たちは強く思い続けています。

サントリーグループにとって、お客様の声は、うれしい声も厳しい声もすべて貴重な

財産です。現在も、経営層が常にお客様の声に耳を傾けて経営に生かすとともに、

従業員にもお客様の声と誠実に向き合うことの大切さを繰り返し呼びかけています。

創業者・鳥井信治郎

近藤 康子氏

消費者室設立期から、
お客様対応の第一線に立ち、
定年後は2015年まで顧問として
後進の育成に従事。
2008年「消費者支援功労者表彰

（内閣府）」受賞。

サントリーグループにおけるお客様とのコミュニケーションの歴史は古く、

1976年には「消費者室」を開設しました。「お客様志向」を求める社会の後押

しとともに、時代の変化にあわせて部署の機能も規模も拡大し、発展してき

ました。

ITやSNSを駆使しながらも、長年の取り組みの中で常に心がけていたのは、

お客様の声に対する“傾聴と共感”です。

ご相談の背景にある真意を理解してこそ、ご納得・ご安心いただけると考えて

います。

さらに、トップをはじめとした組織の姿勢とそれを支える仕組みによってお客

様の声を活かしてこられました。創業者から受け継いだお客様あってこその

企業、今後もこの伝統を守り続けてほしいと思います。
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お客様から寄せられたご意見やご要望を、新商品・サービスの開発に生かしました。

●  『酸化防止剤無添加のおいしいワイン。贅沢ポリフェノール』新発売（2017年8月）

「酸化防止剤無添加でありながら、ポリフェノールをより多く含むワインを飲みたい」というご要望が以前

からお客様センターに寄せられており、“日常的に楽しめるワイン”として幅広い層に愛飲いただいている“酸

化防止剤無添加のおいしいワイン。”ブランドから新商品を発売しました。

お客様のご要望から生みだした新商品

商品化担当として、毎週社内に共有されるお客様の声を楽しみに読んでい

ます。ポリフェノールを多く含んだワイン関するご要望は頻繁に頂いており、

なんとしても商品化したいと思っていました。

開発の際は、お客様が期待する味わいについても考え抜き、何度も試作を

繰り返しました。これからもお客様の声を大切にしながら、長く愛される

魅力的な商品を生み出す仕事をしていきたいと思います。
サントリーワインインターナショナル(株)
国産ブランド部 伊藤 江里子

活動報告

開発担当者より
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●『ザ・プレミアム・モルツ Webキャンペーン 専用アプリ』開発（2017年5月）

従来のWebキャンペーンでは、商品についているシリアルナンバーを一つひとつ入力する

必要があり、「手間がかかる」「シリアルナンバーが小さくて読むのが難しい」といった声

を頂いていました。お客様によりキャンペーンを楽しんでいただくため、商品企画部門と

システム部門が協働して、シリアルナンバーを撮影するだけで簡単に応募できる専用アプ

リを開発しました。

日々革新されるIT技術で、お客様とサントリーの接点をより便利で快適な

ものにしたいという思いで仕事をしています。

今回のアプリも、キャンペーン応募時のお客様の気持ちにもっと寄り添い、

より深いご満足を届けようと開発を進め、リリース後にはお客様からお褒め

の言葉を頂くこともできました。まだまだ道半ばであり、決してここで満足

するのではなく、さらにできることを実現していきたいと思っています。

お客様の利便性を追求した新サービス開発

サントリーシステムテクノロジー (株)
デジタルマーケティング部 向 健児

お客様から寄せられたご意見やご要望を、商品・サービスの改善にも生かしています。

お客様の声を生かした改善事例の一部をホームページ上で紹介しています。

開発担当者より

持続可能な地球環境を次世代に引き継ぐために、さまざまな環境負荷低減活動を行っています。

●  環境に配慮した包材開発のフロントランナーであり続ける

当社のペットボトル開発は、「2R＋B」(Reduce・Recycle ＋Bio)戦

略に基づき、徹底した軽量化・リサイクルの推進・植物由来原料の

利用に取り組んでいます。

例えば、『サントリー天然水』では、国産最軽量11.3gボトル(植

物由来原料30％ )、国産最薄12μmラベル(再生PET80％ )に

続き、国産最軽量1.85gキャップ(植物由来原料30％ )を導入しま

した（2016年9月）。

持続可能な社会への貢献を目指して

サントリーワインインターナショナル(株)
国産ブランド部 伊藤 江里子
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サントリーでは以前から包材における環境負荷低減を推進しており、現在は

植物由来原料100％使用のペットボトル・キャップの開発に取り組んで

います。その実現が、持続可能な社会、ひいてはお客様の豊かな未来づく

りに繋がると考えています。

一方、環境に配慮していても、お客様にとって使いづらかったり、安心して

お飲みいただけなくては意味がありません。技術の力で、お客様満足と

環境負荷低減を両立することを、日々追求しています。サントリー MONOZUKURI
エキスパート(株)
包材部 高木 雄一

開発担当者より

お客様センターと営業拠点が連携し、「迅速・的確・丁寧」をモットーに
お客様のご満足の実現に取り組んでいます。

・お客様対応を担う者としての信条を明文化した「クレド：CREDO

（SUNTORY MIND for Customer Service）」に基づき、お客様によ

りご満足いただける「丁寧」な応対を目指しています。（2012年制定）

・お客様センターの情報検索システムを刷新し、お客様からのお問い合

わせに対してお待たせすることがないよう、より「迅速」な応対を実現

しました（2017年11月）

・新製品などの勉強会や製造現場の視察を定期的に開催し、お客様に正

確で「的確」な情報をお届けできるよう努めています。（2017年：6回）

お客様からのご質問は多岐にわたります。専門用語の勉強やニュース・トレ

ンドへのアンテナを張ることに加え、実際に商品を飲むことで、自身が感じ

た〝味わい〟を生かしてお伝えできるよう、日々準備しています。

お電話・Eメール・SNSなどを通じて多くの声を頂きますが、お客様お一人

おひとりの真意を汲み取り、わかりやすく誠心誠意お応えすることを心掛け

ています。

お客様センターにおける取り組み

サントリーお客様センター
（サントリーパブリシティサービス(株)）
板村 理加

お客様センターの様子

お客様センターの担当者より
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お客様との直接接点が多い営業拠点を中心に、「お客様志向」をさらに浸透・定着させるための人材育成など、指導的

な役割を担う「お客様対応推進リーダー」を配置しました（2018年1月）。

お客様対応では、基本的に2つのことを心掛けています。

ひとつは、すべてのお客様に対して調査結果の事実を、きちんと科学的にお伝えすること。もうひとつは、お客様

のお気持ちに寄り添っていくということでしょうか。ご不快な思いを強く持たれているお客様にも、まずは「驚かれ

たでしょうね。ご心配をおかけしました。」とお気持ちを理解するようにしています。

折にふれ、周りの人たちにも、伝えていきたいと思います。

営業拠点における取り組み

お客様対応推進リーダーより

ご指摘を頂いたお客様に、よりご安心・ご納得いただけるような、誠実な対応の実現に取り組んでいます。

・ご指摘を受けて対応を完了した案件については、ご指摘いただいたお客様に「声カード(対

応に関するアンケート)」で満足度をお伺いし、今後の対応の改善に生かしています。

中国・四国エリアの飲食店様への酒類の営業企画を担当しています。

エリア内のお客様からご指摘を頂き、直接訪問をご希望されている場合は、

最優先でお客様のもとへ伺います。商品を愛飲いただいていることに感謝

し、お話をしっかりお聞きするとともに、ご説明内容に曖昧な点がないよ

うに心掛けています。また、お客様の貴重なお時間を頂いていることを忘

れず、訪問時刻の厳守、きめ細かく丁寧なご連絡など、基本を徹底してい

ます。

サントリー酒類(株)
中国・四国支社 井上 力

※担当者の部署名は2017年12月末時点のものです。

94％のお客様に「今後も当社の商品を利用する」と
お答えいただきました(2017年実績)。

営業担当者より
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● 安全・安心で高品質な商品やサービスをお届けするために、商品企画・開発、水や原材料調達、製造、流通、販売・サービス、

飲用時・飲食時に至るまで、すべてのプロセスで全従業員がお客様視点を持ち、品質方針「All for the Quality」に

基づいて、常に品質の向上に取り組んでいます。

● すべてのものづくり現場において、経営層と現場従業員がFace to Faceで品質の大切さを確認しました。（2017年）

● 法令違反や健康影響、品質異常などの重大なリスクから、まだ顕在化していない潜在的なリスクまで、徹底して抽出・

低減する活動を推進しています。

● 全社活動として研究・開発・調達・生産のあらゆる現場で新たな品質リスクの抽出を行ない改善する活動を展開しました。

（2017年）
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お客様情報システムである「Neo HarmoniCS」を

活用し、お客様には「迅速・的確・丁寧」な対応を

目指すとともに、頂いたご意見、ご指摘を、速やか

に社内に共有しています。

（2017年：88,915件）

お客様にご満足いただける商品づくり・サービスの提

供のために、お客様の声(VOC:Voice of Customer)

を分析し、お客様志向の企業活動につなげています。

この活動をVOC活動と呼んでいます。

ご意見・ご指摘の迅速な共有 お客様の声を生かす仕組みの深化

VOC会議の様子

お客様の声をもとに各事業部門と情報共有やディスカッションを行う

「VOC会議」を定期実施しています。この会議には、経営層から従業

員まで出席し、お客様の声から見える商品・サービスの改善やリスク

の未然防止、新たな事業活動の創出など、様々な検討を行っています。

（2017年：約70回）
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● グローバルグループとしての事業規模の拡大に伴い、より高いレベルでリスクマネジメントを行う体制を整えました

（2015年）。リスクマネジメント活動ならびにコンプライアンス活動を継続することにより、お客様のご期待に応えられ

る企業を目指します。
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● お客様の役に立つ情報をわかりやすくお伝えできるよう、日々 Webサイトの充実に取り組んでいます。

● 創業以来、受け継がれてきたサントリー流「お客様志向」や、具体的な活動内容を、お客様により知っていただくため

の新たな活動を始めました。（2017年）

お客様センターのホームページについて、お客様に頂いた声を反映させたり、画像

や動画を活用することで、わかりやすさを向上しました。情報検索時の知りたい

情報へのたどり着きやすさの向上にも取り組んでいます。

おでかけに役立つ地域情報サイト・工場見学サイトや、日常に役立つレシピサイトなどを充実させ、お客様の豊かな生活の実現につな

がる様々な情報を提供しています。

「消費者志向自主宣言」の公表と同時に、

経営層自らが「お客様志向」の歴史や現

在の取り組みを語りました。(2017年4月)

未来を担う世代と共に、体験を通じて「お

客様志向」について考える商品開発ワー

クショップを実施しました。（2018年1月）

地域情報

サントリーお客様センター

工場見学へ行こう レシピッタ
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● 安全・安心へのこだわりをお客様に正しくご理解いただくために、サント

リーの品質に関する様々な取り組みを、Webサイト「サントリーの安全・

安心への取り組み」で紹介しています。

サントリーの安全・安心への取り組み
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● 中期的にすべての従業員を「お客様視点」で行動し続けられるよう育成することを目的に、人事研修（サントリー大学※）

の一環として、キャリアパスに応じた研修を開始しました（2017年）。

● お客様からのご指摘や励ましの声を実際に聞き、一人ひとりが「お客様志向」を深め、行動に移すことを促す「お客様

志向ブラッシュアップセミナー」を、全従業員必修で実施しています。（2017年：4,882名）

● グループ各社に対してセミナーを行い、サントリーグループの全活動に「お客様志向」マインドと行動の定着を図って

います。（2017年開始）

● お取引先様にもサントリーグループの「お客様志向」の考え方や取り組みをご理解いただく機会を設け、お客様により

良い商品やサービスをお届けできるよう協働で取り組んでいます。（2017年：237社）

● 「消費者月間」に合わせて、一人ひとりがお客様のために自分ができることを考えるきっかけづくりを目指し、5月

を「サントリー流 お客様志向 強化月間」としました。社内に向けて、経営層からのメッセージ発信や、社内講演会など
を実施しました。（2018年5月）

※サントリーグループの人材育成プログラムの総称。

社内に掲示したポスター

社内講演会の様子
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● イントラネットやEメールを用い、週次・月次・年次で「お客様の声」を広く社内に共有しています。

「お客様の声」を読んだ従業員からの声

新商品の反響など、お客様の本当の生の声が

わかり、読むのが楽しみ。お客様がどのような

視点でサントリーをご覧になっているのか、

勉強になります。

予想できていなかったお言葉に驚くこともあり、

多くのヒントを頂いています。

開発時には想定していなかった飲み方で商品を

楽しんでくださっているお客様の声に、なるほど

と思うことが多々あります。

お褒めの言葉はありがたいが、そればかりでは

成長はない。耳の痛い話ほど、今後の改善に

つながる大事なきっかけであり、すべて我が事

として読むよう心掛けています。

お褒めの言葉も厳しいご指摘も当社の財産だと

思い、すべての声を注意深く読んでいます。

良い評価も悪い評価も隠さず社内共有されて

いることが、サントリーの強みだと思います。
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正確な表示とわかりやすい表現の実現
商品の表示については、グループ各社の開発・生産などの関係部門と連携して、品質保証本部が遵法性・妥当性を確認するしくみを構

築し、正確な表示とわかりやすい表現を推進しています。

■商品への表示例

誤認飲酒防止のための表示例

チューハイなどの低アルコール飲料をソフトドリンクと間違えて飲むことがないよう、商品に「酒マーク」を表示しています。そのほか、

主要な商品については、缶ぶたに「おさけです」の表示や、点字で「おさけ」の表示を行っています。

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先と響きあう　商品・サービス

適切でわかりやすい情報開示

サントリーグループが提供する商品・サービスをお客様に安心・信頼してご利用いただくためには、商品に正確でわかりやすい表示を記

載するだけでなく、サントリーグループ全体で取り組んでいる品質保証活動をWebサイトなどでわかりやすくお伝えしていくことが重要

だと考えています。

妊産婦飲酒の注意表示例

妊産婦の飲酒について注意を喚起するために、商品に「妊娠中や授乳期の飲酒は、胎児・

乳児の発育に悪影響を与えるおそれがあります」と表示しています。

妊産婦飲酒の注意表示
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賞味期限の「年月」表示

これまで清涼飲料の賞味期限は「年月日」表示が一般的でしたが、お客様へのわかりやすさとともに、在庫管理などに伴う環境負荷を

少しでも減らすため、賞味期間が1年以上の商品についてサントリーグループは「年月」表示（漢字表記）に取り組んでいます。すでに

2013年に「サントリー南アルプスの天然水」の2ペットボトルで「年月」表示を開始し、缶コーヒーや茶飲料を対象に順次展開しています。

安全・安心への取り組みをわかりやすく紹介
わたしたちの安全・安心へのこだわりをお客様に正しくご理解いただくために、Web サイト「サントリーの安全・安心への取り組み」で、

様々な取り組みを紹介しています。また、PC用サイトだけでなく、スマートフォン用サイトでもご覧いただけるようにするとともに、海外

のお客様に向けた情報も発信しています。

自主回収について
品質保証の徹底に努めながらも問題が発生した場合は、迅速・適切に情報開示を行っています。

2017年1月から2017年12月にかけて、新聞への社告掲載を実施した自主回収は2件でした。

なお、法令違反回収は０件でした。

また、同期間の製品およびサービスの情報とラベリングに関する規制および自主的規範への違反については0件でした。

また、サントリーグループの事業活動をグローバルに展開する中で、これまで国内で取り組んできた品質に対する真摯な姿勢や活動を

日本以外のお客様にもご理解いただけるよう、グローバル品質サイトの設計を進め、更なる情報開示の取り組みをスタートさせました。

今後も、国内外のお客様に、安全・安心に対するサントリーグループの活動を評価いただけるよう、継続的に発信していきます。

Webサイト「サントリーの品質への取り組み」

アレルギーに関する表示

アレルギーについては、原料を調査し、表示の要否を確認しています。また、清涼飲料では「食品表示法」で表示を義務づけられてい

る7品目だけでなく、表示が推奨されている20品目も商品への表示対象としています。酒類についてはアレルギーに関する表示は免除さ

れていますが、ビール類やチューハイなどの低アルコール飲料には、自主的に同法を準用し、アレルギー表示をしています。
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お客様第一が品質保証の基本
サントリーグループは創業以来お客様第一の姿勢で、商品・サービスの品質向上を追求し続けてきました。わたしたちの品質に対する

姿勢を明文化したサントリー品質方針「All for the Quality」のもと、全従業員が常に品質の維持・向上に取り組み、お客様から一層

の信頼を獲得していくための活動を展開しています。

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先と響きあう　商品・サービス

グループ品質マネジメントの推進

海外を含めたサントリーグループ全体で、品質マネジメントのしくみを構築し、推進しています。

品質マネジメントの推進
サントリーグループは、グローバル展開と新規領域への事業拡大に伴い、グループガバナンスを目的とする品質マネジメントシステムを

整備・進化させてきました。

グループ全体の品質マネジメントを推進するため、サントリーホールディングス株式会社に「品質保証委員会」を設置し、グループ品質

戦略に基づく横断的重要課題や品質リスク抽出・トラブルの未然防止を推進しています。

また、サントリーホールディングス株式会社CQO（Chief Quality Officer）によるグループ各社との品質会議等を通じて、品質マネジ

メント力の強化を図っています。
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お客様が安心して美味しく食事を楽しんでいただけるように、サントリー

グループの外食各社では、厨房設備・食材の衛生管理の確認や食材ア

レルゲン確認、適正な食品表示等の実施を徹底しています。

世界中のお客様に喜んでいただくために、新たな価値や安全、安心で

高品質な製品をお届けし続けることが、メーカーであるわたしたちの責

務と考えています。

そのため、創業以来大切にしてきた「ものづくりの価値観・行動指針」

をサントリーグループ共通の「Suntory MONOZUKURI Values」とし

て、グループ会社に共有・展開しています。

外食各社における品質保証活動

創業以来大切にしてきた、ものづくりにおけるサントリーグループ共通の価値観（SMV）の共有・展開

厨房設備の確認

ニュージーランドでのSMV共有・展開の様子

■トピックス

法令違反や健康影響、品質異常などの重大なリスクから、まだ顕在化していない潜在的なリスクまで、徹底して抽出・低減する

活動を継続・推進しています。2006年より、生産研究部門の経営層をはじめとする関連部門の責任者が一堂に会する「週例リ

スク検討会」を毎週1回開催し、直近の1週間に把握した社内外の品質リスクをタイムリーに共有して対応策を論議するとともに、

潜在的なリスク要因の変化をモニタリングしています。

徹底した潜在リスクの抽出と低減
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各プロセスにおける主な品質保証活動

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先と響きあう　商品・サービス

すべてのプロセスにおけるお客様視点の品質保証

「サントリー品質方針」のもと、商品の企画・開発、原材料調達、製造、物流、販売・サービスに至るすべてのプロセスで、全従業員

が常に品質の確保・向上に取り組んでいます。

各プロセスにおける取り組みの詳細は、「サントリーの品質への取り組み」をご覧ください。
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お客様・お取引先と響きあう　商品・サービス

お客様コミュニケーション

お客様満足を実現するために
サントリーグループは、創業以来、お客様満足を第一に考え、お客様との双方向コミュニケーションを大切にしています。1976年には、

お客様からのご相談窓口として消費者室を開設。現在は、サントリーコミュニケーションズ（株）お客様リレーション本部として活動し

ています。お客様からいただくご意見、ご要望に真摯にお応えし、よりよい商品・サービスの開発・改善など、広く企業活動に反映さ

せるよう、取り組みを強化しています。

創業以来、お客様満足を第一に、お客様との対話を大切にし、ご意見やご要望を企業活動に反映しています。

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

■「お客様満足のための基本方針・行動指針」

従業員一人ひとりが、お客様へご満足を提供することを常に意識して行動するために、1999年

に「お客様満足のための基本方針」を明文化。2002年にはお客様センターの「行動指針」を

制定し、お客様センター全員での実践を徹底しています。

お客様センター

私たちは、社会のよき一員としての役割を果たすため、さまざまな活動を通じてあらゆるお客様の更なる満足の確保、維持、向

上に努めます。お客様とのコミュニケーションを大切にし、お客様に信頼され、喜んでいただける安心・安全な製品、サービス、

情報の提供を行うとともに、お客様の声を企業活動に反映させていきます。

1.お客様からのお問い合わせ・ご指摘等に対して、「迅速・的確・丁寧」に対応してまいります。また、公平、公正であるように

努めてまいります。

2.お客様に信頼され、喜んでいただけるさまざまな情報を、お客様に積極的に提供いたします。

3.お客様のご意見・ご要望や社会の求めるものを、社内に適切に反映させてまいります。

4.お客様の権利を保護するため、消費者保護に関する法規および社内の自主基準を遵守いたします。

お客様満足のための基本方針

お客様センターの行動指針

■「お客様対応規定」

サントリーホールディングス（株）とグループ17社※は、基本方針・行動指針を実行するための行動規範として、ISO10002（JIS Q 

10002）に則った「お客様対応規定」を制定しました。この規定では、お問い合わせやご指摘を申し出られたお客様の権利を認識し、

企業活動へのお客様の満足を維持、向上することを目的に、お客様対応に関しての積極的な取り組みと責務を明確にしています。さら

にこの規定に基づいた詳細な基準・手順を定め、周知徹底を図っていきます。

※サントリー食品インターナショナル（株）、サントリーフーズ（株）、サントリービバレッジソリューション（株）、サントリーフーズ沖縄（株）、サントリープ
ロダクツ（株）、サントリースピリッツ（株）、サントリービール（株）、サントリー酒類（株）、沖縄サントリー（株）、サントリーワインインターナショナル（株）、
サントリー MONOZUKURIエキスパート（株）、サントリーコミュニケーションズ（株）、サントリービジネスシステム（株）、サントリーグローバルイノベー
ションセンター（株）、サントリーコーポレートビジネス（株）、サンリーブ（株）、サントリー BWS（株）
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■クレド：CREDO (SUNTORY MIND for Customer Service)

基本方針、行動指針が従業員一人ひとりの心、日々の行動に根付くように、2013年に、お客様対応を担う者としての信条を明文化した「ク

レド：CREDO（SUNTORY MIND for Customer Service）」をお客様リレーション本部全員で作成し、お客様によりご満足いただける

活動を生み出す風土醸成に努めています。

お客様の声への対応と共有、そして活用へ
お客様センターでは、ご連絡を受けた時点で、その内容を情報管理の基幹システムである「Neo HarmoniCS※1」に入力し、担当部門

と連携しながらお問い合わせなどに迅速かつ的確に対応しています。

また、このシステムに対応結果を記録することで、お客様からいただいた貴重な情報を関連部署で速やかに共有し、品質改善、リスク

マネジメント強化などにつなげています。

お客様から寄せられたご意見やご要望を、関連する部門と定期的に共有し、商品・サービスの向上、情報提供の充実などの企業活動や、

従業員の行動へ反映するVOC活動※2を強化しています。

※1 お客様から頂いた情報を共有・蓄積するためのサントリー独自のデータベースシステム。ハーモニクスという名称は、「Harmony（お客様と響きあう）」
と「Customer Satisfaction（お客様満足）」を組み合わせた造語

※2 VOC(Voice of Customer)活動：お客様の声を経営施策に反映する活動

■お客様情報の流れ

■お客様からのお問い合わせ・ご意見やご指摘の内容（2017年実績：88,915件）

※1 ご指摘：お客様から商品や企業活動に対して寄せられたご不満、ご不快の声
※2 お問い合わせ・ご意見：上記以外にお客様から寄せられた幅広いご質問やご意見

お客様からのご指摘を受けて対応を完了した案件については、ご指摘いただいたお客様に「声カード(対応に関するアンケート)」

をお送りし、お客様の満足度をお聞きしています。いただいたご意見は、対応者本人に伝えるとともに、イントラネットを通じ

て全社にフィードバックし、さらなる対応の改善に役立てています。声カードに記入いただいたお客様の94%の方が、「今後も

当社の商品を利用する」とお答えになりました(2017年実績)。

「声カード」の活用
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■お客様のご意見を商品づくりに活用

お客様から寄せられたご意見やご要望を取り入れ、商品開発、品質改善、情報提供の充実などを図っています。より安全で使いやすい

商品の開発を行うためには、お客様の視点がなによりも大切です。お客様の声に真摯に耳を傾けることで、すべての人にやさしく親切

な商品・サービスの提供を目指しています。

また、商品発売後の改善だけでなく、新商品の開発時においてもお客様の声を役立てる「事前評価活動」を重視しています。開発部門に、

他社商品や他カテゴリー商品に対するお客様の声を共有することで、より幅広い視点での“気づき”を促すとともに、お客様視点での

事前チェックを実施しています。

＜ご意見を商品に活用した事例＞　ペプシスペシャル　3つのゼロ表記追加

2017年5月にラベルデザインを変更した際、「カロリー・糖質・保存料ゼロについてどこに書いてあるのか分かりづらい」との声を頂戴し

ました。なかには、お身体への影響を心配されて、ご購入時に商品の表示を確認されていたお客様からのお声もあり、3つのゼロをラ

ベル正面にも大きく表記して、お客様に分かりやすいよう改善しました。

コミュニケーション接点の拡充：WebやSNSの活用
お客様センターを通じた電話、手紙、Eメールなどのコミュニケーションに加え、Webを通じてご自身で情報検索されるお客様のため

に、動画やイラストを活用するなど、お客様センターホームページの情報拡充に努めています。近年の外国語のお問い合わせ増加に伴

い、より多くのお客様にお応えできるように、英語でのお問い合わせフォームも用意しました。また、SNS上にあるお客様の声についても、

専用のアカウントを開設して、積極的にサポートしています。

サントリーお客様センターホームページ サントリーお客様サポートアカウント

お客様のご期待にお応えし続けるために
すべての従業員が、お客様の意識や関心の変化への理解を深め、一人ひとりが「お客様視点」を持ち、お客様の期待を超えたご満足

をお届けできる企業人になっていくことを目指し、社内啓発活動や風土醸成に力を入れています。

■キャリアパスのステージに応じた研修

人事研修の一環として、キャリアパスに応じた研修を実施しています。まず、新入社員研修において、創業以来脈々と継承されているサ

ントリーグループのお客様志向の考え方を学びます。中堅社員になると、お客様センターで丸1日電話対応し、お客様に直に接する実習

を通じてお客様志向を自身の業務に具体的に活かす気づきを体得します。さらに、マネジャー昇進時に、お客様志向を基盤とした意思

決定の重要性を、ケーススタディーを元にしたグループディスカッションなどを通して実践的に習得します。

■お客様の声と従業員の接点を強化

お客様から直接ご意見を伺う機会が少ない部門も含めた全従業員を対象に、お客様の声にふれる機会を強化する活動を行っています。

イントラネットやEメールを用い、週次・月次・年次でお客様の声を広く社内に共有しているほか、毎年開催する「お客様視点ブラッシュアッ

プセミナー」では、お客様からのご指摘や、励ましのお声などに触れることで、従業員一人ひとりが「自分はお客様に何ができるか」を

常に考え、行動するきっかけづくりをしています。また、2018年より、お客様との直接接点が多い営業拠点を中心に、お客様志向をさ

らに浸透・定着させるための中心的な役割を担う「お客様対応推進リーダー」の配置を開始しています。
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CSR調達基本方針の制定

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先と響きあう　商品・サービス

CSR 調達

国連グローバルコンパクトに署名している企業として、サントリーグループはサステナブルな社会の実現に貢献するため、ビジネスパート

ナーとともにCSR調達を推進しています。

サントリーグループでは、お客様に高品質な商品・サービスをお届けするため、安全・安心はもとより環境や社会にも配慮するなど、サ

プライチェーン全体においてサステナビリティを推進していくことが重要だと考えています。

そして、児童労働および強制労働の禁止、結社の自由や団体交渉の権利の尊重・支持、長時間労働の削減、生活賃金の保障など、国

際的に重要性が認められている事項に関し、調達におけるサステナビリティをより一層強化するため、2011年に法令遵守、人権・労働

基準、品質、環境、情報セキュリティ、社会との共生の6項目を柱とした「サントリーグループCSR調達基本方針」を制定しました。ビ

ジネスパートナーと連携してサステナビリティを推進するため、取引先に周知し、理解を求めています。

サントリーグループは、企業理念「人と自然と響きあう」と企業倫理綱領に基づき、安全・安心で高品質な商品・サービスをお届

けするために、公正・公平な取引を実施し、サプライチェーンのお取引先とともに、人権・労働基準・環境などの社会的責任にも

配慮した調達活動を推進します。

お取引先との良好なパートナーシップを構築し、真に豊かで持続可能な社会の実現に貢献します。

1. 法令遵守と国際行動規範の尊重

各国の法令を遵守し、国際行動規範を尊重した公正・公平な調達活動を推進します。

2. 人権・労働・安全衛生への配慮

基本的人権を尊重し、労働環境や安全衛生に配慮した調達活動を推進します。

3. 品質・安全性の確保

「サントリー品質方針」に準拠し、品質・コスト・供給の最適な水準に基づく高い品質と安全性の確保をめざした調達活動を推進

します。

4. 地球環境への配慮

「サントリーグループ環境基本方針」に準拠し、地球環境に配慮した調達活動を推進します。

5. 情報セキュリティの保持

調達取引に関わる機密情報および個人情報は厳格に管理します。

6. 社会との共生

社会との共生に向けた社会貢献への取り組みを推進します。

サントリーグループCSR調達基本方針（2011年制定）
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■サプライチェーン全体でのサステナビリティを推進

サントリーグループは「CSR調達基本方針」を制定し、ビジネスパートナーと連携しながら、

サプライチェーン全体でのサステナビリティの推進に取り組んでいます。まず、全ての新規

サプライヤーに対して「CSR調達基本方針」に基づいたスクリーニングを実施しています。

さらに、原料部・包材開発部・物流部の主要取引先を対象に、方針説明会とCSR活動に

関する自己評価アンケートを毎年実施しています。2017年のアンケート（19項目・各3点

満点）では、回答企業平均で、原料部2.85点、包材開発部2.90点、物流部2.77点となり、

各社がサステナビリティにしっかりと取り組んでいることを確認しました。

サントリーグループ内でCSR調達を加速させると共に、持続可能な社会の実現に貢献すべく、2017年6月に「サントリーグループ・

サプライヤーガイドライン」を制定しました。本ガイドラインはサントリーが国内外サプライヤーに対して人権・法令遵守・環境など

の分野において要請する具体的な遵守事項で構成され、サントリーグループとサプライヤー間で同じ倫理的価値観が共有されてい

ることを確認するものです。

サプライヤーガイドライン制定

■サプライヤー地域別構成比

サントリーグループでは、主に以下の地域のサプライヤーから原料を購買しています。サプライヤーと連携して原料のサステナビリティ

を推進しています。

海外グループ会社に対して「サントリーグループ・サプライヤーガイドライン」を共有する

とともに、海外グループ会社が参加する「グローバル調達会議」で各社のサステナビリティ

に対する取り組みを確認しています。

海外グループ会社との連携について

グローバル調達会議
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グリーン調達の推進
サントリーグループは、「サントリーグループCSR調達基本方針」のもと「サントリーグループグリーン調達基準」（2011年改定）を定め、

ビジネスパートナーとともに環境負荷低減に向けた調達活動を進めています。

現在、お取引先工場の8割が環境マネジメントシステムの国際規格ISO14001を認証取得するなど、環境対応が向上しています。また

包材開発部は、2016年も「グリーン調達ガイドライン」のお取引先評価基準に基づくグリーン調達総合評価を実施し、23社を対象にし

た評価で平均3点（3点満点）と、環境への取り組みが進んでいることを確認しました。

サントリーグループは、コーヒーの主要原料として高品質なコーヒー豆の安定供給お

よびサステナビリティを推進するために、その一部をブラジルミナスジェライス州セ

ラード地区にある同国有数のスペシャルティコーヒー農園である「Bau農園」と契約し

ています。同農園は、レインフォレスト・アライアンス※1やUTZ※2など国際的な認証

を取得しており、徹底した品質管理と労働環境面で大変高い評価を受けています。サ

ントリーグループでは今後も安全かつ安心な商品をお客様にお届けできるようサプラ

イチェーンにおけるサステナビリティを推進していきます。

Bau農園はサステナビリティを推進するために、さまざまな活動を行っています。労働慣行に関しては安全労働に関する講座、

職場におけるモチベーションと人間関係に関する講座、朝のラジオ体操など、同農園の労働環境に目を配っています。環境保

護活動しては、ゴミ分別、取水の徹底した管理、植林活動など、環境へのインパクトを意識しています。さらに、地域社会へ

の貢献を目的に、2011年からBau農園周辺にある学校で支援プロジェクトを行なっています。

※1 レインフォレスト・アライアンス：1987年地球環境保全のために熱帯雨林を維持することを目的に設立された国際的な非営利団体です。

※2 UTZ：持続可能な農業のための国際的な認証プログラムで適正な農業実践と農園管理、安全で健全な労働条件、環境保護、児童労働撤
廃など、すべての基準を満たして初めて認証されます。

高品質かつ安定供給に向けた契約農園

サントリーグループでは、サプライチェーンのビジネスパートナーとともに、サステナビリティの推進に取り組んでいます。社内の担当者

への教育をはじめ、原材料サプライヤー・製造委託先・物流協力会社の主要なビジネスパートナーに対して方針説明会やアンケートを

行い、サステナビリティに向けた取り組みの必要性を理解いただくように啓発・支援を推進していきます。また、サプライチェーンの環

境負荷低減を消費財流通業界横断で推進するため「日本TCGF※」にサントリー食品インターナショナル（株）が参加しています。

※ 日本TCGFは、消費財流通業界の企業が主体となり、日本国内での非競争分野における共通課題の解決に向けて、製・配・販の協働取り組みを行う組織です。

サントリーグループでは、2014年から児童労働・強制労働などの人権課題に関し、海外の調達先を訪問しヒアリングを行っています。

2014年はビールの主要原料である麦芽・ホップの生産者を、2015年は中国ウーロン茶の仕上げ工場を対象に、2016年はウーロン茶

葉公司5社でモニタリングを行い、いずれも問題がないことを確認しました。

サプライヤーモニタリングの実施

ラジオ体操 ゴミ分別 学校での活動

ビジネスパートナーとの連携強化
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お客様・お取引先と響きあう　商品・サービス

公正・公平な取引

原材料のサプライヤーとは、公正な評価・選定や公平な競争機会を基盤にしています。

サプライヤーとの公正・公平な取引の徹底
サプライヤーとの取引にあたっては「サントリーグループCSR調達基本方針」に基づいた「購買管理規定」や「取引先選定基準」に則り、

各社に公平な競争機会を提供しています。同時に、各社の商品・サービスの品質や供給力、財務状況、安全確保、環境保全、社会貢

献などへの取り組みを公正に評価し、ビジネスパートナーを選定あるいは取引継続の可否を判断しています。

ビジネスパートナーとは、お互いに信頼できるパートナーとして力を合わせ、お客様に喜んでいただける商品・サービスの提供を目指し

ています。

■下請法に対応した経理システムを運用

サントリーグループでは、「下請代金支払遅延等防止法（以下、下請法）」に対応した経理システムを構築・運用しています。原料・包

材の発注段階で登録した支払条件などの情報をもとに、予定どおり支払手続きがされていない場合に、管理者画面に警告が表示され、

支払遅延などのトラブルを未然に防止するものです。なお、2017年は原料・包材の取引に関し下請法に抵触する法令違反はありません

でした。※

※サントリーグループの「下請法」適用ビジネスパートナー数は、原料部が2017年5月時点で39社（取引金額比率で約14％）、包材部が2017年12月時点
で63社（取引金額比率で約4％）

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント
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お客様・お取引先と響きあう　商品・サービス

安全に配慮した物流の推進

物流協力会社との連携

■協力会社各社の安全推進を強化

物流安全5原則

サントリーグループが輸配送業務を委託している物流協力会社と連携して発足した「安全推進委員会」には、2017年末で78社261名

が参加。安全確保・環境配慮・リスクマネジメントなどの取り組みを推進しています。

物流協力会社と連携して、安全で環境に配慮した物流を推進しています。

「安全推進委員会」が制定した「物流安全5原則」を各社従業員に周知徹底するとともに、委員

会事務局※が各社の拠点を巡回して、安全策の実施状況を点検しています。

1.法定速度遵守と防衛運転の実施

2.正しい養生の徹底と3急運転禁止

3.アイドリングストップとタイヤ止めの完全実施

4.ヘルメット・安全靴の完全着用と5Sの徹底

5.合図・指差呼称の励行と安全確認の徹底

※�サントリー MONOZUKURIエキスパート（株）物流部、サントリーロジスティクス（株）安全推進部のマネ
ジャーおよび担当者で構成 安全推進委員会ポスター

■「安全推進大会」で活動を共有

サントリーグループは、配送センターや物流協力会社の倉庫、輸配送事業など全国150拠点の責任者が一堂に会する「安全推進大会」

を毎年開催しています。この大会では、勉強会やコンテスト実施などによる安全教育の徹底と優れた事例を紹介して情報を共有するほ

か、優秀なドライバーや拠点を表彰するなど、各社の安全に対する取り組みの意欲向上や強化につなげています。

2017年「安全推進大会」 「安全推進大会」での表彰式 「安全推進大会」でのディスカッション

安全管理を推進
物流協力会社の安全管理体制を常に一定水準以上に保ち、継続的に改善していくため、国土

交通省が主導している「安全性優良事業所」の認定取得を推進しています。

サントリーグループの物流協力会社のうち、輸配送事業所全82拠点中81拠点が認定を取得

（2017年末）、認定取得率は99％に達しました。これはトラック運送業界全体の取得率28.9％

（2017年12月トラック協会調査）を大きく上回っています。また、2008年からは対象範囲を直

接業務委託会社から2次協力会社まで拡大し、輸配送の安全管理体制の強化を図っています。

「安全性優良事業所」の認定取得状況
（2017年12月31日現在）
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自然
と響きあう

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント
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災害時に備えて体制を整備
災害などの有事に備えて、災害伝言ダイヤル「171」や、携帯電話による「災害伝言板」の有効活用を目的とした訓練を物流会社ととも

に実施しています。また、首都圏および近畿圏直下型地震発生時のアクションプランとして、被災地に通常の出荷拠点以外から「サント

リー天然水」を緊急出荷する体制や、出荷拠点が被災した場合の代替出荷拠点の設定など、物流協力会社と対策を共有しています。
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お客様・お取引先と響きあう　商品・サービス

アルコール関連問題への取り組み

酒類を製造・販売する企業の責任として、アルコール関連問題に積極的に取り組んでいます。

サントリーグループの目指す「DRINK SMART（ドリンク・スマート）」
古来、お酒は世界のさまざまな地域の文化や風土の中で育まれ、祝事・慶事などで大きな役割を果たし、日々の暮らしに喜びや潤いを

もたらしてきました。その一方で、不適切な飲み方によってさまざまな問題が生じるおそれがあることも事実です。

お酒に関する正しい知識を持ち、お酒と上手につき合うことでより健康的で豊かな生活を送ること。これが私たちの目指す“ドリンク・

スマート”です。

専門組織が責任をもって対応
サントリーグループは、1976年に「サントリー宣伝コード」を制定し、飲酒に関する宣伝・広告表現の自主規制を業界に先駆けて開始

しました。その後、アルコール関連の専門組織「ARS※委員会」と、事務局であるARS室を設置。1.責任あるマーケティングの実践、2.社

内外への適正飲酒の啓発などを行っています。

※ARS：Alcohol Responsibility and Sustainability Department

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

サントリーグループは、アルコール飲料の特性を認識し、アルコール関連問題の予防に努めるとともに、適正飲酒の考え方を普

及させることによって、人々のより健康で文化的な生活のために貢献します。

1.アルコール飲料の持つ致酔性、依存性が、身体的、精神的、社会的な問題を引き起こすことを認識し、アルコール関連問題の

予防をめざします。

2.体質の違いや身体の状況、飲酒に対する考え方の違いが尊重されるより良い飲酒環境の形成をめざします。

3.節度をわきまえた適度な飲酒(適正飲酒)は、心身の健康に役立ち、人間関係に潤いを与えるとの認識に立って、お酒の科学的

研究の推進と、その正しいつきあい方についての知識の普及に努めます。

1.飲酒に関する正しい知識の啓発に努めます。

2.社会活動に積極的に協力します。

　・未成年者飲酒防止

　・イッキ飲み防止

　・飲酒運転防止など

3.法令、当社ならびに業界自主基準を厳守します。

4.アルコールと健康に関する医学研究に自ら取り組み、また、支援します。

適正飲酒のために──サントリーの基本理念・行動指針（2002年制定）

基本理念

行動指針
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■１.責任あるマーケティングの実践

責任あるマーケティングの実践

ARS室は、酒類製品に関するすべてのマーケティング活動に対して、適法性・妥当性の社内事前審査を行っています。この審査により、

不適切なマーケティング活動を未然に防止しています。

2006年には、製品表示などについても事前審査をシステム化しました。2007年には酒類の広告・販促活動に関する社内自主基準を改

定し、活動をより強化しました。2007年以降も、業界団体と連携して自主基準の改定を行い、関連部署において定期的に研修を行い

ながら、責任あるマーケティング活動の推進に努めています。

社会情勢に対応して「飲酒に関する連絡協議会」が制定した酒類業界の自主基準および社内自主基準を改定しています。

2010年にはCMに妊産婦飲酒の注意表示を実施。また、テレビCMの土・日・祝日の自粛時間を5時00分〜 12時00分までから、

5時00分〜 18時00分までに延長し、年間を通して5時00分〜 18時00分まで酒類のテレビ広告を自粛することとしました。

さらに、2014年に施行された「アルコール健康障害対策基本法」に基づき、不適切な飲酒の誘引防止のための自主的な取り

組みとして、テレビ広告で使用するタレントの年齢を25歳以上に引き上げることや、テレビ広告の飲酒表現で、喉元を通る「ゴ

クゴク」の効果音を使わないことなどを実施しています。

社会情勢に対応した自主基準の改定（業界・社内）

ノンアルコール飲料推進の取り組み

サントリーグループでは、適正な飲酒の啓発のほか、アルコールの影響を気にせず幅広いお客様に楽しんで頂くため、低アルコールお

よびノンアルコール飲料の推進も行っています。

同時に、ノンアルコール飲料については味わいが酒類に類似していることから、満20歳以上の成人の飲用を想定した社内基準を設け、

これに対応しています。

今後も対象商品を拡大するとともに、「カロリーゼロ」「糖質ゼロ」「プリン体ゼロ」を実現した商品の販売を促進する等、健康志向の消

費者ニーズへの対応を続けていきます。
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■2.適正飲酒啓発活動

従業員に対する適正飲酒啓発

酒類を製造・販売している企業の一員として、従業員の適正飲酒に関する意識を高めることも重要です。サントリーグループのイントラ

ネットには、ARS室による「お酒を悪玉にしないために――グループ社員一人ひとりにできること。」を開設し、国内グループ会社従業員

への啓発を行っています。また、飲酒運転を行った従業員は、公私を問わず諭旨免職以上の処分とすることを就業規則に定めています。

また、2015年からは従業員を対象に適正飲酒に関するセミナーとアルコール体質検査を実施しています。これは従業員が自分自身のア

ルコールの代謝に関する体質を知ることにより、他者への配慮や適正飲酒の考え方を理解することを目的に行っています。

お客様に対する適正飲酒啓発

サントリー独自の取り組み

酒類メーカーとして、お酒の特性や適切な飲み方をお客様に正しくご理解いただく取り組みを行っています。

取り組み 開始年度 概要

モデレーションキャンペーン（適
正飲酒啓発広告）で節度ある飲
み方を啓発

1986年

「酒は、なによりも、適量です。」というメッセージを伝
える「モデレーション広告」を2017年末までに全国紙に
200回近く掲載しています。（2002年には第22回新聞広
告賞「広告主企画部門優秀賞」を受賞しました）

適正飲酒啓発ホームページリ
ニューアル

2017年
リニューアル

お酒に関する正しい知識を理解し、お酒と上手に付き合
うことで、より健康的で豊かな生活を送ること。これを
当社の考えるDRINK　SMARTと位置づけ、ホームペー
ジをリニューアル。SNSにも対応しました。

「イッキ飲み防止キャンペーン」
（主催：イッキ飲み防止連絡協議
会）への協力

1993年

イッキ飲み防止連絡協議会が実施している同キャンペー
ンの趣旨に賛同し、第1回からポスター・チラシなどのデ
ザインやノベルティプランニングに協力を続けています。
同協議会は、「イッキ飲み」によって亡くなった方々のご
遺族が中心となって1992年10月に結成されました。

「親子で学べる未成年者飲酒防
止啓発教材」を発行

2005年

子どもとその保護者を対象にした学習教材「親子で学べ
る未成年者飲酒防止啓発教材」を（株）学研プラスと共
同で制作し、全国の小学校を中心とした教育機関に無償
配布しています。また、2017年には教育現場からのニー
ズに応え、映像で学ぶ未成年者飲酒防止教材を作成しま
した。
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業界と連携した取り組み

ビール酒造組合や日本洋酒酒造組合などの業界団体の一員として、その活動に積極的に参画しています。

飲酒運転防止の啓発活動 2006年

欧米などで先行している「指定ドライバー制度」（飲食店
などで車1台につき1人以上の指名ドライバーを決める制
度）は、工場見学受け入れの際に実施。受付時と試飲
会場で、2回にわたり確認し、ドライバーの方にはノンア
ルコール飲料を提供しています。さらに飲食店を運営し
ている（株）ダイナックでは、未成年者飲酒禁止と飲酒
運転禁止のステッカーを飲食店全店に貼付しています。

取り組み 開始年度 概要

未成年者飲酒防止のための取組
み

2005年
交通広告（駅貼り・ステッカー）を中心に、STOP！未成
年者飲酒を呼びかける広告を年２回（春・冬）実施してい
ます。

未成年者飲酒防止のための取組
み

2002年

2002年より未成年者飲酒防止ポスター・スローガン・学
校賞募集キャンペーンを実施しています。 2017年より

「未成年者飲酒防止教育“学校コンクール”」と名称を改
め、学校としての取組みを全国から募集し、表彰を行っ
ています。

未成年者飲酒防止のための取組
み

2015年
酒類ホームページのブランドサイトの入り口で20歳以上
であることを確認するための年齢認証ゲートを設けてい
ます。

妊産婦飲酒防止のための取組み 2008年〜 製品容器や、POP等酒類販促物、TV広告などの動画媒
体への注意表示を実施しています。
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女性の適正飲酒啓発活動 2017年

女性の社会進出やライフスタイルの変化を背景に増加傾
向にある“リスクある女性の飲酒”を防止するため、HP
での正しい知識の普及や、アルコール体質検査の紹介を
行なっています。

アルコール関連問題低減に向けグローバルに活動
アルコール関連問題は、WHO（世界保健機関）で2010年に「アルコールの有害な使用の低減に向けた世界戦略」として採択されました。ま

た2013年の「NCD（非感染性疾患・生活習慣病）予防のためのアクションプラン」でも有害な飲酒の低減が目標の1つとして含まれるなど、

各国政府や公衆衛生機関の専門家が関係者と協議しながら取り組むべきグローバルな課題として位置づけられています。その中で酒類業界も

重要なステークホルダーと位置づけられています。

サントリーグループは、これらのアルコールに関する課題に対応するため、国際的な適正飲酒推進の取り組みを進める組織「IARD（http://

www.iard.org/）」に参画し、世界の主要酒類メーカーによるWHOのアルコール世界戦略の実現に寄与するための「業界コミットメント」の推

進に2013年から取り組んでいます。

「業界コミットメント」の進捗は毎年監査法人による監査を経て「プログレスレポート」として発行されています。

サントリーグループは、2015年からビームサントリーとグローバルレベルでの責任あるマーケティングの実践や、適正飲酒の啓発活動の展開を

行うため、定期的に会議を開催し、中期的なビジョンのもと、グローバルなマーケティング規定の整備や、啓発プログラムの推進に取り組んで

います。

サントリーグループのグローバルなプログラムとして「DRINK SMART 」を展開し、未成年者飲酒や飲酒運転の防止、適正飲酒の啓発、飲

酒をしない人への配慮といった基本原則を踏まえ、関係団体と協力しながら各市場固有のニーズ・文化に合わせたプログラムを推進しています。

プログレスレポート
コミットメントCEO会議（2017年9月）

ビームサントリー社
との打ち合わせ
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CSR の取り組み

自然と響きあう 環境

サントリーグループの事業の多くは、水や農作物など、かけがえのない自然の恵みによって支えられています。企業理念「人と自然と響

きあう」のもと、環境経営を推進し、持続可能な豊かな地球環境を次世代に引き継ぐことは、私たちの大切な責務です。「水と生きる」

企業として、2017年に「環境ビジョン2050」を改定し、「2030年目標」を掲げました。グループ全体での環境経営を推進していきます。

環境経営

環境コミュニケーション

水のサステナビリティ

サイトレポート

気候変動対策

サントリーグループにとって大切な経営

資源である地球環境を次世代に引き継ぐ

ために、グループ全体で環境経営を推進

しています。

環境に関する情報を社会に発信し、ス

テークホルダーとのコミュニケーションを

大切にしています。

「人と自然と響きあう」を企業理念とし、

自然との共生を目指してさまざまな活動

を行っています。

主な掲載内容

・サイトプロフィール

・環境負荷データ

私たちは、バリューチェーン全体を見据え

て、環境負荷低減へのさまざまな活動を

推進しています。

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう
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CSR行動計画

重点項目 中期目標 2017年度の実績 2017年度アクションプラン 評価

自然環境の
保全・再生

生物多様性の象徴である野鳥の
保護活動をグローバルに展開

「天然水の森」13カ所で鳥類調査
を実施し、植生調査等も勘案した
森林ごとの課題を元に生物多様性
の拡大を目指した森林整備に繋げ
ている。

生態系ピラミッドの頂点である
「猛禽類」を中心に｢天然水の森｣
での鳥類調査を引き続き実施し
つつ､餌動物の繁殖環境の整備
や狩猟・営巣環境に配慮した総
合的な森林整備を推進していく。

「サントリー世界愛鳥基金」につ
いては､各種団体への助成を通じ
た日本国内外の野鳥保護活動へ
の支援も継続的に進めていく。

●●●

国内すべての「天然水の森」にお
いてワシ・タカ類の営巣・子育て
を実現
海外における野鳥保護活動の支援

・「サントリー世界愛鳥基金」に
おいては､助成を通じた日本国内
外の野鳥保護活動への支援。

・「愛鳥活動」サイトの更新による
情報発信の拡充。

「天然水の森」の面積を、国内の
自社工場で使用する地下水量を育
む面積の2倍に拡大（12,000ha）

「天然水の森」ごとの中長期ビジョ
ンに基づいた各種施業や追加的な
実験的施業を実施。具体的には、
間伐と搬出・作業道及び歩道開設・
植生保護柵設置・土壌流失防止工・
植樹等を各地で実施。

｢天然水の森｣では引き続き､中長
期ビジョンに基づき､間伐と搬
出・作業道及び歩道開設・植生
保護柵設置・土壌流失防止工・
地域性苗木の育成と植樹等のさ
まざまな施業を実施し、林業技
術者育成研修も各地で実施して
いく。また､併せて「育林材※1」
の活用を推進し、｢天然水の森｣
の協定面積拡大も進めていく。

●●●

水の大切さの啓発と価値の共有

「水育(みずいく)」活動内容の充実、
水や水を育む自然の大切さの啓発
と価値の発信を強化 	

「水育」活動内容充実、水や水を
育む自然の大切さの啓蒙と価値
の発信強化

●●

・水育「森と水の学校」計50回、
1,972名参加

・水育「出張授業」計202校、
16,019名参加	

「水育」参加人数計画（「森と水
の学校」2,000名、「出張授業」
15,800名）

ベトナムの小学校での「水育」を実
施、参加者数「出張授業」3,300名、
工場見学および屋外活動含む延べ
参加者約14千人 

ベトナムの小学校での「水育」拡
大。参加人数計画5,600名

環境負荷低
減

サントリーグループ※2の自社工場
での水使用を15％削減※3

自社工場での水使用のさらなる削減
（原単位：15年比5.8％削減）

製造設備・容器の洗浄や冷却に
使用する水の削減

●●●

サントリーグル ープ※2バリュー
チェーン全体のCO2排出を20％削
減※3

バリューチェーン全体でのCO2排出
量のさらなる削減（総量：15年比
2.8％削減）

容器の軽量化、再生資源の活用、
工場の省エネ、国内最小電力量
の自動販売機の積極導入など

●

※1 健全な森を育てるための整備で出てくる木材のことをサントリーでは「育林材」と呼んでいる

※2 サントリーグループ売上高（2012年）の80％以上を占める事業会社群（海外を含む）

※3 2007年における事業領域を前提とした原単位での削減

目標達成： ●●●　目標達成70％以上： ●●　目標達成70％未満： ●
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自然と響きあう　環境

環境経営

グループ環境基本方針を事業活動全体の基盤とし、グループ全体で環境経営を推進しています。

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう
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環境経営

環境ビジョン

「水と生きる」私たちにとって、地球環境は大切な経営基盤。だからこそ、グループ全体で環境経営を推進していきます。持続可能な社

会を次の世代に引き継ぐために、積極的に活動しています。

グループ環境活動の基本的な考え方
お客様に水の恵みをお届けする一方で、美しく清らかな水を守り、大切に使い、良質の水を自然に還すことは、水とともに生きる企業と

して、重大な責任であると考えています。

その水で育まれる植物や森林、川・海・大気、そして生き物がつくり出す生態系というすばらしい循環システムは、あらゆる生命の基礎。

サントリーグループは、地球環境そのものが大切な経営基盤と認識しています。

豊かで持続可能な社会を構築するため、海外を含めたグループ全体にこの考え方を浸透させ、最大限の努力を続けていきます。

サントリーグループでは、「水のサステナビリティ」「生物多様性保全」「資源の徹底的有効活用」「低炭素企業への挑戦」など、サントリー

グループの重点課題が明確に見える方針を定めています。よりグローバルでの環境活動を視野に入れ、2015年に5年ぶりの改定を行い

ました。

サントリーグループは、環境経営を事業活動の基軸にし、バリューチェーン全体を視野に入れて、生命の輝きに満ちた持続可能

な社会を次の世代に引き渡すことを約束します。

1．水のサステナビリティの追求

「水と生きる」を社会との約束に掲げる企業として、事業活動において最も重要な資源である水を大切に取り扱い、自然界におけ

る水の健全な循環に貢献します。

2．生物多様性保全への取り組み

水や農作物に依存する企業として、その価値の源泉である生物多様性を将来にわたって保全することに努めます。

3．イノベイティブな3Rによる資源の有効活用

循環型社会の実現に向けて、不断の技術革新により、原材料・エネルギーなどの3R（reduce, reuse, recycle）を一層推進し、

持続可能なビジネスの構築に努めます。

4．全員参加による低炭素企業への挑戦

すべての職場において、気候変動の要因である温暖化ガス排出量の削減に努めます。

5．社会とのコミュニケーション

豊かな地球環境を次世代に継承するため、社会との対話に基づいた取り組みを行うとともに、積極的な情報開示に努めます。

サントリーグループ環境基本方針（1997年制定、2015年改定）

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

■「サントリーグループ環境基本方針」に重点課題を明示
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■「サントリー環境ビジョン2050」改定　－あわせて「2030年目標」を設定－

■温室効果ガス削減目標（2030年目標）が「SBTイニシアチブ」の認定を取得 

サントリーグループの環境経営により明確な方向性を与えるため、2050年に向けた「環境ビジョン2050」を2014年に策定し、2018

年に改定を行いました。加えて「2030年目標」を設定しました。

サントリーグループは、2030年にむけたCO2などの温室効果ガス削減目標について、国際

的なイニシアチブである「SBT(Science Based Targets)イニシアチブ※」から、「パリ協定」

の「2℃目標」を達成するために科学的に根拠のある水準であると認定されています。

※ SBT(Science Based Targets)イニシアチブとは
2015年にCDP、国連グローバルコンパクト、WRI（世界資源研究所）、およびWWF（世界自然保護基
金）の4団体が共同で設立し、産業革命前からの気温上昇を2℃未満に抑えるために、科学的根拠に基
づいた温室効果ガス排出削減目標（SBT)の設定を企業に働きかけています。

サントリーグループは、「人と自然と響きあう」企業として、「水のサステナビリティ」「気候変動対策」を柱に、持続可能な地球

環境を次代に引き渡すことを目的に、2050年に向け、以下のビジョンを掲げます。

１．水のサステナビリティ

・全世界の自社工場での水使用を半減※

・全世界の自社工場で取水する量以上の水を育むための水源や生態系を保全

・主要な原料農作物における持続可能な水使用を実現

・主要な事業展開国において「水理念」を広く社会と共有

２．気候変動対策

・地球温暖化防止に向けて、脱炭素社会の実現に貢献

※2015年における事業領域を前提とした原単位での削減

「環境ビジョン2050」 

「環境ビジョン2050」達成に向けて、以下2030年目標を掲げます。

1．水

・最新の節水技術を活用し、自社工場での水使用をグローバルで15%削減※1

・水ストレスの高い地域を中心に、半数以上の自社工場で水源涵養活動を実施

・水負荷の高い主要原料について、サプライヤーと協働で持続可能な水使用を追求

・水に関する啓発プログラムに加えて、安全な水の提供にも取り組み、合わせて100万人以上に展開

2．CO2

・最新の省エネ技術の積極導入や再生可能エネルギーの活用などを通じ、自社拠点でのCO2排出をグローバルで25%削減※2

・自社拠点以外のバリューチェーンにおけるCO2排出を20%削減※2

※1 2015年における事業領域を前提とした原単位での削減
※2 2015年における事業領域を前提とした総量での削減

「2030年目標」
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環境経営

事業活動と環境影響

商品のライフサイクル全体での環境負荷低減活動を実践していきます。

商品のライフサイクル全体で環境負荷低減
サントリーグループでは、多岐にわたる事業活動を通じてさまざまな副産物や廃棄物を排出しています。1つの商品が企画・開発されて、

廃棄・リサイクルに至るまでのライフサイクル全体を通じて、環境に与える影響を定量的に把握し、環境負荷の低減に取り組んでいます。

また、海外における事業拡大に伴い、グローバルでの環境負荷を捕捉するため、海外生産拠点の環境負荷の把握などを進めています。

サプライチェーン全体での環境負荷低減のため、サントリーグループと取引を行っているサプライヤーにも積極的にコミュニケーション

を図り、環境負荷に係る適切な報告と削減に向けた取り組みの実施を推奨しています。　

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

■商品のライフサイクル
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■水リスクの評価

■自然資本による定量評価

水のサステナビリティの追求を「サントリーグループ環境基本方針」の重点課題に掲げているサントリーグループは、水科学研究所に

おいて水に関するさまざまな評価を行っています。持続可能な事業活動を見据え、水に関するリスク評価を実施しており、環境経営の

推進にも役立てています。また、新規事業の展開に際しても、水リスク評価を勘案しています。

原料に農産物を使用する食品・飲料会社は、自社内の水使用に対してサプライチェーンでの水使用が圧倒的に多いといわれています。

サントリーグループは、サプライチェーン上流の自然資本への負荷「水使用量」 および「ＧＨＧ（温室効果ガス）排出量」について

算定しました。

※ 対象は国内生産拠点で使用する原料
※ ウォーターフットプリント・ネットワーク(WFN)のデータにより算定
※ グリーンウォーター（雨水など）とブルーウォーター（灌漑水など）の合計 

サプライチェーン上流における水使用量の原料別および地域別比率（2016年）

World Resources InstituteによるAqueductで採用されているBaseline Water Stressの国別スコアをもとに作成。サントリーグルー

プ売上高の9割を占める事業会社群が所有する国内生産25工場、海外生産53工場が対象。

Gassert, F., P. Reig, T. Luo, and A.　Maddocks. 2013. “Aqueduct country and river basin rankings: a　weighted 

aggregation of spatially distinct hydrological indicators.”　Working paper. Washington, DC: World Resources Institute,　

November 2013. Available online at wri.org/publication/aqueduct-country-river-basin-rankings.

Baseline Water Stress

極めて高い
(Extremely high) 

該当なし

高
(High)

日本、メキシコ、スペイン、インドネシア、フィリピン、インド、オーストラリア

中～高
(Medium-high)

アメリカ、イギリス、アイルランド、マレーシア

低～中
(Low-medium)

カナダ、フランス、タイ、ベトナム、ニュージーランド

低
(Low)

台湾

サントリーグループの工場立地国別水リスク評価
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■事業活動と環境負荷の全体像（対象期間:2017年1月1日～12月31日、国内生産拠点（委託先を除く））

※ 対象は国内生産拠点で使用する調達品
※ 多地域間産業連関表Eora MRIOデータベースにより算定

※1 BOD（Biochemical Oxygen Demand）：生物化学的酸素要求量。水の汚染度を表す指標の1つ
※2 電力由来のCO2排出量はGHGプロトコル2007年CO2排出係数を使用

サプライチェーン上流におけるGHG排出量の調達品目別比率（2015年）
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CDP※1が世界の上場企業に対して行っている環境活動調査「CDPウォーター 2017」において、

サントリー食品インターナショナル（株）が水源涵養活動や工場での水使用量の削減活動などに

おいて高い評価を受け「Aリスト企業」に選定されました。

※1 企業や都市の重要な環境情報を測定・開示・管理・共有するための国際NPO

サントリー食品インターナショナル（株）が「CDPウォーター 2017 Aリスト企業」に選定
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環境経営

環境マネジメント

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

サステナビリティ経営推進体制
地球環境との共生が人類共通の最重要課題の1つであるという認識のもと、1991年に環境室と「環境委員会」を設置しました。2010

年には、グループ全体で事業とエコロジーを一体として推進していくことを目的に、サントリーホールディングス（株）内にエコ戦略部を

設置。「サントリーグループ環境基本方針」のもと、各グループ会社の環境経営の強化を図ってきました。また2016年4月に新設された

「グローバルコミュニケーション委員会」において、国内グループでの環境経営強化に加えてグローバルな環境経営体制の構築を重要テー

マとして掲げています。2017年4月には、エコ戦略部を進化させた「サステナビリティ戦略部」を設置、さらに2018年4月にサステナビ

リティ経営を推進する「サステナビリティ推進部」に改組し、サントリーグループの事業活動を含むすべての企業活動がバリューチェー

ン全体の持続可能性の向上に寄与することを目指しています。

■サントリーグループの環境経営推進体制
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■本社機能・営業拠点での取り組み

サントリーグループ国内事業の本社および、自販機オペレーションを行うグループ会社の営業拠点でISO14001の認証取得を完了してい

ます。「サントリーグループ環境基本方針」を各部署の業務目標に反映させ、活動の結果を定期的にトップへフィードバックしてPDCAを

回すしくみを構築しています。

■外食系グループ会社での取り組み

多店舗展開している国内の外食系グループ会社において、本社および全店舗を対象とした

ISO14001の統合認証を取得しており、省エネ・節水や食品ロスの削減・リサイクルに取り組ん

でいます。

ISO14001の審査

■生産拠点での取り組み

生産拠点では1998年よりISO14001の認証取得を順次進め、現在までに統合認証取得を完了しています。ISO14001の内部監査では、

各拠点で監査員を任命するとともに、相互に内部監査員を派遣しあうことで、活動事例の水平展開を行い、監査側と被監査側双方の

レベルアップを図っています。海外グループ会社の生産拠点についても認証取得が進んでいます。

■研究開発拠点での取り組み

バリューチェーン全体の環境経営強化に向け、環境に配慮した取り組みを研究開発段階からさらに加速させるため、国内研究開発拠点

においても、2007年にISO14001の認証を取得しました。

事業活動と環境活動を一体化し、継続的に進化させていく手法の1つとして、グループ各社では環境マネジメントシステムの国際規格 

ISO14001認証取得を積極的に進めてきました。すでに国内のグループ会社※では統合認証取得を完了し、運用が定着したことから、

2017年より環境負荷の小さな拠点については順法管理の仕組を強化するとともに認証対象外とし、より効率的な環境マネジメントを行

えるようにしています。海外グループ会社においても生産拠点を中心に認証を取得しています。海外グループ会社生産拠点では2017年

時点で69%が取得を完了しています。

サントリーグループ各社では、事業のバリューチェーンに携わる各部門が連携を強め、原材料調達から廃棄までの全段階で環境視点を

取り入れた事業活動を推進しています。

※日本版SOX法対象のグループ会社

ISO14001認証取得をグループで推進

環境会計を導入してコストと効果を算出
サントリーグループは事業活動における環境保全への取り組みを定量的に評価する重要なツールとして、環境省「環境会計ガイドライン

2005年版」に準拠した環境会計を活用し、その内容を開示しています。
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※投資額：投資目的の50％以上が環境保全を目的としたものは全額環境投資とみなしました（検収ベース）

※償却費：投資50％以上が環境保全を目的としたものを2003年までさかのぼり償却費を算出しました

※直接把握が可能な管理活動、研究活動の費用は原則として全額を直接把握しました。直接把握が困難な費用については、工程別に過去の実態調査に

基づいた比率で案分・配賦しました

項目

2016年度 2017年度

環境
投資額

環境
費用額

環境
投資額

環境
費用額

事業エリア
コスト

公害防止コスト
・水質汚濁防止

・大気汚染防止 ほか
261 1,903 326 2,001

地球環境保全コスト

・CO2削減

・省エネルギー

・コジェネレーション

・嫌気処理 ほか

871 3,491 266 3,444

資源循環コスト

・再循環による節水

・汚泥減量化

・廃棄物再資源化

・下水道処理費 ほか

17 2,807 67 2,612

合計 1,148 8,201 659 8,058

上・下流
コスト

・容器包装の再資源化委託料

・環境対応容器包装対策 ほか
0 1,195 0 1,133

管理活動
コスト

・環境マネジメントシステム構築・維持

・CSRレポート、展示会

・工場緑化 ほか

0 1,128 0 670

研究開発
コスト

・環境負荷低減のための研究開発活動 73 323 1 369

社会活動
コスト

・天然水の森

・愛鳥活動

・水育（みずいく）活動 ほか

86 410 90 569

環境損傷
対応コスト

0 0 0 0

合計 1,307 11,258 751 10,798

（百万円）
（対象期間：2017年1月1日～12月31日）

■サントリーグループ（国内事業計）の環境保全コスト
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項目 単位 2016年 2017年
原単位ベースでの
対前年度削減効果

事業内エリア
コスト

公害防止
汚染物質
排出量削減

SOx
総量（t） 12.6 14.4 

-1.6t/年
原単位（g/k） 2.7 3.0

NOx
総量（t） 132.4 134.5 

-0.8t/年
原単位（g/k） 28.3 28.5

地球環境保全

CO2

排出量削減

CO2

（燃料＋電力）
由来

総量（千t） 354.5 369.7
-30.1千t/年

原単位（kg/k） 75.7 78.2

エネルギー
消費量削減

燃料
原油換算（千k） 102 103

96k/年
原単位（/k） 21.9 21.9

電気
総量（百万kWh） 306 332 

-23,242千kWh/年
原単位（kWh/k） 65.3 70.2

資源循環

水資源
使用量削減

用水
総量（千m3） 21,332 22,361 

-862千m3/年
原単位（m3/k） 4.5 4.7

廃棄物
排出量削減

副産物廃棄物
排出量

総量（t） 244,604 258,365 
-10,884t/年

原単位（kg/k） 52.3 54.6

再資源化率 （％） 100 100 100

（対象期間：2017年1月1日～12月31日）

■サントリーグループ（国内生産拠点）の環境保全効果

項目 2016年度 2017年度

リサイクル（副産物売却）収入※1 339 380

省エネルギーによる費用削減額※2 496 510

（百万円）

■サントリーグループ（国内生産拠点）の経済効果

※電気由来のCO2排出量はGHGプロトコル2007年CO2排出係数を使用

※1 算出方法を廃棄物処理費用削減額と統一

＜前年売却収益×生産量前年比率ー当年売却収益＞

※2 算出方法を廃棄物処理費用削減額と統一

＜ユーティリティー前年費用×生産量前年比率ー当年費用＞
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環境マネジメント

サントリーグループISO14001認証取得一覧（2018 年1月31日現在）

国内

■食品関連

・サントリーホールディングス（株）

・サントリーＭＯＮＯＺＵＫＵＲＩエキスパート（株）

・サントリー食品インターナショナル（株）

・サントリープロダクツ（株）

・サントリープロダクツ（株）榛名工場

・サントリープロダクツ（株）羽生工場

・サントリープロダクツ（株）多摩川工場

・サントリープロダクツ（株）神奈川綾瀬工場

・サントリープロダクツ（株）天然水南アルプス白州工場

・サントリープロダクツ（株）木曽川工場

・サントリープロダクツ（株）宇治川工場

・サントリープロダクツ（株）高砂工場

・サントリープロダクツ（株）天然水奥大山ブナの森工場

・サントリーウエルネス（株）

・サントリーコーヒーロースタリー（株）

■酒類関連

・サントリースピリッツ（株）

・サントリースピリッツ（株）白州蒸溜所

・サントリースピリッツ（株）山崎蒸溜所

・サントリースピリッツ（株）近江エージングセラー

・サントリースピリッツ（株）梓の森工場

・サントリースピリッツ（株）大阪工場

・サントリービール（株）

・サントリービール（株）<天然水のビール工場>群馬・利根川ブルワリー

・サントリービール（株）<天然水のビール工場>東京・武蔵野ブルワリー

・サントリービール（株）<天然水のビール工場>京都ブルワリー

・サントリービール（株）<天然水のビール工場>熊本・阿蘇ブルワリー

・サントリーワインインターナショナル（株）

・サントリーワインインターナショナル（株）登美の丘ワイナリー

・サントリーワインインターナショナル（株）塩尻ワイナリー

・サントリー知多蒸溜所株式会社

・（株）岩の原葡萄園

・サントリーモルティング（株）

・大隅酒造（株）

社会
と響きあう

従業員
と響きあう
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マネジメント
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と響きあう

自然
と響きあう
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■営業・販売関連

・サントリー酒類（株）本社

・沖縄サントリー（株）

・サントリーフーズ（株）本社

・サントリービバレッジソリューション（株）本社

・サントリービバレッジサービス（株）

・コーシン・サントリービバレッジ（株）

・サントリーフーズ沖縄（株）

・ジャパンビバレッジ（（株）ジャパンビバレッジホールディングスほか11社）

・サントリーコーポレートビジネス（株）本社

・サンリーブ（株）本社

■研究開発拠点

・サントリーワールドリサーチセンター

・サントリー商品開発センター

■外食

・（株）ダイナック

・（株）プロントコーポレーション

・井筒まい泉（株）

海外
■食品関連

サントリー食品ヨーロッパ

・Orangina Suntory Group Meyzieu（フランス）

・Orangina Suntory Group La Courneuve（フランス）

・Orangina Suntory Group Gadagne（フランス）

・Orangina Suntory Group Donnery（フランス）

・Orangina Suntory Group Tordera（スペイン）

・Orangina Suntory Group Carcagente（スペイン）

・Orangina Suntory Group Toledo（スペイン）

・Orangina Suntory Group Sevilla（スペイン）

・Lucozade Ribena Suntory Coleford（イギリス）

・Africa, Middle East and Caribbean Agbara（ナイジェリア）

サントリー食品アジア

・BRAND'S Suntory Leam Chabang（タイ）

・BRAND'S Suntory Pin Thong（タイ）

・BRAND'S Suntory Taichung（台湾）

・BRAND'S Suntory Shah Alam（マレーシア）

・Suntory Garuda Group Sidoarjo（インドネシア）

・Suntory PepsiCo Vietnam Beverage Bac Ninh（ベトナム）

・Suntory PepsiCo Vietnam Beverage Quang Nam（ベトナム）

・Suntory PepsiCo Vietnam Beverage Dong Nai（ベトナム）

・Suntory PepsiCo Vietnam Beverage Hoc Mon（ベトナム）

・Suntory PepsiCo Vietnam Beverage Cantho（ベトナム）

・Frucor Suntory Wiri（ニュージーランド）

・Frucor Suntory Kaiapoi（ニュージーランド）
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■酒類関連

ビームサントリー

・Calgary（カナダ）

・Frankfort（米国）

・Clermont（米国）

・Booker Noe（米国）

・Maker's Mark（米国）

・Sauza（メキシコ）

・Behror（インド）

・Palazuelos（スペイン）

・Valverde（スペイン）

・Courvoisier（フランス）

・Cooley（アイルランド）

・Ardmore（イギリス）

・Auchentoshan（イギリス）

・Bowmore（イギリス）

・Glen Garioch（イギリス）

・Laphroaig（イギリス）

・Springburn（イギリス）
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環境経営

2017 年度の目標と実績・評価

社会
と響きあう

従業員
と響きあう
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マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

「環境ビジョン2050」の達成に向けて、「2030年目標」を掲げており、単年度ごとに実績を評価し、次年度の活動計画につなげています。

2017年度の環境活動について

2017年度の目標と実績・評価

2017年度も引き続き、国内の主要グループ会社で環境経営マネジメントシステムであるISO14001を積極的に運用し、環境経営の推進

体制を一層強化しました。今後も事業経営と環境活動を強く結びつけながら、さらなる環境負荷低減と資源の有効活用を推進していき

ます。

重点推進課題 2017年度目標 2017年度実績 評価

1.環境マネジメン
ト

・ISO14001：2015年版規格への対応・認証維持
・2015年版規格で環境マネジメントシス

テムの運用を行い、認証を維持。
●●●

2.水源涵養（かん
よう）・用水使用
量の削減

・「天然水の森」のさまざまな調査結果をもとに、森林をきめ
細かくゾーニングし、5カ年10カ年の中長期整備計画を立案。
学識経験者・行政・林業事業者などとの協力体制を確立し、
多面的な水源涵養活動をさらに推進

・水源涵養活動に関する情報発信をさらに充実

・主要な「天然水の森」について、将来
的に目指す森の姿を中期ビジョンとし
て明確化し、整備計画などを策定

・活動報告を拡充し、より知りたいこと
を検索しやすいWebサイトへリニュー
アル

●●●

・生産活動における水使用量削減のさらなる推進
・サントリーグループ※1の自社工場での

水使用原単位※2は2015年比5.8%増加
●●●

3.CO2削減
・バリューチェーン全体でのCO2排出量削減のさらなる推進
・国内の再生可能エネルギー利用施設の最大稼働
（114.560Mwh/年）

・サントリーグループ※1のスコープ1・2
排出量は2015年比0.4%減少、スコー
プ3排出量は2015年比0.7%減少

・事業活動との両立した範囲において再
生可能エネルギーを活用

●

4. 容 器 包 装 で の
3R

●リデュース
・ペットボトルのさらなる軽量化
・ガラスびん・紙容器等での軽量化
・樹脂ラベル・紙ラベル・段ボールでの軽量化
●リユース
・リターナブルびんシステムの維持
●リサイクル 
・リペットボトルの活用
・容器包装各素材別リサイクル団体活動参画による効率的・実

効的容器リサイクルシステム構築推進

・のべ94百万本のリターナブルびんを回
収・再利用

・ メカニカルリサイクル 再生PET樹 脂
100％のリペットボトルの活用継続

●●●

5.廃棄物の削減と
　再資源化

・工場での再資源化率100％維持と質の高い再資源化の推進 ・工場での再資源化率100％維持継続 ●●●

・食品リサイクル法の業種別目標クリア ・食品リサイクル法の業種別目標クリア ●●●

6.次世代環境教育

・水育（みずいく）「森と水の学校」は、親子で参加できる日
帰りコースを実施。白州校・奥大山校・阿蘇校合わせて2,000
名参加予定

・水育「森と水の学校」計50回、
1,972名参加

●●

・水育「出張授業」は、「未来に水を引き継ぐために」をテーマ
に、担任の先生と一緒に行う教科連動型プログラムを実施。
15,800名参加予定

・水育「出張授業」計202校、
16,019名参加

●●●

目標達成： ●●●　目標達成70％以上： ●●　目標達成70％未満： ●

※1 サントリーグループの2015年時点の事業会社群（海外を含む）

※2 「原単位」とは単位量あたりの購入・使用・排出量を表す。生産での単位量：製品1k
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環境経営

従業員への環境教育

グループ全体で環境教育を推進
従業員の環境意識向上のために、計画的に環境教育を推進しています。2017年には、国内の

全グループ従業員を対象としたeラーニング実施や社内イントラネットを通じた情報発信など、

さまざまな環境教育を実施しました。また、担当業務ごとに必要となる特定スキルを身につける

勉強会やセミナーも、定期的に開催しています。

環境に関する情報の従業員へのタイムリーな発信や定期的な環境教育研修の実施など、環境意識の啓発とコミュニケーションに努めて

います。

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

2017年度環境教育研修

名称 対象 受講者数

入社時研修（環境経営講義） 新入社員 全員

ISO14001認識・特定教育 工場従業員 全員

環境経営啓発研修（eラーニング等） 国内グループ従業員 19,409名

ISO14001新任担当者研修 ISO14001担当者 6名

ISO14001内部監査員研修 ISO14001内部監査担当者 175名

エコプロダクツセミナー 商品開発担当者 17名

森林整備体験研修 国内グループ従業員 670名

環境法令研修 関連する部門の従業員 58名

廃棄物処理法セミナー 関連する部門の従業員 155名

産業廃棄物「現地確認」実地研修 関連する部門の従業員 41名

廃棄物処理法管理セミナー
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■森林整備体験で従業員の意識を啓発

サントリー「天然水の森」では、従業員による森林整備体験への参加を進めており、2013年ま

で多くのグループ従業員とその家族がボランティア活動として参加しました。

2014年からは、サントリーの｢水と生きる｣を従業員一人ひとりが自ら体感し、理解することを目

的に、食品事業・酒類事業を中心に約6,000名の従業員を対象とした森林整備体験研修として

の活動を開始しました。2017年までに、当初の目標を大きく上回る7,133名が参加しました。

従業員の森林整備研修

■社内イントラネットや社内報で環境行動を促進

社内イントラネットでは、環境に関する基礎知識、事業に関わる環境関連法規、社内ガイドラインなどを共有しています。またeラーニ

ングの掲載や環境活動に関するDVDの貸し出しを行うことで、社員の意識醸成、啓発を促進しています。

さらに社内報「まど」や社内イントラネットの「eまど」では、サントリーグループの最新の環境活動や情報を紹介し、従業員の意識だ

けでなく、その家族への啓発にも役立てています。
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自然と響きあう　環境

水のサステナビリティ

地球上にある水のうち、人間が利用できる淡水は全体の約0.01％にすぎません。サントリーグループの主な事業は、水や農作物といった、

自然の恵みに支えられています。「水と生きる」サントリーは、水を大切に使い、きれいにして自然に還すだけでなく、水を育む森を守

るなど、自然界における水の健全な循環への貢献――すなわち「水のサステナビリティ」を事業活動における最も重要な課題と認識して

います。

サントリーグループの事業は、水や自然の恵みに支えられて成り立っています。水や自然の恵みをもたらす地球環境を未来へ引き継いで

いくため、私たちは事業活動における環境負荷低減だけでなく、「天然水の森」における自然環境の保全、豊かな生態系の象徴である

野鳥の保護の重要性を社会と共有する「愛鳥活動」、水の大切さを子どもたちに伝える「水育（みずいく）」など、自然環境の保全・再生

につながる活動に取り組んでいます。

「環境ビジョン2050」においても、「主要な事業展開国における自然環境保全・再生への積極的な取り組み」に挑戦することを宣言する

とともに、「2030年目標」でも「自然環境の保全・再生」のさまざまな目標を掲げています。

自然環境の保全・再生を実現するために

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう
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水のサステナビリティ

サントリーの『水理念』

サントリーのものづくりは水の恵みがなければできません。私たちは、水に生かされ、水を生かす企業なのです。だからこそ水の品質に

こだわるだけでなく、貴重な資源としての水を守り、育み、大切に使う責務があります。私たちは水に対する敬意と感謝のもと、これか

らも世界中の人々の豊かな生活の実現に貢献する、新たな価値をもった商品を創り出していきます。

サントリーグループはグローバルに事業を展開する企業として、また水に生かされ、水を生かす企業として世界が抱える課題に真摯

に向きあい持続可能な社会に向けて貢献していかねばなりません。私たちはそのような考えに立ち『水理念』を策定しました。この

理念のもと、世界各地域の水課題の解決に貢献する取組みをグループ一体となり、展開していきます。

サントリーグループ『水理念』の概念図

サントリーグループ『水理念』の策定
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サントリーの『水理念』

水はグループにとってもっとも重要な原料であり、かつ、貴重な共有資源です。環境基本方針の最上位に掲げる「水のサステナビ

リティの実現」に向けて、次の理念をグループ全体で共有し、ステークホルダーの期待に応えていきます。

1.水循環を知る

使用する水の循環について科学的アプローチに従って流域を調べ、理解を深めます。

2.大切に使う

水の3R（Reduce/Reuse/Recycle）活動を通じて節水に努め、浄化した水は自然に還し、環境インパクトを軽減します。

3.水源を守る

サステナブルな未来を実現していくため、ステークホルダーと協力しながら使用する水の水源保全に努めます。

4.地域社会と共に取組む

社会が豊かになるように、水課題の解決への貢献を通じて地域コミュニティを支援します。

2017年1月策定
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水のサステナビリティ

「天然水の森」（水源涵養 / 生物多様性の保全）

「サントリーが必要とする水」から「より広く社会に貢献する水」へ
「天然水の森」は、まず弊社水科学研究所が水の成分分析をはじめ、地形や地下の地質、工場とその周辺の井戸などを調査し、工場

で使用する地下水の水源涵養（かんよう）エリアを設定しています。それぞれの土地の条件を勘案して森の設定面積を算出した後、森

林所有者と森林整備を協力して行う契約を結びます。締結にあたっては、30年以上の契約を原則とし、中長期を見据えた活動を行って

います。

また、国内自社工場で汲み上げる地下水量を育むために、2009年に必要な森林面積の中期目標を設定し、2013年には目標以上の

約7,600haまで拡大しました。さらに2014年には、サントリーが必要としている水だけでなく、より広く社会に貢献していくために、

2020年までに全ての国内自社工場でくみ上げている水量の2倍以上の水を育む、という新たな目標を掲げました。2018年3月時点でサ

ントリー「天然水の森」は全国14都府県20カ所で約9,000haとなり、それぞれの森の特性にあわせた水を育む森づくりを進めています。

サントリーグループは、「天然水の森」活動を通じて、水資源や生物多様性の保全に取り組んでいます。

「天然水の森」活動
サントリーグループは、商品の製造段階で多くの地下水を使用します。良質な地下水の持続可能性を保全するため、2003年から各地

の行政や森林所有者と数十年にわたる中長期の契約を結び、サントリー「天然水の森」として水を育む森づくり活動を行っています。

サントリーでは「水と生命（いのち）の未来を守る森」を目指し、飲料・酒類などのグループの中核事業に貢献する活動として「天然水の森」

の活動に取り組んでいます。その活動にあたっては、科学的根拠に基づいた綿密な調査・研究を行い、その場所に合わせたさまざまな

計画や目標を定めています。また、この活動をより持続可能なものとするために、水源涵養（かんよう）機能の向上と生物多様性の保

全を大きな目標として、技術やリテラシーを継承するための人材育成支援や次世代環境教育にも力を注いでいます。
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※1 上記図中では、1つの展開地で複数の契約・協定期間がある場合は、そのうちの長い期間を表記しています

※2 5年ごとに自動更新

※3 京都府長岡京市では、「西山森林整備推進協議会」のメンバーとして､地域の方々と協働して森林保全活動にあたっています。この活動の面積は「天然
水の森」の総面積に算入していません

数十年あるいは数百年先を見つめた森づくり～「天然水の森」のめざす姿
日本の国土の約7割は森林に覆われていますが、日本の森は必ずしも健全な状態とはいえず、深刻な状況の森もあります。サントリーが

設定している「天然水の森」においては、事業活動による影響の低減に留まらず、荒廃した森林をより健全な状態にする取り組みを進

めることで、生物多様性の保全に貢献しています。サントリーは「天然水の森」において以下の森林整備目標を設定し、地域の方々とと

もにさまざまな活動を続けています。

①水源涵養林としての高い機能をもった森林�  

健全な森林土壌は、降った雨をやさしく受け止めながら、ゆっくりと地面にしみこませ、同

時にフィルターのように物理的・化学的・微生物的な浄化を行っています。さまざまな木や

草が茂る森林は、さまざまなフィルターがあることと同じであり、健全な土壌を守り育みます。

②生物多様性に富んだ森林�  

多様な植物が存在する森林は、多様な動物が住みやすい環境を生み出します。森に棲む動

植物や微生物などのさまざまな生命は森林の多様性・健全性を示すバロメーターです。

③洪水・土砂災害などに強い森林�  

森林の木の根には、まっすぐに伸びて「杭」の役割を果たすものや、細かい根をびっしり張っ

て土をつかむ「ネット」の役割を果たすものなどがあります。多様な木々が混在することで、

土壌が流出しにくい災害に強い森林になります。

④CO2吸収力の高い森林�  

植物はCO2を吸収して酸素を生み出しますが、成長の遅い森林はCO2をあまり吸収しないと

言われています。CO2を吸収しやすい成長力の高い森林を目指し、適切に管理しています。

⑤豊かな自然と触れ合える美しい森林�  

人が集い、野鳥などの動植物と触れ合える空間をつくります。子どもたちの環境教育のフィー

ルドとしても活用しています。

<「天然水の森」整備目標>
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次世代にむけた持続可能な森林保全活動
「天然水の森」の健全性を保つためには、持続的な保全活動が必要です。全国に広がる「天然水の森」は、それぞれ異なる特徴と課

題があるため、科学的根拠に基づいた調査・研究（Research）をベースに、それぞれに適切なビジョン（＝活動整備計画）の作成（Plan）、

整備活動（Do）、効果検証（Check）、改善検討（Action）のRPDCAサイクルを回し、50年先、100年先を見据えた活動を行っています。

■【RPDCAのR】科学的根拠に基づいた調査・研究

「天然水の森」を理想の森にするには、その地域の特性を理解することが大切です。そのためには、地質・土壌・砂防・水文・植生・鳥類・

昆虫・微生物など、多彩な分野の専門家による調査・助言が欠かせません。そこで、エリアごとに大学などの研究機関と最先端の技術

を活用した共同研究や森林整備を行っているほか、行政・森林所有者・地域住民・企業・ボランティアなどの皆様の協力を得て、各種

活動を続けています。
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■【RPDCAのR】レーザー航測の活用

「天然水の森」の調査・整備では、精度や効率を高めるために最新の地形解析技術であるレーザー航測を活用しています。

セスナ機以外にもヘリコプターやUAV（通称ドローン）を活用し、複雑な地形に沿って飛行できることで緻密な3次元地形データを計測

できます。従来の地形図や航空写真からは読み取れなかった地形情報や、現場に行くことが困難な急峻なエリアについても地形状況を

知ることができます。

こうしたデータを活用することによって各種調査・分析の精度が上がり、ほかの調査研究や整備活動をより効率的に進めることが可能

になりました。

地形図（左）では分からない起伏が、
レーザー航測（右）では解析可能に
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■【RPDCAのP】中長期的な活動整備計画（ビジョン）の立案

さまざまな視点で調査した結果をもとに、それぞれの森の特徴や課題に応じた中長期の目指す姿や整備計画の立案・策定をしています。

■【RPDCAのP】中長期的な活動整備計画（ビジョン）の立案

さまざまな視点で調査した結果をもとに、それぞれの森の特徴や課題に応じた中長期の目指す姿や整備計画の立案・策定をしています。

地形図（左）では分からない起伏が、
レーザー航測（右）では解析可能に

■【RPDCAのD】プロによる整備活動

整備計画に基づき、それぞれの森に必要となる整備活動（＝施業）を実施しています。施業内容は、間伐や搬出、植樹や下草刈り、作

業道づくりなど多岐にわたります。また、高度な技術の必要性や適切な施業時期への配慮があるため、活動方針をしっかりと共有した

上で地元森林組合や林業事業体に委託しています。

・間伐・枝打ち

スギやヒノキの人工林では、適切な間伐・枝打ちを行い、林内に光が届くようにします。これによりさまざまな草や広葉樹が生えて、豊

かな植生の回復を促していきます。間伐作業で出た材は林内で土留め工などへの利用や、「育林材」※として搬出し、副産物として大切

に使っています。

※サントリーグループでは、持続可能な水と森を育むための活動から生まれた木材を「育林材」と呼んでいます

林内に光を入れるための間伐作業

「天然水の森」の活動は、森の水源涵養（かんよう）機能の向上が大きな目的の1つです。

その成果を評価するため、サントリーでは地下水流動シミュレーションモデルを用いた地下水涵養量の定量評価を、2006年

から試みています。

地質や植生、詳細な地形データ、雨量、河川流量、地下水位などのさまざまな現地データをもとにモデルを構築し、地下水が

どこを通って、どれくらいの歳月をかけて工場に届くのかなどの地下水流動シミュレーションを試行し、さらに現地調査の情報

との整合性を何度も確認しながら、目に見えない地下への理解を深めています。

これらの結果を整備計画に反映し、より効果的な水源涵養活動につなげていきたいと考えています。

地下水流動の見える化

地下水流動シミュレーション水文調査などの現地情報を併せて効果検証する
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・道づくり

森の調査や整備には作業道や歩道が不可欠です。道ができることによって、木材の搬出だけでなく、調査や施業で使える機器や実際に

踏査できる頻度が変わり、より精度の高い活動が可能になります。「天然水の森」では、自然にやさしく、丈夫で長持ちする道づくりを

推奨しており、その作業道はおどろくほど周囲の自然に溶け込んでいます。こういった自然と調和した道は、単に人間が使うだけでなく、

さまざまな動物の通り道になり、ワシやタカなどの猛禽類(もうきんるい)の絶好の狩場になるなど、森に棲む生き物たちの生活環境の

一部として機能しています。

環境負荷の少ない道づくり

・獣害対策

日本各地で増えすぎた鹿が、地表を覆う下草や樹皮を食べ尽くしてしまう被害が深刻化しています。間伐で林内に光を入れて、草や低木

が生えても、鹿がすべて食べてしまうと、生物の多様性が乏しくなるだけでなく、土壌の流出や表層崩壊の原因となってしまいます。「天

然水の森」ではその対策として、鹿が入れないようにする植生保護柵の設置や鹿が好まない草や低木を応急的に移植して表土を保全す

るなど、生物多様性の保全や土壌の流出を防いでいます。また、シカの行動調査を実施することで、より効率良く植生を保護できる方

策を探求していきます。

シカの行動調査

・苗づくり、植樹

鹿の食害などによって植樹が必要な場合、異なる土地の植物はその土地の生態系を崩してしまうことがあるため、地域性を尊重し、地

元で採れた種を使って苗づくりを行います。

地元で採取した種子
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日本全国の森を健全化するためには、「天然水の森」にとどまらず、同様の活動を全国に広める必要があります。そこでサントリー

は、「天然水の森」における研究活動の成果を広く公開しています。また、より効率の良い施業技術や作業道づくりといった森

の整備に欠かせない技術やノウハウを伝承するために、「天然水の森」をフィールドとして人材育成のための講習会や実践研修、

天然水の森フォーラムを実施しています。

森林整備をする人材の育成支援

効率的かつ効果的な間伐技術の継承作業道講習会

■【RPDCAのCA】モニタリング、再調査

整備した後は、その内容が森の保全に正しく貢献できているのかをモニタリングし、評価します。特に地下水、土壌、鳥類、植物など

生態系全体にどういった変化が生じるかを確認し、必要に応じて計画を見直します。持続的に活動をするためには、このように自然の

変化に柔軟に対応する必要があるのです。

生物多様性の保全
森林の生態系は、土壌や草木を底支えとするピラミッドを形成しています。この生態系ピラミッドを健全な状態に保つために、土壌や

草木を豊かで多様な状態にする必要があります。

水や農作物を主原料とするサントリーグループの事業活動は、このような健全な生態系によって支えられています。それらを守ることは

サントリーグループの当然の責務であると認識しており、生物多様性とそれを支える自然環境の保全につながる、多彩な活動を展開して

おります。

国内の工場とその水源涵養エリアである「天然水の森」をはじめ、既存の事業においては、継続的な生態系モニタリングによるリスク

評価と計画的な管理を行っています。新規事業を展開する際にも工場の水源涵養エリアを特定し、他の「天然水の森」同様、さまざま

な分野の専門家のご協力のもと、リスク評価を徹底しながら、中長期的ビジョンに基づいた管理を行っています。

たとえば、「天然水の森　阿蘇」のある水源涵養エリアの森林では、猛禽類の狩場の創出のための間伐実験など生物多様性の修復・

保全や水源涵養機能の強化を目指した整備・実験・調査を実施。さらに、下流域では、地域の方との協定締結によって、休耕する冬

期の田んぼに水を張る「冬水田んぼ」や魚道の設置、大学や近隣小学校のご協力による生き物調査など、流域全体で生態系が豊かに

なるよう目指しております。

2011年1月には、経団連の「生物多様性宣言推進パートナーズ」に加わり、2017年11月には、IUCN-J（国際自然保護連合日本委員会）

が運営する愛知ターゲット達成に向けて取り組む人々が参加・協働するプラットフォーム「にじゅうまるプロジェクト」に参画し、生物多

様性の豊かな社会づくりに向け、率先して行動しています。

森林の生態系ピラミッド：
土壌、草木を守ることは、

生態系全体を守ることにつながります

水田の生態系ピラミッド：
生き物の多様性を復活することで、
持続可能な水田農業を目指します
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■鳥類の目から見た「天然水の森」の多様性

「天然水の森」では、豊かな生物多様性を回復することを大きな目的の1つとしており、日本鳥類保護連盟の専門家による野鳥調査を毎

年行っています（その他、昆虫・動物調査も定期的に実施しています）。「天然水の森」及びサントリーグループの全ての主要な拠点では、

生物多様性行動計画（BAP）を策定し、継続的な改善に向けて取り組んでいます。

森林が本来持っている機能を回復すれば、そこに生育する動植物相にも変化があります。生態系の最上位に位置するワシやタカなどの

猛禽（もうきん）類に注目することで、彼らを支える生態系全体の変化の状況を、総合的に把握できると考えています。

また、2020年目標では「国内すべての『天然水の森』においてワシ・タカ類の営巣・子育ての実現」を掲げており、野鳥調査を通じて「天

然水の森」の自然を鳥類の目から見つめ、生物多様性豊かな森づくりを進めることを目指しています。オオタカ・ノスリ・ツミ・ハイタカ・

フクロウなどの猛禽類の営巣が、各地の天然水の森で確認されています。

このフォーラムは、「天然水の森」での多岐にわたる調査や整備における知見の共有化を

目的に2011年からスタートし、2017年9月の開催で通算7回目となります。普段からご指

導・ご協力いただいているさまざまな分野の専門家の方々をお招きし、「天然水の森」 で

の研究内容や整備での試行錯誤、今後の活動方針などを総合的に報告いただくとともに、

ポスターセッションでは具体的な意見交換を行うなど、討論を深めました。

「天然水の森フォーラム2017 ～水と生命（いのち）の未来を守るために」を開催

天然水の森フォーラム2017
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サントリーホールディングス（株）は、東京大学総括プロジェクト機構「水の知」（サントリー）総括寄付講座を2008年4月に

設立し、5年間にわたり実施しました。水に対する社会的な関心を高めることで、水問題の解決と豊かな水環境の創成を推進

するとともに、学術分野における研究者の育成に寄与することを目的に、以下さまざまな活動を行いました。

一例として、この講座で実施した学生向け講義の記録を「水の知」として出版したほか、「水の日本地図」出版や、Webコン

テンツ「水の知検定」公開、「サイエンスバー」の実施、サントリー「水大事典」や「水育（みずいく）」わくわく大百科、水育

「出張授業」の監修、教育用コンテンツ「水ドリル」の作成など、両者の知見を活かして「水の知」を広く社会に伝える取り組

みを積極的に行いました。

東京大学「水の知」（サントリー）総括寄付講座

小学生向け教育用コンテンツ「水ドリル」「水の知」を出版 「水の日本地図」を出版

従業員による森林整備体験
「天然水の森」では、2013年まではボランティア活動として多くのグループ従業員とその家族が森林整備体験に参加しました。

2014年からは、サントリーの｢自然との共生｣の価値観を従業員一人ひとりが自ら体感し、理解することを目的に全社従業員を対象とし

た森林整備体験研修としての活動を開始。これまでに累計約7100名が参加しました。

「天然水の森」での森林整備体験研修

環境広告・Webサイトによるコミュニケーション展開
「天然水の森」での水源涵養活動を広くお客様にご紹介することを目的に、2013年6月より環境広告を新聞およびTVCMに出稿しました。

なお、TVCM「サントリー天然水の森」（土づくり篇）は、環境省および一般財団法人 地球・人間環境フォーラムが主催する「第17回 

環境コミュニケーション大賞テレビ環境CM部門」において優秀賞を、Webサイト「人類以外採用」は第3回Webグランプリ：企業グラ

ンプリ部門グランプリを受賞しました。

「天然水の森」の活動や知見などを広く社会の方々にご理解いただくとともに、さまざまな活動に活用していただけるよう、サントリーホー

ムページ上に専門Webサイトを開設し、森ごとのビジョンや活動事例などをご紹介しています。

新聞広告
「サントリー天然水の森」

Webサイト
「サントリー天然水の森」

TVCM
「サントリー天然水の森」

（土づくり篇）「サントリー天然水の森」
（土づくり篇）

Webサイト
「人類以外採用」
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「育林材」プロジェクト　～水と森を育むために生まれてきた木材の活用
サントリーグループでは、持続可能な水と森を育むための活動から生まれた木材を「育林材」（登録商標）と呼んでいます。山や森に

は無駄なものは無いはず、何一つ無駄にしたくないという基本的考え方をもとに、スギやヒノキといった人工林だけでなく、ミズナラや

アカマツ、竹などの広葉樹も、私たちの森づくりから生まれた副産物として大切に使っていく活動を進めています。

｢天然水の森｣より搬出された「育林材」は、スギ・ヒノキ材を中心に市場を通じて幅広く

流通しています。その中には、｢天然水の森｣の近隣の公共施設の建築物や家具などに活

用されたものもあり、地元の方 と々触れ合いつつ、自然のめぐみを還元できるきっかけとなっ

ています。

「育林材」の社外利用

西脇市日時計の丘公園に設置された
「育林材」机・テーブル

「天然水の森」の森林整備作業で生じる「育林材」を有効活用するために、従業員のアイデアによって実現したのが、「育林材」

を加工したテーブルです。現在、お台場オフィスの社員食堂および｢サントリー大学｣のスペースに「天然水の森 ぎふ東白川」の

「育林材」を使用した各種テーブルやカウンターを設置しています。

また、サントリーグループの国内外の研究開発拠点「サントリー ワールド リサーチセンター」（けいはんな学研都市）でも、

2015年の竣工に併せ、「天然水の森 奥大山」と「天然水の森 きょうと南山城」の「育林材」を使用したフローリングや家具を、

サントリープロダクツ（株）木曽川工場では、「天然水の森 ぎふ東白川」（同工場の水源涵養エリア）の「育林材」を使用した

椅子を設置しています。

こういった「育林材」を活用したテーブルや椅子に接することで、自然を体感できる環境の中で感性を磨き、従業員自らが「天

然水の森」の活動を再認識しています。

「育林材」を加工したテーブル・椅子の社内利用

「天然水の森」の「育林材」が活用さ
れたテーブル

「育林材」を使用したサントリー
ワールドリサーチセンターのエントランス



101

水のサステナビリティ

愛鳥活動

野鳥は自然環境のバロメーターといわれています。野鳥を保護することが人間や自然環境を守ることにつながるとの考えから、サントリー

グループは、1973年から野鳥保護の重要性を社会と共有する愛鳥活動に取り組んでいます。

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

サントリー愛鳥活動の主なあゆみ

活動年 活動内容

1973年
 ・ 愛鳥キャンペーンスタート（5月）
 ・ 野鳥のイラストを使った新聞広告第1回掲載（朝日広告賞受賞）
 ・ 白州蒸溜所（山梨県）バードサンクチュアリ（野鳥の聖域）開設

1989年  ・ 「サントリー世界愛鳥基金」創設

1990年  ・ 第1回公益信託「サントリー世界愛鳥基金」助成金贈呈

1993年  ・ 「よみがえれアホウドリ! 1000羽」キャンペーン開始

2006年  ・ 公益信託「サントリー世界愛鳥基金」に「地域愛鳥活動助成」部門新設

2014年  ・ 公益信託「サントリー世界愛鳥基金」に「水辺の大型鳥類保護」部門新設

2016年
 ・ �コウノトリと普通に暮らせる環境を関東平野に取り戻すことを願い、子どもたちと鳥凧をあげるプロジェクト「-未来への糸- 

Line of life Project」が、「D&AD Awards 2016」でウッドペンシル、「2016年度ADC賞」でADC賞、「アジアデザイン賞（DFAA）
2016」で金賞を受賞

2017年
 ・ �第28回公益信託「サントリー世界愛鳥基金」助成金贈呈（第1回から第28回までに延べ343団体に4億1,776万円の助成金を

贈呈）

2018年
 ・ �第29回公益信託「サントリー世界愛鳥基金」助成金贈呈（第1回から第29回までに延べ366団体に4億5,666万円の助成金

を贈呈）
 ・ 「国連生物多様性の10年日本委員会（UNDB-J）」による連携事業に認定

第1回愛鳥キャンペーン新聞広告
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白州蒸溜所バードサンクチュアリ（野鳥の聖域）
愛鳥活動を始めた1973年に民間企業として初めて「バードサンクチュアリ（野鳥の聖域）」を山梨県・白州蒸溜所に開設しました。

豊かな森といくつもの清流に恵まれた白州蒸溜所周辺は、野鳥の渡りの中継点です。バードサンクチュアリでは、定期的に野鳥調査を

行い、鳥たちがすみやすい森づくりを行うとともに、巣箱かけなどの活動が地域の方々と一緒に継続的に行われています。

オオルリ バードサンクチュアリでの巣箱かけ

さまざまな情報発信
多くの方に野鳥に親しんでもらえるよう、Webサイトやツールを通じて、さまざまな情報を発信しています。 Webサイト「日本の鳥百科」

では160種以上の野鳥を解説付きのイラスト、鳴き声、写真によって楽しく知ることができます。

Webサイト「今日からはじめるバードウォッチング」では、野鳥を観察するヒントや注意点を紹介しながら、身近なところからはじめるバー

ドウォッチングをおすすめしています。野外でもスマートフォンでお楽しみいただけます。

バードウォッチングに役立つリーフレット「身近な鳥たち －やさしい見分け方－」や、身近に鳥を呼ぶための「エサ台・水場・巣箱のや

さしい作り方」リーフレット、ポスターなども作成しています。

愛鳥活動リーフレットWebサイト「今日からはじめるバード
ウォッチング」より

Webサイト「日本の鳥百科」より

■公益信託「サントリー世界愛鳥基金」

サントリーは愛鳥活動の一層の充実を図るため、創業90周年記念活動の一環として1989年に

「サントリー世界愛鳥基金」を創設しました。これは野鳥保護を通じて地球環境保全を推進す

るため、国内外の鳥類保護活動を資金面から助成するものです。

公益信託となった1990年から助成を行っており、29年目を迎えた2018年までに延べ366団体

に4億5,666万円の助成を行い、大きな成果をあげています。

第29回公益信託「サントリー世界愛鳥基金」
助成金贈呈式



103

水のサステナビリティ

次世代環境教育「水育（みずいく）」

次世代環境教育「水育」
2018年で開始から15年目を迎える次世代環境教育「水育」。子どもたちが自然のすばらしさを感じ、水や、水を育む森の大切さに気づき、

未来に水を引き継ぐために何ができるのかを考える、次世代に向けたサントリー独自のプログラムです。「森と水の学校」と「出張授業」

の2つを中心に活動を展開しています。

※後援：環境省、文部科学省など

かけがえのない豊かな自然環境を次世代に引き継ぐため、次世代環境教育「水育（みずいく）」を行っています。

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

■水育「森と水の学校」

「森と水の学校」は、小学校3 ～ 6年生とその保護者を対象に「サントリー天然水」のふるさとで開かれる自然体験プログラムです。白州（山

梨県）・奥大山（鳥取県）・阿蘇（熊本県）の広大な自然の中で、「水の大切さ」や「水を育む森や自然の大切さ」を体感します。2004

年に開校し、2017年までに約23,100名の親子の方にご参加いただきました。

なお、「森と水の学校」は環境教育に関わる地元で活躍する専門の講師と一緒にプログラムを実施しています。

水育「森と水の学校」参加者累計（3校計）

水育「森と水の学校」

■水育「出張授業」

小学校4・5年生を対象に、小学校で先生方と一緒に行う授業です。映像や実験を通して、自然のしくみや大切さを学び、未来に水を引

き継ぐために何ができるのかを考えます。首都圏と京阪神、愛知県、岐阜県、天然水工場のある山梨県、鳥取県、熊本県で実施しており、

2017年までに約1,600校、約121,800名の児童の皆さんにご参加いただきました。
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水育「出張授業」参加者累計

水育「出張授業」

「水育」サイト

■「水育」サイト

「水育」サイトは、水について楽しみながら学ぶためのサイトです。水をテーマにした自由研究

や水に関するあらゆる知識をまとめた大百科などのキッズページのほか、「森と水の学校」「出

張授業」の詳しい情報も掲載しています。

ベトナムでの「水育」

■ベトナム版「水育」展開

サントリーグループの事業活動が世界に広がる中、環境活動についてもグローバルに推進して

いきたいとの想いから、次世代環境教育「水育」を、海外では初となるベトナムで2015年3月

から開始しました。

国際的なNGOであるLive & Learn（リブ&ラーン）などの協力のもとオリジナルの教材を開

発し、2017年からはthe Central Council of Ho Chi Minh Young Pioneer Organization

（セントラル・カウンセル・オブ・ホーチミン・ヤング・パイオニア・オーガニゼーション）と

Vietnam National Union of Student（ベトナム・ナショナル・ユニオン・オブ・ステューデント）

と連携し、水の大切さや衛生管理、水源保全の重要性などについて学習する授業を、小学校

3 ～ 4年生の児童対象に行っています。さらに、サマー・プログラムとして「水育」講師による

出張授業を各地域で展開しています。2017年までの3年間に、ハノイ市、ホーチミン市、バク

ニン省、ベンチェ省の児童約14,500名が参加しました。

また、授業を実施している主な小学校においてトイレや洗面所などの改修や設置を支援し、子

どもたちの衛生環境の向上にも貢献しています。
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南アフリカでは、環境NPOであるWESSA※と協力し、小学校での水・環境プログラムを支援しています。植物などすべての生

命を育む水の大切さを学ぶとともに、日々の生活の中で実行できる節水活動や、水の衛生教育を行っています。

また、ケニアのナイロビでは、地域の生活をサポートするKangemi Resource Centre（カンゲミ・リソース・センター）を通じ

て学校へ安全で衛生的な飲料水を供給する支援活動を行っています。

※the Wildlife and Environment Society of South Africa

アフリカにおける取り組み

ケニアの学校への
安全な飲料水供給支援

南アフリカの学校での植樹活動



106

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

自然と響きあう　環境

気候変動対策

環境負荷低減への継続的な取り組み
サントリーグループは、原材料調達、製造から物流、販売、リサイクルに至るまで、バリューチェーン全体で地球温暖化防止、資源の

有効活用、汚染防止・化学物質管理を実現していくために、容器の軽量化やリサイクル素材の活用、省エネ型の自動販売機の設置など

を進めています。

私たちは、バリューチェーン全体を見据えて、環境負荷低減へのさまざまな活動を推進しています。
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気候変動対策

地球温暖化防止

地球温暖化による影響で気候パターンが大きく変動し、飲料メーカーが恵みを得ている水資源にも大きく影響すると、安定供給の存続

が難しくなると考えられます。また、資源の枯渇により、生産コストの増加も大きなリスクとなる可能性があることから、サントリーグルー

プでは、地球温暖化をビジネスの継続の上で重要な課題のひとつと認識しています。このことから、地球温暖化の緩和を目指す政府や

地方自治体の環境取り組みと連携しバリューチェーン全体での環境負荷低減を目指し、グループ一体となって地球温暖化防止に取り組

んでいます。

地球温暖化に向けた取り組みは担当役員の監督のもと、グローバルコミュニケーション会議で議論され、1年に１回、取締役会にて審

議されます。

バリューチェーン全体でのCO2削減

2017年の実績

原材料調達から製造・物流・販売・リサイクルに至るまで、バリューチェーン全体でCO2排出量を削減するため、部門ごとに課題を設定

して活動しています。2030年目標として設定した「全世界のサントリーグループでのスコープ１・２排出量を25％削減、スコープ３排出

量を20%削減」に向けて取り組んでまいります。

事業のグローバル化が進む中、各エリアでの実績把握を進めています。

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

■スコープ１・２排出量

※国内生産25工場、海外生産56工場、国内非生産拠点（集合拠点、研究開発拠点、営業拠点、外食・開発営業拠点）が対象

※CO2排出権によるオフセットは含んでいません。2017年のオフセット量約1万トン分を含めたスコープ１・２排出量は923千トンになります（オフセットは、

世界銀行の「バイオ炭素基金（バイオカーボンファンド）」が支援する「ブラジルの銑鉄製造所における還元材としての、再生可能バイオマス植林地から

の木炭の使用プロジェクト」等から発生する「CO2排出権」による）。

※原単位は製造kあたりの排出量、前年比。

※温室効果ガス排出量の算出係数は下記のとおり。

燃料：（国内・海外共通）温室効果ガス排出算定報告マニュアルの係数

電力由来CO2：

（国内）電力会社別の調整後排出係数

（海外）IEA2007国別排出係数

CO2以外のGHG：

（国内25工場）温室効果ガス排出算定・報告マニュアルの係数

※うち、サントリー食品インターナショナルグループのCO2排出量は478千t★（スコープ1: 245千t★、スコープ2: 234千t★）。なお、単位未満で四捨五

入しているため、スコープ1排出量とスコープ2排出量を足し合わせた値は合計の値と一致しません。

※基準年である2015年からの排出量増減率は0.4％減です。

※数値については四捨五入しているため、合計が合わない場合があります。

※2016年実績より、KPMGあずさサステナビリティ株式会社による第三者保証を受けています。第三者保証報告書数値を★で示しています。

エリア
排出量
（千t）

原単位増減率※

日本 453  0.3％増

米州 220 2.3％減

欧州 121 0.5％増

アジア 126 3.6％減

オセアニア 22 9.3％減

計 941★（スコープ1: 560★、スコープ2: 381★） 1.0％減
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■スコープ3排出量

※サントリー食品インターナショナルグループ（国内）が対象

※2016年実績より、KPMGあずさサステナビリティ株式会社による第三者保証を受けています。第三者保証報告書となっている数値を★で示しています。

カテゴリ
排出量
（千t）

算定方法

1. 購入した物品、サービス 960★
サントリー食品インターナショナルグループ（国内）が製造・販売する製品の原料や包装
資材の購買重量に、排出係数等を乗じて算出しています。

2. 資本財 90
サントリー食品インターナショナルグループ（国内）の設備投資額に、排出係数を乗じて
算出しています。

3. �スコープ1、2に含まれない燃料
及びエネルギー関連活動

30
サントリー食品インターナショナルグループ（国内）のエネルギー使用量に、排出係数を
乗じて算出しています。

4. 輸送・流通（上流） 91
サントリー食品インターナショナルグループ（国内）の輸送量（トンキロ）に、排出係数
を乗じて算出しています。

5. 事業から発生する廃棄物 7
サントリー食品インターナショナルグループ（国内）の廃棄物重量に、排出係数を乗じて
算出しています。

6. 出張 4
サントリー食品インターナショナルグループ（国内）の出張費に、排出係数を乗じて算出
しています。

7. 従業員の通勤 7
サントリー食品インターナショナルグループ（国内）の通勤費に、排出係数を乗じて算出
しています。

8. リース資産（上流） 4
サントリー食品インターナショナルグループ（国内）の他社所有配送センター面積に、排
出係数を乗じて算出しています。

9. 輸送・流通（下流） 75
サントリー食品インターナショナルグループ（国内）の輸送量・販売量に、排出係数を乗
じて算出しています。

10. 販売した製品の加工 0 該当なし

11. 販売した製品の使用 14
サントリー食品インターナショナルグループ（国内）の販売量に、排出係数を乗じて算出
しています。

12. 販売した製品の廃棄 115
サントリー食品インターナショナルグループ（国内）が販売した製品の包材重量に、排出
係数を乗じて算出しています。

13. リース資産（下流） 502
サントリー食品インターナショナルグループ（国内）の販売機材の電力使用量に、排出
係数等を乗じて算出しています。

14. フランチャイズ 0 該当なし

15. 投資 0 該当なし

■地球温暖化への適応策

サントリーグループでは、地球温暖化の影響への対応にも取り組んでいます。教育新聞社と共同で作成した、熱中症予防啓発ポスター

や啓発リーフレットを、全国の小学校（2017年はのべ約43,000校）へ無償提供し、各学校の熱中症対策をサポートするなど、気温の

上昇による熱中症対策の啓発活動を、小中学校や企業を対象に行っています。また、食塩相当量0.1g ／ 100mを含む熱中症対策※4

に適した水分補給飲料「GREEN DA・KA・RA」などを製造・販売し、熱中症対策の啓発活動と連動させています。

※4 厚生労働省推奨値換算



109

地球温暖化防止

生産での取り組み

省エネ活動や再生可能エネルギーの利用でCO2削減
サントリーグループの工場では、環境に調和した生産活動を行うため省エネルギーを徹底しています。稼動状況を一元的に記録・管理し、

生産工程での省エネ活動に活用しているほか、CO2排出量の少ない燃料への転換や再生可能エネルギーの利用など、さまざまな角度か

ら地球温暖化防止に取り組んでいます。

工場での活動は、定期的に開催されるエンジニアリング担当者会議などで共有し、水平展開しています。

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

■コジェネレーションシステム導入による削減

生産活動では、コジェネレーション（熱電併給）システムを活用しています。これは、自家発電

で生じた熱を回収し、ビールの仕込みやコーヒー、お茶の抽出時に熱源の一部として使用する

ことで、エネルギー効率を70 ～ 80％にまで高め、CO2の排出量を20 ～ 30％削減できるシス

テムです。2016年4月末現在、国内ではサントリープロダクツ（株）榛名工場、サントリービー

ル（株）利根川ビール工場・京都ビール工場の合計3工場で導入しています。

利根川ビール工場の
コジェネレーションシステム

■CO2排出量の低い燃料へ転換

ほとんどの工場では、重油から都市ガスやLNG（液化天然ガス）への転換を完了しました。こ

れらのガスは、熱量あたりのCO2排出量が低く、また、硫黄分をほとんど含まないことが特徴

です。

サントリープロダクツ（株）天然水奥大
山ブナの森工場の液化天然ガス施設
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サントリービール（株）利根川ビール工場では、2013年にビール生産能力の増強工事を行

いました。これにあわせて、仕込工程に最新鋭の釜を導入しエネルギーの効率利用を図

るとともに、ボイラーや冷凍設備の更新を通じたエネルギー供給設備の最適化などを行い

ました。これらの結果、同工場の使用エネルギー効率は約20％向上しました。

生産能力増強にあわせた省エネの取り組み―サントリービール（株）

サントリービール（株）
利根川ビール工場の新設釜

■再生可能エネルギーの活用推進

■海外生産拠点での省エネ活動

サントリーグループの工場では、太陽光、雪氷、バイオマスなどのさまざまな再生可能エネルギーの活用を進めています。

サントリーグループの海外工場においても、日本の知見・技術をもとに省エネルギー活動を推進しています。

サントリープロダクツ（株）天然水南アルプス白州工場では、飲料業界最大規模の発電能力約490kWの太陽光発電パネルを設置。工

場で使用する電力の一部をまかない、電力会社からの電気購入に比べてCO2排出量を年間約205トン削減できています。

また、2011年から、この天然水南アルプス白州工場および白州蒸溜所の工場見学用に、民間企業初のリチウムイオン電池搭載の電気

バスを導入し、運行には白州工場の太陽光発電による電力も使用しています。

また、サントリープロダクツ（株）榛名工場とサントリービール（株）九州熊本工場では、ソーラーフロンティア（株）および（株）日

本政策投資銀行により屋根や敷地の一部に大規模太陽光発電所（メガソーラー）が設置されています。2工場を合わせた総出力は約

3.2MWで、年間発電量は、約660世帯分に相当し、約1,900トンのCO2削減効果が見込まれます。

太陽光エネルギーの利用

多くの燃料が使用されるメキシコのSauza工場で日本の知見・技術をもとに省エネ活動を実施しています。2016年には蒸留工程におけ

る熱回収率を向上させる取り組みを実施し、2017年には新たに最新式の貫流ボイラーを導入しました。なお、本活動は途上国におけ

る温室効果ガスの排出削減に寄与する「平成28年度二国間クレジット制度資金支援事業」にも採択されております。

メキシコのテキーラ工場での省エネ活動

飲料業界最大規模の太陽光発電パネル リチウムイオン電池搭載の新型電気バス

雪氷熱の利用では、（株）岩の原葡萄園で、豪雪地域に立地する特徴を活かして、冬季の積雪

を蓄える「雪室（ゆきむろ）」を1898年には設置しており、その雪の冷熱を利用してワインの発

酵や貯蔵の温度をコントロールするなど自然エネルギーをワインづくりに活用していました。そ

の伝統を受け継ぎ、2005年に「雪室」を再建し、現在、ワイン樽貯蔵庫の冷房に活用しています。

また、同じく豪雪地域に立地するサントリープロダクツ（株）天然水奥大山ブナの森工場でも、「雪

室」を導入しており、春季の冷熱負荷の一部をまかなっています。

雪氷熱の利用

サントリープロダクツ（株）
天然水奥大山ブナの森工場の雪室
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CO2排出量

※国内生産25工場が対象

※電気由来のCO2排出量は年度毎の実排出係数を使用

・‘15年比 総量で0.4％減少、原単位で2.6％減少。

※国内生産25工場が対象

※原油換算係数は、経済産業省資源エネルギー庁2005年標準発熱量より算出

・前年比 総量で1.9％増加、原単位で0.9％増加。

サントリープロダクツ（株）天然水南アルプス白州工場では、年間を通してほぼ一定の温度（低温）に保たれる地下水の冷熱を、生産設

備の冷却などに有効活用しています。また、低温の地下水をペットボトルに詰める際の結露を防ぐため、エアコンプレッサーやボイラー

で発生した熱を効率的に回収して地下水を温めるなど、冷温熱を有効に活用しています。

地下水の冷熱を利用

サントリー知多蒸溜所株式会社では、1997年からグレーンウイスキー製造時に発生する蒸溜残液とコーン粕を燃料にして蒸気を発生さ

せ、蒸溜の熱源として使用しています。バイオマス資源の活用によって、LNG（液化天然ガス）の使用量を削減することで、CO2を約6,000

トン削減できます。これはサントリー知多蒸溜所株式会社で使用する燃料の約40％に相当します。

バイオマスのエネルギー利用の促進

燃料（原油換算）消費量

■エネルギー消費量
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電力消費量

※国内生産25工場が対象

・前年比 総量で5.5％増加、原単位で3.3％増加。
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地球温暖化防止

物流での取り組み

環境に配慮した物流の実践
原料・包装資材の調達から商品をお客様にお届けするまでの間、物流における輸配送業務でも環境負荷の低減に努めています。具体

的には、モーダルシフトや車両の大型化の推進とともに、自社で開発したシステムによる高効率なトラック輸送も実施しています。2017

年は対前年比で販売(KL)が104％、CO2排出量が2％増の約12.5万トンとなりましたが、原単位は21.7(CO2排出量/販売千KL)となり、

対前年98％に抑えました。今後もさらなる削減に向けて取り組んでいきます。

使用車両の大型化を推進
トラック走行台数を少なくするために、サントリーグループは大型車両での輸送を進めています。とりわけ、生産工場から各地の製品倉

庫へのトラック輸送においては、効率的な配車とあわせてトレーラーによるさらなる大型化を推進しています。

■輸配送時におけるCO2排出量（国内事業）

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

モーダルシフトを推進
中長距離輸送では、トラックに比べてCO2排出量が少ない鉄道・海上船舶輸送に転換するモーダルシフトを推進しています。2017年は

モーダルシフト率52.7％、そのうち43.7％が海上船舶、9.1％が鉄道輸送でした。今後も50％を越えるモーダルシフト率の維持を目指

していきます。
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■モーダルシフト率の推移

なお、サントリー酒類（株）※1は、2009年に第1回エコシップマーク※2認定事業者に認定され

ています。また、2011年には、国土交通省が推進する「エコレールマーク」の企業認定を受け

ました。

※1 現「サントリースピリッツ（株）・サントリービール（株）」

※2 �エコシップマーク制度は、地球環境にやさしい海上貨物輸送を一定以上利用している荷主、物流業者に
対して、「エコシップマーク」の認定が行われるもの。

「エコシップ・モーダルシフト優良事業者選定委員会」の審査による エコシップマーク

エコレールマーク

さまざまな貨物・荷主を統合して輸送
サントリーグループでは、さまざまな貨物・運送場所について、最適な車両の組み合わせとルートを計算する「統合配車システム」を導入。

使用するトラックの台数や空車状態で走行する距離・時間の削減を図っています。さらに、他社と貨物情報を共有することにより、1台

の車両に複数の企業の貨物を組み合わせるなど、輸配送時のロスを減らすことで、環境負荷の一層の低減を図っています。また、物流

協力会社に対しては、アイドリングストップ、運行状況を正確に把握・管理できるデジタルタコメーターの装着など、環境負荷の少ない

運転の徹底をお願いしています。

■統合配車システムのイメージ

※モーダルシフト率の推移は長距離輸送（500km以上の輸送）で算出しています。
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物流協力会社と協働して取り組みを推進
さらなる環境負荷低減を目指して、物流協力会社のうち201拠点（2017年度末現在）は、国

土交通省が推進する「グリーン経営」をはじめISO14001(55拠点)や「エコステージ」(141拠

点)などの認証を取得しています。また、サントリーグループでは「改正省エネ法」施行に伴い、

物流協力会社の月別・車両別走行距離、燃料使用量、積載量などをもとにCO2排出データを

収集し、削減目標を策定しています。このほか、エコドライブなどの意識啓発、荷崩れ防止のシュ

リンクフィルムに代えて繰り返し使用できる「グリーンエコベルト」の使用促進など、協力会社

の取り組みを支援しています。 「グリーンエコベルト」

他社との共同取り組みを推進
環境負荷の少ない輸送手段として、共同配送やコンテナの共同利用など、他社と協力した物流を推進しています。

実施企業 連携先 内容 開始時期 成果

サントリーグループ キリングループ
千葉県内での清涼飲料商品
の共同配送

2009年7月
年間約46トンのCO2排出量
削減

サントリーロジスティクス
（株）

東洋紡ロジスティクス（株）
片道のみ積載のトラックの
復路に双方の荷物を積載

2010年1月
年間約100トンのCO2排出
量削減

サントリーロジスティクス
（株）

東芝ライテック（株） 鉄道コンテナの共同利用 2011年1月
年間約140トンのCO2排出
量削減

サントリーグループ ビール4社
北海道一部エリア（釧路・根
室地区）における共同配送

2017年9月
年間約330トンのCO2排出
量削減
(※ビール4社計の数字)

輸入品の輸送に関わる環境負荷低減に取り組むのも、サントリーグループの社会的責任

の1つです。このような考えから、使用されたコンテナを国内で他社と共同利用し、輸出

貨物に転用する取り組みを2011年2月から行っています。これまで、空のまま港に戻さ

れていたコンテナを往復利用（ラウンドユース）することで、効率的な輸送が実現でき、

CO2排出量の削減にもつながっています。

この取り組みは、2013年12月に発表された「グリーン物流パートナーシップ優良事業者

表彰」において「経済産業大臣表彰」を受賞しました。

海上コンテナのラウンドユース（他社との共同利用）

コンテナラウンドユースのしくみ
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地球温暖化防止

自動販売機の省エネ

自動販売機の省エネルギー化
サントリーグループでは、バリューチェーン全体でCO2排出量を削減するうえで、国内事業における自動販売機の省エネルギー化を重

点課題の1つと捉え、さまざまなしくみを導入しています。

■サントリーの自動販売機の主な特長

■自動販売機の消費電力量削減

自動販売機の省エネルギー化に向けて、1995年にピークカット機能を導入したのを皮切りに、より少ない消費電力で稼動できる自動販

売機の導入に努めてきました。2007年からは、従来の自動販売機に比べて、電力使用量を大幅に削減できる「ヒートポンプ式自動販

売機」を省エネ型自動販売機の主力機と位置づけ、設置を推進しています。2010年に採用した機種は、ほぼ全機種がヒートポンプ式

となり、2011年からは投入するすべての新台（一部の特殊機を除く）に「ヒートポンプ式自動販売機」を採用するとともに、LED照明

搭載も開始しました。

2012年からは、通常の「ヒートポンプ式自動販売機」から、さらに消費電力量を約30％削減できる「ハイブリッドヒートポンプ式自動

販売機」の導入を開始しています。

また、整備機※1に対してもヒートポンプ機への改造を実施することで、2017年末には「ヒートポンプ式自動販売機」がサントリーグルー

プの全稼動台数の71％となりました。

さらに、2013年からはヒートポンプ機能による省エネルギー化に加え、真空断熱材などの使用により保冷効果を高め、長時間の冷却

停止を可能にした「魔法VIN自動販売機」※2の導入も開始し、低環境負荷と夏場の電力ピーク時の負荷低減を両立しています。

※1 一度市場から引き揚げたものを整備して再び有効に活用している自動販売機

※2 真空断熱材などを使用することにより保冷効果を上げ、長時間の冷却停止を可能にした自動販売機です。日中8 ～ 14時間の冷却停止を行っています。

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう
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■消費電力量国内最小の自動販売機の導入

2014年4月には、さらなる環境負荷低減への貢献を目指し、機材メーカーと協働し、従来の「ヒートポンプ式自動販売機」に比べて、

およそ半分の消費電力量（420kWh/年）で稼動する「超省エネ自動販売機（エコアクティブ機）」の導入を開始しました。2つのコンプレッ

サーを搭載して冷暖で使い分けるとともに、インバーター制御や真空断熱材、電子膨張弁、LED照明など最新の技術を組み合わせて電

力使用を最適な条件にコントロールすることで、国内最小※1の消費電力量を実現しています。

※1 2018年1月現在　国内主要自動販売機メーカーの主要25セレクションにおいて＜サントリービバレッジソリューション（株）調べ＞

ヒートポンプ式自動販売機とは、冷却庫室で発生した熱を回収し、加温庫室で活用するシステムを搭載した自動販売機です。自

動販売機の中で熱を有効利用でき、さらに最新式の機材では外気との熱交換もできるなど、省エネに大きく寄与します。

ヒートポンプ式自動販売機とは？

ヒートポンプ式以前の
自動販売機

ヒートポンプ式
自動販売機

 サンデン（株）

■24時間消灯の推奨

自動販売機業界では、地球温暖化防止・CO2削減を推進するため、京都議定書発効以前の1991年より省エネ対策に取り組んできまし

た。その結果、2005年までの15年間で自動販売機1台あたりの消費電力量を約50％削減できました。さらに、2012年に2005年比で

約37％削減することを業界全体の目標として掲げ、屋内設置自動販売機の24時間消灯や、屋外設置自動販売機の昼間消灯※の推進な

どの活動に取り組み、2011年に目標を達成しました。次の中期目標として2020年に2005年比で約50％削減することを業界として目

指していきます。

※自動販売機1台あたりでは、昼間消灯で電力使用量を約10％、24時間消灯で約20％削減できます
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■自動販売機部品リユースへの取り組み

自動販売機においても資源の有効利用の実現に向けた取り組みを積極的に行っています。回収した自動販売機の部品を再び自動販

売機の部品として活用するために、部品のリユースに向けた技術開発ならびに、リユース部品の管理システムの開発を進めています。

2017年には、整備・修理に要する部品のリユース率は58%となりました。今後もさらにリユース部品の使用対象を拡大し、資源有効利

用に努めていきます。

■フロン対策

現在自動販売機の冷媒にはオゾン層を破壊する特定フロンは使用していません。また新たに投入する自動販売機については地球温暖化

の影響が大きな代替フロンも使用しておらず、すべて自然冷媒やR-1234yfなどの温暖化係数の低い冷媒としています。

■自動販売機廃棄処理の適正化

廃棄自動販売機を回収・リサイクルする「自動販売機廃棄処理システム」を業界に先駆けて構築し、1997年1月から全国に展開してい

ます。また、2001年4月の「廃棄物処理法」の改正を受け、廃棄自動販売機の事前選別から最終処分に至るまで、厳密に管理してい

ます。自動販売機の冷媒として使用されるフロンに関しても「フロン排出抑制法」に基づいて回収量を把握し、適正に破壊処理をしてい

ます。

■緊急時飲料提供自動販売機の設置

災害に強い街づくりに貢献するため、「緊急時飲料提供自動販売機」を開発し、設置を進

めています。普段は通常の自動販売機同様に飲料を販売し、災害発生などの緊急時には無

料で飲料を提供。電源が落ちた場合でも簡単に飲料を取り出せます。2011年3月の東日本

大震災時にも、多くの方々に活用いただきました。バッテリー式に加え、メンテナンス不要

のメリットがあるワイヤー式を導入することで、行政施設や病院、会社などを中心に設置を

進め、2017年末で約2万台が全国に設置されています。このタイプの自動販売機を今後も

積極的に投入していきます。
緊急時飲料提供ベンダー
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地球温暖化防止

営業・研究開発・オフィス・その他の取り組み

営業部門における環境活動
■営業車両の環境負荷を低減

営業活動で使用する車両には、ハイブリッド車をはじめ省エネルギー車の導入を積極的に進めています。また、走行距離や運転挙動、

燃費などの走行データを取得できる車両運行管理システムを営業車に導入し、データの分析結果を運転者にフィードバックすることによ

り、安全運転に加えエコドライブを推進する取り組みも進めています。

■無線導入による自動販売機オペレーション業務の効率化

飲料自動販売機への商品補充をはじめ日々の自動販売機オペレーションを展開するサントリービバレッジサービス（株）では、2013年

より、全国のオペレーション対象自動販売機に無線システムを導入。これにより自動販売機1台1台の販売動向が随時把握できるととも

に、自動販売機ごとに、補充すべき商品とその本数、補充タイミング、最も効率的な補充ルートなどが解析できるようになりました。こ

の無線システムの活用によって、自動販売機訪問回数を削減し、補充などの作業時の扉開閉による電力ロスを削減する等、環境負荷低

減につなげています。

■環境に配慮した最新設備

サントリー ワールド リサーチセンターでは自然採光を積極的に取り入れるトップライト※1の採

用など自然エネルギーを積極的に活用するとともに、全館LED照明の配置や、画像センサーに

よる照明や送風の自動制御、温度差送水、天然ガスと電気を併用するハイブリッド熱源機器

の採用など環境負荷低減を図る設備を導入しました。同センターは建築環境総合性能評価シ

ステムCASBEE※2の最高ランクであるSランク評価を取得しています。また、家具や建材には、「サ

ントリー 天然水の森」の育林材※3を有効活用しています。

※1	トップライト：採光や通風のため、屋根に設置される窓

※2 CASBEE：2001年に国土交通省の支援のもと、財団法人建設環境・省エネルギー機構にて開発された
総合的な建築物の環境性能評価

※3 �育林材：サントリーグループでは、持続可能な水と森を育むための活動から生まれた木材を「育林材」と呼んでいます

サントリー ワールド リサーチセンター

研究開発拠点における環境活動
約700名の従業員が勤務する研究開発拠点（ワールド リサーチセンター・商品開発センター）では 、2007年にISO14001認証を取得し

ました。その後、2013年にはグループのバリューチェーン全体に深く関わる研究開発部門として他部門との連携を一層強化するため、研

究開発部門単独であったISO14001運用をグループ全体での運用に組み込み、統合認証を取得しました。日々の業務に環境配慮を組み込

むとともに、工場や営業部門と連携強化を図り、環境負荷低減活動を推進しています。

外食事業会社における環境活動
（株）プロントコーポレーションは、メニューの売り上げの一部と店舗募金の全額を環境緑化等に寄付する「プロント・ラブ・グリーン」

活動をはじめ、店舗で使用した「角瓶」を再利用したグラスの採用、大地の恵を感じる国産素材の厳選メニューの提供、食品ロス削減、

省エネ機器の導入など、様々な環境活動を通じて環境経営を推進しています。そして、2017年に日本環境協会エコマーク事務局が創

設した飲食店の認定制度としては日本初となるエコマーク「飲食店」認定基準を満たし、エコマーク「飲食店」（チェーン）のひとつに

認定されました。

2008年より継続している「プロント・ラブ・グリーン」活動では、2017年に寄付金総額が81,066,784円となり、三回目の農林水産大臣

感謝状を授与されています。
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お台場オフィスの太陽光発電システム

オフィスにおける環境活動
■省エネ設備導入や従業員の行動によるCO2削減・節水

各オフィスでは、日頃から全従業員が省エネルギーへの意識を強め、さまざまな取り組みを行っています。東京のお台場オフィスでは、太

陽光発電、再生水の利用、自動調光システム、トイレ照明やエスカレーターの人感センサーなどを導入しています。また、その他のオフィ

スでもクールビズやウォームビズの展開や、Web会議を積極的に活用することで、CO2排出量の削減を推進しています。
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地球温暖化防止

グリーン調達・グリーン購入

グリーン調達の推進
グリーン調達とは、原材料・資材・設備などの購入に際し、有害物質を含まない、資源が有効に活用されている、など環境に配慮した物品・

サービスを優先的に選択することです。

サントリーグループでは「サントリーグループCSR調達基本方針」のもとに「サントリーグループグリーン調達基準」（2011年改定）を定め、

ビジネスパートナー各社とともに環境負荷低減に向けた調達活動を進めています。

グリーン購入の推進
実際の物品の購入においては、グリーン購入に取り組む際の判断基準を定めた「グリーン購入物品ガイドライン」に基づき、グリーン購

入を推進しています。また「グリーン適合品」が定番商品として登録されているネット購買システムを導入し、グループ各社に拡大してい

ます。さらに、生産工場では、ペットボトル再生繊維を使用した作業服を季節に合わせて各種使用しています。

サントリーグループでは、ビジネスパートナー各社と協力し、環境負荷の小さい原材料・資材・設備などの調達に努めています。
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1.基本的な考え方

 

持続可能な社会の構築のために、サントリーグループ全体で使用する物品・サービスについて、環境負荷ができるだけ小さい

原材料・資材・設備等の購入をめざします。

2.重視する事項

ア）環境汚染物質などを使用しないことに配慮する。

イ）再生資源の使用や小型化などによる省資源や省エネルギー化に配慮する。

ウ）生態系を壊さない資源採取に配慮する。

エ）修理・部品交換などにより長期間使用可能である。

オ）再使用が可能である。

カ）リサイクル設計がなされている。

キ）廃棄処理や処分が容易である。

ク）対象物品に関する環境情報を公開している。

ケ）ISO14001を取得する等、環境保全に積極的な事業者により製造・販売されていることに配慮する。

サントリーグループグリーン調達基準（2011年改定）
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気候変動対策

資源の有効活用

循環型社会の実現に向けて、自然の恵みである水をはじめ、さまざまな資源の徹底的な有効活用に努めています。
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資源の有効活用

水資源の有効活用

自然界の水の循環に負荷をかけないように、工場での節水活動を徹底するとともに、排水はきれいにして自然に還しています。

水使用量の削減のため「水の3R」を徹底
サントリーグループの工場では、商品の原料としてだけでなく、製造設備の洗浄や冷却用に多くの水を使用します。限りある水資源を大

切にするため、できる限り使う水を少なくする（Reduce）、繰り返し使う（Reuse）、処理をして再生利用する（Recycle）、「水の3R」を

徹底し、2030年目標である「全世界のサントリーグループ自社工場での水使用を15％削減※1」の達成に向けて活動を強化しています。

※1 2015年における事業領域を前提とした原単位での削減

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

■水使用実績2017年

※国内生産25工場、海外生産56工場が対象

※原単位は製造kあたりの使用量、削減率は前年比。

※原単位の基準年である2015年からの削減率は4.5％です。

※うち、サントリー食品インターナショナルグループの国内・海外の生産工場の水使用量は21,771千m3★

※2016年実績より、KPMGあずさサステナビリティ株式会社による第三者保証を受けています。第三者保証報告書の対象となっている数値を★で示して

います。

エリア 使用量（千m3） 原単位削減率※

日本 22,361 3.8％増

米州 6,704 1.7％減

欧州 5,880 1.1％増

アジア 4,896 5.1％減

オセアニア 613 1.1％減

計 40,454★ 0.8％増

※国内生産25工場が対象

※原単位は製造1kあたりの使用量を表す

・ 結果：前年比 総量で4.8％増加、原単位で3.8％増加

■水使用量



124

工場の設備機器を選定する際は、できる限り使う水を少なくする（Reduce）、繰り返し使う（Reuse）、処理をして再生利用する（Recycle）、

「水の3R」を徹底しています。

サントリープロダクツ（株）天然水南アルプス白州工場では、3Rの視点から多様な活動を展開しています。とりわけ、水のカスケード（多

段階）利用といった高度な循環再利用により、水使用原単位で業界トップレベルを達成しています。

■「水の3R」の徹底

清浄レベルごとに回収した
水を200トンのタンクに貯蔵し再利用

サントリープロダクツ（株）
天然水南アルプス白州工場

■雨水も有効活用

雨の多い日本では、雨水も大事な資源です。サントリーグループでは、雨水をタンクに貯めて、

植栽への水やりや空調機械の冷却水などに利用しています。

雨水を植栽の散水に活用している
サントリープロダクツ（株）

神奈川綾瀬工場

水のカスケード利用

製造工程で使用する水（地下水、河川・湖の水、雨水、上水、外部から供給されている水（再生水）を冷却水や洗浄水など5つのグレー

ド（清浄度）に分類し、高いグレードが要求される用途から次のグレードでまかなえる用途へ段階的に再利用を図る技術です。

■水源別水使用量

取水源

水使用量（千m3）

2016年 2017年

地下水 17,714 19,493

河川・湖 11,258 11,385

雨水 1 1

上水 10,130 9,571

外部から供給されている水（再生水） 0 4

計 39,103 40,454

※2017年は国内生産25工場、海外生産56工場が対象
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排水管理の徹底
サントリーグループでは、排水をできる限り自然に近い状態で自然に還すため、法律よりも厳しい自主基準値を設け、排水品質を徹底

管理しています。工場からの排水は、嫌気性排水処理設備※などで浄化処理し、下水道や河川へ放流しています。その際、測定装置に

よる常時監視と検査員による日々の水質点検などを実施しています。

2014年より、国内工場での排水処理設備のさらなる安定化に向け、各工場の担当者が一堂に会する排水担当者会議を定期的に開催し、

運転管理レベルやトラブル防止体制の向上に取り組んでいます。

※ 微生物（嫌気性菌）を用いて汚濁物質を分解する処理方法

排水担当者会議24時間体制での排水管理

■排水量

※2017年は国内生産25工場、海外生産56工場が対象

※うち、サントリー食品インターナショナルグループの国内・海外の生産工場の排水量は13,074千

放流先

排水量（千m3）

2016年 2017年

河川・湖沼 14,948 15,968

海 0 1,086

下水道 7,570 7,830

その他（植栽への散水など） 232 48

計 22,750 24,932
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容器包装における3Rの考え方

資源の有効活用

容器包装の 3R

容器包装の環境基準を設定
容器包装には、お客様のもとに届くまで商品を守り、よりよい品質を保持する役割があります。しかし、その多くはお客様が中味を消

費した後、廃棄物になります。サントリーグループは、容器包装がもたらす社会的な影響を強く認識し、1997年に自主基準「環境に係

る容器包装等設計ガイドライン」を設定。リサイクルの面からラベルの材質、ガラスびんの色などをガイドラインに沿って設計しています。

また、LCA（Life Cycle Assessment）の観点から、容器包装の環境負荷低減に取り組んでいます。

容器包装における3Rの推進
サントリーグループは、3R（Reduce・Reuse・Recycle）の考えのもと、環境に配慮した容器包装を開発しています。お客様の飲用時

からリサイクル処理を行うまでのユーザビリティに配慮しながら、軽量化をはじめ、より環境負荷の少ない素材の採用、リサイクル処理

しやすい設計に取り組んでいます。

商品設計から輸送、消費後のリサイクルまで、商品のライフサイクル全体での環境配慮を実践しています。
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ペットボトルでの取り組み
環境負荷を最小限に抑える対策として、使用する資源量を極力減らし再生可能な資源を積極的に導入し、同時にお客様の使いやすさも

考慮しながら設計・開発をしています。
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ペットボトルの商品ラベルについても、薄肉化による環境負荷低減に努めています。2012年に

は、国産ペットボトルのロールラベルとしては最薄となる16μm（マイクロメートル※2）のラベル

を実用化しています。2014年4月からは、さらに薄肉化した12μmのラベルを「サントリー天然

水」2ペットボトル、550mペットボトルで導入し、以降、ロールラベルを採用している全商

品への展開を進めています。これにより、従来のラベルに比べて、CO2排出量を25％削減※3す

ることができます。

※1 ミシン目ではがすのではなく、のりづけ部分からはがすタイプの商品ラベル

※2 1,000分の1mm

※3 フィルム（ラベル）製造工程における削減率

厚さ12μmの国内最薄ロールラベル

国産ペットボトル飲料最薄更新となるロールラベル※1導入

ペットボトルのキャップについても環境負荷低減に努めています。2016年9月より、「サントリー南アルプスの天然水」に、植物由来原

料を30%使用した国産最軽量※1となる1.85gのキャップを導入しました。これにより従来のペットボトルキャップに比べ、石油由来原料

の使用を約35％削減※2し、CO2排出量を約27%削減することができます。

※1 2018年4月現在

※2 「サントリー天然水」（550m）1本あたり

植物由来原料を30%使用した国産最軽量ペットボトルキャップ導入

サントリー食品インターナショナル（株）は、世界初となる、植物由来原料を30%使用した飲料用ペットボトルキャップ導入などの環境

負荷低減活動が評価され、「平成28年度 循環型社会形成推進功労者環境大臣表彰」を受賞しました。

社会からの評価

2013年5月にリニューアル発売した「サントリー天然水」550mペットボトルには、独自開発

の国産最軽量※2（11.3g）ペットボトル（自動販売機対応商品は除く）を採用しました。従来

のボトルに比べ、石油由来原料の使用量を550mペットボトル1本あたり約4割削減していま

す。また、2ペットボトルは従来品よりも1本あたり約2割軽量化して29.8gとし、国産2ペッ

トボトルで初めて30g以下のボトル重量を実現しました。

※1 国産最軽量といった画期的な軽量化の実現や植物由来素材の使用など、いずれかの手段を通じて環境
負荷低減を図ったペットボトルを総称するために当社が作成したネーミング

※2 国産ミネラルウォーターペットボトル（500m～ 600m）対象。2018年4月現在
グリーンエコボトル

環境に配慮したグリーンエコボトル※1

■Reduce：軽量化

ペットボトル容器に関しては、サントリーグループ独自の

「2R+B」戦略に基づき取り組んでいます。開発において、

樹脂使用量の削減と再生素材の使用により徹底した資

源の有効利用を図りつつ、可能な範囲で石油由来原料

を再生可能原料で代替していく考え方です。

■「２R+B」戦略
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※1 2018年4月現在

※2,3 当社試算に基づく

代表的なペットボトル商品軽量化の変遷

代表的な商品におけるCO2排出量削減の例（「サントリー天然水」2ペットボトル）
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新技術による世界最薄シュリンクラベルを導入

清涼飲料向け商品ラベルは、主にロールラベルとシュリンクラベルの2種類があります。

ロールラベルは巻きつける方式であり、ラベルの薄肉化に適していますが、ボトル形状に制約があります。

対し、シュリンクラベルは熱収縮させる方式であり、さまざまな形状のボトルに対応できますが、工程適性上ラベルの薄肉化に限界があり

ます。

そこで、ボトル形状を選ばずラベルの薄肉化を実現するために、シュリンクラベルとロールラベル、それぞれの長所を併せもつROSO方式

（Roll On Shrink On）を実用化。

世界最薄の18μmのシュリンクラベルを「オランジーナ」420mペットボトルなどの製品の一部に導入しています。これにより、CO2の排

出量を50％以上削減できます。

ペットボトルの自社成型への取り組み

サントリーグループでは、PET樹脂「レジン」からPETプリフォームを製造し、ふくらませてペットボトルにする自社成型を推進しています。

これにより、ボトル成型から中味充填までの一貫した設計・管理が可能になり、樹脂の使用量を削減し、ボトルの軽量化もしやすくなっ

ています。

さらに、完成品のペットボトル購入時に比べて、輸送時の燃料やCO2排出量も削減できます。また、ペットボトル成型で使用した高圧エアー

を回収再利用することで、効率的にエネルギーを使用し、CO2排出量を削減しています。

PET樹脂
CO2の排出量を50％以上削減できます。

樹脂から成型したプリフォーム 成型したペットボトル

日本でのペットボトル軽量化の製造技術・設計力は、これまで欧州のグループ会社などでも活

かされてきましたが、2017年にベトナムにおいて、東南アジア最軽量(18g)の耐熱ペットボトル

の開発に成功しました。東南アジア最軽量ボトルという領域のため技術的にチャレンジ領域で

したが、サントリー MONOZUKURIエキスパート(株)とサントリーペプシコ・ベトナム・ビバレッ

ジと設備メーカーが相互に連携し、プロジェクトを成功に導きました。

※耐熱ペットボトル500mクラスにおいて（2018年4月現在）

日本の技術力を活かした東南アジアでの最軽量※耐熱ペットボトル開発

東南アジア最軽量の耐熱ペットボトル

食品事業で培われた技術を酒類事業にも大いに活用しています。サントリースピリッツ（株）は、

国産最軽量となる110gの4ペットボトルを、サントリーウイスキー「角瓶」「トリス〈クラシック〉」

など酒類商品に2016年6月から順次導入しています。従来の134gまたは120gから最大18%

軽くすることで、ペット樹脂の使用量を削減し、年間のCO2排出量が約460トン（17%）※削減

されます。ペットボトルメーカーと協働で、従来のペットボトルで採用していた把手部分を外し、

ボトルの中央に深いグリップ部を新たに採用することで、使いやすさにも配慮しています。

※当社試算

酒類事業におけるペットボトル開発

「旧4ペットボトル」と
「新・軽量化4ペットボトル」
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※1 B to B：「ボトル to ボトル」の略で、ペットボトルをリサイクルして新たなペットボトルに再生すること

※2 メカニカルリサイクル：マテリアルリサイクル（使用済みの製品を粉砕・洗浄などの処理を行い、再び製品の原料とすること）で得られた再生樹脂をさ
らに高温・減圧下で一定時間の処理を行い、再生材中の不純物を除去し、飲料容器に適した品質のPET樹脂にする方法

※3 バージン樹脂との比較

2011年、サントリー食品インターナショナル（株）は、協栄産業（株）と協働で、国内飲料業界で初めてペットボトルのB to B※1メカニ

カルリサイクルシステム※2を構築しました。

導入開始時には再生PET樹脂50%でしたが、約1年間の運用結果を踏まえて安定供給が可能なことが確認できたため、再生PET樹脂の

使用量を100%に拡大し、石油由来原料100%のボトルと比較して、CO2排出量（PET樹脂の製造時のCO2排出を含む）を83%※3削減

できる再生ペットボトルの製造を可能にしました。この再生PET樹脂100%のペットボトルは、「サントリーウーロン茶」「伊右衛門」2

などの商品に多数採用しています。

また、このシステムは、2011年、2012年「循環型社会形成推進功労者等環境大臣表彰」、2011年「地球温暖化防止活動環境大臣表彰（技

術開発・製品化部門）」をはじめ、食品業界初となる2011年 「日経地球環境技術賞　優秀賞」を受賞。2012年には第21回「地球環

境大賞」を受賞。2013年には公益財団法人日立環境財団、（株）日刊工業新聞社主催の「環境賞 優秀賞」を受賞しました。

PET樹脂の国内水平循環「リペットボトル」

■Recycle:ペットボトルを再生

サントリー食品インターナショナル（株）は、2010年11月から清涼飲料の主要ブランド「サン

トリー天然水」「伊右衛門」「サントリーウーロン茶」などの2ペットボトルの一部に、リサイク

ル材を原料にした商品ラベルを導入し、現在ではロールラベル方式※の全商品に原則採用してい

ます。

このラベルは、業界初のリサイクルペットボトルを原料とするロールラベルで、2012年3月には

再生PET樹脂の混合率を60％から80％に引き上げました。

※ミシン目ではがすのではなく、のりづけ部分からはがすタイプの商品ラベル リサイクルペットボトルを
原料としたロールラベル

リサイクルペットボトルを原料にした商品ラベルの導入・進展

リサイクルの取り組みの一環として、2017年に、協栄産業（株）および海外機械メーカー（オーストリア・EREMA社、イタリ

ア・SIPA社）と協働し、さらなる環境負荷低減効果が見込まれる「FtoPダイレクトリサイクル技術」の開発に取り組み、成功

しました。「FtoPダイレクトリサイクル技術」は、回収したペットボトルを粉砕・洗浄した「フレーク(Flake)」を高温で溶解・ろ

過後、直接プリフォーム製造を行うことができる技術です。「FtoPダイレクトリサイクル技術」は、プリフォーム製造までに結

晶化や乾燥など複数の工程が必要だった従来のシステムと比較すると、CO2排出量を25％※削減（ペットボトル用プリフォーム

1kgの製造にあたり）することができます。

※使用済みペットボトルからプリフォームまでの工程において

「FtoPダイレクトリサイクル技術」の導入
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缶・びん・樽での取り組み

ビールやコーヒーなどの缶について、お客様の扱いやすさを確保しつつ、使用する資源量を極

力減らすことを目指して軽量化を進めています。

アルミ缶は、2008年にビールの缶のふた口径を小さくし、2014年にはビールやチューハイな

どの低アルコール飲料の缶胴を薄くする取り組みを行いました。また、コーヒーのスチール缶

も缶胴の薄肉化を実施し、着実に軽量化を推進しています。

ビールや飲食店様向けの清涼飲料などにはリターナブル容器（びんや樽）が多く使用されており、これらは自社ルートで回収・洗浄して、

繰り返し使用しています（2017年は、延べ94百万本回収・再利用）。また、酒販店様や飲食店様から排出される事業系ガラスびんにつ

いては、1974年に専門の業者による回収ルートを構築し、流通チャネルでの回収を支援しています。

ワンウェイびんは、各市町村などの効果的な分別・回収ルートを活用させていただいています。

プレミアムモルツの中びんは、2014年に約10g軽量化して460gになりました。ラベルが貼られている胴部分の太さを0.2 ～ 0.3ミリへ

こませ、びん同士がぶつかっても傷がつかないように設計されています。また、栓抜きで開栓する際に口欠けしにくい形状に改善をする

など、びん品質の改善にも取り組んでいます。

また従来からの清涼飲料のリターナブルびんは、従来ブランドごとに別々のものを使用していましたが、2016年5月より規格を統一し、

国内初の耐圧・耐熱兼用可能なものとしました。従来びん（300g ～ 399g）と比べて大幅に軽量化（245g）することで、CO2排出量

を年間約500トン削減しています。

缶の軽量化

びん・樽の再利用

びんの軽量化

■Reduce:軽量化

■Reuse:容器の回収・再利用を推進

「ボス レインボーマウンテンブレンド」
「ザ・プレミアム・モルツ」

「-196℃ストロングゼロ<ダブルレモン>」

「ザ・プレミアム・モルツ」中びん

サントリーグループは、ペットボトル開発において、可能な範囲で石油由来原料を再生可能原料

で代替していくことを目指しています。2013年には植物由来原料30%使用のペットボトルを「サン

トリー天然水」550mに導入しています。

サントリーホールディングス（株）と米国バイオ化学ベンチャー企業・アネロテック社は、植物由

来原料100%使用ペットボトルの共同開発に取り組んでおり、2016年にペットボトル原料を生成

する実証プラントを米国テキサス州に建設し、実用化に向けて技術検証を行っています。将来的

には、サントリー食品インターナショナル（株）の「サントリー天然水」ブランドを中心に植物由

来原料100%使用ペットボトルを導入予定です。開発にあたり、ペットボトル原料の70%を構成す

るテレフタル酸の前駆体「パラキシレン」を、食料用原料のサプライチェーンに影響が出ないよう、

非食用の植物由来原料（ウッドチップ）のみから生成することを目指しています。

100%植物由来を目指して

■Bio:植物由来樹脂を積極的に活用

実証プラントの一部
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2010年4月より、焼酎・スピリッツの紙容器を、リサイクル適性の高い容器に順次切り替えて

おり、一部製品を除き切り替えが完了しています。2014年2月には、国産カジュアルワイン「デ

リカメゾン デリシャス」のリニューアルに合わせて、同様の紙容器を導入しました。従来は品

質保持のため、内側にアルミニウム蒸着を施した容器を採用していましたが、紙とアルミニウム

を分離してリサイクルすることが困難でした。新しい紙容器では、よりリサイクル適性の高いシ

リカ（ガラス質）蒸着に変更しています。

「むぎのか」「サントリー梅酒」「デリカメ
ゾン デリシャス」

■Recycle: より回収しやすい容器に

リサイクルできる紙容器への変更

紙パック・段ボールでの取り組み

サントリーグループでは、2011年8月に発足した「日本TCGF※」に参加して、日本国内での共

通の課題の解決に向けて活動しています。その一環として、環境課題（地球温暖化防止、廃棄

物削減など）への貢献とサプライチェーンの作業効率向上を目指し、飲料のダンボールカートン

のショートフラップ化に取り組み、2012年春から清涼飲料の小容量ペットボトル製品の一部に

導入を開始しました。これにより、従来の段ボールに比べて紙の使用量を約20％削減できました。

※「The Consumer Goods Forum（TCGF）」の理念に共鳴したTCGF参加企業が、日本において活動する
独自の組織で、消費財流通業界の日本企業が主体となり、製造・配送・販売の協働取り組みを行ってい
ます。

段ボールの軽量化

■Reduce:軽量化

サイド部の段ボール使用量を削減した
ショートフラップ段ボール

※1 FSC（Forest Stewardship Council・森林管理協議会）は、木材を生産する世界の森林と、その森林から切り出された木材の流通や加工のプロセス
を認証する国際的な機関です。その認証は、森林の環境保全に配慮し、森林のある地域社会の利益にかない、経済的にも継続可能な形で生産され
た木材に与えられます。

※2 FSC認証は、森林そのものに対する「FM認証」と加工・流通過程の管理方法に対する「COC認証」の2種類が存在します。「COC認証」には“ダンボー
ル紙、板紙”や“印刷物”など約40種類のグループがあり、今回はP4（ダンボール紙、板紙）で認証を取得。

国際的な認証を取得
サントリーグループは、国産商品において、国際的な森林管理認証FSC認証※1を取得した紙製包材を順次採用しています。第一弾とし

てサントリー食品インターナショナル（株）が、「サントリー天然水」にFSC認証取得ダンボール包材を2017年8月製造分から採用。同

社は、2017年5月に国内飲料メーカーとして初めてダンボールのFSC－COC認証※2を取得しました。サントリービール（株）もノンアルコー

ルビールテイスト飲料「オールフリー」ブランドに2017年秋以降順次採用し、グループ全体でFSC認証を取得した紙製包材の使用を推

進しています。
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空容器の散乱防止対策を推進
環境美化と資源の有効活用推進のために、空容器の散乱防止活動に取り組んでいます。空容器回収ボックスは、自動販売機1台に1個の

設置を推進しています。また、自動販売機には散乱防止のための「統一美化マーク」を貼りつけ、リサイクルへの意識啓発を図っています。

ペットボトルの海洋汚染問題
ペットボトルを含むプラスチック容器による海洋汚染の問題が深刻化しており、世界的な環境課題として議論しています。サントリーグルー

プは多くの容器を扱う飲料企業として、積極的にこの問題に取り組み、国や地域、産業界と連携しながら、解決に向けて取り組んでいき

ます。当社はこれまでも2R+Bの推進、また消費者へのリサイクル啓発活動を、国内・外で継続的に展開してきました。

今後も各国や地域における更なるリサイクル率の向上を目指し、様々なステークホルダーと恊働して、改善活動を促進していきます。

「九都県市容器包装
ダイエット宣言」マーク

容器リサイクルで業界・自治体と連携
サントリーグループの事業は、容器を大量に使用します。その環境負荷を低減するため、業界

団体や自治体と連携し、お客様のご協力も得て、容器のリサイクルを推進しています。たとえば

「九都県市廃棄物問題検討委員会」が推進している「九都県市容器包装ダイエット宣言」※の趣

旨に賛同し、活動に参画しています。

また、サントリーグループでは、「容器包装リサイクル法」を遵守し、事業者の役割である再商

品化委託料を負担するとともに、各種リサイクル業界団体に参画し、効率的なリサイクルシステ

ムの構築と、リサイクルの推進に努めています。

※九都県市（埼玉県・千葉県・東京都・神奈川県・横浜市・川崎市・千葉市・さいたま市・相模原市）による、
容器包装減量化に取り組む企業との共同取り組み

■容器リサイクル率（各業界団体データより）
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容器包装の 3R

容器の回収～リサイクルの流れ

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

ペットボトルの回収
使用済みペットボトルは、従来は回収後、繊維製品や

食品容器などに再生利用されていましたが、最近では

新たなペットボトルとしても再生利用されています。

■ペットボトルの回収・リサイクル

ガラスびんの回収
飲料容器として歴史の長いガラスびんは、その回収・

リサイクルルートも確立されています。リターナブルび

んは回収・洗浄して繰り返し使用され、ワンウェイびん

は使用後に回収され、カレット（ガラスびんを細かく砕

いたもの）に加工されて、主にガラスびん製造の原料

に使用されます。また、断熱材やタイル・路盤材など、

びん以外の用途にも活用されています。

■リターナブルびん

■ワンウェイびん

缶の回収
使用済みの飲料缶（アルミニウム・スチール）は、資源

として有価で取引され、さまざまなルートを経由して、

缶や自動車・建設資材などに再生されています。

■缶の回収



135

資源の有効活用

容器包装リサイクル法とは

家庭から排出される容器包装廃棄物のリサイクルを義務づける法律です。消費者の分別排出、市町村の分別回収・保管、そして事業者

（容器包装の製造業者、容器包装を利用した商品の製造業者、小売業などの包装利用事業者）の再商品化（＝リサイクル）という役割

分担を定めています。

これに基づき事業者は公益財団法人日本容器包装リサイクル協会に再商品化委託料を支払い、同協会がリサイクル事業者に委託料を

支払って再商品化を委託しています。

容器包装のリサイクルに携わる8団体（ガラスびん、ペットボトル、紙製容器包装、プラスチック容器包装、スチール缶、アルミ缶、飲

料用紙容器、段ボール）では、それぞれの3Rの目標を掲げるとともに「3R推進団体連絡会」を結成し、協働して3Rの推進に取り組ん

でいます。

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう
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資源の有効活用

廃棄物の削減と再資源化の推進

循環型社会の構築に寄与するため、副産物・廃棄物の排出量削減と100％再資源化に取り組んでいます。

再資源化率100％を維持

副産物・廃棄物排出実績2017年

サントリーグループの国内工場では、生産工程で発生する副産物・廃棄物の排出量削減と100％再資源化に取り組んでいます。

2017年は、国内工場から発生した副産物・廃棄物は合計258,385トンとなり、前年より総量で5％増加、原単位で4％増加しました。

再資源化率は100％を維持しています。

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

副産物・廃棄物の排出量

エリア 排出量（千t）

日本 258

米州 192

欧州 93

アジア 25

オセアニア 9

計 576★

※国内生産25工場、海外生産56工場が対象

※うち、サントリー食品インターナショナルグループの国内・海外の生産工場の副産物・廃棄物排出量は151千t★

※2016年実績より、KPMGあずさサステナビリティ株式会社による第三者保証を受けています。第三者保証報告書の対象となっている数値を★で示して

います。

※国内生産25工場が対象
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排出物の種類 主要用途

2013年 2014年 2015年 2016年 2017年

排出量
(t)

再資源
化率(％ )

排出量
(t)

再資源
化率(％ )

排出量
(t)

再資源
化率(％ )

排出量
(t)

再資源
化率(％ )

排出量
(t)

再資源
化率(％ )

植物性残さ（糖
化粕・茶粕・コー
ヒー粕など）

・飼料

・肥料
181,515 100 187,439 100 186,184 100 185,227 100 195,334 100

汚泥（余剰汚
泥など）

・肥料 30,100 100 29,522 100 27,194 100 27,574 100 30,351 100

木くず（樽材、
パレット）

・家具材

・合板原料
3,266 100 2,693 100 1,610 100 2,123 100 1,314 100

ガラス・陶磁
器くず

・ガラス材料

・路盤材
4,109 100 3,928 100 4,136 100 3,772 100 3,508 100

紙くず（段ボー
ル、紙ラベル
など）

・再生紙

・段ボール原料
5,727 100 6,192 100 6,175 100 5,184 100 6,349 100

廃プラスチッ
ク類

・パレット

・固形燃料

・補助燃料

4,026 100 4,287 100 4,938 100 4,956 100 5,918 100

金属くず（アル
ミ、鉄）

・アルミ

・スチール原料
2,600 100 3,016 100 3,277 100 3,039 100 2,958 100

その他 2,870 100 2,725 100 3,182 100 12,729 100 12,632 100

合計 234,214 100 239,801 100 236,697 100 244,604 100 258,365 100

副産物・廃棄物の排出量、再資源化率および用途

生産の各工程で発生する副産物・廃棄物の再利用の流れ

※国内生産25工場が対象
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井筒まい泉（株）では、貴重な自然の恵みを無駄にしないために、食品ロスの削減と再利

用に積極的に取り組んでいます。その象徴的な取り組みが、パンの耳の循環利用サイクル

の構築です。

同社の人気メニューであるヒレかつサンドの製造工程では、パンの耳の切れ端が発生しま

す。このパンの耳は、従来から飼料としてリサイクルできる業者様に引き渡していましたが、

パンの耳を混合した飼料が豚の飼育に適していることから、2012年からはこれを飼料とし

て育てたオリジナルブランド豚「甘い誘惑」を開発し、再び同社のとんかつなどの原料と

して循環利用する取り組みを行っています。

食品廃棄物の循環利用サイクルの構築――井筒まい泉（株）

オリジナルブランド豚「甘い誘惑」

■種類別に再資源化の用途を開拓

サントリーグループから発生する副産物・廃棄物は、さまざまな用途で再資源化しています。

役目を終えたウイスキーの樽材からつくられた「樽ものがたり」の商品群
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資源の有効活用

サントリーが参画している業界団体

サントリーが参画しているリサイクル業界団体
公益財団法人 日本容器包装リサイクル協会

URL：http://www.jcpra.or.jp/

活動内容：容器包装の再商品化、普及啓発、情報提供

役職：総務企画委員、ガラスびん事業委員、PETボトル事業委員

公益社団法人 食品容器環境美化協会

URL：http://www.kankyobika.or.jp/

活動内容：飲料容器の散乱防止、環境美化

役職：企画委員

ガラスびん3R促進協議会

URL：http://www.glass-recycle-as.gr.jp/

活動内容：ガラスびんの3R推進

役職：理事、運営委員

PETボトルリサイクル推進協議会

URL：http://www.petbottle-rec.gr.jp/

活動内容：PETボトルのリサイクル推進

役職：理事、総務企画委員、回収・再利用促進委員、広報委員、技術検討委員

アルミ缶リサイクル協会

URL：http://www.alumi-can.or.jp/

活動内容：アルミ缶のリサイクル推進

役職：理事、企画委員

サントリーが参画している酒類・飲料業界団体の環境関連委員会
全国清涼飲料工業会（環境委員会、自販機委員会等）

URL：http://www.j-sda.or.jp/

ビール酒造組合（環境部会、容器環境部会）

URL：http://www.brewers.or.jp/

日本洋酒酒造組合（環境問題対策委員会）

URL：http://www.yoshu.or.jp/

日本蒸留酒酒造組合（社会環境小委員会）

URL：http://www.shochu.or.jp/

日本洋酒輸入協会（空容器再利用委員会）

URL：http://www.youshu-yunyu.org/

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう
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環境負荷低減

汚染防止・化学物質管理

環境リスクを評価して対応策を策定

■SOx排出量

サントリーグループが取り扱う商品は農産物や水を主原料とする商品が多く、ほかの産業と比較すると、原料由来の環境リスクは小さ

いと考えられます。しかし、生産工程では、機器の洗浄・殺菌用に薬品も使用しており、周辺環境を汚染するおそれがないとはいえま

せん。そこで、あらゆる異常・緊急事態を想定し、発生するリスクを評価して対応策を講じています。

大気汚染防止
サントリーグループでは、硫黄分が含まれないガス燃料への転換や低NOxバーナーの採用などにより、SOx・NOxの排出量削減に努

めるとともに、工場ごとに法規制と同等、もしくはより厳しい自主基準値を設定して、ボイラーなどからの排出ガス中の大気汚染物質を

管理しています。

原料の大半が自然由来でも環境負荷は生じるため、環境リスクを想定して必要な対策を講じています。

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

■NOx排出量

2016年 2017年

排出量（t） 12.6 14.4

原単位（g/k） 2.7 3.0

2016年 2017年

排出量（t） 132.0 134.6

原単位（g/k） 28.3 28.5

水質汚濁防止
法規制などにより厳しい自主基準値を工場ごとに設定し、排水を管理しています。

※国内生産25工場が対象

※国内生産25工場が対象

土壌汚染防止
サントリーグループの工場では、機器の洗浄などに化学物質を使用しています。これらは厳しく管理し、漏出のないように努めていますが、

万が一、洗浄剤・薬品などが漏出した場合でも土壌に浸透しないように、各工場では薬品タンクの周囲に防液堤を設置し、定期点検を

行い、汚染の防止に努めています。
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化学物質管理
サントリーグループでは「PRTR法（特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律）」「毒物及び劇物取

締法」「消防法」などの関連法規、ならびに社内の「PRTR法に基づく化学物質管理ガイドライン」（2003年制定）に基づいて化学物質

を管理しています。

廃棄物適正処理・管理
廃棄物の適正管理では、マニフェスト制度の遵守と廃棄物情報の一元管理の強化を目的とし、電子マニフェスト化を推進しています。

また、生産拠点、営業拠点、文化拠点、本社機能、グループ会社を対象に、座学・実地確認・ロールプレイングといった手法で廃棄物

管理の知識・スキル向上を図る「廃棄物管理セミナー」「廃棄物現地確認セミナー」等の研修を実施し、廃棄物の適正処理の徹底に向

けた取り組みを継続しています。

ポリ塩化ビフェニール（PCB）廃棄物の管理
PCB廃棄物は適正に保管し「PCB特別措置法」に基づいて、自治体に保管状況を届け出ています。サントリーグループでは、日本環境

安全事業（株）（JESCO）へ処理委託を登録し、2007年度よりPCB使用機器の処理を開始しました。

PCB使用機器の使用・保管の状況は次の通りです。

保管中 使用中 保有合計

コンデンサ 12 0 12

変圧器 9 4 13

照明器具安定器 1,926 0 1,926

■PCB使用機器の保有数（2018年1月現在）

事故・訴訟
2017年は、環境に関する重大な事故、訴訟はありませんでした。

アルコール蒸散対応
ウイスキーの貯蔵工程では、ある程度のアルコールが樽から抜けてしまいます（これを蒸散といいます）。蒸散したアルコールが工場外

に出ないよう、貯蔵庫に回収機器の設置などを行っています。また、定期的にモニタリング（濃度測定など）を実施し、アルコールの

蒸散が低減できているかどうかを確認しています。
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自然と響きあう　環境

環境コミュニケーション

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

自然
と響きあう

適時適切な情報開示とコミュニケーションを実践
環境の取り組みに関するダイアログやお客様センターなどでステークホルダーからいただいたご意見・ご要望は、目標および活動の改

善につなげています。また、ご意見への回答と合わせて、CSRレポートの発行、ホームページや環境イベントなどを通じた環境情報の

発信を積極的に行っています。

■詳細な情報を伝えるWebサイト

Webサイト「環境活動」で、環境への取り組みについて、詳しい情報を紹介しています。また、定期

的に情報を追加・更新することで、最新の情報をご提供するよう努めています。

サントリーの「自然との共生」に関する情報を社会に発信し、ステークホルダーとのコミュニケーションを大切にしています。

Webサイト「環境活動」

■工場における環境コミュニケーション

サントリーグループでは、ビール、ウイスキー、天然水などの工場で、

年間約70万人のお客様の見学を受け入れています。見学コースの中

には環境コーナーを設置し、活動の内容をお伝えしています。また、

親子で楽しみながら学べるイベントを期間限定で開催し、子どもた

ちに環境を守ることの大切さを感じていただいています。

親子向けイベント 工場の環境コーナー

さらに2014年～ 2016年には、サント

リーの環境活動についてより広くお客様

に知っていただくために、「宇宙人ジョー

ンズのサントリー調査シリーズ」を新聞・

TVCMなどで展開しました（ＴＶＣＭは

2016年3月で終了）。

■「水と生きる」の想いを社会と共有するため企業広告を出稿

サントリーグループは、「人と自然と響きあう」という企業理念のもと、持続可能な地球環境を次代へ引き渡すための環境活動や社会福祉・教育・

災害支援などの地域貢献、芸術・学術・地域文化の振興、スポーツ支援、次世代育成など、多様な文化・社会貢献活動に取り組んでいます。

こうした活動や商品を通じて社会に潤いを与える企業でありたいという想いをお伝えするため、「水と生きる」を社会との約束として掲げ、

2013年には「天然水の森」の水源涵養（かんよう）活動をテーマにした環境広告を新聞・TVCMを実施。TVCM「サントリー天然水の森」（土

づくり篇）は、環境省および一般財団法人 地球・人間環境フォーラムが主催する「第17回 環境コミュニケーション大賞テレビ環境CM部門」

において優秀賞を受賞しました。

TVCM第2弾「天然水の森・レクチャー」篇 （2014.10月～）TVCM第1弾「入社前」篇 （2014.7月～）

新聞広告 「サントリー天然水の森」 TVCM「サントリー天然水の森」 （土づくり篇）
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CSR の取り組み

社会と響きあう 文化・社会貢献

サントリーグループの文化・社会貢献活動の原点は、創業者・鳥井信治郎の「利益三分主義」の精神にさかのぼります。時代を見つめた文化・

社会貢献のあり方を追求し続ける姿勢は、世代を超えて受け継がれており、「芸術・文化・学術」「スポーツ」「社会福祉」の分野を中心に、

「次世代育成」「被災地支援」「地域貢献」「チャレンジド・スポーツ支援」「従業員ボランティアの推進」など多岐にわたる文化・社会貢献活動

に取り組んでいます。すべての社会貢献活動で地域とのエンゲージメント活動を実施し、地域とのコミュニケーションを大切にしています。

自然
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

社会
と響きあう

社会活動方針

社会福祉

芸術・文化・学術活動

次世代育成

スポーツ活動

被災地支援

サントリーグループは創業以来、人々が

心豊かに暮らしを楽しむことのできる社

会の実現に寄与するため、さまざまな社

会貢献活動に取り組んできました。グルー

プ各社とともに、グローバルに社会的責

任を果たすため、「サントリーグループ社

会活動方針」を策定しています。

創業からの「利益三分主義」の精神に基づ

き、事業の利益を社会に還元する慈善活動・

社会福祉に現在も取り組んでいます。

豊かな生活文化の発展に寄与する芸術・文

化振興に加え、人文・社会科学や生物有

機化学研究の推進にも取り組んでいます。

次代を担う人づくりも企業の使命であると

考え、子どもたちの成長を支援する多様

な活動を展開しています。

ラグビー・バレーボールといったスポーツ

の普及を通じて、健全な心と体の育成を

支援し、地域に根ざした活動を展開して

います。

国内外の大規模な災害時に義捐金の寄付

や飲料水の提供、グループ一体となった

活動等を継続的に支援を行っています。

地域貢献

工場緑化を推進し、工場見学実施や従業

員参加による美化活動など、地域に根ざ

した貢献活動を幅広く展開しています。

従業員ボランティア活動支援

“Growing for Good”へ向け誠実で信頼さ

れる人間として成長しつづけるため、ボラ

ンティア活動をはじめとした従業員の社会

参加を積極的に支援しています。

チャレンジド・スポーツ支援

創業以来のチャレンジ精神｢やってみなはれ｣

のもと、｢PASSION FOR CHALLENGE｣を

掲げ、チャレンジドスポーツ（障がい者スポー

ツ）のアスリートを応援する活動を行ってい

ます。



144

CSR行動計画

重点項目 中期目標 2017年度の実績 2018年度アクションプラン 評価

幅 広 い 文 化・
社会・学術貢献

財団活動支援を通した貢
献活動

・支援活動の継続

・公益財団法人サントリー芸術財団、
サントリー文化財団の活動支援を
通じた文化・社会・学術貢献推進

・公益財団法人サントリー芸術財
団、サントリー文化財団の活動支
援を通じた文化・社会・学術貢献
推進

●●●

地域貢献
自治体・NPOなどと連携
した東北・熊本復興支援
活動強化

・「東北サンさんプロジェクト」、「水
の国くまもと応援プロジェクト」に
おける文化・芸術・スポーツ活動に
よる支援活動推進

・「サントリー熊本地下水みらいプロ
ジェクト」による被災した水源涵養
エリアの復旧工事ならびに地下水
流動メカニズムの調査

・義捐金・学生やチャレンジド・アス
リートへの奨学金制度実施

・「東北サンさんプロジェクト」、「水
の国くまもと応援プロジェクト」に
おける文化・芸術・スポーツ活動
による支援活動推進

・「サントリー熊本地下水みらいプ
ロジェクト」による水源涵養対策
の拡大

・義捐金・学生やチャレンジド・アス
リートへの奨学金制度実施

●●●

社会貢献活動の
グローバル展開

エリアにおける社会貢献活
動の推進

・「サントリー地域文化賞」による
地域文化顕彰による地域活動支援

・ベトナムでの次世代環境教育の拡
充

・他エリアでの社会貢献活動の展開
開始（エスプラネード等）

・「サントリー地域文化賞」による地
域文化顕彰による地域活動支援

・ベトナムでの次世代環境教育のエ
リア拡大

・他エリアでの社会貢献活動の展開
（地域美化活動　等）

 ●●

次世代育成支援
文化・スポーツ活動を通
じた次世代育成支援強化

・文化・スポーツ・地域貢献活動を
通じた次世代育成支援プログラム
への参加者拡大（参加者80,000
名）

・文化・スポーツ活動を通じた次世
代育成支援プログラムへの参加者
維持・拡大（参加者目標80,000名）

●●●

従 業 員の 社 会
貢献 活動 参加
支援

従業員が社会貢献活動に
積極的に参加できるよう
な基盤づくりと推進

・サイト開設（ボランティアWEB）に
よるボランティア情報提供開始。

・従業員向けのオリジナルボランティ
アプログラム実施

・サイト（ボランティアWEB）活用
推進に向けた告知活動

・「ボランティア月間」設定による、
従業員の社会参加機会の積極的
提供

・従業員向けオリジナルボランティ
アプログラム拡充

●●●

 目標達成： ●●●　目標達成70％以上： ●●　目標達成70％未満： ●
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社会と響きあう　文化・社会貢献

社会貢献活動方針

サントリーグループは、創業精神「利益三分主義」のもと、地域社会への貢献や文化、芸術、スポーツ振興、被災地支援活動、環境

活動などに積極的に取り組み、社会・自然との共生を図ってきました。サントリーグループの社会貢献活動はさまざまな社会的課題の

解決に貢献するとともに、サントリーグループが展開する事業の持続的な発展にも寄与すると考えています。グループ各社とともにサン

トリーらしい活動を推進していくことで、グローバルにコーポレートブランドの価値向上を図っていきます。

自然
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

社会
と響きあう

サントリーグループは、創業者の「利益三分主義」の精神を受け継ぎ、社是にいう“生命の輝き”をめざして、人々が心豊かに暮

らしを楽しむことのできる社会の実現に寄与するため、社会貢献に積極的に取り組んできました。

私たちは、企業理念に掲げる「人と自然と響きあう」のもと、お客様に最高品質の商品・サービスをお届けするとともに、生活文

化の豊かな発展と持続可能な地球環境の実現をめざし、グローバルに社会的責任を果たしていきます。

1.「文化・芸術振興」「スポーツ振興」「社会福祉」「自然環境保全」「ダイバーシティ」「被災地支援」の分野を中心に、次世代

育成の見地と地域の実情をふまえた活動を、従業員とともに推進しています。

2.ステークホルダーとの対話を重視し、連携・協働に取り組んでいます。

3.従業員の多様なボランティア活動を支援しています。

サントリーグループ社会貢献活動
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社会と響きあう　文化・社会貢献

芸術・文化・学術活動

■公益財団法人 サントリー芸術財団

芸術・文化・学術の振興活動

1961年開館のサントリー美術館と、創業70周年記念事業として1969年に設立された鳥井音楽財団（1978年にサントリー音楽財団に

改称）。ほぼ半世紀にわたって芸術分野で積み重ねてきたこの2つの活動を、創業110周年記念事業として1つに束ねるとともに、21世

紀にふさわしい新たなかたちに革新すべく、2009年に設立されたのが公益財団法人サントリー芸術財団です。

また、2012年4月よりサントリーホールの運営へと事業領域を拡大し、ユニークかつ多彩な事業を通じ、日本の音楽・美術のさらなる

普及と発展への貢献を目指しています。

サントリーグループは、豊かな生活文化の発展に寄与するため、サントリー美術館、サントリーホールの運営をはじめとして、多様な文

化貢献活動に取り組んでいます。

また人文・社会科学の学術研究助成や、生物有機化学の研究活動の推進も行っています。こうした活動を通じて、次代を担う国際的人

材の育成も目指しています。

自然
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

社会
と響きあう

サントリー美術館 ― 「美を結ぶ。美をひらく。」

サントリー美術館は「生活の中の美」を基本理念に1961年に開館、日本美術やガラスを中心

とした企画展と作品の収集活動を展開しています。2007年3月には六本木の東京ミッドタウン

に移転。ミュージアムメッセージ「美を結ぶ。美をひらく。」のもと、国宝1件、重要文化財15

件をはじめとする約3,000件の収蔵品を核に多彩な企画展を展開し、日本人の“美への感性”

を後世に継承していく活動を続けています。「都市の居間」をテーマに建築家・隈研吾氏によっ

て設計された美術館には、ショップやカフェ、さまざまなプログラムを開催するホール、茶室

なども整っています。 サントリー美術館
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2017年は六本木開館10周年記念展として、絵巻愛好者たちに焦点を当てた「絵巻マニア列伝」や国宝≪浮線綾螺鈿蒔絵手

箱≫を修復後初めて展示した「神の宝の玉手箱」、狩野派を確立した元信の初回顧展「天下を治めた絵師　狩野元信」、ヨー

ロッパ磁器最高峰の一つ、セーヴルの挑戦の歴史を紹介した「セーヴル、創造の300年」など、サントリー美術館ならでは

の5つの企画展を開催しました。

また、美術ファンだけでなく多くの皆さんに広く作品の楽しみ方を伝えることを目的に、さまざまな業界の第一線で活躍

されている著名人と学芸員との対談形式による「プレミアムトークシリーズ」を開催し、いずれも人気を博しました。

漆芸作家　室瀬和美氏、金工作家　大角幸枝氏など重要無形文化財保持者（人間国宝）をはじめとする伝統工芸作家が指

導する工芸ワークショップ「おもしろびじゅつ教室」では、こどもから大人まで、日本の伝統工芸の素晴らしさや、もの

づくりの楽しさを体感していただきました。

六本木移転10周年を記念して展覧会・講演会などを開催

サントリー美術館ほか六本木界隈のアート情報をまとめた英語情報誌「Art & About Roppongi」の発行や、すべての展覧会

で英語イヤホンガイドの貸し出しを行うほか、2017年には、英語による工芸ワークショップ「おもしろびじゅつ教室」の開催など、

海外からのお客様にも楽しんでいただける取り組みも行っています。

英語情報誌
「Art & About Roppongi」

英語による「おもしろびじゅつ教室」

サントリーホール ― 世界一美しい響きをめざして

サントリーホールは、1986年に東京初のコンサート専用ホールとして開館しました。偉大な指

揮者である故カラヤン氏に「音の宝石箱」と評されたヴィンヤード形式の大ホールと、ブルーロー

ズ（小ホール）の2つのホールで、国内外の一流アーティストによる演奏が繰り広げられています。

毎年、年間約600を超える公演に、約60万人のお客様が来場されています。

サントリーホール

国宝≪浮線綾螺鈿蒔絵手箱≫

「狩野元信」展　ポスター
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音楽事業 ― 音楽振興のための先進的な取り組み

日本における洋楽の発展に寄与するため、優れた業績をあげた個人または団体を顕彰する「サ

ントリー音楽賞」や、チャレンジ精神に満ちた公演に贈られる「佐治敬三賞」、日本人の新進

作曲家の優れた作品を公開選考会で選ぶ「芥川作曲賞」の贈呈、「日本人作曲作品」の紹介や

コンサート助成など幅広い活動を展開しています。また、2014年からは、世界的文化遺産で

ある弦楽器名器の保全と、貸与活動を通した音楽家の育成を目的として、財団所蔵楽器を中

高生に無償貸与する「サントリー芸術財団名器特別賞」や若手演奏家向け貸与を新たにスター

トしました。 「サントリー音楽賞」「佐治敬三賞」
贈賞式

開館時から現在までの公演情報をWEBサイト上で検索できる「サントリーホール公演アーカイブ」が完成、これまでサントリー

ホールで展開された数々の名演の歴史が検索できるようになりました。

WEBサイトでは、開館30周年に寄せて、70人を超える世界的なアーティストから送られたメッセージも紹介されています。

開館から現在までの公演アーカイブが完成

30周年記念
ガラ・コンサートカーテンコール

30周年に寄せられた世界中のアーティストからのメッセージ

2016年10月12日に開館30周年を迎えたサントリーホールでは、2017年2月から8月まで休館し、大規模改修を行いました。“世

界一の美しい響き”を大切にしながら、高齢者の方、障がいをお持ちの方にも楽しんでいただけるように段差なく客席までアプ

ローチできるエントランスの増設、ホワイエから1階大ホールに移動しやすいスロープや多目的化粧室の増設など、ユニバーサ

ルデザインを推進しています。

またリニューアルオープン直前には、サントリーグループの従業員が参加して、避難訓練付きコンサートを開催しました。安全

管理の面でも、「世界一」を目指しています。

開館30周年後の大改修でユニバーサルデザインを推進

避難訓練付きコンサートの様子
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■公益財団法人 サントリー文化財団

創業80周年を記念し、社会科学・人文科学分野の研究活動や、日本の地域文化の向上に貢献するために、1979年に設立されました。「サ

ントリー学芸賞」や「サントリー地域文化賞」の贈呈、社会・人文科学や地域文化に関する研究や海外出版への助成、財団自ら実施す

る調査研究など、さまざまな活動に取り組んでいます。

近年では若手研究者の支援に注力し、「若手研究者のためのチャレンジ研究助成」「若手研究者による社会と文化に関する個人研究助成

（鳥井フェロー）」「外国人若手研究者による社会と文化に関する個人研究助成（サントリーフェロー）」などのプログラムを充実させています。

「サントリー学芸賞」の受賞者は「政治・経済」「芸術・文学」「社会・風俗」「思想・歴史」4部門で、2017年までに329名を数え、それぞれの

分野で第一人者として活躍されています。また「サントリー地域文化賞」の受賞団体は2017年に全国全都道府県209件におよんでいます。

「サントリー学芸賞」贈呈式 「サントリー地域文化賞」贈呈式 「若手研究者のための
チャレンジ研究助成」報告会

サントリー芸術財団はサントリーホールディングスとともに、被災地はもとより日本全国に活力を与えることを目的として、

「ウィーン・フィル&サントリー音楽復興基金」の活動を行っています。

ウィーン・フィルハーモニー管弦楽団と協働で音楽活動の助成や被災地での「こどもたちのためのコンサート」やジュニアオー

ケストラの指導、献奏など、多くの活動を展開しています。2017年は熊本地震復興支援として、熊本でも、ウィーン・フィル

メンバーによる献奏を行いました。

ウィーン・フィル&サントリー音楽復興基金

ウィーン・フィル&サントリー
音楽復興基金献奏（熊本市）

2017年は大規模改修のため、9月のリニューアルオープン後に、3つのフェスティバルを行いました。

ブルーローズ（小ホール）の親密な空間で室内楽本来の楽しみを伝える「サントリーホール チェンバーミュージック・ガーデン」。

最先端の音楽を紹介する「サマーフェスティバル」は、2013年から新たに年毎のプロデューサーが現代の名曲の数々や多彩でチャ

レンジングなステージをお届けしています。芸術の秋を華やかに彩るクラシック音楽の祭典「サントリーホール・フェスティバル」

には、世界中のトップ・アーティストが集いました。

3つの音楽フェスティバルを開催

サントリーホール
チェンバーミュージック・ガーデン2017

サントリーサマーフェスティバル
2017

サントリーホール・フェスティバル2017
ネルソンス指揮「ボストン交響楽団」演奏会
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■ともに「歌う」歓びを広げる「サントリー 1万人の第九」

サントリー 1万人の第九

1983年、大阪城ホールのオープニング記念イベントとしてスタートし、2017年で35回目を迎

えた「サントリー 1万人の第九」。サントリーグループは、師走の風物詩である本コンサートに

第1回から協賛しています。

1万人がともに「歌う」歓びやクラシック音楽の素晴らしさを感じられる機会として、レッスン会

場を拡大し、小学生からシルバー世代まで幅広い年代の方々が参加するなど、地域を越え、世

代を超え、ますます広がりをもったイベントとなっています。

また東日本大震災復興支援活動の一環として、2011 ～ 2013年は東北会場を設け、大阪城ホー

ルと中継を結んで開催し、2014年には、岩手県・宮城県・福島県から150名を大阪城ホール

へご招待しました。

サントリー 1万人の第九

最近、ゴマの健康成分「セサミン」とともにゴマ種子に含まれる抗酸化物質「セサモリン」および「セサミノール」の生合成酵素遺伝子

を世界で初めて発見しました。また、葉の縁の凸凹の形を制御する遺伝子を明らかにしました。これらの他、多くの研究成果が著名な

学術論文に掲載されています。

撮影：株式会社トミカラー

■公益財団法人 サントリー生命科学財団

サントリー生命科学財団は、国民の健康と栄養の向上を目的に、財団法人食品化学研究所として1946年に設立、1979年に財団法人

サントリー生物有機科学研究所への名称変更を経て、生命科学と有機化学の融合領域である生物有機科学を基盤とする研究活動と学

術振興を推進し、大学教授など、第一線で活躍する研究者を輩出してきました。

自らの研究所を「構造生物学」「有機化学」「分子生物学」の異分野融合拠点として位置付け、大学などの研究機関との共同研究を推

進しながら「分子を中心に据えた生命現象のメカニズムの解明」を目指した研究活動に取り組んでいます。また、大学などの研究を支

援する解析センター事業、若手研究者への研究助成、大学院生への奨学金、学術集会助成などの研究奨励助成事業、ならびに大学

院連携講座の開設による研究・教育支援、博士客員研究員制度などの研究人材育成事業を行っています。

財団の歴史を紹介する展示

800MHz超伝導核磁気共鳴分析装置
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社会と響きあう　文化・社会貢献

スポーツ活動

■ラグビー部「サントリーサンゴリアス」

スポーツの普及活動

社会人ラグビーチーム「サントリーサンゴリアス」は1980年に創部し、社会人ラグビーの全国リーグであるジャパンラグビートップリー

グに加盟しています。2016-17シーズン、2017-18シーズンのトップリーグ・日本選手権とも優勝し二年連続、二冠を達成しました。

スポーツを通じた健全な心と体の育成を支援するため、ラグビーの普及活動を積極的に行っています。毎年開催される「サントリーカッ

プ全国小学生タグラグビー選手権大会」への特別協賛も活動の1つです。2016年9月から行われた第12回大会では、日本全国から1万

人を超える小学生が参加し、タグラグビーを通じてスポーツの意義や楽しさを学びました。また、サンゴリアスの選手が直接指導する

ラグビークリニックも積極的に開催し、2017年は約3,000名の子どもたちが参加しました。

なお、サンゴリアスは、社会貢献活動にも力を入れており、ラグビークリニックの開催や、地域の清掃活動などにも積極的に参加しています。

2019年に日本で開催されるワールドカップに向けてラグビーの普及活動を強化し、子どもや女性など、多くの人にラグビーを知ってもら

う新たな取り組みも積極的に行っています。

サントリーグループは、企業スポーツへの参加や、スポーツ振興のための活動にも力を入れています。チーム活動では、ラグビーとバレー

ボールの自社チームを組織し、リーグ戦に参加しています。両チームとも競技の普及活動を重視し、オフシーズンを中心にラグビークリ

ニック・バレーボールクリニックを積極的に開催するなど、地域に根ざした活動を展開しています。

自然
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

社会
と響きあう

ラグビー部「サントリーサンゴリアス」 ラグビークリニック参加者 2017-18シーズン優勝

■バレーボール部「サントリーサンバーズ」

社会人バレーボールチーム「サントリーサンバーズ」は1973年に創部し、社会人バレーボールの最高峰で2018年10月に開幕する新

リーグ（V．LEAGUE）のV１リーグに加盟しています。

スポーツの楽しさを良さをより多くの方に知っていただくための活動として、バレーボールの技術指導や地域のバレーボール大会

（2017年に第12回小学生大会、第39回中学生大会、第21回ママさんバレー大会を迎えました）の運営サポートなどの普及活動を行っ

ています。またサンバーズの選手・スタッフが小中学生を中心に幅広い世代に直接指導するバレーボールクリニックには、2017年

は約4,000名が参加しました。

なおサンバーズは社会貢献活動も積極的に行っており、高齢者向けのボールを使った運動指導、警察と連携した青少年非行防止の啓

発や防犯運動のサポートなど、多様な活動に協力しているほか、東日本大震災復興支援活動として岩手県や宮城県、熊本地震復興支

援活動として熊本県の小中学生を対象にバレーボールクリニックを開催しました。

バレーボール部「サントリーサンバーズ」 地域を対象にしたバレーボールクリニック
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■サントリーレディスオープンゴルフトーメント

毎年6月の第2週に神戸市で行われる日本女子プロゴルフ協会公認のサントリー主催女子ゴルフトーナメント。また3日間トーナメントが

主流の国内において、メジャー大会同様4日間で争われることから、真の実力が問われるトーナメントとも言われています。サントリー

グループがスポンサーとして応援している宮里藍選手や森田理香子選手をはじめ、国内外のトッププレイヤーが優勝を飾っています。ま

た、インターナショナルオープントーナメントとして、未来を担う国内外のアマチュア選手に広く門戸を開き、若手育成を支援するととも

に、チャリティ活動にも力を入れてきました。

森田 理香子選手（2013年大会優勝時）

■サントリードリームマッチ

■サントリーチャレンジド・スポーツプロジェクト

「サントリー ドリームマッチ」は、1995年から“夢や感動を伝えたい”との想いから開催しているイベントで、これまでに延べ93万人を

超える野球好きの方々に、“夢の球宴”を楽しんでいただいています。2017年8月に東京ドームで開催された第22回大会では、山本浩

二監督率いる「ザ・プレミアム・モルツ球団」と、田尾安志監督率いる「東北・ジャパン ヒーローズ」が熱い戦いを繰り広げました。

東日本大震災復興支援活動の一環として、2014年から「チャレンジド・スポーツ」支援を開始しました。アスリートへの奨励金や競技

用用具寄贈などを行ってきたほか、東北の小中学校などで車いすバスケットボール体験教室を開催。累計4,000名以上に参加いただい

ています。

2015年からは公益財団法人 日本障がい者スポーツ協会および一般社団法人 日本車いすバスケットボール連盟のオフィシャルパート

ナーとして、復興支援に留まらず、競技活動や大会のサポート、従業員によるボランティアなどに取り組み、さらに車いすバスケットボー

ルのルール映像制作や、車いすバスケットボールのVR動画、アスリートの熱い想いをご紹介するWEB連載企画などを通じて、普及活

動に取り組んでいます。創業以来のチャレンジ精神｢やってみなはれ｣のもと、｢PASSION FOR CHALLENGE｣を掲げ、これからもアスリー

トとともに挑戦していきます。

当日の様子（2015年開催時）
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社会と響きあう　文化・社会貢献

社会福祉

創業者・鳥井信治郎は「利益三分主義」を唱え、事業の利益を社会に還元することを信念としていました。特に、恵まれない境遇にお

かれた人たちへの慈善活動、社会福祉活動に積極的に取り組みました。サントリーグループは社会のニーズの変化を見据えながら、現

在に至るまで社会貢献活動に継続して取り組んでいます。

自然
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

社会
と響きあう

社会福祉法人を通じた支援
■社会福祉法人 邦寿会

1921年（大正10年）、サントリーの創業者・鳥井信治郎が、社会奉仕への強い信念のもと生活困窮者救済のため、大阪市愛隣地区に

無料診療院「今宮診療院」を開設したことから「邦寿会」は始まります。「邦寿会」という名前は、鳥井信治郎の妻・邦（クニ）の名と

当時の社名「寿屋」の「寿」をとって命名されました。戦後の混乱期には、戦災者・海外引揚者・身寄りのない方のために宿泊施設な

どを提供し、その施設は、母子寮・養護老人ホーム・保育園へと受け継がれていきました。社会福祉法人として活動を続け、高殿苑（特

別養護老人ホーム・1974年開設）、どうみょうじ高殿苑(総合福祉施設・2008年開設)、旭区西部地域包括支援センター（2011年4月

に大阪市から受託）、つぼみ保育園（1975年開設）を運営しています。

また、時代のニーズに応え、訪問介護・通所介護・居宅介護支援などの在宅介護サービスも力を入れています。2017年春、高殿苑、

つぼみ保育園は、新築移転にて竣工を終え、さらに特色のある快適な施設・豊かな感性を育む保育を目指しています。

特別養護老人ホーム 高殿苑とつぼみ保育園 総合福祉施設 どうみょうじ高殿苑 高殿苑とつぼみ保育園での交流

フードバンク活動に協力し、児童養護施設等に当社の商品を寄贈
サントリーグループでは、フードバンク活動に取り組んでいる「NPO法人 セカンドハーベストジャパン」

を通じて2010年から児童養護施設や福祉施設、コミュニティセンター、被災地などに対して、清涼飲

料をはじめとした食品約52,000ケースを寄贈してきました。寄贈する商品は、あくまで市販品と同じ

品質であることを条件とし、その品質保証やお客様対応なども市販品と同様に行っています。2010年

より首都圏で開始し、さらに2013年からは沖縄へも範囲を広げています。今後も、このフードバンク

活動を継続し、必要に応じた数量を適宜お届けしていきます。

都内児童養護施設への寄贈

チャリティ・ボランティア活動の実施
■チャリティ活動

サントリーグループでは、チャリティイベントを通じた地域貢献活動を継続して行っています。また、全国の各事業所では、夏および歳

末助けあい運動における募金活動などに、積極的に参加しています。

チャリティを通じた街づくりを支援

サントリーレディスオープンゴルフトーナメント

サントリーレディスオープンゴルフトーナメントは、1990年の開始以来、チャリティ活動に力を

入れ、開催地の神戸市に消防車両などを寄贈してきました。また、2011年からは東日本大震

災の被災地にもチャリティ金を活用いただいています。2016年は熊本地震・東日本大震災から

の復興に向けた支援として、熊本県および宮城県名取市に計1300万円相当を寄贈し、防災対

策や消防車両購入等に活用いただきました。
宮城県名取市に寄贈した消防車両



154

サントリードリームマッチ2017

1995年から開催しているイベント「サントリードリームマッチ」では、ビールや飲料、グッズ、チャリティシートなどの売上金や出場選

手サイン入りユニフォームのチャリティオークション収益の一部を活用し、プロ野球の現役選手やOBによる野球教室・キャッチボール

教室の実施など東北の野球復興に役立てられました。その他、東北在住の方を抽選で100名を無料で招待したり、売上の一部がチャ

リティとなる有料席「東北応援チャリティシート」の実施など東日本大震災の復興を応援しています。

東北から100名を招待 チャリティ金を活用した被災地での
キャッチボール教室
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社会と響きあう　文化・社会貢献

次世代育成

次世代育成をさまざまな活動で支援
子どもたちが音楽・美術・スポーツ・環境教育などのさまざまな分野で、本物や一流に触れる機会を提供しています。少子化が進み、

次世代育成の重要性が高まる中、これらの活動を強化し、子どもたちの豊かな個性・人格形成を支援しています。

サントリーグループは、未来を担う子どもたちの健やかな成長を支援するため、音楽・美術・スポーツ・自然体験などを通じたさまざま

な次世代育成活動に取り組んでいます。

■サントリーホール ― 次代の音楽家・聴衆を育成

サントリーホールでは、子どもたちに一流音楽家による生演奏に触れていただき感動を経験してほしい、生活の中にクラシック音楽を取り入

れてほしいという考えのもと、さまざまな次世代育成プログラムを企画・運営しています。日本初の子どものためのオーケストラ定期演奏会

「こども定期演奏会」の開催や、港区立の小学校4年生を対象とした「港区&サントリーホール Enjoy! Music プロジェクト」を2014年から

継続的に行っています。そのほかにも、若手演奏家をウィーン・フィルハーモニー管弦楽団メンバーが直接指導する「ウィーン・フィル首席

奏者によるマスタークラス」、演奏家や音楽業界での活躍を目指す若い学生を対象にした「レインボウ21」などのプログラムを実施しています。

自然
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

社会
と響きあう

サントリーホールとサントリー美術館の共同企画
「アートキッズクラブ　いろいろドレドレ」

小学校での事前授業の様子 サントリーホールでの
港区&サントリーホール 

Enjoy! Music プロジェクト

「港区&サントリーホール Enjoy! Music プロジェクト」

港区とサントリーホールは、同区内の小学校4年生を対象に音楽を中心とした継続的な芸術体験プログラムを2014年から継続して行っ

ています。国際的に活躍する指揮者・大野和士氏が企画にかかわり、2017年は「声の響きを楽しもう」をテーマに、事前授業と演奏会

を開催しました。各小学校における2時間の事前授業では、サントリーホール オペラ・アカデミーから派遣するソプラノ・アルト・テノール・

バス各1名の歌手が出演。声域の違いや声の響き（ビブラート）についてのデモンストレーションと、「もみじ」の歌唱、また1月のコンサー

トでベートーヴェン「第九」の旋律を原語で歌うための事前指導を行いました。2018年1月12日には、サントリーホールに港区立小学

校4年生約1,400名が集まり、大野和士指揮による東京都交響楽団のコンサートを鑑賞しました。
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「エデュケーション・プログラム」の実施

サントリー美術館は、ミュージアムメッセージ「美を結ぶ。美をひらく。」のもと、次世代への教育普及活動に積極的に取り組んでいます。

中学生以下は入館無料のうえ、鑑賞支援ツール「わくわくわーくしーと」を無料で配布し、見どころをガイドするだけでなく、自由な発

想で鑑賞を楽しむ心を育てます。お客様と美術館をつなぐ交流の場としてスタートした「エデュケーション・プログラム」では、美術初

心者を対象に体験型ミニレクチャー「はじめてひらく　美のとびら」を開催するほか、毎週土曜日にはスライドを使ったわかりやすい展

示解説「フレンドリートーク」などを実施しています。展覧会に関連する記念講演会や、特別公演なども開催。また、プログラムに5回

参加した子どもたちを「美の達人」として認定する「フレンズ会員」制度を設けています。さらには、「スクール・プログラム」として、

港区を中心とした小・中学校の児童・生徒の来館受け入れや出張授業にも積極的に取り組んでいます。

「はじめてひらく　美のとびら」
シリーズ

学校団体のための
「スクール・プログラム」

■サントリー美術館 ― 子どもたちが美術に親しむ機会を提供

いつでも子どものいる美術館を目標に、子どもたちが気軽に美に親しめるプログラムを提供し、楽しみながら美を愛する心を育む活動

を幅広く展開しています。

サントリーホール 佐治敬三 ジュニアプログラムシート

若い世代へのクラッシック音楽の継承を願ってやまなかった初代館長 佐治敬三の遺志を継いだプログラム。

小・中学生を対象に各回ペア3組を大ホールでの土日祝日の対象公演にご招待しています。

佐治敬三ジュニアプログラムシート

子ども奏者による演奏 楽器に触れる体験コーナー

「こども定期演奏会」の開催

子どもたちが定期的にコンサートホールに行く習慣を身につけ、生活の中にクラシック音楽を取り入れてほしいという願いをこめて、 2002年か

ら「こども定期演奏会」を開催しています。これは、日本初の子どものためのオーケストラ定期演奏会です。聴くだけでなく参加できることが

特徴で、チラシの絵やシーズンのテーマ曲も子どもたちから募集・採用しています。また、オーディションにより選ばれた子ども奏者がオーケ

ストラの一員として演奏できるプログラムをはじめ、楽団員のレクチャーのもとで楽器に直接触れる企画や子どもレセプショニスト体験など、

参加型企画の充実を図っています。



157

■学校法人 雲雀丘学園を通じた支援

鳥井信治郎が1950年に学校法人 雲雀丘学園の初代理事長に就任して以降、同学園の幼稚園か

ら高等学校までの一貫教育を支援しています。鳥井信治郎は「親孝行」の気持ちを大切にしており、

「親孝行な人はどんなことでも立派にできます」が口癖でした。その創立精神は受け継がれ、学

園では現在も、「親は子の成長を願い、子は親に感謝し尊敬するという、人としての自然なこころ

が基本となって、家庭の輪につながり、社会のために尽くす気持ちが湧き出る」と考え、人間教

育に取り組んでいます。2008年からは「環境講座」の開講を支援し、現在は幼稚園、小学校の「花

育（はないく）」や「水育」、中学校、高校の校外活動・特別授業・講演と体系的に環境を学ぶプ

ログラムを実施、その活動を支援しています。

■無人島でのキャンプ体験で挑戦する心を育成

サントリーグループは香川県小豆郡にある無人島の余島（よしま）で1950年からキャンプ場を運営している公益財団法人 神戸YMCA

と、2007年から協働で「余島プロジェクト」を推進しています。これは無人島ならではの豊かな自然環境の体験・体感を通じて子ども

たちの夢や挑戦する気持ちを育むプロジェクトで、夏に開催される「余島サマーキャンプ」等、年間を通じてさまざまなプログラムを企画・

展開しています。2017年は約4,300名の子どもたちが余島を訪れました。

余島サマーキャンプ 余島

林間学校での植樹のようす

■スポーツを通じた子どもたちの育成を支援

サントリーグループは、スポーツを通じた子どもたちの健全な心と体の育成を支援するため、さまざまな活動を行っています。その一環

として、サントリーのスポーツチームも競技の普及活動に取り組み、ラグビー部「サンゴリアス」・バレーボール部「サンバーズ」の選手

が子どもたちを直接指導するクリニックを各地で開催しています。2017年には、17,000人を超える子どもたちが参加しました。その他、

サンゴリアスは「サントリーカップ全国小学生タグラグビー選手権大会」の運営サポートなど、子どもたちがラグビーに触れるさまざま

な機会で協力を行っています。またサンバーズは小学校の授業で「体を動かす楽しさを知ってもらうためのボール遊び教室」の開催や、

地域のバレーボール大会の運営サポートなどを実施しています。

ラグビークリニックの様子 バレーボールクリニックの様子

六本木開館10周年記念展「おもしろびじゅつワンダーランド2017」開催

デジタル技術とアナログ手法を駆使したさまざまな展示方法で日本美術を体験・体感・発見できる展覧会「おもしろびじゅつワンダーラ

ンド2017」を夏休みの時期に開催しました。2012年に続き第2弾となる本展覧会は、「ひらけ！美のとびら」を合言葉に、映像や音な

どを含めた空間全体で作品の世界を感じたり、デジタル技術を使ったインタラクティブな創作を体験するなど、日本美術と親しむ仕掛

けを通してサントリー美術館の名品との出会いを楽しんでいただきました。

声を出して白い大徳利に
「吹墨文」をつける

「切子」の美しさを映像とともに
体感する
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■次世代環境教育「水育（みずいく）」

■リアルな体験を通じて子どもたちの「職業観」を育成

水の恵みを商品に活かしてお客様にお届けする企業だからこそ、貴重な水資源を未来に引き継ぐために、次代を担う子どもたちにサント

リー独自のプログラム「水育（みずいく）」を展開しています。「水育」は子どもたちが水の大切さ、水を育む自然や森の大切さに気づき、

未来に引き継ぐために自分たちに何ができるかを一緒に考えるプログラムです。「森と水の学校」と「出張授業」の2つを中心に活動を

展開しています。2018年に活動開始から15年を迎えました。（後援：環境省、文部科学省）

サントリーグループでは、子どもたちが楽しみながら社会のしくみを学ぶことができる、職業・社会体験型施設「キッザニア東京・甲子園」

に、自動販売機の運営体験ができるパビリオン「ビバレッジサービスセンター」を出展しています。「ビバレッジサービスセンター」では、

自動販売機の仕組みを知り、商品をお客様へお届けする上での知恵や工夫を学び、美味しさと安心・安全を支える人々の想いを感じる

ことができます。普段何気なく目にしている街の風景である自動販売機に実際に触れ、運営体験を通して、「職業観」を育成し、子ども

たちの毎日の新たな気づきに繋がることを願っています。

水育「森と水の学校」 水育「出張授業」

自動販売機の中を知る 自動販売機に商品を届ける
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社会と響きあう　文化・社会貢献

被災地支援

自然
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

社会
と響きあう

熊本地震復興支援活動
サントリーホールディングス（株）は、平成28年（2016年）熊本地震の復興支援のため、「サ

ントリー水の国くまもと応援プロジェクト」としてサントリーグループ一体となった復興支援活

動の取り組みを開始しています。

4月の熊本地震発生直後にミネラルウォーター「サントリー天然水」約21万本を供出したほか、

5月には義捐金1億円を拠出するなど、熊本県の復興・再生に向けた支援活動に実施しています。

その後、2016年10月には3億円の追加支出を決定。「サントリー水の国くまもと応援プロジェ

クト」を立ち上げ、サントリー九州熊本工場を熊本県内に置く企業として同県の復興に貢献し

たいとの思いから、「熊本地域における地下水の持続可能性に貢献する活動」「文化・芸術・スポー

ツを通じた心と体の支援活動」を中心に継続して実施しています。

「熊本地域における地下水の持続可能性に貢献する活動」

サントリー熊本地下水みらいプロジェクト

冬水田んぼの復旧

復旧工事 田植えイベント 念願の収穫
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「文化・芸術・スポーツを通じた心と体の支援活動」

サントリースポーツチームによるバレーボール教室やラグビー教室、野球教室を被災地で開催

スポーツ教室開催

「サントリードリームマッチ」ライブビューイング

被災地の中学校・高校の吹奏楽部生が練習を重ね、最後にはサントリーホールで公演す

るプロジェクトを実施

佐渡裕氏率いるスーパーキッズオーケストラによる復興祈念公演開催

参加者数

1,200約 名

ウィーン・フィルによる復興祈念公演開催

参加者数

1,300約 名

サントリーサンゴリアスによる
ラグビー教室

サントリーサンバーズによる
バレー教室

約

参加者数

1,100 名約
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コミュニティ支援

サントリーフラワーズと協働でフラワーワークショップの開催

九州熊本工場周辺の嘉島町・益城町・御船町を中心に、サントリーの資産を活用した支援活動を展開

参加者数

200約 名

参加者数

400約 名

九州熊本工場周辺3町の被災者の皆さまを工場ツアーに招待

東日本大震災復興支援活動
サントリーグループは、東日本大震災からの復興に向けて、継続的な支援を展開し

ています。震災直後の緊急支援として100万本のミネラルウォーターと被災3県に対

して3億円の義捐金を贈呈。さらに2011年に40億円、2012年に20億円、2013年

に25億円、2014年に20億円の追加拠出を決め、合計108億円の規模で復興支援

に取り組んでいます。

太陽のように暖かな光が被災地にさんさんとふりそそぐようにとの思いを込めて、「サ

ントリー東北サンさんプロジェクト」を立ち上げ、「漁業」「子ども」「チャレンジド・スポー

ツ」「文化・スポーツ」の分野を中心に、支援活動を継続しています。

「漁業」の早期復旧のため、漁船や漁具、定置網などの取得を支援するとともに、「子

どもたち」の健やかな成長を応援するため、公益社団法人セーブ・ザ・チルドレン・ジャ

パンとともに水産高校生などへの奨学金をはじめ、安心して学び遊べる場所づくり（学

童保育施設など）や子ども支援NPOへの助成などを行っています。また、笑顔と元

気をお届けするために、「文化・スポーツ」を通じたさまざまな活動も展開しています。

そして、2014年からは、夢と希望をお届けしたいとの思いから、岩手県・宮城県・

福島県を対象に、「チャレンジド・スポーツ（障がい者スポーツ）」を応援しています。

アスリート個人や団体の活動を資金面から支援する「チャレンジド・アスリート奨励

金」、子どもたちを中心に競技やアスリートにふれあう機会を提供する「チャレンジド・

スポーツ体験教室」、普及・強化や育成を支援する「チャレンジド・スポーツ育成サポー

ト」を中心に、7年間にわたって、10億円の規模で展開していきます。
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県を通じて漁業の早期復興を支援するため、宮城県に30億円、岩手県に25億円の寄付金を贈呈

漁業の復興支援

各県に漁業復興のための寄付金贈呈

漁業者の負担を軽減するため、宮城県・岩手県を通じて、漁船の取得費用の一

部を負担し、遠洋マグロ用・イカ釣り用などの大型漁船から小型漁船まで約1万

隻の復旧を支援

漁船取得支援

漁船取得支援数

10,000約 隻

宮城県・岩手県への漁業復興のための寄付金は、定置網・養殖施設などの復旧にも活用

漁具・漁業関連施設復旧支援

漁具支援数

1,100約 件

定置網支援数

400約 件

■支援実績
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未来を担う子どもたちの支援

水産高校7校の被災した生徒を対象に2012年から5年間、返還義務のない奨学金を支給

水産高校奨学金

奨学金受給生数（のべ人数）

3,000約 名

特に厳しい環境に置かれている福島の子どもたちが安心して学び遊べるように、学童保

育施設や指導員研修、園外保育などの支援を展開

福島の子ども学び遊べる場所づくり支援

園外保育など屋外活動参加者数

8,800約 名

学童保育施設建設数

5棟

避難生活が長期化している福島の子どもたちをきめ細かく支援しているNPO団体への助

成を3年間実施

福島子ども支援NPO助成

助成団体数

57団体

子どもたちが企画・デザインした施設「石巻市子どもセンター」（宮城県）・｢山田町ふれあ

いセンター ｣（岩手県）の建設費全額を支援

｢石巻市子どもセンター｣・｢山田町ふれあいセンター｣建設

石巻市子どもセンター年間利用者数

30,000約 名
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チャレンジド・スポーツ支援

被災地の小中学校や競技施設で、チャレンジド・アスリートによる車いすバスケットボー

ルを中心とした競技体験教室を開催

チャレンジド・スポーツ体験教室

個人・団体への助成を通じ、チャレンジド・スポーツの振興や世界レベルの選手の育成・

強化を支援

チャレンジド・アスリート奨励金

米国大使館・米日カウンシル-ジャパン主導のTOMODACHIイニシアチブと協働し、

｢TOMODACHIサントリー音楽奨学金｣では米国の音楽大学に入学する被災地の学生を

支援。｢TOMODACHIサントリー福島未来ミュージックプログラム｣では、福島県ふたば

未来学園高校の吹奏楽部生を対象に、米国におけるニューヨーク・フィルハーモニー管

弦楽団によるワークショップで学ぶ機会を提供

TOMODACHIイニシアチブとの音楽を通じた協働プログラム

寄付額

100約 万ドル

チャレンジド・スポーツの普及および育成のため、公共施設の改修や競技用車いすなどの

競技用具を寄贈

各県でのチャレンジド・スポーツ指導者育成のための車いすスポーツ導入教室を開催

チャレンジド・スポーツ育成サポート

競技用車いす

35台

車いすスポーツ導入教室

5回開催

STT用卓球台

5台

施設改修

3ヵ所

団体部門

84のべ 団体

個人部門

198のべ 名

参加者数

4,000約 名

2018年1月時点
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文化・スポーツを通じた支援

ウィーン・フィル&サントリー音楽復興祈念賞受賞活動

84団体

ウィーン・フィルハーモニー管弦楽団とともに、音楽活動への助成や被災地でのコンサー

トを展開

ウィーン・フィル＆サントリー音楽復興基金

「こどもたちのためのコンサート」来場者数

9,600約 名

重要無形文化財保持者（人間国宝）をはじめとした伝統工芸作家による出張授業を実施

サントリー＆日本工芸会「おもしろびじゅつ教室 in 東北」

「おもしろびじゅつ教室」参加者数

1,200約 名

被災地の中学校・高校の吹奏楽部生が練習を重ね、最後にはサントリーホールで公演す

るプロジェクトを実施

仙台を本拠に置く仙台フィルハーモニー管弦楽団と協働し、2016年より東北の被災地を

回るコンサートを実施

みちのくウインド・オーケストラ

サントリー &仙台フィル　みんなのまちのコンサート

参加者数

350約 名

参加者数

700約 名

仙台市と郡山市でサントリー美術館の所蔵品による日本美術の展覧会を開催

サントリー美術館　出張展覧会

来場者数

32,000約 名
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｢サントリー 1万人の第九｣などの文化イベントや「サントリードリームマッチ」・ラグビー国

際試合などにご招待

サントリースポーツチームによるバレーボール教室やラグビー教室、野球教室を被災地

で毎年開催

文化・スポーツイベントに被災地の方を招待

スポーツ教室開催

文化イベント招待者数

9,400約 名

スポーツ教室参加者

5,300約 名

スポーツイベント招待者数

21,400約 名
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災害被災地への支援
サントリーグループでは、国内外の大規模な災害時に義捐金の寄付や、飲料水の提供など、被災者および被災地に支援を行っています。

■主な義捐金の拠出

年 件名 寄付金額 寄付相手先 ニュースリリース

2010
2010ニュージーランド南島大
地震

325万円
Cristchurch earthquake appeal 
fund

2010 宮崎県における口蹄疫被害 1,000万円
宮崎県、社会福祉法人宮崎県共
同募金会

宮崎県における口蹄疫被害に対する義
捐金について

2010 チリ大地震 500万円 チリ大使館
チリ大地震による被害に対する義捐金
について

2010 ハイチ大地震 1,000万円 日本赤十字社
ハイチ大地震の被災地に対する義捐
金について

2011 タイの洪水被害 約250万円 タイ王国政府 タイの洪水被害に対する支援について

2011
2011ニュージーランド南島大
地震

620万円 ニュージーランド赤十字社
ニュージーランド地震に対する義捐金
について

2011
豪州・クィーンズランド州にお
ける洪水被害

800万円
クィーンズランド州 The Premier's 
Disaster Relief Appeal

豪州・クィーンズランド州の洪水被害
に対する義捐金について

2011 ～ 東日本大震災

2011年　43億円
2012年　20億円
2013年　25億円
2014年　20億円

（累計108億円）

岩手県、宮城県、福島県、セーブ・
ザ・チルドレン・ジャパンほか

東日本大震災に対する義捐金について

2014 広島における土砂災害 100万円 中国新聞社会事業団

2015 ネパール大地震 300万円 ネパール地震被災救済基金

2016 熊本地震

2016年4月
1億円
2016年10月
3億円

熊本県 熊本県への義捐金リリース

2017 九州北部豪雨災害
福岡県　(500万円)
大分県　(500万円)

福岡県、大分県
九州北部豪雨災害被害に対する義捐
金について

2017
米国大型ハリケーンによる被
害に対する支援

約1億１千万
（100万ドル）

アメリカ赤十字社
米国大型ハリケーンによる被害に対す
る支援について

2017
メキシコ地震による被害に対
する支援

約2,200万円
（20万ドル）

メキシコ赤十字社
メキシコ地震による被害に対する支援
について

サントリーフーズ（株）では「緊急時飲料提供ベンダー（自動販売機）」を開発し、設

置を進めています。普段は通常の自動販売機同様に飲料を販売し、災害発生などの

緊急時には無料で飲料を提供。電源が落ちた場合でも、簡単に飲料を取り出せます。

2011年3月の東日本大震災時にも、多くの方々に活用いただきました。行政施設や病

院などを中心に設置を進めています。このタイプの自動販売機を、今後も積極的に投

入していきます。

災害時に飲料を無料提供

緊急時飲料提供ベンダー
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社会と響きあう　文化・社会貢献

地域貢献

工場周辺地域との共生
サントリーグループの主要工場では、地域住民の皆様との対話や、工場内に造成した公園・遊歩道を開放するなど、地域交流の場を提

供しています。新たに工場を建設する際には、第三者による環境影響評価を行い、周辺住民の皆様にご理解いただくとともに、生物多

様性の保全や工場内の緑化など自然との共生に努めています。

■工場緑化の推進

サントリーグループの工場では、生物多様性にも配慮し、地域の環境と調和した緑化を進めており、緑化優良工場として各地で表彰を

受けています。

自然
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

社会
と響きあう

表彰年 表彰工場 表彰名

1987 利根川ビール工場 東京通商産業局長賞

1989 白州蒸溜所 内閣総理大臣賞

1993 梓の森工場 通商産業大臣賞

2002 山崎蒸溜所 経済産業大臣賞

2006 九州熊本工場 日本緑化センター会長賞

2008 高砂工場 日本緑化センター会長賞

2014 利根川ビール工場 経済産業大臣賞

2014 九州熊本工場 経済産業大臣賞

2014 榛名工場 日本緑化センター会長賞

緑化優良工場等表彰（主催：日本緑化センター）

表彰年 表彰工場 表彰名 主催

1986 九州熊本工場 緑化優良工場九州経済産業局長表彰 九州経済産業局

1997 利根川ビール工場
全国植樹祭開催記念
環境緑化コンクール特別大賞

群馬県

2005 九州熊本工場 くまもと景観賞・地域景観賞 熊本県

2011 天然水奥大山ブナの森工場 日本緑化工学会賞（技術賞） 日本緑化工学会

その他の緑化関連表彰
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■工場見学を通じてお客様と対話

美味しさや安全へのこだわり、自然環境への配慮など、商品を通じた取り組みを多くの方に知っていただくため、ビール工場・ウイスキー

蒸溜所・ワイナリー・天然水工場などで、工場見学や特別セミナーを実施しています。製造工程や歴史をわかりやすくご説明するほか、

試飲などをお楽しみいただけます。また、ビールづくりのこだわりや、ウイスキーの楽しみ方などを学べる特別セミナーも開催しており、

全国で年間約79万名のお客様にご来場いただいています。

ビール工場での特別セミナー開催天然水工場での工場見学
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社会と響きあう　文化・社会貢献

従業員ボランティア

自然
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

社会
と響きあう

従業員のボランティア活動
サントリーグループでは「利益三分主義」に基づき、さまざまな社会貢献活動を行っていますが、グループ従業員一人ひとりもまた、社

会との関係を持つことが大切だと考えています。“Growing for Good”へ向け誠実で信頼される人間として成長しつづけるため、ボラ

ンティア活動をはじめとした従業員の社会参加を積極的に支援しています。

支援制度としては、「ボランティア休暇制度」を設けており、さまざまな活動に参加しました。

ボランティア機会の提供としては、活動紹介・申し込みシステムである「ボランティアウェブ」（公益社団法人日本フィランソロピー協会提供）

を導入しました。全国各地のボランティア活動が掲載されており、分野や活動日ごとに検索が可能となっています。また、今まで限られ

た拠点でしか開催できていなかった国際貢献ボランティア「みんなで布チョッキン」「絵本を届ける運動」のプログラムをＮＰＯと協働で

パッケージとして整え、ボランティアウェブ上に掲載、従業員自らが希望の場所で開催できる形を実現しました。

「ボランティアウェブ」のページ

社会福祉法人「邦寿会」が運営する高齢者福祉施設や保育園では、サントリー

グループの従業員に窓拭きや草取りなどの作業への参加を募るとともに、新

入社員も研修の一環として、「どうみょうじ高殿苑」でのボランティア活動

に参加しています。

ボランティア活動「邦寿会でのボランティア活動」
高齢者福祉施設での窓拭きや保育園の運動会のお手伝い

「邦寿会」での清掃作業
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熊本地震復興支援「サントリー水の国くまもと応援プロジェクト」の一環として、『第25回益城町「阿蘇くまもと空港・テ

クノ周辺」ジョギングフェア大会』に運営ボランティアとして参加しました。震災後はじめての町の大きなイベントで、

ランナーとボランティア約2,000人が集まりました。サントリーからはグループ各社から19名が参加し、給水所でドリン

クや果物を配布し、町の方々と共にランナーを応援しました。

ボランティア活動「熊本県益城町ジョギングフェア大会」
震災後再開した町のジョギング大会に運営ボランティアとして参加

運営ボランティアの様子

■全国の事業所で美化活動を実施

全国にあるサントリーグループの各事業所では、周辺の清掃をはじめ、自治体が主催するごみ拾いへの参加など、環境美化に取り組ん

でいます。2015年の「東京ベイ・クリーンアップ大作戦」（2003年から協力・協賛）には、従業員および家族も参加し、住民や近隣企

業の方々とともに約80kgのごみを回収しました。

■グループ会社の取り組み

東京ベイ・クリーンアップ大作戦 武蔵野ビール工場の従業員・
家族による多摩川清掃

植樹の様子

「P LOVE GREEN」 ― （株）プロントコーポレーション

2010年4月に「お客様の精神（こころ）と肉体（からだ）に安らぎと喜びを与え、明日への創造を生み出すJUNCTIONとなる」という

基本理念と、プロントのブランドカラーである「Green」という原点を見つめ直し「P LOVE GREEN宣言」を発表し、人と自然にやさしい、

また、ワクワクするプロントらしい活動を「P LOVE GREEN」と名づけ、メニューやグッズ、店内環境、エンターテインメントの提供や

社会貢献活動にまで広げています。

その1つの活動として、2010年度の東京都「緑の東京募金」への寄付に始まり、東日本大震災以降は被災地の緑化事業にも寄付し、

2012年および2015年には、農林水産大臣感謝状をいただきました。加えて、東日本大震災で被災した防災林などの植樹活動を現地

の子どもたちとともに実施しています。
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霧多布湿原ナショナルトラストを支援 ― ハーゲンダッツ・ジャパン(株)

花を通して地域の活性化を支援 ― サントリーフラワーズ(株)

原料の牛乳の生産地である北海道根釧地区において、2007年から厚岸郡浜中町の

霧多布湿原ナショナルトラストへの支援を行っています。霧多布湿原は国内では3番

目に大きな湿原で、1993年にはラムサール条約にも登録されています。資金面の支

援に加え、毎年当社従業員が地元の方々とともに、木道の補修をするなど湿原の景

観保全のボランティア活動を行っています。このボランティア活動は2017年で11回

目となり、引き続き毎年実施していく予定です。

「地域に花のあるくらし」を多くの方に体験していただくため、公園などに花苗を提

供しています。2012年からは「赤い花で日本を元気に！」をスローガンに、全国各

地の公園や公共施設などに花を植え、コミュニティの活性化にも役立てていただく

活動「赤い花プロジェクト」を全国で展開。「サフィニア・レッド」の花苗を全国各地

の団体へ寄贈しました。2015年からは活動の輪をさらに広げて「大きな花プロジェ

クト」として取り組んでいます。

木道補修風景（2014年）

「赤い花プロジェクト」の植栽
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社会と響きあう　文化・社会貢献

チャレンジド・スポーツ支援

自然
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

社会
と響きあう

サントリーチャレンジド・スポーツプロジェクト
サントリーグループは、東日本大震災復興支援の一環として、2014年に「チャレンジド・スポーツ支援」を開始。

2015年からは、復興支援の枠を超えて、アスリートたちに寄り添いながら普及から強化まで幅広く取り組んでいます。

■「PASSION FOR CHALLENGE　-ともに夢に挑もう-　」

障がいをものともせず、自らの限界に果敢に挑戦していくチャレンジド・アスリートたち。

当社も創業以来、挑戦精神｢やってみなはれ｣のもと、さまざまな新分野を切り拓いてきました。

そんなサントリーだからこそ、選手の熱意・挑戦に共感し、選手に寄り添って、

その挑戦、無限大の可能性を応援していきたい、という思いから活動を展開しています。

１．オフィシャルパートナー

① 公益財団法人　日本障がい者スポーツ協会（2015年〜）

② 一般社団法人　日本車いすバスケットボール連盟（2015年〜）

③ 車いすバスケチーム「宮城MAX」「TEAM EARTH（福島）」
　「ラッセル岩手」「SCRATCH」（2015年〜）

２．体験教室

チャレンジド・スポーツの認知向上・普及のために、東北の小中学校や公共施設等で

「宮城MAX」などを講師に迎え車いすバスケットボール体験教室を年間10回以上開

催しています。

その他、ブラインドサッカー・ブラインドマラソン・チェアスキー体験・ボッチャな

ど幅広い競技の体験も実施しました。

参加者数：累計約4,000名

（2018年4月時点）

３．サントリーチャレンジド・アスリート奨励金

チャレンジド・スポーツの振興や世界レベルの選手の育成・強化を目指し、 岩手・宮城・

福島県を対象に実施しています。

助成先：個人のべ198名・84団体に支給（総額約1億3千万円）。

（2018年4月時点）
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４．車いすスポーツ導入教室開催（対象：車いすスポーツ未経験者や支える方）

車いすスポーツの裾野拡大を目指し、パラリンピアン（アイススレッジホッケー）の

上原大祐氏と、ドイツ障がい者スポーツ連盟公認リハビリテーションスポーツ指導

員資格を取得した橋本大佑氏を講師に迎え、岩手・宮城・福島県でこれまでに5回

開催しています。

5．競技用具寄贈・競技施設改修

チャレンジド・スポーツの環境整備のため、岩手・宮城・福島県を対象に、競技用

車いすなど競技用具の寄贈や宮城MAXの練習拠点の体育館を含む施設改修を実施

しました。

競技用具寄贈数　63式、施設改修　3箇所

７．従業員参加・啓発

① 関東地方勤務のサントリーグループ社員対象（約3,600名）のソフトバレーボール

　 大会にて、日本代表選手などによる車いすバスケ体験教室およびデモンストレー

　 ションを実施。弊社ラグビー部・バレーボール部も参加し、障がいの垣根を越え

　 てスポーツの交流を行っています。（2015年〜実施中）

② 大会観戦（観戦・応援参加者数　2017年　約360名）

　 ジャパンパラ陸上大会（2015）、国際車いすバスケットボール大会｢北九州チャ

　 ンピオンズカップ｣（2015）、2015IWBFアジアオセアニアチャンピオンシップ

　 千葉（2015）、国際親善女子車いすバスケットボール大阪大会（2016、2017）、

　 車いすバスケットボール日本選手権大会（2016、2017）、国際車いすバスケットボー

　 ル大会「World Challenge Cup」(2017)に社員観戦を案内

③ 大会ボランティア

　 車いすバスケットボール日本選手権大会（2016）、ジャパンパラウィルチェアー

　 ラグビー大会（2016）や体験教室などに計15名が参加しました。

６．大会協賛

車いすバスケの普及および競技環境整備のため、下記の大会に協賛、運営をサポート。

より親しみを持っていただく取り組みなども実施しています。（2017年度実績）

① 内閣総理大臣杯争奪 日本車いすバスケットボール大会
　 スペシャルパートナーとして大会協賛、さまざまな施策を展開

　 ◆車いすバスケットボール体験ブース出展、サンプリング
　 　車いすバスケットの試合中の目線が疑似体験できるVR動画の体験コーナーを
　　 実施

　 ◆サントリー車いすバスケシュートコーナー開催
　　 実際に車いすに乗ってシュート体験を行うコーナーを設置

　 ◆副賞贈呈
　　 MVP・得点王・特別賞「サントリーやってみなはれスピリッツ賞 」の選手に
　　 サントリー商品1年分

② 国際親善女子車いすバスケットボール大阪大会

③ 国際車いすバスケットボール大会「World Challenge Cup」

④ 国際車いすバスケットボール大会｢北九州チャンピオンズカップ｣
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８．車いすバスケットボール ルール映像制作

車いすバスケの認知向上のため、分かりやすく親しみやすいアニメーションによるルー

ル映像を制作し、日本選手権などでも上映しました。

facebook公式ページにおける再生数・シェア数

再生回数：国内外で約15万回再生

シェア数：1,200件以上

９．車いすバスケットボールの試合中の視点が体験できるVR動画制作

車いすバスケットボールを身近に、そして迫力・魅力をより感じてもらうため、選手

視点で試合中の目線が擬似的に体験できるVR動画を当時の日本代表選手にも出演

いただき、制作しました。

再生回数：SNS上を中心に、約10万回再生

10．サントリー HP内で連載企画「OUR PASSION」掲載

選手や競技の認知度向上・普及のため、「サントリーチャレンジド・スポーツプロジェ

クト」に関わっていただいているアスリートやスタッフの方々を取材し、挑戦に懸ける

想い（OUR PASSION）を掲載しています。朝日新聞デジタル編集部に協力いただ

いています。

11．チャレンジド・アスリート　谷 真海（旧姓：佐藤 真海）の活動支援

走り幅跳びでパラリンピック3大会に連続出場し、2016年からはパラトライアスロン

に転向。また、2020東京大会招致スピーチや、復興支援を含む様々なCSR活動に

も取り組んでいます。

「2017年ITU世界トライアスロングランドファイナル2017」（世界選手権）PTS-4ク

ラスに出場し、日本人として初めて優勝を収めました。
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サントリーグループは人材の多様性を推進し、多様な価値観や発想を取り入れ、活かすことにより、より大きな価値を創出する「ダイバーシティ経営」を人事の

基本方針としています。現在のサントリーグループにとって最も重要な課題は、新たな価値創造に挑戦する「人材育成」と従業員一人ひとりが最大限に力を発

揮する、創造性あふれる「職場環境づくり」です。多様な従業員が失敗をおそれず、より高い目標にチャレンジする人材を評価するしくみも構築しています。

自然
と響きあう

社会
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

従業員
と響きあう

CSR の取り組み　

従業員と響きあう ダイバーシティ経営

※この章の記載はサントリーホールディングス（株）、サントリー食品インターナショナル（株）、サントリープロダクツ（株）、サントリーウエルネス（株）、サントリースピリッツ（株）
　サントリービール（株）、サントリー酒類（株）、サントリーワインインターナショナル（株）、サントリー MONOZUKURIエキスパート（株）、サントリービジネスシステム（株）、
　サントリーコミュニケーションズ（株）、サントリーBWS（株）、サントリーグローバルイノベーションセンター（株）などに勤務し、サントリーホールディングス（株）、またはサントリー食
　品インターナショナル（株）と雇用契約を結ぶ従業員6,713名を対象とします。（2017年12月31日現在。グループ・グローバル展開は除く）

人事の基本的な考え方

ダイバーシティの推進

雇用・就業状況

ワークライフバランスの推
進

人材育成

労使関係

一人ひとりがいきいきとやりがいをもって

働き、もてる力を最大限発揮している状

態を目指しています。

多様な従業員が「やってみなはれ」を発

揮できるよう、従業員の属性の多様化を

推進し、違いを受け入れ活かす組織づく

りに取り組んでいます。

サントリーグループで働く従業員につい

て、2017年のデータを掲載しています。

多様な従業員一人ひとりが能力を十分発

揮できるよう、ワークライフバランスに配

慮して、働きやすい環境づくりに努めてい

ます。

公正で納得性の高い人事制度を基本に、

能力を開発・発揮しやすい環境づくりに

努めています。

労使が協力して働きやすい職場づくりに

取り組んでいます。

グループ・グローバル人事
活動

グローバル展開の加速化に伴い、グロー

バルレベルで様々な取り組みを行ってい

ます。

労働安全 健康経営

従業員が安心して働くことが企業の活力

につながるとの考えのもと、労働安全を

推進しています。

2016年から健康経営をスタートし、従業

員・家族の心身の健康をさらに推進して

いきます。
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CSR行動計画

重点項目 中期目標 2017年度の実績 2018年度アクションプラン 評価

人権の尊重

人権尊重を第一とする組織
風土の醸成とグループ全体
での人権マネジメントのし
くみ構築

・2016年 実 施 の人 権 講 演 会 収 録
DVDにて、全国生産拠点R&D（21
拠点）にてセミナーを実施した。

・新任マネジャー・新入社員などの階
層別人権研修を継続実施した。

・人権講演会（テーマ：「セクシャルマ
イノリティを巡る企業の人権課題（仮
題）」を7月に実施する。約20拠点
中継予定

・新任マネジャー・新入社員などの階
層別人権研修を継続実施する。

人材育成
人材育成システムのしくみ
強化と従業員の「やってみ
なはれ」の促進

・創業の精神の更なる浸透を図るた
め、各階層別研修において企業理
念について考えるプログラムを導入
した。国内グループ会社を対象とし
て、企業理念に向き合うプログラム
をトライアル実施。

・第3回「有言実行やってみなはれ大
賞」の選考・表彰を実施。4月から
第4回をスタート。

・各階層別における企業理念プログラ
ムの進化

・国内グループ会社を対象とした理念
共有プログラムの更なる拡大

ダイバーシ
ティの推進

多様な価値観や発想を受け
入れ、活かすことにより、
より大きな価値を創出する
ダイバーシティ経営の実現

・長期視点でのキャリア拡大と職域創
造に加え、将来の介護に備えた介
護セミナーを実施。

・キャリアワークショップ：214名参加
・ライフプランセミナー：319名参加
 ・介護セミナー：250名参加
 ・知的障がい者３名が入社し、合計

11名体制に。グループ15社との接
点を持ち、20を越える様々な業務
を担う。

 ・グループ合同面接会やグループHR
等を通じて各社との情報交換、ノウ
ハウ提供によりグループ各社での障
がい者雇用促進を実現。

・ 営業部門においては、エイジョカ
レッジに参加。参加したメンバーが
自発的に営業女性向けのセミナーを
開催するなど、本活動による良い波
及効果を生んでいる。生産研究部門
では、技術系女性社員の上司向けに
セミナーを実施し、マネジメント見
直しの機会を提供した。

・さらなるシニア層の活躍に向けて、
ライフサイクル相談室や、キャリサ
ポート室との連携で、現場の声に寄
り添いながら、現状把握・課題整理
を実施する

・知的障がい者雇用において更なる雇
用の創出。またグループ会社での雇
用率2.2％達成に向けた取り組みと
職場定着に向けた支援を強化。営
業、生産研究部門へのアプローチ
継続とともに、参加メンバーによる
自発的な取り組みに進化発展して
いくように取り組んでいく。加えて、
マネジャー層のパイプライン確立を
目指し、ストレッチ機会の提供、キャ
リアについて考えるイベントを継続
実施する。

ワークライ
フバランス
の推進

働き方の革新と一人ひとり
が能力を発揮できる職場づ
くり

・働き方改革推進リーダー・マネジャー
と労使の三位一体となった取り組み
の結果、年休取得日数約1日増を達
成。

・働き方改革推進リーダー制度の更な
る教科を基盤に、RPAといったIT活
用によるBPR等の取り組みを推進し
ていく。

目標達成：  　            目標達成70％以上：    　 　目標達成70％未満： 
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従業員と響きあう　ダイバーシティ経営

人事の基本的な考え方

サントリーグループで働く従業員一人ひとりがプロフェッショナルとして自立し、新たな価値を生み続ける集団を目指しています。

自然
と響きあう

社会
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

従業員
と響きあう

人事の基本的な考え方
サントリーグループは、「Growing for Good」の実現に向けて、従業員一人ひとりがいきいきと、

やりがいをもって働き、もてる力を最大限発揮している状態を目指し、従業員の多様さを前提

とした「ダイバーシティ経営」を人事の基本的な考え方としています。

・国籍・性別・年齢・障がいなどによる差別をしない「人物本位の採用」

・個々人の能力を活かすための「適材適所の人材配置」

・個々人の役割と成果に応じた「実力本位の処遇」

フレッシュで活力ある企業風土を支えるのは、業務の担い手であり、また一人の生活者である従業員です。今後も「やってみなはれ」の

精神のもと、いつでも新しいことに挑戦できる企業であり続けるために、「働きがい」と「働きやすさ」の両立を目指した制度と職場環

境を整えていきます。

■「社員意識調査」で会社の組織風土を調査

サントリーグループは、「Growing for Good」の実現に向けて、職場で働く従業員の意識を継続的にモニタリングし、経営施策に活か

しています。近年は、グループ会社へも広く展開し、2017年は60社で調査を行いました。結果は各社・各部署長にフィードバックし、

それぞれの課題解決に役立てています。

■現地採用に関する考え方

サントリーグループは事業を行う地域社会とともに持続的に成長を続けるため、各拠点で現地採用を積極的に行っています。海外グルー

プ会社では現地採用者を中心に約20,000人の従業員が働いており、海外比率は全体の約52％を占めます。海外グループ会社の役員・

上級管理職については、原則的に現地採用者を登用しています。
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サントリーグループで働く従業員について、2017年のデータを掲載しています。

自然
と響きあう

社会
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

従業員
と響きあう

サントリーグループの雇用・就業状況

■正社員数（2017年12月31日現在）

2017年12月31日現在のサントリーグループの雇用状況は以下の通りです。

※2012年まではサントリーホールディングス（株）のみで掲載しています

※SHD：サントリーホールディングス（株）

※SBF：サントリー食品インターナショナル（株）

■平均年齢・平均勤続年数（2017年12月31日現在）

※SHD：サントリーホールディングス（株）

※SBF：サントリー食品インターナショナル（株）

2013年 2014年 2015年 2016年 2017年

SHD SBF SHD SBF SHD SBF SHD SBF SHD SBF

平均年齢 38.5歳 40.4歳 39.0歳 40.9歳 39.6歳 41.7歳 40.8歳 42.0歳 41.3歳 42.3歳

平均勤続年数 15.3年 17.0年 15.8年 17.4年 16.3年 17.3年 16.6年 17.6年 17.1年 17.8年

従業員と響きあう　ダイバーシティ経営

雇用・就業状況
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■年齢別人数・構成比（2017年12月31日現在）

SHD籍+SBF籍

2017年

男性 女性 人数計 構成比

60代 410 44 454 7%

50代 1,118 233 1,351 20%

40代 1,478 325 1,803 27%

30代 1,567 467 2,034 30%

20代 681 390 1,071 16%

   社員計 5,254 1,459 6,713 100%

構成比 78% 22%

（単位：人・％）

■従業員数データ（2016年12月31日現在）

※契約社員等：嘱託社員およびアルバイト

※SHD：サントリーホールディングス（株）

※SBF：サントリー食品インターナショナル（株）

2013年 2014年 2015年 2016年 2017年

SHD SBF 合計 SHD SBF 合計 SHD SBF 合計 SHD SBF 合計 SHD SBF 合計

男性 37 17 54 43 15 58 42 13 55 41 14 55 45 13 58

女性 2 0 2 2 0 2 3 1 4 4 1 5 2 3 5

役員 39 17 56 45 15 60 45 14 59 45 15 60 47 16 63

男性 1,309 634 1,943 1,348 628 1,976 1,392 607 1,999 1,422 627 2,049 1,308 597 1,905

女性 132 29 161 146 31 177 166 33 199 185 34 219 187 38 225

マネジャー
相当職

1,441 663 2,104 1,494 659 2,153 1,558 637 2,195 1,607 661 2,268 1,495 635 2,130

男性 2,393 704 3,097 2,398 737 3,135 2,432 741 3,173 2,429 745 3,174 2,562 787 3,349

女性 931 151 1,082 959 168 1,127 964 188 1,152 976 205 1,181 1,008 226 1,234

メンバー相
当職

3,324 855 4,179 3,357 905 4,262 3,396 932 4,328 3,405 950 4,355 3,570 1,013 4,583

正社員数 4,765 1,518 6,283 4,851 1,564 6,415 4,954 1,569 6,523 5,012 1,611 6,623 5,065 1,648 6,713

男性 389 54 443 296 55 351 205 45 250 161 42 203 106 31 137

女性 93 15 108 88 18 106 81 15 96 82 22 104 79 19 98

契約社員等※ 482 69 551 384 73 457 286 60 346 243 64 307 185 50 235

派遣社員 566 44 610 516 44 560 542 49 591 560 52 612 567 59 626

（名）
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■採用人数

※SHD：サントリーホールディングス（株）

※SBF：サントリー食品インターナショナル（株）

（名）

2013年 2014年 2015年 2016年 2017年

SHD SBF SHD SBF SHD SBF SHD SBF SHD SBF

新卒

男性 66 22 75 26 81 20 79 20 68 17

女性 45 10 51 16 43 18 43 19 48 20

経験者

男性 23 1 20 0 19 2 17 0 13 4

女性 15 12 11 9 8 6 7 5 3 7

合計 149 45 157 51 151 46 146 44 132 48

■事由別退職者数・離職率
（名）

※2013年以降のデータは、サントリーホールディングス（株）とサントリー食品インターナショナル（株）を合算

※1 定年には自由選択定年も含む

※2 うち、サントリー食品インターナショナルグループ（国内）の自己都合退職者は2015年8名、2016年7名、2017年11名

※3 会社都合は、工場閉鎖・事業売却。転籍は自己都合に含む

※4 正社員を対象とする

※5 離職率は、定年退職者を除く退職者をもとに算出

2013年 2014年 2015年 2016年 2017年

定年※1 47 29 42 39 39

自己都合※2 33 45 42 53 43

会社都合※3 0 0 0 0 2

その他 19 7 5 7 4

合計※4 99 81 89 99 88

離職率※5 0.53% 0.70% 0.64% 0.80% 0.67%
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■新卒採用者在職率

※2010年～2012年新卒者を対象に計算

※サントリーホールディングス（株）のみ集計
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従業員と響きあう　ダイバーシティ経営

人材育成

公正で納得性の高い人事制度を基本に、能力を開発・発揮しやすい環境づくりに努めています。これまでも企業の成長の源泉は人材に

あると考え、さまざまな人材育成施策に取り組んできましたが、取り巻く環境が大きく変化している中で、従来の活動を進化させるとと

もに新たな施策も加え、その総称として2015年4月に「サントリー大学」を設立しました。

自然
と響きあう

社会
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

従業員
と響きあう

人材育成を主眼に人事制度を構築
サントリーグループの人事制度は、従業員一人ひとりの能力の開発・発揮に主眼をおき、それぞれの能力の発展段階と、発揮した成果

に応じた公正で納得性の高い処遇を理念としています。その基本的な考え方は、以下の3点です。

・従業員一人ひとりが向上心をもってより高い目標にチャレンジすること

・会社は従業員に対して能力・キャリア開発の場を提供し、自己実現を支援すること

・役割と成果に見合った、公正でメリハリのある処遇をすること

■職能資格制度と資格・役割制度

サントリーグループの人事制度の基盤となるのが、「職能資格制度」と「資格・役割制度」です。

「職能資格制度」は、職務遂行能力に応じたランク（職能資格）を従業員に適用するもので、ビジネスのプロを目指して経験を積み重

ねていく段階にある「メンバー相当職」の従業員が対象です。職能資格ごとに、求められる職務遂行能力を明確にすることで、一人ひ

とりを公正に評価・処遇するとともに、向上心や目標達成意識の啓発にもつなげています。

「資格・役割制度」は、職務遂行能力である資格と果たすべき役割によってランクが決まるもので、培ってきた経験や能力を発揮する段

階にある「マネジャー相当職」の従業員に適用しています。
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■公正で納得性の高い評価を実施

実力本位の企業風土を定着させていくためには、従業員一人ひとりをその役割や成果に応じて公正に評価・処遇する必要があります。

そこで、サントリーグループでは以下のように年4回上司と部下が面接し、従業員一人ひとりが納得できる評価に努めています。

職能資格制度の適用対象となるメンバー相当職の従業員は、年初に行う「設定面接」で「業務計画書」を作成し、半期ごとの「振り返り面接」

でその計画に対する業務実績や取り組みのプロセスを振り返り、上司と話し合いながら評価を実施。上司は「フィードバック面接」でそ

の評価結果を伝えるとともに、期待している点や不足している点を具体的に話し合い、評価への理解とさらなる能力開発・成長を促して

います。

また、部下をもつマネジャー相当職については、上司による評価に加えて、部下からの評価も参考にしながら多面的に「担うべき役割を

どれだけ果たしたか」を評価していきます。このように、具体的な事実に基づき、納得性の高い制度を運用することが、実力本位の社

風を定着させ、一人ひとりが高い向上心とともに働ける環境づくりにつながると考えています。

■「チャレンジ目標」の運用

2013年より、メンバー相当職を対象として、「チャレンジ目標」を導入しています。「チャレンジ目標」とは、通常業務に加えて、より難

易度の高い、意欲的な目標を自らが設定し、その成果を人事考課において加点評価するものです。失敗をおそれずによりチャレンジン

グな目標をメンバー自身で設定し、「考動」を起こすことを通じて、サントリーグループのDNAである「やってみなはれ」の風土をより強

化していきます。

■「有言実行やってみなはれ大賞」の創設

2015年、サントリーグループ全従業員を対象とした「有言実行やってみなはれ大賞」を創設しました。これは、自ら旗を掲げ、従来の

やり方にとらわれないまったく新しい発想に基づくチャレンジングな活動によって「やってみなはれ」を実践したチームを表彰するもので

す。初年度となる2015年は世界中から538チーム・6,747名がエントリーし、2017年に第３回目をむかえました。今後もサントリーグルー

プは、世界中で、夢大きく、切磋琢磨しながら、新たな価値の創造に挑み続けていきます。

前述の「チャレンジ目標」とあわせて、更なるチャレンジングな風土醸成に向けて、取り組んでいきます。

■労使が協力して評価制度を運用

上述の年4回の面接について、労働組合が組合員にアンケートを実施。「上司との面接は十分に行われたか」「評価結果を理解できたか」

などを確認し、組合員一人ひとりの納得度を調査しています。

結果は経営陣にも伝えられ、人事制度の運用や改定に役立てています。また、面談内容が不十分であった場合には、評価者である上

司にヒアリングや指導も行っています。

■評価と連動した賃金制度を運用

サントリーグループの評価指標は、メンバー相当職の場合「業務計画書」に基づく達成度の「成果」と、資格ごとの行動規範を定めた「考

動」からなり、この2つの評価指標が昇給や賞与に結びつく賃金制度となっています。一方、マネジャー相当職については、資格に加え、

担った役割とその役割のもとで果たした成果に応じて処遇する賃金制度を採用しています。

また、会社業績を一定ルールで指標化し、それに賞与原資を直接連動させる「業績連動賞与」および、長期的・安定的な退職給付を

確保する「退職金年金制度」を設けています。

■「キャリアビジョン」の運用

サントリーグループは従来より、従業員が年に1回、自分の職務の状況や異動希望を人事部門に申告する制度を運用しており、こうした

申告をベースに、その人の成長を主眼として配置をすすめてきました。2013年、一人ひとりが自身の成長に向けてキャリアオーナーとな

ることを念頭に、従来のしくみを進化させた育成制度「キャリアビジョン」を新設しました。これは、事前に従業員が記入した「キャリ

アビジョンシート」をもとに長期的な「なりたい姿」と、その実現に向けた取り組みについてマネジャーと話し合い、それを育成と適材

適所の配置につなげていくという、従業員・マネジャー・人事が三位一体となったしくみです。

このしくみを充実させて、一人ひとりのより一層の成長を支援していくべく、2014年には社内イントラネットにキャリアデザインを支援す

る情報を掲載したサイトを新設するなど、運用強化への取り組みを進めています。

また、若手従業員の可能性を広げるため、入社後10年程度の間は複数の仕事を経験するジョブローテーションを実施。適材適所を図

るために4年次、9年次の全従業員面談をはじめ、従業員と人事部との個別面談を積極的に行っています。
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■Fortune “Most Admired Companies”選出

サントリー は、 米 ビ ジネス 誌「FORTUNE(フォ ー チュン)」 の“ 世 界 で 最 も賞 賛 され る企 業（The World’s Most Admired 

Companies）”ランキングの〈飲料・酒類業界部門〉で、2016年・2018年、日本企業としては過去最高の第５位に選出されました。

このランキングは、米ビジネス誌「FORTUNE」が1997年から毎年発表している世界的に権威のある企業ランキングです。世界の有力

企業約650社を対象に、企業の経営者や金融アナリストなど約４千人へのアンケートをもとに9つの評価項目※に基づいてランク付けさ

れます。

※
　( 1 )革新的であるかどうか

　( 2 )有能人材を惹き付け、維持する能力

　( 3 )経営資源の有効活用

　( 4 )社会的責任

　( 5 )マネジメントの質

　( 6 )財務状態の健全さ

　( 7 )長期的な投資価値

　( 8 )製品あるいはサービスの質

　( 9 )国際的に事業を行う上での有効性

サントリーは2013年からこの調査に参加しており、2018年は、「革新的であるかどうか」、「社会的責任」、「製品あるいはサービスの質」

の項目で高い評価を得ました。

これまでの企業活動が世界から高く評価されたことを誇りに思い、今後とも世界から賞賛される企業であり続けたいと思います。

■従業員の意識や会社の風土を調査

「キャリアビジョン」での面談では、従業員の現状や仕事に対する意識、本人の健康・家族・身上に関することや、異動希望、仕事への

やりがい、満足度などを確認しています。2017年は、77.6％の従業員が自らの仕事にやりがいを感じており、67.7％が満足していると

いう結果が出ています。個人の回答は、本人の希望を考慮した適材適所の配置や、企業活動の方向づけなどに役立てています。

また、サントリーグループでは、組織風土調査を毎年実施し、サントリーグループに集う従業員一人ひとりが日常業務の中で「企業理念」

をどのように認識、理解しているのか、また、それぞれの会社や職場の組織風土、施策、ならびにコンプライアンスについてどのよう

な意識をもっているのかを調査し、経営層並びに各社・各部門とも共有し、活用しています。

2017年度の仕事に対する意識
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サントリー大学の設立
サントリーグループはこれまでも企業の成長の源泉は人材にあると考え、人材育成に取り組んできました。

当社を取り巻く環境が大きく変化している中で、グループの一人ひとりが、学びつづけ、成長しつづけることが組織の成長につながると

いう認識のもと、2015年４月に「サントリー大学」を開校しました。「大学」と名前はついていますが、門や校舎があるわけではなく、

サントリーグループがグローバルに発展していくための人材育成プログラムの総称です。

サントリー大学のコンセプトは、世界で最も人材が育つ会社を目指し、一人ひとりの学びと能力開発を通じて、サントリーグループの成

長に貢献すること。そして、グループ全員が、創業の精神を理解し、“Global One Suntory”を実現することです。

サントリー大学には、リーダーシップとキャリア開発、創業の精神の共有と実践、One Suntoryの推進の３つの領域において、サントリー

グループに属する全員に対し、学ぶ機会を提供しています。

■創業の精神　―創業の精神の共有を図り、「ONE SUNTORY」を実現するために―

国内外のすべてのグループ会社を対象に、企業理念や「やってみなはれ」「利益三分主義」といった創業の精神について、理解、浸透

を図るための活動を展開しています。

アンバサダープログラム

アンバサダープログラムは海外グループ会社従業員を対象にしたプログラムです。プログラムを通じてサントリーの理解を深めてもらい、

サントリーグループの一員としての一体感を醸成するとともに、帰国後「アンバサダー」として、学んだことを広めていくことを目的とし

ています。参加者は約１週間、さまざまな講義（学び）、視察（体感）、ワークショップ（議論）を通じ、サントリーが創業より大切にし

てきた創業の精神について理解を深め、帰国後それらを周囲にいかに共有していくか、自身の業務にどう取り込んでいくか、などにつ

いて議論を重ねます。2012年の開始以降、2017年12月時点で、約800名が参加しました。

今後もこの「アンバサダープログラム」をより進化させ、サントリーグループの強みである創業精神を海外グループ各社の皆さんに共有

いただき、真のGlobal One Suntoryの醸成に向けて邁進して参ります。

新人社員による森林整備体験

サントリーホールにて 「水育プログラム」疑似体験にて

階層別研修内での実施

入社時研修や新任マネジャー研修など、各種の階層別プログラム内に、創業の精神を学ぶセッションをビルトインしています。具体的

には、新任マネジャー研修内にて、創業家との対話により経営目線での社会的意義を学ぶとともに、サントリーの歴史をベースとするワー

クショップを通して、自分の言葉で創業の精神を語るプログラムを実施しました。また、新入社員向けには、山崎蒸溜所やどうみょうじ

高殿苑などを訪れ、サントリーグループのVALUEを学ぶプログラムを２日間通して体感する研修を実施しました。

新任マネジャー研修での経営者との対話
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■リーダーシップ開発　―将来の経営人材・グローバルリーダーシップ開発に向けて―

強いビジネスリーダーを継続的に育成していくために、高いビジネスレベルを目指してキャリアストレッチの機会を提供します。従来の業

務の枠を超えて、社外／海外／異業種との接点を多彩に組み込むとともに、常に経営戦略とリンクしながらカリキュラムを用意しています。

GLF

サントリーグループ各社の中から選出したシニアリーダー層を対象に、以下３つの目的で「Global Leadership Forum（以下、GLF）」を

開催しています。

・Global One Suntory、サントリアンとしての意識を高く持ち、創業の精神を深く理解し、現場での体現者・伝道師となる

・各社・各機能の範疇を超え、サントリーグループ全体での経営視点を持つ

・対象者間のネットワーキングにより、専門性や経験をシェアし、シナジーの種を見出す

　コンテンツの作成・当日のセッション講師として、経営トップ自らが大きく関与しているほか、ゲストスピーカーによるワークショップなど、

　参加者にとって良い刺激となる内容を盛り込んでいます。

GLDP

将来のグローバル経営人材となるため、サントリーグループ全体から選抜されたチームリーダー層を対象に、Global Leadership 

Development Program（GLDP）を実施しています。サントリーグループの統一指標である「サントリー・リーダーシップ・コンピテンシー」

を軸に、リーダーシップ開発に取り組む全３回の集合セッションを含む半年間のプログラムです。2017年は日本人を含め、世界各国か

ら19名が参加しました。まずは現場体感やワークショップを通じてサントリーとその創業精神についての理解を深め、その後チーム毎

にテーマを設定。イノベーションの体感やチームディスカッションを経て、その内容を経営答申するという機会を提供することで、グロー

バル経営においてリーダーシップを発揮できる人材を継続的に輩出できるように取り組んでいます。

リーダーシップ強化プログラム

将来の経営人材育成のため、日本国内から選抜された部長、課長、中堅メンバー層、合計40人が「サントリー・リーダーシップ・コン

ピテンシー」を軸に、自らのリーダーシップを内省し、強化する9ヶ月間の研修プログラムを、2017年から開始しました。全3回にわた

る他階層合同によるディスカッションを通じて、周囲への影響力を高めます。また、各階層別にはエグゼクティブコーチング、経営リテ

ラシーの修得、異業種交流セッションなどにより、リーダーとしての自己認識を深めていきます。サントリーの売り上げの半分以上を占

める国内事業を盤石にするためにも、国内人材の強化も積極的に実施していきます。

他階層での合同セッションの様子
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従業員一人ひとりのキャリア開発をサポート

サントリーグループでは、2007年にキャリアサポート室を設置しました。専門のアドバイザーによるキャリア個別相談や人事異動後のキャ

リア面談、世代別ワークショップ、フォロー面談等を通して、従業員一人ひとりの自律的なキャリア開発を支援しています。従業員全員が、キャ

リアのオーナーとして、「イキイキと自分らしく」「面白い仕事する」をコンセプトに、各世代に対応したキャリアワークショップを体系的に行っ

ています。入社4年目ではキャリアを考える姿勢づくり、入社12年目では自らのキャリアデザインを描き今後の可能性を追求する、そして、

38歳以降40代ではプロフェッショナルとして今後のキャリアを極めるため、深い自己理解のもとに自分らしいキャリアビジョンを描くことを

目的に、各世代別ワークショップを行っています。また、65歳定年制導入に伴い、53歳では今後の成長の再認識、58歳ではこれまで培っ

た力を活かした可能性拡大をテーマに、仕事を通して今後の人生をよりポジティブなものにしていくキャリア開発をサポートしています。

■基盤人材育成　―サントリーグループ全員が学び、成長し続けるために―

従業員一人ひとりが能力を確立し、キャリアオーナーの自覚をもって自らキャリアを切り拓くための場を提供する領域です。日本国内の従業

員を対象に、「サントリアンとしての成長（新人からマネージャー層までの階層別研修）」および「キャリア自律・自己啓発（キャリア支援）」と

いう2軸をもとにプログラムが組まれています。

階層別研修

階層別研修では、新入社員、新任ＣＬ層、新任プロフェッショナル層、新任マネジャー層、新任部長層などの各層毎に、求められるスキル/知識・マネ

ジメント能力・リーダーシップ等のテーマでそれぞれ学びを深めています。若手からマネジャー層までサントリーグループを支える一人ひとりが成長し続

けること、それがこの領域に込めた思いです。また、営業・生産など各部門では、ステージに合わせた基本研修プログラムも実施しています。

その他の育成プログラム

名称 内容
2017年

実績
2010 ～2017

年累計

キャリア
チャレンジ

グローバル業務遂行に必要なスキルを個別に設定・修得（語学力・異文化理解/コミュニケーショ
ン力・リーダーシップ・論理的思考力・計数）

10 58

ビジネスス
クール留学

国内留学・海外留学としてビジネススクールで、経営管理学修士（MBA）を修得 4 19

トレーニー
海外グループ会社でのオンザジョブトレーニング（OJT）を通じて、専門性を更に磨くとともに、
語学力・コミュニケーション力および異文化対応力を修得

10 53

キャリアチャレンジでのフィールドワーク トレーニーによる海外派遣先でのOJT
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■さまざまな育成プログラム

従業員一人ひとりが自分らしく、いきいきと働き、自己成長していくためには、自らの仕事人生に自ら責任をもって前向きに主体的に

努力し続けることが必要です。そのため、サントリーグループでは、自己啓発支援プログラム「SDP（Suntory Self-Development 

Program）」を導入しています。特に「応募型研修」は、国内グループ会社の従業員は誰でも共通のプログラムを受講でき、講座コンテ

ンツの学習だけではなく、グループ会社間におけるネットワーク形成としても有用な手段となっています。

さらに近年は、グローバル化への対応として、英語力強化への支援を充実させています。初心者レベルから、日々の業務で活用する高

度なレベルまで、また学び方も、事業所での少人数グループレッスンや、個人のスクール通学、e-ラーニングや通信教など、幅広い支

援体制を用意しています。今後も、前向きに主体的に努力し続ける従業員を支援していきます。

研修の種類 内容 人数

応募型研修※ 従業員自らが描くキャリアプランを実現していくために必要なビジネススキルの修得を主眼とした研修で、
約30種のコース（年間2期）を設置

1033

英語力強化※
英語でのビジネスコミュニケーション能力を強化するため、事業所での会話レッスンや、オンラインレッス
ンなど、さまざまなコースを用意。各自がレベルに応じたプログラムを効果的に受講できるよう、多彩な
支援コンテンツを整備

271

eラーニング
業務遂行能力のレベルアップ・業務革新手段の修得を目的とした研修
ビジネススキル・語学・パソコンスキルなどのコースを整備

95

通信教育通学費
補助制度

能力向上を目的とした通信教育・通学にかかる費用の半分を会社が補助する制度（上限あり）
対象となる講座は、業務遂行上必要なスキル（計数・法知識など）の修得、語学向上、資格取得など	

145

主な自己啓発支援プログラムおよび2017年度の受講者数

※本人の意思に基づく任意参加制であり、研修費用の一部を会社が負担します

育成の考え方／研修・自己啓発プログラム全体図

具体的には必要な能力・資質に応じた育成体系を構築し、社員の成長を支援しています。
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サントリーグループ独自のプログラム

サントリーグループは、サントリーならではのさまざまな知見やユニークな仕事の進め方などを社内にしっかりと残し、継承していくため

に、2013年から応募型研修のオリジナルプログラムを実施しています。2017年度は、「サントリー商品のデザイン」「サントリークリエイ

ティブ秘伝のタレ」の2講座を開催し、社内の講師が登壇し、自ら手を挙げたグループ内の従業員を対象に講義しています。

この講座は、自ら参加したいと手を挙げさえすれば、誰でも受講することができます。参加者からは「サントリーのDNAが詰まった、こ

ういう研修をもっと開催してほしい」との声が寄せられています。

「サントリー商品のデザイン」
講師：加藤シニアスペシャリスト

「サントリークリエイティブ秘伝のタレ」
講師：和田副本長

■グループ合同でのトレーニングを実施

国内グループ会社合同新社会人トレーニング

「フレッシュな時に、グループの一員であることの意識を強くもってもらい、将来のシナジー発揮に繋げて欲しい」という考えのもと、サ

ントリーグループは2014年より「グループ合同新社会人トレーニング」を開催し、「社会人としてのマインドセット」や「ビジネスマナー

の基礎」などを学びながら、絆を深めました。なお、2017年は11社※・45名の新社会人が参加し、実施しました。

※サントリーフラワーズ㈱、サントリーワインインターナショナル㈱、サントリーマーケティング&コマース㈱、サントリー知多蒸溜所株式会社、㈱サントリー

モルティング、モンテ物産㈱、ハーゲンダッツジャパン㈱、サントリーシステムテクノロジー㈱、サントリーロジスティクス㈱、サントリーフーズ沖縄㈱、

サントリーパブリシティサービス㈱

国内グループ会社合同中堅ブレイクスルー研修

昨年より開始し2017年で2回目となる中堅社員を対象とした「中堅ブレイクスルー研修」を開催し、9社40名が参加しました。入社から

これまでを振り返ることで、今後のキャリアを考え、また、「汎用スキル」について今後さらに成長していくポイントを洗い出すなどのセッ

ションを実施しました。

グループ合同新社会人トレーニングにて 緊張しながら自社紹介にチャレンジ
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■キャリア支援企業表彰を受賞

厚生労働省が主催する「キャリア支援企業表彰2013」において、サントリーホールディングス（株）

が厚生労働大臣表彰企業に選定されました。「キャリア支援企業表彰」は従業員のキャリア形成を

積極的に支援して他の規範となる企業をたたえ、その取り組みを広く周知・普及させることを目的と

するものです。

今回の表彰は、一人ひとりがいきいきとやりがいをもって働き、「やってみなはれ」を最大限発揮する

ために、従業員のキャリア形成を積極的に支援する取り組みが高く評価されたものと考えています。

表彰式では、記念品の盾が
贈与されました

国内グループ会社合同マネジャー研修

2017年で6回目の実施となる当研修は、「マネジャーのスタンダードを学ぶ」をテーマに、マネジャー経験3年未満の従業員を対象に、

16社51名で開催。2日間にわたり、自社・自己のプレゼンテーションや先輩マネジャーによる講話、人材育成にフォーカスをあてたロー

ルプレイング演習などを実施しました。

今後も、さまざまな業種が集うサントリーグループの強みを活かして、シナジーを発揮し、グループ各社の人材開発の支援に貢献していきます。
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従業員と響きあう　ダイバーシティ経営

ダイバーシティの推進

多様な従業員が「やってみなはれ」を発揮できるよう、従業員の属性の多様化を推進し、違いを受け入れ、活かす組織づくりに取り

組んでいます。

自然
と響きあう

社会
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

従業員
と響きあう

ダイバーシティの推進を加速
新たな価値を絶えず創造していくためには、国籍や年齢などにとらわれることなく、多様な人材、多様な価値観を積極的に取り入れ、

活かすことが重要であるとの考えのもと、2011年にダイバーシティ推進室を設置、2012年には4つの重点領域（国境を越える、性別を

超える、ハンディキャップを超える、年齢を超える）を設定しました。

2017年には異なる文化や、多様な意見や考え方により新たな価値を創造することを目的とした「Suntory Group Diversity Vision」を

設定、グループ全体でダイバーシティをさらに推進していきます。

【国境を越える】

サントリーグループは、海外グループ各社の人事担当者との「グローバル人事会議」を定期的に開催しており、シナジー創出を目的に、「リー

ダーシップ開発」「将来のキータレント育成」などの具体的な課題を設定し、各国・各社の情報共有やディスカッションを行っています。

また、採用活動においても、英語版採用Webサイトの作成や留学生向けセミナーの開催、海外に赴いての採用活動など、グローバルな

活動を強化しています。

■海外グループ各社の担当者との「グローバル人事会議」を開催

グローバル人事会議
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【性別を超える】

サントリーグループでは、2025年に女性管理職20％達成を目指しています。継続的に女性管理職を輩出していくために、「意図的なス

トレッチ機会の提供による意識・考動変革」「育児中社員の早期フルモード化」などを課題にあげ、さまざまな取り組みを行っています。

入社4年目の社員を対象とした「4年次キャリアワークショップ」では男女ともにライフを含めてキャリアを考え実現していくこと、その準

備のために時間生産性をあげていくことの必要性を伝えています。産休前ガイダンス・育休後フォローアップセミナーでは、業務へのより

高い意識を醸成（復職後の早期フルモード化）するとともに、セーフティネットとして、保育園に入園できなかった際の「つなぎベビーシッ

ター制度」や、復職後の「緊急時・病時ベビーシッター制度」にて費用の一部を会社が負担するなど、育児中社員の早期復職・フルモー

ド化の支援も行っています。また、育休から復職したメンバーをもつ上司に育児中メンバーをマネジメントするにあたって必要な情報を提

供することで、マネジメントによる活躍支援の後押しを強化しました。

その結果、女性からは「自分が活躍することで、部署全体への貢献や、後進のロールモデルとなっていきたい」などの前向きで中長期

の視点をもった声が上がっており、マネジャーからも女性への期待感や活躍支援に向けた具体的行動が現れはじめています。

また、意識・スキルの両面で意図的なストレッチ機会を強化するべく、管理職一歩手前の従業員を対象とした社外セミナーへの派遣を

行うなど社外の参加者同士の交流を通して、さらなるチャレンジへの意識づけの機会を設けています。

また全女性マネジャー・役職経験者を対象とした女性リーダーフォーラムの開催、有志による幹事団の結成などを通じた自発的な活動、

女性経営層からの働きかけによるさらなる意識改革やネットワーク強化にも努めています。

そして、取り組み強化が必要な営業部門では、2014年～4期にわたり継続的に参加している「新世代エイジョカレッジ」や「異業種若手

営業女性交流会」など、社外と連携した取り組みも積極的に進めています。

これらの活動により、2017年末時点で女性管理職比率は9.3％にまで拡大。「女性が働きやすい、かつ成果をあげている会社」の実現

に向けて、継続的に働き方改革、意識改革などに取り組んでいきます。

■女性の活躍を支援

■女性の登用状況

■「アンバサダープログラム」を開催

2012年から実施している「アンバサダープログラム」は、「海外グループ会社の従業員が日本を訪れてサントリーグループのDNAを学ぶ」

「海外グループ各社に直接出向き、現地でワークショップ等を行う」という２つのプログラムを実行しており、プログラム終了後は、参加

者が各社の“伝道師”としてサントリーグループのDNAを伝えます。2017年12月時点で約800名が参加しています。

アンバサダープログラム
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■管理職・非管理職別、男女別要員数

※2017年12月31日

※サントリーホールディングス（株）籍およびサントリー食品インターナショナル（株）籍のみの数字です。

■LGBTに関する活動の推進

サントリーグループは、全ての従業員がいきいきと自分らしく働くことができる企業を目指し、LGBTに関する活動を続けています。

2016年よりLGBTへの取り組みを強化すべく、プロジェクトチームを発足。2017年には、就業規則における配偶者の定義に「同性パー

トナー」を加える改定、LGBTに関する相談窓口の設置、LGBT当事者とALLY（アライ・よき理解者）のためのLGBTハンドブックの作成、

全社員へのｅラーニング等を実施しました。

こうした活動が評価され、work with Pride※1が策定する企業・団体等におけるLGBTなどの性的マイノリティに関する取り組みの評価

指標「PRIDE指標」※2において、最高評価の「ゴールド」を受賞しました。

※1 LGBTなどの性的マイノリティに関するダイバーシティ・マネジメントの促進と定着を支援する任意団体。日本の企業内で「LGBT」の人々 自分らしく働ける職場づく

　　りを進めるための情報を提供し、各企業が積極的に取り組むきっかけを提供することを目的としています。

※2 1.Policy（行動宣言）2.Representation（当事者コミュニティ）3.Inspiration（啓発活動）4.Development（人事制度・プログラム） 5.Engagement ／　

　　Empowerment（社会貢献・渉外活動）の5つに分類されています。日本初のLGBTに関する評価指標で、2016年に策定されました。

【ハンディキャップを超える】

サントリーグループは、障がい者の方の可能性を広げるため、職域を限定せずに採用活動を行っています。新卒・経験者の両者を対象に、

障がい者の方の専用窓口を設けて告知を強化し、ハローワークとの連携も図るなど積極的な活動を展開しています。さらに、グループ

会社全体での雇用促進も進めており、2012年からはグループ合同での就職ガイダンスを開始。2017年6月1日時点で障がい者雇用率は

サントリーホールディングス（株）が2.78％（雇用者数は105名、うち重度障がい者42名）、サントリー食品インターナショナル（株）が2.33％

（雇用者数は30名、うち重度障がい者13名）となっています。

なお、障がい者の方のさらなる活躍推進に向けて2014年より知的障がいの学生を対象としたインターンシップを実施し、2018年4月ま

での4年間で14名採用してきました。このチームは、2018年4月から「コラボレイティブセンター」としてサントリーグループ全体の業務

サポートおよびダイバーシティ＆インクルージョンの実践を目指して、さらに活躍の場を広げていきます。

■障がい者雇用を促進
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■ハンディキャップ休暇制度の導入

障がい者の方にも、より一層いきいきと活躍いただける環境をつくっていきたいという考えのもと、2013年より「ハンディキャップ休暇

制度」を導入しました。障がい者手帳を保有する方を対象に、特別休暇として年5日が付与されます。この制度は、正社員・嘱託を問

わず利用することができます。上司のマネジメントをサポートするために「ハンドブック」も作成、共有しています。

今後も、障がい者の方の雇用を促進していくとともに、より働きやすい環境づくりを進めていきます。

■障がい者雇用数と雇用率（2017年6月1日時点）

※SHD：サントリーホールディングス（株）

※SBF：サントリー食品インターナショナル（株）

グループ合同での障がい者就職ガイダンス

■65歳定年制の導入

年金の支給開始年齢の引き上げなどに伴う経済的な理由や、就労意欲の高まりにより、定年後の就労ニーズは今後も高まるものと考え

られます。一方、定年退職者が業務で培った技術やスキルは、企業にとっても貴重な財産です。

サントリーグループは、シニア層が長年にわたって培った経験や高いスキルを活用して活躍の場を広げるため、また60歳以降の従業員

の就労ニーズに応えるために、2013年4月から65歳定年制を導入しました。この新制度は、60歳到達時の資格・役割に応じて、60

歳以降は新しく設けられた3つの資格（エキスパート資格、メンバー資格、サポート資格）のいずれかを担うこととなります。また、60

歳以降も目標管理制度に基づく成果評価と考動評価を実施し、考動評価の項目は「業務貢献」と「次世代貢献」となります。さらに、

50代のうちに必ず受講する「キャリアワークショップ」で、シニア期のキャリアを考える機会を提供しているほか、定年後を見通した「ラ

イフプランセミナー」も定期的に開催しています。

今後も、ベテラン従業員が長年培った経験と知識を活かして、一層活躍できるようサポートを進めていきます。

白州蒸溜所にてお客様セミナーを
担当する佐野さん

品質管理のレクチャーを
担当する森田さん

【年齢を超える】
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■サントリーグループ・ダイバーシティ通信「いろどり」を発行

重点課題の1つである“一人ひとりの「考動」革新”として、2015年より全従業員に向けてサントリーグループ・ダイバーシティ通信「いろどり」

を発行しています。現場でのダイバーシティに関する事例を紹介することで、ダイバーシティの必要性を理解し自分自身の考動へ結びつ

けることを目的としています。これまで「経営トップからのメッセージ」「営業現場・生産現場での取り組み」「ハンディキャップのある社員」

「グローバル社員の活躍」「ベテラン社員活躍」「男性育休推進への取組み」などの事例を紹介しました。これからもさらにダイバーシティ

の啓発活動を加速させるべく、定期的に情報を発信していきます。

「いろどり」誌面より

■2018 J-wiｎダイバーシティ・アワード　Advance部門　準大賞を受賞

NPO法人 J-Winが、2008年より毎年実施。各企業におけるD&I推進の進捗度を絶対評価するアセスメントと、推進状況の相対評価

により、ダイバーシティ&インクルージョンを推進している先進企業を表彰することで、日本企業におけるD&I推進を加速することを目

的としているアワードです。

【社外からの評価】

■「ダイバーシティ経営企業100選」

経済産業省が2012年から取り組みを開始した事業で、さまざまな規模・業種の企業を対象と

して「ダイバーシティ経営」への積極的な取り組みを「経済成長に貢献する経営力」として評価・

選定しています。さらに選定企業をベストプラクティスとして広く発信することで、ダイバーシティ

推進のすそ野を広げることを目的としています。

こうした取り組みの結果、社外より下記のような評価をいただいてきました。
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従業員と響きあう　ダイバーシティ経営

ワークライフバランスの推進

多様な従業員一人ひとりが能力を十分発揮できるよう、ワークライフバランスに配慮して、働きやすい環境づくりに努めています。

自然
と響きあう

社会
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

従業員
と響きあう

労働時間の削減に関する方針
年次有給休暇取得促進（原則として全員16日以上）、過勤時間の更なる削減を通じて、総労働時間1,899時間以内を目標として定めています。

労働時間の適正化
従業員が健康でいきいきと働ける風土づくりの一環として、サントリーグループでは労働時間を含む各国の労働関連法の遵守徹底に加

え、労使が協力して長時間労働の抑制や、年次有給休暇の促進に取り組んでいます。サービス残業の禁止や、早帰り促進のための全

社完全消灯ルールの徹底、業務の効率化に向け「働き方見直しハンドブック」を作成・展開するなど、ゆとり拡大や生産性向上のため

の取り組みを強化しています。また、パソコンの使用時間など各種勤怠情報を日次で確認できるシステムを導入し、セルフマネジメント

をサポートするとともに、必要に応じて改善指導などの対策を講じています。

■年間総実労働時間

※サントリーグループの標準的な事業所での所定内勤務時間は1日7.5時間、休日数は年間121日、年間所定内勤務時間は1,830時間です

※労働時間については、2013年まではサントリーホールディングス（株）のみの数字です

※SHD：サントリーホールディングス（株）

※SBF：サントリー食品インターナショナル（株）
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働き方改革
サントリーグループでは、「生産性の向上」、「ワークライフバランスの実現」、「健康・活き活きの実現」を通じた競争力強化を目的とし、

働き方改革に取り組んでいます。

時間と場所の制約を取り払い、よりフレキシブルな働き方を目指して、2010年には、フレックス勤務のコアタイム原則廃止・対象範囲拡大、

テレワーク勤務※の対象範囲拡大・10分単位での利用を可能としました。また、研究開発部門では裁量労働制を導入し、業務適性に即

したワークスタイル革新に取り組んでいます。加えて、全国の拠点を繋ぐ遠隔地会議ツールや、ロボットを活用した業務自動化（ロボティッ

ク・プロセス・オートメーション、RPA）など、ITを活用した新しい働き方も推進しています。

2017年は、各部署で具体的なアクションプランを立案。部署毎に選任された働き方改革推進リーダー・マネジャーと労使で三位一体と

なって取り組みを進めた結果、所定外労働時間で約1割減、年休取得日数約1割増を達成しました。2018年も引き続き、働き方そのも

のを変える、「働き方ナカミ改革」を全社一丸で推進していきます。

※テレワーク勤務：在宅勤務など、事業所外での勤務のこと

施策 内容

フレキシブルな働き方の推進
フレックス勤務、テレワーク勤務の利用を推進
テレワーク勤務の利用者数は、2017年は4845名となり、約8割が利用
2015年には「テレワーク推進企業等厚生労働大臣表彰（輝くテレワーク賞）特別奨励賞」を受賞しました。

業務効率化の推進
高性能ＴＶ会議、Web会議、タブレット、スマートフォン、モバイルPC、ＲＰＡの活用を推進

「働き方見直しハンドブック」を活用した会議ルール・資料作成ルール等の見直し
働き方改革推進リーダー制度を基軸とした、各部署現場目線での継続的業務見直し

■働き方改革につながるさまざまな活動

■年次有給休暇取得実績

※労働時間については、2013年まではサントリーホールディングス（株）のみの数字です

※SHD：サントリーホールディングス（株）

※SBF：サントリー食品インターナショナル（株）
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ワークライフバランスに配慮して従業員を支援
以前から法定以上の福利厚生制度を多く設けるなど、生活と仕事のバランスを保ちながら個々の事情に応じて働ける制度を拡充してい

ます。また、少子高齢化問題に社会全体で取り組んでいく必要性や企業の社会的責任を十分に認識し、現場の実態や従業員のニーズ

に即した支援を行っています。

育児に関する制度

2005年4月施行の「次世代育成支援対策推進法」に基づいて、出産・育児支援制度を拡充しました。育児休職のほか、妊娠期～育児

期まで利用できる短時間・時差勤務制度を導入しています。保育園などの送迎や子どもの生活時間に合わせられるように、働き方を幅

広く選択できるようにしています。

こうした取り組みの結果、2008年に厚生労働省より「次世代育成支援企業」認定マークを取得しました。2011年には男性の育児休職

取得促進を目的に育児休職の一部有給化した制度（ウェルカム・ベビー・ケア・リーブ）をスタートし、2017年の育児休職取得率は女

性が100％、男性が36%でした。年間での育児休職取得者は女性が183名、男性が156名となっており、育児休職を取得する男性が年々

増えてきています。

介護に関する制度

2011年4月より介護に関する制度（休職、短時間・時差・フレックス勤務）の取得可能期間を延長し、2016年9月には介護による休職の適用要件

を明確化するとともに、短時間・時差・フレックス勤務の適用要件を緩和するなど、介護に関する施策も拡充しています。2017年には、介護ハ

ンドブックの作成と周知、また、介護セミナーを開催し、社外の講師を招いて介護の状況になる前の準備などについてお話を伺いました。

「次世代育成支援企業」認定マーク※

※「次世代育成支援企業」認定マーク「くるみん」：

   子育てをしている労働者の仕事と家庭の両立支援のための環境整備、子育てをしていない従業員も含めた、多様な労働条件の整備に取り組んでいる企業として、   
   厚生労働省から認定を受けた企業が取得できるマーク

■フレキシブルな働き方と制度で、仕事と育児・介護の両立を支援

フレックス勤務・テレワーク勤務といったフレキシブルな働き方と、下記のような制度を活用することで、時間・場所の制約があっても、

いきいきと働き続けられるしくみとなっています。

サントリーグループは、働き方改革を推進していくために、働き方改革推進に繋がるナレッジを発信・共有する場としてイントラ

ネット上にポータルサイト「変えてみなはれ」を2017年に新設しました。

イントラネット上の「働き方改革ナレッジサイト―変えてみなはれ―」でさまざまな情報・意見を交換

働き方改革ナレッジサイト
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育児休職取得実績

※2012年までは、サントリーホールディングス（株）のみの数字です

京橋オフィス赤坂オフィスお台場オフィス

■男性従業員と上司が参加する「ちちおやガイダンス」を展開

男性従業員のより一層の意識改革を目的に、「ちちおやガイダンス」を開催。ロールモデルの紹介や参加者同士の情報共有などを実施

しました。これまでに情報交換会やガイダンスなどに延べ230名程度の男性従業員が参加しています。今後も内容を充実させていく予

定です。

■育児期におけるサポートの充実

育児期におけるサポートを充実させるために、2012年に法人契約ベビーシッター費用補助による復職へのサポートや病時・緊急時のサ

ポートなど、産休育休前・中・後のサポートを実現する体制を整えました。また、マネジャーへの研修などを通じてマネジメント層の意識・

考動改革を図り、仕事と育児・介護の両立をさらに支援しています。

従業員参画型「子育て環境プロジェクト」から出された提言をもとに、以下のような休職前後から復職時およびその後と、さまざまな

時点での支援策を導入しています。

 ・ 産休前：制度説明やスムーズな復職に向けた情報提供を主目的に、産休前ガイダンスを対象者全員に実施

 ・ 休職中：タイムリーな会社の情報や先輩社員の両立事例、復職に向けたお役立ち情報を紹介するメールマガジンを隔月で発信

 ・ 復職時：保育園への入園が困難な場合、つなぎベビーシッター制度にて一定期間の費用を会社が補助

 ・ 復職後：復職後の両立支援と早期フルモード化を目的に、病時・緊急時ベビーシッター制度や育休後フォローアップセミナーを実施

これらの取り組みが総合的に評価され、日経ＤＵＡＬ主催の「共働き子育てしやすい企業ランキング2016」において、グランプリを取

得することができました。
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育児・介護等各種制度

育児支援施策概要（2012年4月改定）
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項目 内容

育児

産前産後休業 原則、産前6週間と産後8週間

育児休職 原則、子が満3歳に達するまでの間取得可能

ウェルカム・ベビー・ケア・
リーブ

育児休職開始当日からの連続5日間は有給
(子の出生から1歳半まで)

短時間・時差勤務
子が中学校進学まで
短縮時間は1日あたり2時間を限度 時差勤務は一定の範囲内で設定可能

フレックス勤務 事由は問わず、子の年齢制限も設けていない

テレワーク勤務
在宅勤務等、事業所外での勤務のこと
事由は問わず、子の年齢制限も設けていない

キッズサポート休暇
育児事由全般のための特別休暇（有給休暇）
中学校入学前の子1人につき1年間に5日、2人以上であれば1年間に10日

復職時のベビーシッター
サービス

保育園等への入園が困難な場合、法人契約先のベビーシッターを紹介し、保育園等への入園ができるまで、
最長7カ月間の費用補助

子の病時・緊急時の
ベビーシッターサービス

子の病時や急な残業・出張等の緊急時に、法人契約先のベビーシッターを利用しやすくするため、入会金・
年会費等を会社が負担。子が小学校4年生になるまで利用可能。

ベビーシッター利用補助
家庭内での乳幼児、小学校低学年の児童の保育や保育所等への送迎
補助額は1日あたり1,700円

ジョブリターン制度
勤続3年以上で退職時に登録した者を再雇用の対象とする
養育する子（退職事由の子に限らない）が小学校に就学するまで（最長10年とする）

介護

介護休職
最長3年間 ただし通算93日以内であればこれを超えて取得可能
給付金1カ月あたり5万円

短時間・時差勤務
休職期間と合わせて最長9年まで取得可能
短縮時間は1日あたり2時間を限度　時差勤務は一定の範囲内で設定可能

フレックス勤務 事由は問わず、期間制限も設けていない

テレワーク勤務
在宅勤務等、事業所外での勤務のこと
事由は問わず、期間制限も設けていない

特別休暇
通院の付き添い等のための休暇（有給休暇）
要介護状態の対象家族1人につき1年間に5日、2人以上であれば1年間に10日

ホームヘルパー利用補助 1日につき1人分（上限15,000円）、年間50日を上限として支払料金の70％を補助

ジョブリターン制度
勤続3年以上で退職時に登録手続きを行った者を再雇用の対象とする
介護事由が消滅するまでとし、最長10年とする

余暇・
休暇

リフレッシュ休暇制度 勤続10年、15年、20年、25年、30年、35年、40年、45年に達した人に特別休暇および奨励金付与

育児・介護等各種制度
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介護支援施策概要
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（名）
育児・介護等各種制度の取得者数推移

2013 2014 2015

2016 2017

SHD SBF SHD+SBF SHD SBF SHD+SBF

育児・
介護

育児休職 174 205 247 252 46 298 275 64 339

育児休職取得
人数

男 - - - 80 22 102 22 34 56

女 - - - 172 24 196 24 30 54

新規育児休職者 108 118 143 148 32 180 179 50 229

育児休職後
の復職人数

男 - - - - - - 122 33 155

女 - - - - - - 61 9 70

育児休職中
の退職人数

男 - - - - - - 0 0 0

女 - - - - - - 0 0 0

育児休職後
の復職率

男 - - - - - - 100% 100% 100%

女 - - - - - - 100% 100% 100%

前年育児休職
取得者の年末
在籍人数

男 - - - - - - 80 22 102

女 - - - - - - 172 24 196

育児休職者
の定着率

男 - - - - - - 100% 100% 100%

女 - - - - - - 100% 100% 100%

育児短時間・時差 127 195 192 187 38 225 183 33 216

介護休職 1 2 1 2 0 2 2 0 2

介護短時間・時差 2 2 3 0 0 0 0 0 0

テレワーク勤務※ 3,243 3,196 3,577 3,390 1,070 4,460 3,657 1,188 4,845

キッズサポート休暇 378 663 464 474 65 539 500 83 583

ホームヘルパー 3 0 2 1 0 1 2 0 2

在宅保育サービス 35 37 16 24 2 26 27 2 29

余暇・
休暇

リフレッシュ休暇 927 791 933 525 177 702 603 198 801

※2008年〜2009年は育児・介護事由のみ。2010年より拡大
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■育児･介護休職からの復職を支援

サントリーグループでは、復職支援の一環として休職前や復職前に所属長との面談を義務づけています。また、休職中に自宅のパソコ

ンからイントラネットを閲覧し、社内の情報をいつでも確認できるようなシステムも構築。さらに、育児休職者に対して、復職後に活用

できるノウハウをメールマガジンとして送付するなど、復職への不安を軽減する施策を整備しています。

■育児・介護退職者等を再雇用

サントリーグループでは、妊娠・出産・育児・介護・配偶者の海外赴任を事由に退職した従業員が、再度職場に復帰したいと希望した

ときに再雇用する「ジョブリターン」制度を導入しています。一定の試用期間後の処遇は、退職時の資格・給与をもとに決定されます。

導入時の2007年から2017年までの間に52名が登録し、2017年末までに7名が復職しました。

退職事由 離職期間

妊娠・出産・育児 養育する子が小学校に就学するまでとし、最長10年

介護 介護事由が消滅するまでとし、最長10年

配偶者の海外赴任 配偶者が海外から帰任するまでとし、最長10年

ジョブリターン制度の離職期間
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従業員と響きあう　ダイバーシティ経営

労使関係

労使が協力して「働きやすい職場」に
サントリーグループでは、各国の法令に従った結社の自由、および団体交渉の権利を尊重し、推奨しています。また法令等によって結社

が認められていない国や地域においても、団体交渉の重要性を認識し、労使一体となった課題解決への取り組みを進めています。重要な

経営上の課題については、労使間で定期的に開催している「経営状況に関する協議会」「決算協議会」「部門・テーマ別協議会」などを通

じて検討・協議。サントリーグループの経営施策について、労働組合から業務の現況をふまえた提言を受け、活発な議論を行っています。

人事・労務関連の諸制度の運用・改定も、労使双方の課題認識をもとに十分に協議した上で実施しています。こうした労使関係により、

企業運営の客観性や透明性とともに諸施策の実効性を高めています。なお、サントリーグループの労働組合ではユニオンショップ制※を採

用しています。

※ユニオンショップ制：職場において労働者が必ず労働組合に加入しなければならないという制度
※なお、団体交渉の対象となる従業員の割合は、58％です。

労使が協力して働きやすい環境づくりに努めています。

自然
と響きあう

社会
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

従業員
と響きあう

労使共通の重要課題についてテーマを定め、定期的に協議会を開催しています。2017年の

1年間で、25回の協議会を実施しました。

経営状況に関する協議会

■協議会で労使の協働を推進

実施している主な労使協議会

名称 開催頻度 内容

経営状況に関する協議会 年2回 会社の経営方針、経営状況、事業執行状況等に関する協議

四半期決算協議会 年2回 グループ連結業績について情報共有

部門別協議会	 年1回（各部門） R&D部門・生産部門・営業部門等の課題に関して協議

働き方向上委員会 年2回 全社で推進している働き方改革の状況確認および改善に向けて協議

面接協議会 年4回 人事制度上の各面接実施状況の確認および改善に向けて協議
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サントリーグループとしての一体感の醸成を目的に、労使が協働でレクリエーション企画を運営しています。2009年にスタートした「ソフト

バレーボール大会」はグループ会社からの参加も増え、2017年の第9回大会では、従業員とその家族を合わせて約3,800名が参加しました。

■労使が協働してレクリエーション企画を実施



208

従業員と響きあう　ダイバーシティ経営

労働安全

従業員が安心して働くことが企業の活力につながるとの考えのもと、労働安全を推進しています。

労働安全への取り組みを推進
工場では、「安全」を職場業績評価基準の1つに掲げ、従業員代表も参加する「安全衛生委員会」が中心となって、従業員の声を反映しな

がら各職場の業務特性や実情に合わせた取り組みを推進しています。サントリーグループの2017年の労働災害発生件数は13件で、休業災

害度数率※1は0.08（清涼飲料,酒類製造業度数率：1.14）、休業災害強度率※2は0.000（清涼飲料,酒類製造業強度率：0.01）でした。また、

労働組合と労働安全担当部長が労働安全について意見交換を行う場を定期的に設けることで、円滑な情報の共有を行い、取り組みレベル

の継続的な改善を図っています。今後も引き続き、労働災害発生件数ゼロの目標に向け、業務時・通勤時双方での安全対策強化と、従業

員の安全意識向上に努めていきます。

※1 度数率：死傷者数÷延べ労働時間数×100万

※2 強度率：労働損失日数÷延べ労働時間数×1,000

自然
と響きあう

社会
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

従業員
と響きあう

■ものづくりでの労働災害をゼロに

サントリーグループの生産研究部門では、2010年2月に制定した「サントリーグループ生産研究安全衛生基本方針」に則り、人の健康

と安全はすべてに優先するという考えのもと、最優先課題として労災ゼロ化活動に取り組んでいます。既存・新規の事業に関して労働災

害を未然に防ぐため、事業計画や作業内容を十分に検証し、労働安全に関するリスク評価を行っています。今後も現場一人ひとりの安

全意識の向上、設備面・作業面のリスク低減活動の継続といった地道な活動を弛（たゆ）むことなく進め、協力会社の皆様とも連携し

ながら、労働災害ゼロに向けてグループ一丸となって活動を深化させていきます。

■労働災害発生件数

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年

休業災害件数 3 3 2 3 4 0 6 1

不休災害件数 14 10 8 12 13 8 18 12

死亡災害件数    0 0 0 0 0

計 17 13 10 15 17 8 24 13

休業災害度数率 0.31 0.30 0.20 0.17 0.34 0.00 0.47 0.08★

休業災害強度率 0.002 0.005 0.009 0.002 0.004 0.000 0.003 0.000

（件）

※2012年まではサントリーホールディングス（株）籍およびサントリー食品インターナショナル（株）籍のみの数字です。2014年より以下のサントリーグループ各

　社（国内）を対象に労働災害データを把握しています。サントリーホールディングス（株）、サントリー食品インターナショナルグループ（サントリー食品インターナショ

　ナル（株）、サントリーフーズ（株）、サントリービバレッジソリューション（株）、サントリープロダクツ（株））、サントリー BWS（株)、サントリースピリッツ（株）、サントリー　

　ビール（株）、サントリーワインインターナショナル（株）、サントリー酒類（株）、サントリーウエルネス（株）、サントリー MONOZUKURIエキスパート（株）、サント

　リービジネスシステム（株）、サントリーコミュニケーションズ（株）、サントリーグローバルイノベーションセンター（株）

※2017年には工場で1件の休業災害が発生しました。その原因は「作業中の負傷」が1件でした。再発防止のため、すべての器具を点検し、安全確認を

　行ったうえで、災害報告書を同様の業務に従事する従業員に配布するなどの処置をとりました。

※2016年実績より、KPMGあずさサステナビリティ株式会社による第三者保証を受けています。第三者保証報告書数値を★で示しています。
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■労働安全衛生教育

サントリーグループでは、労働安全衛生教育を定期的に開催し、労働災害の未然防止と意識啓発に努めています。2015年はのべ242人、

2016年はのべ302人、2017年はのべ610人が受講しました。

■海外での危機管理体制を構築

海外において緊急事態が発生した場合に備え、サントリーグループは海外勤務者やその家族

の安全確保のため、危機管理マニュアルを整備。報告ルートや対策体制を整えるとともに、

海外勤務者本人向けのポケットマニュアルを作成し、携行を促しています。
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従業員と響きあう　ダイバーシティ経営

健康経営

サントリーグループでは、健康とは単に病気ではないということではなく、「心身ともに健康で、毎日元気に働き、

やる気に満ちている」状態だと考えています。こうした考えのもと、従業員・家族の健康をより一層推進するべく、

2016年から「健康経営」をスタートしました。またその取り組みが評価され、経済産業省と日本健康会議が共同で

実施する「健康経営優良法人（大規模法人部門）～ホワイト500 ～」に2017年、2018年と2年連続で認定されました。

自然
と響きあう

社会
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

従業員
と響きあう

中期目標（2018年まで） 2017年

健康診断受診率

社員本人 100% 100%

被扶養者（40歳以上） 75％以上

生活改善 メタボ対象者率（予備群含む） 20％以下 23.7％

心のケア ストレスチェック上位AB判定 85％以上 83.3％

＜その他:2017年実績＞

・煙草を吸わない社員：77.1％

・適正体重を維持している社員：67.3％
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多様な制度を導入し従業員の健康に配慮
従業員の身体と心の健康に配慮することは、企業の最も重要な責務の1つです。従業員一人ひとりが元気に活躍できるよう、健康診断

項目の充実やストレスチェックでの定期的なセルフチェック、および事後フォロー体制整備に取り組んでいます。また2016年から新たに、

生活習慣病予防にむけた取り組み（『サントリーヘルスマチャレンジ』）をスタートしました。

■産業保健スタッフによる面談実施

産業医、メンタル専門医、看護職、臨床心理士といった産業保健スタッフの体制を整えるとともに、いつでも気軽に相談しやすい雰囲

気づくりを目指しています。2014年からは看護職が定期的に担当事業所に訪問し、該当年齢の従業員と年1回の健康面談を実施してい

ます。今後も相談体制を社内に周知するとともに、心身の状況や生活習慣を把握し、早期発見・早期対応につなげる取り組みを進めて

いきます。

各種健康施策

各種制度

病気
けが
災害

失効年休を利用した特別休業
取得できなかった有給休暇について、本人の業務外の傷病や不妊治療、家族の介護のため、年間
10日を限度に60日まで積み立て可能

差額ベッド代補助 入院の際の健康保険の適用外となる部屋代について、かかった費用の70％を補助

がん先進医療費補助 重粒子線治療等の健保適用外となる先進医療費を補助（1人上限500万円／年）

人間ドックの利用

40歳以上の従業員は、定期健康診断として、会社指定項目については個人負担なしで必須受診
（年1回）

30歳以上の人（被扶養者も含む）は、日帰りコース5,000円の個人負担で利用可能（年1回を限度）

ストレスチェック 年1回一斉実施、常時利用可

歯科検診 年1回実施

健康電話相談システム 社外専門スタッフが対応

心の相談・電話相談 社外専門スタッフが電話相談・面談に対応（面談の個人負担1回1,000円）

■法定項目を超える詳細な健康診断

サントリーグループでは、法定項目以上に詳細な検査項目で健康診断を実施しています。40歳以上の従業員には、毎年の定期健康診

断に代えて、人間ドックの受診を義務づけています（会社指定項目については全額会社負担）。がん検診も年齢に応じ必須受診とし、胃

がん、大腸がん、肺がん検診は90％以上、乳がん、子宮頸がんは65～70％の社員が受診しています。産業医は全従業員の健康診断

結果を確認し、有所見者への面談と健康指導を実施しており、看護職が事業所を訪問して行う健康面談や臨床心理士によるカウンセリ

ングといった健康に関する相談体制を整備するなど、従業員の健康維持・増進を支援しています。
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各種健康施策の利用者数
（名）

2013年 2014年 2015年 2016年 2017年

病気・けが・災害

失効年休 47 48 53 65 34

差額ベッド 40 33 20 36 38

人間ドック（40歳以上） 3,048 3,046 3,280 3,333 3,286

人間ドック（30歳以上） 896 894 866 1,014 1,141

人間ドック（家族） 1,766 1,837 1,950 2,046

歯科健診 3,571 3,617 3,753 3,632 3,773

健康電話相談システム 124 139 120 110

心の相談・電話相談 183 209 114 64

プログラム 内容
参加者数

利用者数（概数）

ヘルスマイレージ
日々のウォーキングやラジオ体操などの健康増進への取組みや年休取得・健診受
診等に対し、ポイントを付与し、貯まったポイントを賞品に交換できるしくみ

8,000人

ラジオ体操 全事業所で毎日ラジオ体操を実施 8,000人

健康合宿 特定保健指導対象者のうち希望者に対し宿泊型の保健指導を実施 42人

生産性向上セミナー 社外講師によるセミナーを実施（満足度94％） 500人

卒煙サポート 卒煙宣言をし、同僚2～3名を見まもり役として指名し、3 ヶ月間禁煙達成 90人

ウォーキングイベント

国内勤務者を対象に春にチーム対抗ウォーキングイベントを実施 730人

健康経営×環境経営の取り組みとして海外グループ会社も含めたウォーキングイベ
ントを実施

7470人

施術の様子

お台場オフィス・大阪オフィスは、国家資格を有するヘルスキーパーがマッサージや指圧など

の施術を行う「ヘルスケア（企業内マッサージ師）ルーム」を設置しています。心身の健康改

善やリフレッシュ手段の1つとして、年間約2,800名が利用しています。

「ヘルスケアルーム」を設置

サントリーヘルスマチャレンジ2017プログラム
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メンタルヘルスケアのための主な施策

■働き方改革との連動

従業員一人ひとりが「心身ともに健康で、毎日元気に働き、やる気に満ちている」という姿を実現するには、働き方を大きく見直し、公

私の充実を図ることが不可欠です。サントリーグループでは、働き方改革としっかり連動させながら、健康経営を推進していきます。

■従業員の家族の健康も支援

サントリーグループは、さまざまな面から従業員とその家族の生活をサポートしています。外部相談窓口には「心の相談・電話相談」

や「SOS総合窓口」などがあり、健康面はもちろん、法律相談まで幅広い分野に対応。従業員とその家族からの相談を受け付けています。

また、従業員の家族が人間ドックを受診する際の補助制度など、従業員が生活で直面する問題や不安の解消などにも役立つ制度を整

えています。

■メンタルヘルスへの取り組み

メンタルヘルス疾患の予防と早期発見のため、従業員本人がストレスに気づいて対応する「セルフケア」と、マネジャーによる職場環境

改善や個別相談の実施などの「ラインケア」の双方から施策を講じています。集合研修時のセルフケアやラインケアの講習やストレス

チェックの一斉実施、メンタル専門医、臨床心理士によるカウンセリングなども適宜実施しています。また休職者へのサポートとして、

スムーズに職場復帰ができるよう復職支援体制を整備しています。
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サントリーグループでは事業のグローバル展開の加速化に伴い、人事活動も近年大きく変化を遂げており、「Growing for Good」の実現

に向けて、「事業の成長」と「従業員の成長」を目的に、グローバルレベルでさまざまな取り組みを行っています。

従業員と響きあう　ダイバーシティ経営

グループ・グローバル人事活動

自然
と響きあう

社会
と響きあう

CSR
マネジメント

お客様・お取引先
と響きあう

従業員
と響きあう

グループ各社の協働によりグローバル人事活動を推進
サントリーグループでは、One Suntoryを合言葉に、世界にまたがるグループ会社間のシナジー創出に向けて、グローバルな人事戦略

の策定と実行を推進するHRステアリングコミッティを中心に、各社と協働しながら、さまざまな活動を進めています。国や事業を跨い

だ人材交流や、互いのノウハウの共有等、世界中の個性溢れるサントリアン一人ひとりが「やってみなはれ」を発揮し、世の中により多

くの感動や喜びをお届けできるよう、グローバル人事活動の進化を続けていきます。

■Suntory People Way

近年、事業のグローバル展開の加速化や、それに伴うグループ従業員数の大幅な増加等、サントリーグループを取り巻く環境が大きく

変化していく中で、改めてサントリーグループの成長の原動力である人材について見つめ直し、サントリーの「人材に対する思い・考え

方を示したもの」として、Suntory People Wayを定めました。サントリーのオリジナリティやユニークネスを念頭におき、サントリーグ

ループの人材を語る上で欠かすことのできない「FAMILY」「YATTE MINAHARE」「ENGAGEMENT」の３つの要素で構成しています。

Suntory People Wayはサントリーグループに集うすべての人材に対する思い・考え方であり、人材に関するすべての活動の根源となる

ものです。
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■グループタレントレビュー

グループ・グローバルで活躍できる人材の発掘・育成・活用に向けて、定期的にグループレベルでのタレントレビューを実施しています。

2018年は、主要グループ会社のトップマネジメントが集まり、グループのキータレント・ポジションの把握や、重要ポジションの後継

者計画、国や事業を跨いだ異動の検討を行うとともに、財務や人事などの機能別にグループタレントレビューを実施する等、内容の

拡充にも取り組んでいます。今後もグループタレントレビューをはじめとするグループ・グローバルでのタレントマネジメントを推進し

ていきます。

■グループ共通の人事基盤システム

グループ各社に存在する人事情報を有機的に連携し、活用するために、グループ共通人事基盤システムの導入に取り組んでいます。サ

ントリーならではの「わくわく感」を取り入れた世界中のサントリーグループ従業員を参照できる仕組み（「グループ人図鑑」）や、キー

タレント・ポジションに関する情報をグループで共有し、グループでのタレントマネジメントに活用しています。今後、さらに活用を進め、

グループの人事活動を拡大・加速化していきます。

■グループエンゲージメントサーベイ

グループの組織力の最大化を目指し、グループ共通のエンゲージメントサーベイの導入に取り組んでいます。グループとしての一体感を

醸成するとともに、それらを可視化するため、2017年にサントリーグループ全体へのエンゲージメントレベルやグループ企業理念の浸

透度を測定するグループ共通設問を導入した結果、極めて好意的な調査結果となり、サントリーグループ全体としての組織力の高まり

が明らかになりました。

■グローバルHRカンファレンス

グループ内の人事分野におけるシナジー創出に向け、ネットワークづくりや情報交換に加え、グループ共通の人事課題解決に向けた議

論をする場として、年に１度Global HR Conferenceを開催しています。第７回となる2017年は、世界各国から55名の人事担当者が集

結し、以下3点を目的に、2日間交流を深めました。

・Align & Engage: グループの経営方針・人事戦略・創業精神の共有・浸透

・Elevate: 人事トレンド・ベストプラクティスの習得、異文化理解

・Build & Collaborate: グループのネットワーク強化、コラボレーション推進

経営トップによるセッションや、ゲストスピーカーによる講演、グループに分かれてのワークショップ、パネルディスカッション、チーム

ビルディングなど、グループ人事の将来ビジョンを念頭に盛りだくさんの内容で行いました。参加者からは、「世界中のHRファミリーと

関係を築き、有益な学びをたくさん得ることができた」、「人事の将来のあるべき姿やシナジー創出をグローバルレベルで考える非常に

有意義な機会だった」といった声があがりました。

■健康経営

グループの財産である社員の健康について、グループ全体で一体感をもった活動を進めるべく、グループ横断のプロジェクトチームを立

ち上げました。2017年には新たな取り組みとして、グループ従業員の健康に対する意識向上や健康促進を目的にOne Suntory Walk

（従業員のウォーキングを推進する活動）を実施しました。参加意欲を高めるため、歩数に応じて世界の環境団体への寄付金が決まる

しくみや、チーム対抗やソーシャルネットワークの要素も取り入れ、非常に盛況なイベントになりました。健康とは、単に「病気ではな

い」ということではなく、「毎日元気に働くことができ、やる気に満ちて幸福感がある」状態であり、社員とその家族の心身の健康こそが、

挑戦・革新の源だという考えのもと、今後もグループで健康経営を推進していきます。
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■ダイバーシティ

ダイバーシティ推進を経営課題と捉え、2016年にグループ横断のプロジェクトチームを立ち上げ、グループダイバーシティビジョンを作

成しました。2018年にはグループでの新たな取り組みとして、世界各国から56名の女性リーダー（部長職以上）が集い、以下の3点を

目的にSuntory Senior Women’s Breakfastを開催しました。

・サントリーグループにおける女性リーダーのネットワーク醸成

・ビジネスにおける、直近のジェンダーダイバーシティの課題・取り組みを知る

・サントリーグループにおける今後の女性リーダーの育成について考える

■グローバル採用

グループのグローバル展開が進む中で、日本と海外双方の視点をもったグループを繋ぐ架け橋となる人材を発掘するべく、2016年より

サントリーホールディングス（株）とビームサントリーの合同で新卒採用活動を北米にて実施しています。互いのノウハウや候補者を共有

するなど、双方の採用活動の向上に繋げています。今後もグループとしての採用ブランド確立に向けて、グループ一丸となって採用活動

を前進させていきます。

経営トップによるセッションや、ゲストスピーカーによる講演、グループディスカッションを行い、ジェンダーダイバーシティに関する活

発な意見交換がなされました。今後もさまざまな活動を通じて、グループ・グローバルでのダイバーシティの推進を加速していきます。
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サントリーグループは、真に人々や社会から信頼され、選ばれる、価値ある企業となるために、その基盤として法規制の遵守はもとより、

透明性の高い経営・組織体制を構築・維持しながら「Growing for Good」な企業の実現に向けた取り組みを強化しています。

また、ステークホルダーの人権を尊重した経営を推進することが極めて重要との認識のもと、人権についての活動方針を定め、さまざ

まな取り組みも行っています。

自然
と響きあう

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

お客様・お取引先
と響きあう

CSR
マネジメント

CSR の取り組み

CSR マネジメント

コーポレート・ガバナンス

リスクマネジメント

コンプライアンス 人権の尊重

社会から信頼される企業であり続けるた

めに、コーポレート・ガバナンスの充実に

努めています。

事業を継続して社会に貢献していくため

に、グループ全体のリスクを把握・分析し、

経営基盤の強化に努めています。

社会の期待に応え、責任を果たしていく

ために、コンプライアンスを最優先する

組織・風土づくりを進めています。

企業活動における「人権」に対する関心

が高まる中、人権リスクマップを作成する

など、取り組みを強化しています。



218

■グループ経営を担う各種会議体

サントリーホールディングス（株）の取締役会は、社外取締役1名を含む9名（2018年4月現在）の取締役で構成されています。取締役

会では、グループ全体の経営課題について具体的な検討・協議・意思決定を行うとともに、グループ各社の業務執行を監督する役割を

担っています。また、執行役員制度の導入により、経営の意思決定と業務執行を分離し、機動的な意思決定を実現しています。

自然
と響きあう

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

お客様・お取引先
と響きあう

CSR
マネジメント

サントリーグループのコーポレート・ガバナンス
サントリーグループは、「グループ経営」と「業務執行」を分離させる純粋持株会社制を導入しています。地域社会やお客様、ビジネスパー

トナーなどすべてのステークホルダーと良好な関係を保ち、企業としての社会的責任を果たすため、コーポレート・ガバナンスの充実に

努めています。

お客様や社会から信頼される企業であり続けるために、コーポレート・ガバナンスの充実に努めています。

CSR マネジメント

コーポレート・ガバナンス

■経営を監査する体制

サントリーホールディングス（株）の監査役会は、社外監査役2名を含む4名（2018年4月現在）の監査役で構成され、業務の執行状

況や内部統制システムの整備状況などを監査しています。監査役会室を設置し、監査役会の監査活動を補助しております。加えて、グ

ループ各社の業務執行状況などを監査・検証する内部監査部門としてグループ監査部を設けています。また、外部監査法人が会計監査

を実施し、会計や会計に関わる内部統制の適正性や適法性について、客観的な立場から検証しています。

コーポレート・ガバナンス体制

内部統制システムの強化
サントリーホールディングス（株）の取締役会で決議した「内部統制システムの基本方針」に基づき、コンプライアンスや情報管理、リ

スクマネジメントなどの取り組みを強化することで、より実効性のあるガバナンス体制の構築を目指しています。
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サントリー食品インターナショナル（株）のコーポレート・ガバナンス
東京証券取引所市場第一部に上場しているサントリー食品インターナショナル（株）は、監査等委員会設置会社です。これは、取締役

会の議決権を有する監査等委員である取締役が監査を行うことによる監査・監督の実効性の向上、ならびに、内部監査部門を活用し

た監査の実施による内部統制の実効性の向上を目的とし、より透明性の高いガバナンスを維持するために設けられました。取締役会を

構成する取締役9名（監査等委員である取締役を含む）のうち3名は社外取締役（2018年4月現在）です。

また、同社では、取締役会の決議によって重要な業務執行の決定の全部または一部を取締役に委任することができる旨を定めていま

す。これは、社外取締役を含めた取締役会において、経営戦略、中期・長期計画および経営課題に関する議論等、より大局的・実質

的な議論を行うことで、経営戦略を実現し、目標とする経営指標を達成するとともに、個別の業務執行について執行部門に委ねること

で、意思決定の迅速化と取締役会の監督機能の強化を図ることを目的とするものです。なお、同社では、コーポレート・ガバナンスコー

ドの遵守状況を、ホームページで公表しております。
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コーポレート・ガバナンス

内部統制システムに関する基本的な考え方およびその運用状況

業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）の整備について、取締役会で決議した内容は次の通りです。(2015年改定)

Ⅰ．当社の取締役、執行役員及び使用人並びに当社子会社の取締役、執行役員その他これらの者に相当する者及び使用人の
職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

サントリーホールディングス株式会社（以下「当社」という）は、“グローバル総合酒類食品企業”を目指し、更なる持続的成長

とサントリーグループ全体の企業価値の最大化を図るために、下記のとおり、内部統制システムの基本方針を策定する。

1.サントリーグループは、サントリーグループ企業倫理綱領により、以下のとおり基本原則を示している。

　「人と自然と響きあう」という企業理念を共通の志として、国際的企業市民としての自覚をもとに、市民社会のルールを尊重し、

コンプライアンスを最優先にする組織と風土が何より重要である。

　サントリーグループの取締役、執行役員及び従業員一人ひとりは、企業市民として、社会的な倫理のうえに組織の意思決定を

行い、事業活動を展開する。

2.この実践のために、法令遵守・社会倫理の遵守をサントリーグループの全ての取締役、執行役員及び従業員の行動規範とする。

サントリーグループの取締役及び執行役員は、コンプライアンス経営の実践のため、法令・定款並びに企業倫理の遵守を率先

垂範して行うとともにコンプライアンス経営の維持・向上に積極的に努めるものとする。

3.グローバルリスクマネジメント委員会及びサントリーグループ内に設置される各リスクマネジメント委員会（グローバルリスクマ

ネジメント委員会及び各リスクマネジメント委員会を総称して以下、「リスクマネジメント委員会」）において、コンプライアンス

体制の推進を行うとともに、重要課題を審議する。また、サントリーグループ内にコンプライアンス担当部門を設置し、活動の

徹底を図るため、当該部門を中心として、定期的に教育・研修活動を行うとともに、サントリーグループ全体のコンプライアン

ス体制の構築・推進を行う。

4.当社のリスクマネジメント委員会及びコンプライアンス担当部門はその審議内容及び活動を、適宜、取締役会及び監査役会に

報告するものとする。

5.サントリーグループの取締役、執行役員及び監査役がコンプライアンス上の問題を発見した場合は、速やかにリスクマネジメン

ト委員会に報告するものとする。また、コンプライアンスホットラインを社内・社外に設置し、サントリーグループの従業員が

コンプライアンス上の問題点について、直接報告できる体制とし、情報の確保に努めた上で、報告を受けたリスクマネジメント

委員会は、その内容を調査し、必要に応じて関連部署と協議し、是正措置をとり、再発防止策を策定し、全社にこれを実施さ

せる体制とする。

6.必要に応じて、子会社に取締役又は執行役員を派遣し、適正な業務執行・意思決定や監督を実施する。また、当社の関連部署は、

子会社に対して助言、指導、支援を実施するものとする。

7.必要に応じて、子会社に監査役又はこれらに相当する者（以下、「監査役等」）を派遣し、監査の実施を行うものとする。また、

監査部門において、子会社に対する内部監査を実施する。

8.サントリーグループの従業員のコンプライアンスの状況・業務の適正性について、監査部門による内部監査を実施し、その結果

は、代表取締役社長に報告されるものとする。

9.財務報告の適正の確保に向けた内部統制体制を整備・構築する。

10.サントリーグループの取締役及び執行役員は、反社会的勢力との関係断絶及び不当要求への明確な拒絶のための体制を構築

し、推進するものとする。

自然
と響きあう

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

お客様・お取引先
と響きあう

CSR
マネジメント
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Ⅱ．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

1.総務担当役員は、社内の重要文書の保存及び管理について、文書管理規定等を必要に応じて見直し、改善を図るものとする。

2.取締役及び執行役員は、株主総会議事録、取締役会議事録、重要な意思決定に関する文書等（電磁的記録を含む。以下同じ。）

その他取締役及び執行役員の職務の執行に係る重要な情報を法令及び社内規定に従い保存・管理するものとする。

3.上記の文書等は、取締役、執行役員及び監査役が必要に応じて閲覧可能な状態を維持するものとする。

4.リスクマネジメント委員会において、個人情報を含む情報の保護・保存のみならず、情報の活用による企業価値向上を含めた情

報セキュリティ・ガバナンス体制を構築・推進する。

Ⅲ．当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

1.サントリーグループの経営上の戦略的意思決定は、取締役会に付議されるものとする。

2.業務執行におけるリスクは、各取締役及び各執行役員がその対応について責任を持ち、重要なリスクについて、取締役会にお

いて、分析・評価を行い、改善策を審議・決定するものとする。

3.グループ経営上重要なリスクは、リスクマネジメント委員会及び品質保証委員会において、グループ全体にわたる業務遂行上の

リスク及び品質リスクを網羅的・総括的に管理する。また、それぞれの重要なリスクについて、必要に応じ、当該リスクの管理

に関する規定の制定・ガイドラインの策定・研修活動の実施等を行うものとする。

4.新たに生じたグループ経営上重要なリスクについては、取締役会において、速やかに対応の責任を持つ取締役又は執行役員を

選定し、対応について決定するものとする。

Ⅳ．当社の取締役及び当社子会社の取締役、執行役員その他これらの者に相当する者の職務の執行が効率的に行われること
を確保するための体制

1.サントリーグループの取締役、執行役員及び従業員が共有すべき全社的目標を定め、担当取締役及び担当執行役員は、全社

的目標達成のための具体的目標及び権限の適切な配分等、当該目標達成のための効率的な方法を定める。

2.担当取締役及び担当執行役員は、目標達成の進捗状況について、取締役会又は経営報告会において確認し、具体的な対応策

を報告しなければならないものとする。

3.各取締役及び各執行役員の業務執行の適切な分担を実施し、責任権限規定に基づき、効率的な意思決定を図るものとする。

Ⅴ．当社子会社の取締役、執行役員その他これらの者に相当する者の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

1.子会社の取締役及び執行役員の業務執行の状況については、定期的に取締役会及び経営報告会において報告されるものとする。

2.子会社を担当する取締役及び執行役員は、随時子会社の取締役及び執行役員から業務執行の状況の報告を求めるものとする。

3.責任権限規定において、一定の事項については、当社の関連部署との協議・報告を義務付け、あるいは当社の取締役会の承

認を得るものとする。

4.監査部門は、子会社に対する内部監査の結果を、適宜、代表取締役社長に報告するものとする。

Ⅶ．当社の監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項、当該使用人の取締役
及び執行役員からの独立性に関する事項並びに当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

当社は、監査役が必要とした場合、協議のうえ、監査役の職務を補助する使用人を置くものとする。

なお、当該使用人の異動、評価等は、監査役会の意見を尊重した上で行うものとし、当該使用人の取締役及び執行役員からの

独立性を確保するものとする。

また、当該使用人は、監査役の職務を補助するに際しては、監査役の指揮命令に従うものとする。

Ⅵ．その他の当社並びにその親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

親会社及び上場子会社を含めたグループ会社間の取引は、取引の実施及び取引条件の決定等に関する適正性を確保し、客観的

かつ合理的な内容で行うものとする。
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Ⅷ．当社の取締役、執行役員及び使用人並びに当社子会社の取締役、執行役員、監査役その他これらの者に相当する者及び
使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

1.監査役は、取締役会に出席し、代表取締役及び業務執行を担当する取締役及び執行役員は、随時その担当する業務執行の報

告を行うものとする。

2.サントリーグループの取締役、執行役員及び従業員は、監査役が事業の報告を求めた場合又は業務及び財産の調査を行う場

合は、迅速かつ的確に対応するものとする。

3.サントリーグループの監査部門は、定期的に当社の監査役又は監査役会に対する連絡会を実施し、内部監査等の現状を報告する。

4.内部通報制度の担当部署は、内部通報の状況について、必要に応じて当社の監査役又は監査役会に報告する。

Ⅹ．当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続きその他の当該職務の執行について生ずる費用又
は債務の処理に係る方針に関する事項その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

1.当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条に基づく費用の前払等の請求をした場合、当該請求

に係る費用又は債務が監査役の職務の執行に必要でない場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

2.監査役は、当社子会社の監査役等又は監査部門との意思疎通及び情報の交換がなされるように努めるものとする。

3.監査役会は代表取締役社長及び会計監査人と意見を交換する機会を設けるものとする。

Ⅸ．当社の監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

当社は、サントリーグループの取締役、執行役員及び従業員が、コンプライアンス担当部門等を通じて、監査役へ報告をしたこ

とを理由として、不利な取扱いを行うことを禁止する。

当社は“グローバル食品酒類総合企業”を目指し、更なる持続的成長とサントリーグループ全体の企業価値の最大化を図るために、

グループ横断的なリスクマネジメント・コンプライアンス等の内部統制システムの整備・運用が重要であると認識しております。

当事業年度における内部統制システムの運用状況の概要は、次のとおりであります。

内部統制システムの運用状況の概要

１）リスクマネジメント体制に関する運用状況

・グローバルリスクマネジメント委員会、及びサントリーグループ内に設置される各リスクマネジメント委員会を定期的に開催し、サント

リーグループのリスク抽出、対応策の立案及び対応状況の進捗確認を行いました。

・グローバルリスクマネジメント委員会の活動内容について取締役会で報告いたしました。

・品質リスクについては、品質保証委員会を定期的に開催し、サントリーグループにおける品質保証上の課題の抽出、対応策の立案及

び対応状況の進捗確認を行いました。

・情報セキュリティについては、情報管理に関する啓発活動を実施する等、不適切な情報管理及び機密情報流出の未然防止に向けた

取り組みを行いました。

２）コンプライアンスに関する取り組みの状況

・海外グループ会社を含めたサントリーグループ全体のコンプライアンスホットラインを社内・社外に設置しており、イントラネット・ポス

ター掲示等を通じ従業員に対してその存在を周知しています。通報・相談に関しては、関連部署が責任をもって事実関係の調査を行い、

必要に応じて是正措置・再発防止策を講じています。また、「サントリーグループ内部通報制度規定」により、通報・相談したことを

理由に通報者に対していかなる不利益取扱いも行ってはならない旨を定めています。

・コンプライアンス室を中心として、従業員等に対して、コンプライアンス・企業風土等に関する意識調査を実施するとともに、その結

果をフィードバックし、更なるコンプライアンス意識の向上に努めております。

・全世界のサントリーグループ従業員等を対象として、サントリーグループの贈収賄に対する考え方を定めた「グローバル反贈賄ポリシー」

及び「グローバル反贈賄ガイドライン」に基づき、贈収賄規制に関する教育・研修活動に注力しております。
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３）業務執行の効率性の向上に関する取り組みの状況

・取締役会を21回開催し、中期計画の策定、予算策定、Ｍ＆Ａ、設備投資等経営上の意思決定を行いました。

・取締役会において、サントリーグループの経営成績が報告され、サントリーグループにおける経営目標の達成状況、経営課題及びそ

の対応策について確認し、議論を行いました。

５）内部監査に関する運用状況

監査部門は、監査計画に基づき当社各部門及び国内外の子会社について内部監査を実施し、必要に応じて改善のための指示又は勧告

を行うとともに、監査結果を、適宜、代表取締役社長に報告しています。

４）監査役会に関する運用状況

・監査役は、取締役会、リスクマネジメント委員会等の重要な会議への出席等を通じ、取締役及び執行役員等から業務執行の報告を

受けています。

・監査役・監査役会は、監査部門から、内部監査等の現状について定期的に報告を受けています。

・監査役は、当社子会社の監査役等又は監査部門と意思疎通及び情報の交換を行っています。

・監査役会は、代表取締役社長、社外取締役及び会計監査人と意見を交換する機会を設けています。
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自然
と響きあう

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

お客様・お取引先
と響きあう

CSR
マネジメント

コンプライアンス推進体制

お客様や社会からの期待に応え、責任を果たしていくために、コンプライアンスを最優先する組織・風土づくりを進めています。

CSR マネジメント

コンプライアンス

■企業理念実現のために全従業員共通の価値を示した「企業倫理綱領」

サントリーグループの全従業員が企業理念実現のために、共通の基準で行動できるよう、2003年に「サントリーグループ企業倫理綱領」

を制定以来、この綱領に基づき、グループ横断的な視点からコンプライアンス推進体制を整備しています。また、2012年には、社会

的責任に関する国際規格ISO26000を参照して内容を改定し、2017年には全世界のサントリーグループ従業員に、より理解しやすい

内容へと改定しました。

■現場に根ざした推進体制

グループ横断的な視点からコンプライアンスを推進するために、その専門組織として、リスクマネジメント本部のもとにコンプライアン

ス室を設置しています。

コンプライアンス室では、リスクマネジメント本部方針に沿った具体的な諸施策の立案・実施や各職場での実践状況の把握、課題に対

する提言・助言のほか、「コンプライアンス・ホットライン（内部通報制度）」を設け、公平・公正、誠実に対応しています。内部通報制

度に関しては、公益通報者保護法を踏まえた「内部通報制度の整備・運用に関する民間事業者向けガイドライン」の改正を受け、「サン

トリーグループ内部通報制度規定」の一部を改定し、より実効性のある制度運用を行っています。

また、国内外のグループ各社ではそれぞれにコンプライアンスを推進する責任者を配置し、各社の課題に対応した独自の行動指針を策定・

周知するなど、主体的な推進活動を行っています。

コンプライアンス推進のしくみ
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■通報者等の保護

サントリーグループでは「コンプライアンス・ホットライン」の設置と同時に、就業規則で通報者が不利益を被るような取り扱いを禁止

しています。また「内部通報制度規定」を制定し、通報者のみならず調査協力者への不利益な取り扱いを禁止すること、対応後に通報

者をフォローアップすることなど、通報者等の保護を徹底しています。

コンプライアンス・ホットライン対応フロー

コンプライアンス実践のための活動

■「企業倫理綱領」をグループ全体へ周知

サントリーグループの全役員・従業員が「企業倫理綱領」を理解し、日々の行動の中で実践していけるよう、サントリーグループの理念

や「企業倫理綱領」をまとめた小冊子を配布しています。

毎年年初には、国内サントリーグループ全従業員が新たな気持ちで「企業倫理綱領」の内容を再確認し、冊子巻末の「コンプライアン

ス宣言書」に自らサインをしています。同時に、世の中で起きているコンプライアンス事例や、全社・各社それぞれの課題と認識してい

る内容など、さまざまなテーマで職場ディスカッションを実施し、コンプライアンスの基本についてリマインドし、倫理観の醸成を図っ

ています。

国内サントリーグループ従業員を対象に実施している従業員意識調査の中で、業務や職場環境における「企業倫理綱領」の遵守やコン

プライアンス実践の状況を確認しています。調査の結果は、経営層に報告され、潜在的なコンプライアンス違反の早期発見に努めるほか、

「企業倫理綱領」の有効性を定期的に確認しながら、従業員への教育、活動計画の策定等に活用しています。

■問題の早期発見・解決のためにホットラインを強化

サントリーグループでは「企業倫理綱領」に反する行為があることを従業員が知った場合、ま

ず上司に報告・相談することを基本としています。しかし、そうした報告・相談が適さない場合

に問題を早期に発見し解決するため、国内グループ全体の共通窓口としてコンプライアンス室

と、社外の法律事務所の2カ所に「コンプライアンス・ホットライン」を設置しています。さらに、

国内グループ10社が社内に独自の窓口を設けて運営しており、コンプライアンス室では独自窓

口担当者の対応力向上を目的に毎年研修を行っています。

また、グローバルリスクマネジメント体制の一環として、海外グループ会社も包括した全世界共

有の通報受付窓口を、2016年4月より設置しています。

2017年の国内グループ各社窓口と海外グループ窓口の通報合計件数は214件でした（内サント

リー食品インターナショナルグループへの通報は104件）。また、国内における件数のうち約8

割は労務・人事ならびにマネジメントに関するものです。それぞれの通報案件に対しては、サン

トリーグループ内部通報制度規定に従い、コンプライアンス室やグループ各社担当部署が当該

案件関係者すべてのプライバシー保護に配慮した調査を行ったうえで、是正・勧告などの対応

を行います。調査結果は経営層へ報告し、問題の改善や再発防止策につなげています。

「コンプライアンス・ホットライン」
周知ポスター
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■グループ会社の推進活動を支援

グループ各社はそれぞれの会社の推進責任者が中心となって活動を行っています。コンプライアンス室では、各社の課題に応じた施策

の提案やツールの提供、集合研修の実施など推進活動を支援しています。また、国内グループ会社へ新たに着任する役員・管理職を

対象に、コンプライアンス経営の牽引役としての役割をより深く認識するための研修を実施しています。

■インサイダー取引防止体制の整備と社内啓発

グループ会社であるサントリー食品インターナショナル（株）および（株）ダイナックが東京証券

取引所市場に上場していることから、サントリーホールディングス（株）リスクマネジメント本部

法務部およびサントリー食品インターナショナル（株）管理本部法務・リスクマネジメント部が東

京証券取引所提供のコンテンツをベースとしたe-ラーニングを実施し、インサイダー取引防止の

徹底に取り組んでいます。

啓発資料

事業活動における「企業倫理綱領」の実践
「企業倫理綱領」ではコンプライアンスを重視することを明記しています。事業活動においては、この企業倫理綱領の考え方のもとにさ

まざまなコンプライアンス上の課題について、各部門がポリシー・自主基準を設定・運用しています。

■公正な事業活動を徹底

サントリーグループは「独占禁止法」をはじめとする各種法令を遵守し、公正な事業活動を行うことを事業の大前提としています。

1992年に「独占禁止法遵守指針」を定めて以来、法改正や環境変化に合わせて指針を改定、運用しています。 「キャンペーンに関する

景表法上の留意事項」「下請法遵守マニュアル」のイントラネットへの掲載や、各部門・グループ会社向けの定期的な説明会の実施など「独

占禁止法」および関連法規の周知と遵守徹底を図っています。

また、お取引先やお客様に対する日々の活動において公正さを確保するべく、商品開発、販売、マーケティングの企画段階から専門部

署が積極的に関わり、法令遵守の観点から関係部署の対応方針や活動を検証しています。

■継続的な情報発信でコンプライアンス意識の啓発活動

コンプライアンスの理解促進、実践のために、社内イントラネット内の「コンプライアンス・ネット」で定期的に情報を発信しています。

「コンプライアンス・ネット」ではその時々に取り組んでいる活動と連動したテーマ、世の中の事例を通してコンプライアンスの本質を理

解するコンテンツなどを発信しており、各社のコンプライアンス推進責任者が中心となって、全従業員へ周知しています。さらに「コン

プライアンス・ネット」には、いつでも学習できるようにコンプライアンスの基礎知識やハラスメントチェックなど、セルフラーニング集

なども掲載しています。

また、2017年は事業会社のマネジャー層を対象に外部講師によるコンプライアンスセミナーを実施し、不祥事が起きる背景について考

え、不祥事を起こさないための心構えを確認しました。
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■委員会を設置して酒類の公正取引を推進

「酒類に関する公正な取引のための指針※」を踏まえ、酒類に関する法令および社内自主基準等を確実に遵守するため、サントリーグルー

プの酒類の販売を担うサントリー酒類（株）に「公正取引推進委員会」を設置し、公正な取引の推進に努めています。

※「酒類に関する公正な取引のための指針」は2006年に国税庁から提示された行政指導指針。過当競争などによる不当廉売から、酒類事業者の経営が

悪化し、酒税が減少することを防ぐためのものであり、酒類事業者の経営安定のために、公正な取引条件の設定やリベート類の透明化を求めている。

独占禁止法を運用する公正取引委員会との連携も定めている。

■事業活動の透明性を保つために贈収賄などを禁止

サントリーグループは「企業倫理綱領」の中で、政治・行政・関連団体や企業など、相手がいかなる法人・個人・団体であっても、過度

な接待・贈答を禁止し、法令を遵守した健全で透明な関係を保つことを定めています。

また、業務上で関わる相手との関係や、日常的に起こりうるケースを想定し、具体的に取るべき行動や判断の指針を示した「サントリー

グループ共通行動指針」を作成しています。この指針は、国内グループ各社の全役員・従業員が常に確認できるようイントラネットに掲

載しています。

■グローバルコンプライアンスの取り組み

サントリーグループのグローバル展開に伴い、グローバルな推進体制構築、グローバルスタンダードへの対応に取り組んでいます。The 

Foreign Corrupt Practices Act(FCPA) 等の世界各国の贈賄に対する規制強化に伴い、2015年にはグローバルスタンダードに合わせ

た接待・贈答に関するガイドラインを制定し、説明会やｅラーニングにより周知理解の展開を図りました。2016年はグローバル反贈賄

ポリシーを制定、接待・贈答に加え、寄付や政治献金などを含めた新たなガイドラインを制定しました。2017年は海外グループ各社に

おいてもｅラーニングの展開をスタートしました。また、グローバルコンプライアンス体制の一環として、海外グループも包括した全世

界共有の通報受付窓口を、2016年4月より設置し、贈賄や人権侵害に限定せずコンプライアンス違反に関する通報を受け付けています。

2017年はグローバルホットライン窓口を通しての通報は1件でした。尚、児童労働や強制労働に関する通報は発生していません。

コンプライアンス・組織風土の状況把握のため従業員意識調査を実施
コンプライアンス・組織風土の状況および個別課題の有無をグループ全体にわたって把握するため、国内グループ全従業員を対象とし

た「意識調査」を実施しています。その調査結果から、全社および各部署の個別課題を把握し、グループ全体のコンプライアンス意識

醸成のための取り組みを検討します。また各社の経営層や管理職とその課題を共有し、各社各部署の自主的な課題解決のアクションに

つなげています。

海外グループ会社においても独自の調査を行い、コンプライアンス経営の実践に役立てています。
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コンプライアンス

サントリーグループ企業倫理綱領

序文
「サントリーグループ企業倫理綱領」はサントリーグループの企業理念を実現するために、私たち一人ひとりがとるべき具体的な考動の

あり方を示したものです。

「サントリーグループ企業倫理綱領」の実践にあたり、基本となる考え方が「コンプライアンス」です。サントリーグループが考えるコン

プライアンスとは、“Comply with another's wish（相手の期待に応える）”、つまり、法令遵守はもちろんのこと、お客様、お取引先、

地域・国際社会、自然環境、従業員など、私たちが関わるすべてのステークホルダーの期待に応える、より高い水準の倫理的考動を追

求し、実践することです。

私たちはどのような変化の時代にあっても、“Growing for Good”を目指すサントリーグループの一員として、それぞれのステークホル

ダーに真摯に向き合い、多様な価値観の存在を受け入れ、公正・誠実な事業活動を行います。 そのような考動を通してこそ、サントリー

グループが真に人々や社会から信頼され、選ばれる、価値ある企業グループであり続けられると、私たちは信じています。

1．お客様志向の実践
お客様の喜びと幸せに貢献できるよう、安全・安心で質の高い商品やサービスを提供するとともに、誠実で透明なコミュニケーション

に努めます。

 

1.1 商品・サービス

商品やサービスの企画開発・原料調達から製造・販売に至るまで、お客様の期待に応える価値を創造し、提供します。

1.2 情報提供・責任あるマーケティング

安全・安心に関わる情報をはじめ、お客様が必要とする情報を適切かつ速やかに提供するよう努めるとともに、製品表示・宣伝・広告

等において、誤認や誤解のおそれのない正確で分かりやすい表現を心がけます。また、多様な商品やサービスを扱う企業グループとし

て責任あるマーケティング活動を行います。

1.3 双方向のコミュニケーション

お客様とのコミュニケーションの機会を幅広く設け、多様なお客様の声を企業活動に反映することで、一層の満足と信頼をいただけるよ

う努めます。

自然
と響きあう

社会
と響きあう

従業員
と響きあう

お客様・お取引先
と響きあう

CSR
マネジメント
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2．誠実・公正な活動
法令および高い倫理観に則り、公正で透明な活動を展開します。

2.1  法令遵守および規範・文化の尊重

関係各国の法令を遵守し、国際規範を尊重するとともに、文化・慣習・伝統・宗教にも配慮した公正で透明な企業活動を行います。

2.2 公正な競争

取引先・競争会社等との関係においては、不当あるいは不正な手段による利益追求を排除し、自由で公正な競争に基づいた企業活動

を展開します。

2.3 腐敗行為

贈収賄、マネーロンダリング、横領等、いかなる相手に対する、いかなる形の腐敗・不正行為も許容しません。取引先、公務員等とは

公正で透明な関係を保ち、接待や贈答品の授受、寄付や政治献金については、贈収賄・腐敗防止に関する法令、規範、社内規則およ

び健全な商慣習に従います。

2.4 利益相反

自分自身または親族その他の第三者の利益と、会社の利益が相反するおそれがある場合には、速やかに会社に開示し、利害の対立を

回避するための適切な対応を講じます。また、取引先選定や採用等は、合理的で公正な比較・評価に基づき、透明性をもって行います。

2.5 反社会的勢力・輸出入管理

反社会的勢力とは一切の関係を持たず、毅然とした態度での対応を徹底します。また、輸出入管理その他特定の国・団体との取引に関

して適用される各国法規を遵守します。

2.6 財務・業務に関する記録と開示

財務および業務に関する記録は、法令および社内規則に従って、事業の状況を正確かつ適正に示すよう作成し開示するとともに、記録

に基づいた適正な納税を行います。

3．社会への貢献
よき企業市民として積極的に社会貢献活動を行います。

3.1 地域社会への貢献

活動する地域での相互交流を深め、その課題の解決や生活文化の充実に寄与するように努めます。

3.2 幅広い文化・社会貢献

芸術・文化・スポーツの振興をはじめとした幅広い活動に取り組むとともに、こうした活動に取り組んでいる団体や個人等を支援します。

3.3 従業員の活動への支援

ボランティア活動をはじめとする社会貢献活動への従業員の参加を積極的に支援します。

4．環境の保全
地球環境の保全に真剣に取り組み、自然と調和し生物多様性に富んだサステナブル（持続可能）な社会を次世代に引き継ぎます。

4.1 水資源の保全

あらゆる生命の源であり、創業の原点とも言える水資源の持続可能性のため、水を守り、育みます。

4.2 環境負荷の低減

商品・サービスのバリューチェーンすべての段階で環境に対する負荷の低減を目指します。

4.3 環境パフォーマンスの継続的改善

適切に構築された環境マネジメントシステムのもと、環境技術の積極的な採用および効率向上を通じて、環境パフォーマンスの継続的

な改善に取り組みます。
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5．ダイバーシティ・人権尊重とより良い労働環境の実現
ダイバーシティと人権を尊重するとともに、働きがいのある企業グループの実現を目指します。

 

5.1 児童労働・強制労働

あらゆる企業活動において、児童労働、強制労働その他不当な労働慣行を認めません。

5.2 差別・ハラスメント

個人の人権と人格を尊重し、人種、宗教、性別、年齢、国籍、言語、障がい等を理由とするあらゆる差別およびハラスメントを排除して、

公正な処遇がされる職場環境をつくります。人権侵害が発覚した場合には、当事者のプライバシーを守りつつ、再発防止を含め速やか

に適切な対応をとります。

5.3 結社の自由

結社の自由と団体交渉に関する、従業員の基本的権利を尊重します。

5.4 働きやすい職場環境

心身ともに健康で、安全かつ安心していきいきと働くことができる職場環境を築くとともに、仕事と生活の調和の取れた働き方を推進し

ます。

5.5 風通しの良い職場風土

多様な個性を持つ、すべての人が率直に意見や行動を示せるよう、互いの考え方や立場を尊重し、自由闊達で風通しの良い職場風土の

醸成に努めます。また、サントリーグループ内の活発なコミュニケーションを通して、一体感のある協調的な関係を構築します。

5.6 挑戦と成長

一人ひとりが仕事に誇りと責任を持ち、自律的に目標にチャレンジし、自身の成長を実現します。

6．情報と資産の管理・活用
会社資産や情報等は、適切に保全・管理・活用し、第三者の権利を尊重します。

 

6.1 会社資産

有形・無形を問わず会社資産については社内規則に従って適正に管理し、私的利用など業務以外の目的では使用しません。

6.2 秘密情報

会社の秘密情報は第三者へ漏洩することのないよう、厳重に管理します。またインサイダー取引をはじめ、業務等を通じて入手した情

報の不正・不当利用も行いません。

6.3 個人情報

個人情報やお客様・取引先等の秘密情報を取得する場合は正当な方法で入手し、定められた範囲においてのみ使用し、法令および社

内規則に従って適正に管理します。

6.4 知的財産

知的財産を適切に保全・確保するとともに、第三者への権利供与の許諾等は、法令および社内規則に従って行います。また、第三者の

所有する知的財産権は十分に尊重し、侵害または不正使用は行いません。

6.5 社外とのコミュニケーション

あらゆる場面において、サントリーグループに所属する個人の発言や情報発信が、会社やグループの評価や事業に影響しうることを理

解し、責任ある行動を常に意識します。
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管理・運用
適用範囲

（1）サントリーグループ企業倫理綱領は、サントリーホールディングス株式会社およびそのグループ会社の役員・従業員に適用します。

（以下、サントリーホールディングス株式会社およびそのグループ会社を総称して「サントリーグループ」といい、個別の会社を称

して「グループ各社」といいます）

（2）グループ各社の経営トップは、この綱領の精神の実現を自らの役割と認識し、自ら模範を示すとともに社内にその徹底を図り、

実効性のある社内体制を確立するものとします。グループ各社においては、この綱領の精神に基づいて、企業倫理またはこの綱

領に規定する事項に関する行動規範・行動指針・マニュアル等を制定・運用できるものとし、この綱領に基づく具体的な行動基

準は、それらに従うものとします。なお、グループ各社の行動規範等は、この綱領の内容と矛盾するものであってはなりません。

（3）サントリーグループの役員・従業員以外であっても、グループ各社を代理して業務を行う場合には、この綱領に従った業務遂行を

要請します。また、この綱領については、グループ各社の取引先にも理解・共感いただけるよう努めます。

制定および改廃

この綱領の制定および改廃は、グローバルリスクマネジメント委員会の審議を経てサントリーホールディングス株式会社の取締役会が

決定するものとします。

主管部署

この綱領の主管部署はサントリーホールディングス株式会社リスクマネジメント本部コンプライアンス室（以下「ＳＨＤコンプライアンス

室」といいます）とし、この綱領に規定する事項の実施および企業倫理の確立につき、グループ各社に対する助言・提言および支援を

行うものとします。

監査

この綱領の遵守状況および実効性を確認するために必要な場合、グローバルリスクマネジメント委員会は、ＳＨＤコンプライアンス室の

実施する諸施策に加えて、自らまたは第三者を通じてグループ各社の監査を実施するものとします。

通報・違反時の措置

この綱領に反する、または反するおそれのある行為が行われていることを知った役員・従業員は、上司、グループ各社のコンプライアン

ス主管部署、グループ各社が設置する通報窓口、またはサントリーグループグローバルホットラインに報告や相談をすることが求められ

ます。この場合、報告・相談者のプライバシーは最大限保護されなければならず、また、報告・相談したことを理由とするいかなる報復

措置も許容されません。この綱領に抵触する行為を行った場合は、その内容に応じて、グループ各社の社内規則に基づき処分の対象と

なる場合があります。

解釈

この綱領の解釈・運用等についての疑義等がある場合は、ＳＨＤコンプライアンス室に照会をしてください。
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人権課題に対する取り組みに向けて
サントリーグループは、2013年から、人権課題により一層取り組んでいくために、企業倫理綱領など既存の枠組みだけでなく、人権リ

スクマップの作成や調達先のモニタリングを開始しています。

人権活動方針の策定
サントリーグループは、人権についての活動方針を定め、その遵守に努めています。

企業活動のグローバル化が進み、企業の人権への取り組みに対して、社会からの関心が高まっています。また、サントリーグループにとっ

ても、CSR重点課題への取り組みにあたり、ステークホルダーの人権を尊重していくことが極めて重要だと考えています。人権に配慮し

た活動を推進するため、人権リスクマップを作成し現状を整理するとともに、従業員やサプライチェーンに対する働きかけを行うなど、

従来の取り組みを一層強化しています。

CSR マネジメント

人権の尊重

ダイバーシティと人権を尊重するとともに、働きがいのある企業グループの実現を目指します。

 

5.1 児童労働・強制労働

あらゆる企業活動において、児童労働、強制労働その他不当な労働慣行を認めません。

5.2 差別・ハラスメント

個人の人権と人格を尊重し、人種、宗教、性別、年齢、国籍、言語、障がい等を理由とするあらゆる差別およびハラスメントを

排除して、公正な処遇がされる職場環境をつくります。人権侵害が発覚した場合には、当事者のプライバシーを守りつつ、再発

防止を含め速やかに適切な対応をとります。

5.3 結社の自由

結社の自由と団体交渉に関する、従業員の基本的権利を尊重します。

5.4 働きやすい職場環境

心身ともに健康で、安全かつ安心していきいきと働くことができる職場環境を築くとともに、仕事と生活の調和の取れた働き方を

推進します。

5.5 風通しの良い職場風土

多様な個性を持つ、すべての人が率直に意見や行動を示せるよう、互いの考え方や立場を尊重し、自由闊達で風通しの良い職場

風土の醸成に努めます。また、サントリーグループ内の活発なコミュニケーションを通して、一体感のある協調的な関係を構築し

ます。

5.6 挑戦と成長

一人ひとりが仕事に誇りと責任を持ち、自律的に目標にチャレンジし、自身の成長を実現します。

サントリーグループ 企業倫理綱領（抜粋）
（2003年制定、2012年4月改定、2017年6月改定）
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人権リスクマップの作成と評価
サントリーグループは、2013年10月にCSR推進部・人事本部・コンプライアンス室が中心となり、人権リスクマップを作成しました。また、

作成したマップをデンマーク人権研究所「DIHR（The Danish Institute for Human Rights）」に送り、グローバルな総合酒類食品企

業として留意すべき事項についてアドバイスをもらいました。

人権尊重を推進する委員会の設置
サントリーグループでは、「企業倫理綱領」にあらゆる不当な差別やハラスメントなどを排除することを定めています。そのために、国

内においては人権の尊重と国籍・性別・年齢・障がいなどによる差別の排除を目的に、中央委員会と各事業所の人権推進委員で構成す

る「人権教育推進委員会」を設置しています。誰もが安心して働くために、すべての従業員が人権について正しく認識することが大切で

あるとの考えのもと、継続的な意識啓発に取り組むとともに、新任マネジャー研修、新入社員研修などにおいて、人権教育・啓発のプ

ログラムを実施しています。

ハラスメントの防止
「従業員意識調査」には、ハラスメントに関する項目を組み入れ、現状を把握し、取り組みの改善につなげています。さらに、内部通

報制度「コンプライアンス・ホットライン」の窓口を社内外に設置。国内の通報窓口には女性担当者も配置し相談しやすい環境を整え、「企

業倫理綱領」に反するハラスメントや労務問題の通報を受理し、問題の早期発見に取り組んでいます。

■意識啓発を徹底しセクシュアルハラスメントを防止

サントリーグループでは、国内において「セクシュアルハラスメント防止マニュアル」を作成し、イントラネットを通じて従業員に周知徹

底しています。また、新任マネジャー研修やeラーニングを実施し、セクシュアルハラスメントに対する注意を継続的に喚起しています。

■パワーハラスメント禁止を従業員に徹底

職権や力の差などを背景にした威圧的な言動（パワーハラスメント）をなくすよう、従業員に徹底しています。国内においてはパワーハ

ラスメントに関しても、新任マネジャー研修やeラーニングを実施し、正しい理解と意識啓発に取り組んでいます。

基本的人権を尊重し、労働環境や安全衛生に配慮した活動を推進します。

サントリーグループは、企業理念「人と自然と響きあう」と企業倫理綱領に基づき、安全・安心で高品質な商品・サービスをお届

けするために、公正・公平な取引を実施し、サプライチェーンのお取引先とともに、人権・労働基準・環境などの社会的責任にも

配慮した調達活動を推進します。

お取引先との良好なパートナーシップを構築し、真に豊かで持続可能な社会の実現に貢献します。

サントリーグループCSR調達基本方針（抜粋）
（2011年制定）

2．人権・労働・安全衛生への配慮

■「職場を元気にする人権」をテーマに人権講演会を展開

サントリーグループでは、国内において新任マネジャーや新入社員などを対象とした階層別の

人権研修に加え、部門単位でも人権講演会やセミナーを実施しています。2016年は「人口変動・

人工知能と企業経営～人権の視点を踏まえて～」と題した人権講演会を実施。今後の人口変動

がもたらす社会的課題、人工知能の進化に伴う倫理観との共存などについて、人権の視点か

ら考える良い機会となりました。また、講演会を収録したDVD視聴を中心に全国の営業拠点

にてセミナーを実施しました。

従業員の意識向上に向けた取り組み
人権意識の向上や人権尊重の企業風土づくりを組織全体で実践していくため、啓発・教育活動を推進しています。

人権セミナー
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■モニタリングの実施

2016年は中国ウーロン茶葉公司5社で実施しました。

■アンケートによる確認

サントリーグループは、2012年から原料部と包材部の主要取引先を対象に、CSR調達アンケートを実施しています。アンケートでは、

人権の尊重、労働環境や安全衛生に配慮しているかを中心にサプライチェーンに潜在する社会リスクの評価を行っています。既存のサ

プライヤーに限定せず、新規に取引を開始するサプライヤーにも同様に確認しています。

また、サントリーグループでは、2014年から、児童労働・強制労働などの人権課題に関して、海外の調達先を訪問してヒアリングを開始。

2014年は、ビールの主要原料である麦芽・ホップの生産者を対象に、2015年はウーロン茶の仕上げ場を対象に実施しました。

2017年は国内の主要物流協力会社を対象にアンケートを実施し、今後は国際物流の取引先であるフォワダーにも対象を広げる予定です。

サプライヤーとのCSR調達

■ハラスメントeラーニングの実施

国内における新人教育プログラムの一環として、新卒社員、経験入社員を対象にハラスメントｅラーニングを毎年実施し、ハラスメント

の基本の理解につなげています。また2017年には、国内のサントリーグループ全従業員を対象に、LGBTに関する内容も取り入れたハ

ラスメントeラーニングを実施しました。
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リスクマネジメント推進体制
グループのグローバルな事業拡大に伴い、海外グループ会社を含めたグループ全体のリスクマネジメント推進体制を強化するため、

2015年4月に「グローバルリスクマネジメント委員会（GRMC）」を設置しました。このGRMCのもと、各事業会社にリスクマネジメント

委員会やリスクマネジメントチームを設置しています（例：サントリー食品インターナショナル(株)に「リスクマネジメントコミッティ」を、ビー

ムサントリーに「グローバルリスク＆コンプライアンスコミッティ」を、またサントリービール(株)等各事業会社に「リスクマネジメントチー

ム」を設置）。これらの委員会やチームを通じて、自社リスクの把握や対策実行、クライシスマネジメント体制の整備などの活動を行い、

お客様をはじめとしたステークホルダーの皆様に対する責任を果たすことを目指しています。

事業を継続して社会に貢献していくために、グループ全体のリスクを把握・分析し、課題解決に向けた取り組みを行っています。

CSR マネジメント

リスクマネジメント

ERM（Enterprise Risk Management）
経済のグローバル化や情報化、企業の社会的責任に対する意識の高まりなどにより、企業を取り巻くリスクはますます多様化・複雑化

しています。サントリーグループでは、毎年グループ全社を対象とした、事業リスクや環境・社会問題を含むリスクの棚卸しを行い、ステー

クホルダーの皆様に大きな影響を及ぼすおそれのあるリスクを特定し、対策を講じています。グループ全体として取り組むべき重要リス

クを特定し、リスク対応主管部署や各リスクマネジメント委員会でモニタリングを行い、グループ全体でリスクの低減活動を推進してい

ます。2016年度には、事業会社各社のリスク抽出・対応策検討に加え、サントリーグループ全体のリスクをグローバルな視点から抽出・

把握し、対応策の検討を実施いたしました。これらの活動につきましては、その内容を取締役会において報告しています。

■クライシスへの対応基盤を整備

企業が直面するリスクは、ますます複雑化・多様化・巨大化し、リスクマネジメントの強化は避けて通れない経営課題です。とりわけ、

影響が広範囲に及ぶ危機に対しては、あらかじめ被害を想定した事業継続計画（BCP）の策定が不可欠です。サントリーグループでは、

国内各社向けマニュアル「リスク・クライシス初動対応マニュアル」、および海外各社向けマニュアル「Major Incident Management」

を定め、クライシスへの対応基盤を構築しています。重大な危機が発生した際には、迅速な意思決定と情報伝達を行い、適切に対処す

ることで、その影響および被害を極小化し、グループの社会的信頼を保持することを目指しています。このように、クライシスマネジメ

ントのさらなる強化を図る中で、お客様をはじめステークホルダーの皆様の安全・安心を最優先とすること、適切な情報開示を行うこと、

全従業員が当事者意識をもって速やかに誠実に対処する姿勢をさらに高めています。

■国内グループ会社の体制基盤構築・強化

国内グループ会社のリスクマネジメント体制基盤の構築・強化を目的に、グループ会社各社とサントリーホールディングス（株）リスク対

応主管部署による「リスクマネジメントステアリング会議」を継続的に実施しています。双方向のディスカッションを通じて、各社固有の

リスク課題の共有、課題の解決に向けた対応策の検討を行っています。

■事業継続計画（BCP）の策定と実施

近年、自然災害（大規模地震、台風や集中豪雨による洪水・土砂災害、雪害、火山噴火など）や、新型インフルエンザ・ノロウイルスを

はじめとする感染症など、経済・社会活動の継続を脅かすリスクが多発しています。サントリーグループでは、こうしたリスク発生時に

も事業をできる限り中断せず、減災してお客様に高品質な商品・サービスを安定的に供給するために、事業継続計画（BCP）を策定し、

供給責任を果たすための対策を実施しています。

また、サントリーグループ内の工場における生産活動だけでなく、原材料調達や物流、営業活動での事業継続計画を策定するとともに、

有事の際の本部機能、インフラの分散など有事対応体制の強化を継続的に図っています。



236

「災害対策本部」立ち上げ訓練の様子

■大規模自然災害対策

安否確認システムの構築と訓練の実施

日本国内において、大規模地震をはじめとした自然災害が発生した際に、サントリーグループ

従業員の安否確認を迅速に行う仕組みとして、各自が所有する携帯電話・パソコン・固定電話

などの連絡手段を使った安否確認システムを運用しています。

このシステムのスムーズな運用に向けて、安否確認訓練を年2回実施するなど、啓発に努めて

います。また、大規模地震を想定した防災訓練や徒歩による帰宅訓練なども、定期的に実施

訓練を行っています。

災害時の対応体制

大規模災害時には、サントリーホールディングス（株）総務部を中心とした「対策本部」を設置し、傘下に各部門別の「対策チーム」を

配置して、迅速に初動対応を行います。対策本部では、従業員や家族の安否確認や被害情報の収集・整理をはじめ、各部の活動方針に沿っ

て実施する「事業所機能復旧」「情報システム復旧」「救援物資等手配」「生産機能復旧」「得意先・地域社会支援」などを統括します。また、

これらの体制や手順をイントラネットに掲載し、従業員がいつでも確認できるようにしています。2011年の東日本大震災以降、対応マニュ

アルの見直しや通信手段、災害備蓄品の増強、グループ会社を含めた災害発生時の体制強化を図り、2016年4月に発生した熊本地震

発生の際にはこの体制が機能し、いち早く安否の確認や救援、復旧支援にあたることができました。

■感染症対策

2009年に新型インフルエンザが流行（パンデミック）して以降、「インフルエンザ予防マニュアル」に基づく日常での予防対策、発生時

の対応プロセスを示したマニュアルを策定し、全従業員への周知を図るとともに、発生時の報告体制を明確化し、感染症の拡大防止策

を強化することで業務執行に影響が出ないように対策を講じています。加えて、強毒性感染症に関する行動指針を作成し（2015年改定）、

あらゆる感染症に対処しています。また、疾病のまん延時や強毒性の新型インフルエンザなどが発生した際にも事業を継続できるよう

BCPを策定しています。

■海外出張者への安全管理

近年、グローバル化が進む中、海外出張時のさまざまなリスクへの対応が課題となっています。サントリーホールディングス（株）総務

部と人事部が連携して、2013年に日本から海外への出張者を一元的に把握できるシステムを立ち上げました。このシステムを活用して、

海外出張者の速やかな安否確認、有事の際のスピーディな対応につなげています。

マラリア、結核、HIV/AIDS等の感染症が多く発生する地域のグループ企業においては、ハンドブック等の配布による意識啓発や産業

医との健康相談の機会を設けるなど、従業員や出張者の感染症予防に努めています。

反贈賄
The Foreign Corrupt Practices Act(FCPA) 等の世界各国の贈賄に対する規制強化に伴い、2015年は全世界のサントリーグループ役

員・社員に向け、反贈賄活動に関するサントリーグループの基本的な姿勢を宣言する（Anti-Bribery Measures）とともに、グローバ

ルスタンダードに合わせた接待・贈答に関するガイドラインを制定し、周知理解の展開を図りました。グローバルリスクマネジメント委員

会での各取り組みを取締役会において報告しています。2016年にはグローバル反贈賄ポリシーを制定、接待・贈答に加え、寄付や政

治献金などを含めた新たなガイドラインを制定しています。

「サントリーグループ企業倫理綱領」においてもいかなる形の腐敗・不正行為も許容しないことを規定しており、従業員に対するグロー

バル反贈賄ポリシーやガイドラインについての周知や研修に積極的に取り組み定期的なモニタリングを実施しています。また、グローバ

ルなコンプライアンス・ホットラインを整備し、通報や相談を受け付けております。

従業員は腐敗行為またはそれを疑われる行為が行われていることを知った場合、速やかにコンプライアンス・ホットラインを通じて連絡

することを推奨しています。
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1. Suntory Group, as a global group, is firmly committed to compliance with applicable anti-corruption laws and 

regulations around the world.

2. All Suntory employees worldwide are prohibited from giving or receiving bribes in any form, directly or indirectly, 

to anyone (public officials and private counterparties).

3. Suntory Group is committed to providing employees with clear guidelines such as Gifts, Entertainment and 

Hospitality.

4. Suntory Group is committed to maintaining accurate books and records and appropriate internal accounting 

controls systems, which shall be audited periodically by our independent auditors.

5. Suntory Group will communicate its compliance objectives, including how seriously it takes ethical conduct and 

compliance, to its employees, business partners, agents and other third parties.

6. Suntory Group will provide its employees comprehensive compliance and prevention of corruption training 

programs.

7. Suntory Holdings is committed to enhancing centralized monitoring processes worldwide.

8. Suntory Group wants and expects violations and concerns to be reported and will take action to investigate any 

complaints.

9. Suntory Group will provide employees with the resources to help them with compliance.

Anti-Bribery Measures

汚職に関するリスク評価
サントリーグループでは、有効なデューディリジェンスの実施や取引先との関係性等について周知し、デューディリジェンスを含めたリス

ク評価の体制構築に努めております。汚職に関する問題で高リスクと評価されたエリア・取引内容については、重点的に活動を進めて

います。

■情報セキュリティ体制強化

企業の情報セキュリティに対して、より適切な管理を求める社会的要請が高まっていることから、「サントリーグループ情報セキュリティ

基本方針」を定め、情報資産の保全としくみによるガバナンスを図っています。

また、近年ユーザーが急増しているソーシャルメディア（フェイスブック・ツイッター・ラインなど）での情報漏洩などのリスクに備え、

国内向けにソーシャルメディアの利用姿勢を定めた「サントリーグループソーシャルメディアポリシー」を制定しました。これらに基づき

グループ全体の情報管理を進めるとともに、情報の取り扱いに対する従業員一人ひとりの意識強化を図っています。

情報セキュリティの強化
業務遂行上の最重要リスクの1つである「情報セキュリティリスク」に対応するために、グループ全体で情報セキュリティ体制を強化して

います。また、グローバルセキュリティポリシーを制定し、グローバルレベルでの情報セキュリティ強化に努めています。
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Our information assets are a source of the Suntory Group’s competitiveness. During our strategic usage and 

application of such assets, we must be worthy of our customers’ trust in us and fulfil our corporate social 

responsibility. Thusly, we have identified the appropriate safeguarding of information assets as being an important 

management challenge, and have instituted the following basic policy, which promotes information security 

governance.

・By maintaining a chain of responsibility for information security and by formulating and enforcing rules on the 

handling of information, we will strive for appropriate management as one group.

・By specifying how the information assets that we possess should be handled in accordance with their importance 

and any risks, we will strive for their secure and proper use and their appropriate safeguarding.

・We will conduct the ongoing education and training of our directors, all employees, and other personnel, and we 

will commit to awareness-raising regarding this issue and ensure full compliance with rules related to information 

security.

・We will strive to prevent information security incidents, and in the unlikely event that such an incident occurs, we 

will swiftly take action to recover and implement corrective measures.

・While complying with laws and regulations in every country we operate in related to information assets, we will 

continuously improve and enhance the abovementioned information security policies.

Suntory Group Information Security Basic Policy

■人的・法的管理の強化

情報システムの利用や機密情報の管理に関する規定・基準を構築し、その情報をイントラネッ

トで告知しています。また国内各グループ会社では、次のような取り組みを通じてグループを

挙げた周知徹底を図っています。

・脆弱性分析をもとにした情報管理体制の改善

・情報セキュリティの重要性と情報の取り扱いに関する認識を高めるためのeラーニングや説明

会の実施

・ソーシャルメディア利用に関する規定類の整備と従業員への説明会の実施

・近年増加している「標的型メール攻撃」に対する訓練の実施

・各社のリスクマネジメント推進責任者・リーダーによるメンバーへの働きかけ

さらに、2016年度よりコンピュータセキュリティにかかるインシデント対応専門組織としてCSIRT(Computer Security Incident 

Response Team)を設置し、グループとしての情報セキュリティ事故予防、事故発生時の対応力強化に取り組んでいます。

情報セキュリティ eラーニング画面

■物理的・技術的管理の強化

お台場オフィス、大阪オフィスをはじめとする各事業所にセキュリティカードを用いた入館管理システムを導入しています。

また、セキュリティカードとパスワードを用いた認証機能により、全社の情報システムのアクセス管理を強化しています。

このほか、情報漏洩を防止するため、情報記録媒体へのデータ書き出し禁止措置、重要情報（個人情報・機密情報）を安全に保管す

るためのシステム（自動暗号化）設置、Eメール自動転送不能措置、社外からの不正アクセス・攻撃防止のためのファイアウォール設定

および監視などの対策を行っています。

■ＳＮＳリスクへの取り組み

急速なソーシャルメディア（ＳＮＳ）の普及により、個人が簡単に情報発信できるようになりましたが、他方、ネガティブ情報がＳＮＳを

通じて広く拡散され、企業価値の失墜を招くケースも見られます。

サントリーグループでは、ＳＮＳリスクの低減を図るために、活用に関する各種基準・ガイドラインの制定、リスクの早期発見、対応体

制の確立はもとより、従業員の感度醸成活動（ｅラーニング、セミナー、ＳＮＳ利用ガイドブックによる啓発活動等）にも取り組んでいます。
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■自らの知的財産の活用

サントリーでは、商品や技術の研究・開発を通じて獲得した成果を知的財産として権利化活用し、サントリーグループならではの高付

加価値商品を継続して供給するための活動を進めています。また、社内で定める「発明・考案規定」により報償制度を設け、従業員の

職務発明（創作）の奨励と積極的な活用を図っています。

■他者の知的財産権の尊重

知的財産を活用する一方で、他者が保有する知的財産権を侵害しないよう、研究・開発活動の現場に密着して情報収集に努めています。

たとえば、新しい技術の採用にあたっては、すでに他者の特許が存在しないかを調査します。また、商品名の採用に関しては、先行商

標が登録されていないかなどを調査し、他者の知的財産に類似するか否かの判断には、専門家の意見も参考にしています。

知的財産権への取り組み
社会における知的財産権への意識の高まりや国による数々の施策により、知的財産の重要性は年々増してきています。サントリーグルー

プでは、知的財産権を統括する部署として特許を中心とした知的財産部、商標・コーポレートブランドを中心とした商標部を設置してい

ます。

■個人情報保護の取り組み強化

サントリーグループ各社は、商品の販売促進キャンペーンへご応募いただいたお客様や、健康食品などの通信販売をご利用のお客様を

はじめとする多くの方の個人情報をお預かりしています。これらの大切なお客様の情報を守るため、サントリーグループでは、個人情報

保護法・ガイドラインなどに基づき、グループ全体で個人情報保護に取り組んでいます。

個人情報保護に関する従業員教育

個人情報保護の重要性を浸透させるために、グループ全従業員に対してeラーニングや説明会を実施しています。特に個人情報を直接

取り扱う部署では、より重点的に情報セキュリティ教育を行っています。

販促キャンペーン履歴管理システム

お客様の住所・氏名など個人情報の収集を伴う販売促進キャンペーンについては、業務委託先との間で機密保持契約書を締結した上で

「キャンペーン履歴管理システム」によって情報の入手から廃棄に至るプロセスを管理しています。また、保管が必要な個人情報は、社

内に構築された専用のデータベースで一元管理するなど、お客様の情報を確実に保護するよう努めています。

通信販売顧客の情報管理

サントリーウエルネス（株）における通信販売顧客の情報は、通信管理センター内に整備した

専用のクローズドシステムで一元管理し、センターへの入退出者については静脈認証により厳

重に管理しています。

静脈認証システム

■マイナンバー制度への対応

2016年に導入された特定個人情報（マイナンバー）の制度に対応すべく、グループ各社において適切な安全管理措置を行なっています。

業務委託先においてもその対応が図られていることを確認しています。
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1899年の創業以来、サントリーは、その長い歴史の中で事業を拡大し、現在では、サントリーグループとして、酒類、食品事業にと

どまらず、健康食品、外食、花事業など広範な分野で活動しています。

さらに、アジア・オセアニア、欧州、米州における食品・酒類ビジネスなど、世界各国で幅広く事業を展開しています。

本サイトでは、グループ会社のさまざまな取り組みを掲載しています。

CSR の取り組み

グループ各社の CSR 活動
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グループ各社の CSR 活動

国内グループ会社の活動

スーパープレミアム・アイスクリーム「ハーゲン

ダッツアイスクリーム」の製造・販売

「響」「魚盛」「鳥どり」などの多業態飲食店の

経営、ゴルフ場・リゾートレストランの運営受

託
国内・海外の食品事業

サントリー食品インターナショナル
（株）

ハーゲンダッツ ジャパン（株） （株）ダイナック

とんかつおよび揚げ物、和風・洋風・会席料

理などのレストラン運営（仕出弁当・ケータリ

ング）、ヒレかつサンドをはじめとする各種お

弁当・和風惣菜の製造および販売

花苗・鉢花、野菜苗および切花の開発・生産・

販売

井筒まい泉（株）

カフェとしてもバーとしても利用場面の多い

「PRONTO」の経営およびフランチャイズ展開

（株）プロントコーポレーション サントリーフラワーズ（株）

酒類関連備品販売（酒販店様・飲食店様向け）、

企業の販促支援・代行 （キャンペーン企画・景

品提案・配送・事務局運営等）、ワイン等酒類

の店頭、通信販売

サントリーマーケティング&コマース
（株）

サントリーグループ各社の広報・マーケティン

グ支援業務・コンサートホール・美術館など文

化施設の管理運営・サービス業務・イベントの

企画・運営業務・コールセンターの運営・研修・

コンサルティング業務・人材派遣業務など

サントリーパブリシティサービス
（株）



242

ハーゲンダッツ ジャパン（株）

本社所在地 〒153-0051　東京都目黒区上目黒2-1-1

設立 1984年8月

資本金 4億6,000万円

売上高 527億円（2017年度）

従業員数 243名（2017年12月末）

事業内容
スーパープレミアム・アイスクリーム「ハーゲンダッツアイス
クリーム」の製造・販売

ホームページ http://www.haagen-dazs.co.jp/

会社概要・理念

■“Dedicated to Perfection.（完璧を目指す）”

1984年8月の創業以来、ハーゲンダッツ ジャパン（株）は「お客様の期待を超えるフローズンデザートを提供することにより、お客様

に喜びと感動を提供し続ける」ことを使命として企業活動を行っています。

その活動を支える哲学ともいえる企業理念が「Dedicated to Perfection（完璧を目指す）」です。商品の開発からお客様のもとに届く

まで、品質・ブランドはもちろんのこと、すべての企業活動においてお客様の視点に立って完璧を目指し、私たちの使命を果たしていき

ます。

お客様・お取引先と響きあう ～商品・サービス～

主なCSR活動

■CSR経営の推進

CSRに関する意識啓発を徹底

企業倫理綱領を制定し、これに基づきCSR活動を推進しています。

また、外部講師による研修、社内イントラネットを活用した情報提供などにより、CSRに関する意識啓発を継続して行っています。

■食品の安全と品質への取り組み

原材料の品質を追求

お客様にハーゲンダッツ・モーメント（ハーゲンダッツを口にしたときの至福の瞬間）をお届けするために、品質には徹底的にこだわっ

ています。アイスクリームの主原料である牛乳には特にこだわり、酪農家の方々は牛一頭一頭の体調に合わせた飼料の調整や、牛乳の

成分を左右する牧草や土壌の成分まで管理しています。また、味を決めるフルーツやナッツ、チョコレートなどの副原料も世界各地から

厳選して使用しています。安全・安心な商品づくりはもちろん、お客様に感動していただける、より高品質な商品を提供することがハー

ゲンダッツブランドを高めていくと考えています。
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食品安全、および品質管理に関する認証を取得

ハーゲンダッツ群馬工場では1998年に「総合衛生管理製造過程による食品の製造または加工」

（厚生労働省HACCPプログラム）、2013年5月には国際的な食品安全マネジメントシステムであ

るFSSC22000も取得しました。このFSSC22000に則った管理を徹底することにより、原料調

達から、生産、物流までのすべての工程において、食品安全をさらに強固なものとしています。

品質に関する従業員教育を展開

すべての従業員が品質について正しく理解し、日々の業務を行えるように、社内イントラネットに「品質のこだわり」というページを設置

しています。このページでは、ハーゲンダッツの品質への取り組みがまとめて見られるようになっています。また、新入社員向けの研修

には、アイスクリームの品質に関するセミナーも組み込み、品質管理の大切さを十分に身につけられるように配慮しています。

群馬工場

■お客様との関わり

お客様とのコミュニケーションを強化

お客様とのコミュニケーションを大切にし、いただいたご意見を事業活動に反映しています。2010年には「お客様満足のための基本方針」

を制定。この方針に則って、全従業員が行動しています。

わたしたちは、社会のよき一員としての役割を果たすため、さまざまな活動を通じてあらゆるお客様のさらなる満足の確保、維持、

向上に努めます。お客様とのコミュニケーションを大切にし、お客様に信頼され、喜んでいただける安心・安全な商品、サービス、

情報の提供を行うとともに、お客様の声を企業活動に反映させていきます。

1.お客様からのお問い合わせ・ご指摘などに対して、迅速かつ的確に、丁寧に対応して参ります。また、公平、公正であるように

努めて参ります。

2.お客様に信頼され、喜んでいただけるさまざまな情報を、お客様に提供いたします。

3.お客様のご意見・ご要望や社会の求めるものを、社内に適切に反映させて参ります。

4.お客様の権利を保護するため、消費者保護に関する法規および社内の自主基準を遵守いたします。

お客様満足のための基本方針

お客様相談室の行動指針

また、ハーゲンダッツ ジャパン（株）は、上記基本方針・行動指針を行動規範として、ISO10002に則った「お客様対応規定」を制定

しました。この規定では、お問い合わせやご指摘をいただいたお客様の権利を認識し、企業活動へのお客様の満足を維持・向上する

ことを目的に、お客様対応に関しての積極的な取り組みと責務を明確にしています。さらに、この規定に基づいた詳細な基準・手順を

定め、周知徹底を図っていきます。

お客様からのお申し入れ情報は、ご連絡を受けた時点でその内容を社内情報システムに入力。担当部門と連携しながらお問い合わせな

どにお応えして、その結果も記録しています。このしくみを活用することで、お客様の声に迅速・的確に対応するだけでなく、お客様か

らいただいた貴重な情報を全社でリアルタイムに共有し、品質改善や商品開発、リスクマネジメント強化などにつなげています。

ホームページやお客様向け小冊子「おいしさの秘密」などを積極的に活用し、お客様のお役に立つ情報をお届けしています。たとえば、

ホームページでは、お買い求めの際の注意点やご家庭での保存方法など、アイスクリームをおいしくお召し上がりいただくための情報を

提供しています。
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■ビジネスパートナーとの関わり

ビジネスパートナーに向けた環境意識啓発活動

物流協力会社を対象に、環境意識啓発活動を行っています。毎年1回「ドライバーズスクール」を開催し、環境に配慮したエコドライブ

のコツなどをお伝えし、日々の運転で実践していただいています。

品質管理に関する監査を実施

サプライヤーの選定にあたっては、原材料のおいしさに加え、トレーサビリティなど食の安全・安心に関わる品質管理ができることを基

準とし、その確認のために必要な監査も実施しています。

自然と響きあう ～環境～

■環境への取り組み

環境の国際規格ISO14001を取得

ライフサイクル全体でCO2削減に向けた取り組みを推進

包材の軽量化

廃棄物の削減

ハーゲンダッツ群馬工場では、2001年に環境の国際規格であるISO14001を取得。水道や電気の使用量の削減目標を設定して、環境

に配慮した商品づくりを行っています。さらに、製造の途中で出た原料の残りは、動物の飼料にするなど食品リサイクルに取り組み、資

源の有効活用を図っています。

生産から物流、販売に至るまでCO2削減に向けた省エネ活動を推進しています。また、オフィスでも電気や紙などの使用量を管理して、

省エネ活動に取り組んでいます。

ミニカップ、リッド、スプーンや段ボールなどの包材を薄肉化し、包材軽量化による環境負荷低減に取り組んでいます。

2017年度の食品廃棄物排出量は88トンで、アイスクリームは飼料や肥料にリサイクルするなど、再資源化にも積極的に取り組んでいます。
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企業訪問を受け入れ

中高生を対象にハーゲンダッツ ジャパン（株）本社での企業訪問を受け入れ、「ブランド」「品質

へのこだわり」「商品開発の流れ」などを学んでいただいています。2017年は36校267名の企業

訪問を受け入れました。

企業訪問の様子

食育出前授業の様子 子どもたちが考えた新商品の
企画を発表

食育＋キャリア教育の出張授業を開催

食育やキャリア教育を目的に、東京都・千葉県・埼玉県・神奈川県の小学校を中心に出張授業「おいしさってなんだろう？」というプログラム

を年間約30校で実施しています。「食への感謝の気持ち」や「仲間と協力する楽しさ」、また「仕事を通じて誰かに喜んでもらう嬉しさ」を多

くの子どもたちに体験してもらっています。

その他、2017年はハーゲンダッツのミルクの故郷である浜中町の中学校と高校で実施、また「サントリー東北サンさんプロジェクト」の一環

として、いわき市「平四小第二児童クラブ」、南相馬市「八沢児童クラブ」で授業をしました。

フードバンクにアイスクリームを寄贈

2007年よりNPO法人セカンドハーベスト・ジャパンのフードバンク活動※への食品寄贈を行ってい

ます。毎年、夏休みやクリスマスシーズンに社会福祉施設の子どもたちにアイスクリームをプレゼ

ントしています。

※フードバンク活動：製造・流通過程などで出る、安全上は問題がないにも関わらず、廃棄される食品の寄付を受け、　 
　社会福祉施設などに無償で提供する活動

児童養護施設へ
アイスクリームを寄贈

社会と響きあう ～文化・社会貢献～

■地域・社会に対する取り組み

霧多布湿原ナショナルトラストを支援

主原料の牛乳の生産地である北海道根釧地区において、2007年から厚岸郡浜中町の霧多布湿原ナショナ

ルトラストへの支援を行っています。霧多布湿原は国内では3番目に大きな湿原で、1993年にはラムサー

ル条約にも登録されています。資金面の支援に加え、毎年当社従業員が地元の方々とともに、木道の補修

をするなど湿原の景観保全のボランティア活動を行っています。このボランティア活動は2017年で11回目

となり、23名の従業員が参加しました。この活動は、引き続き毎年実施していく予定です。

木道補修風景
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健康で働きやすい職場づくり

独自の取り組みとして、従業員一人ひとりの行動をポイント化する福利厚生制度「ロハスポイント」を導入しています。この制度は、マラ

ソン・ウォーキングイベントへの参加やスポーツクラブ利用など、健康によいことを実践するごとにポイントが加算される制度で、貯まっ

たポイントに応じてカタログから好きな景品をプレゼントしています。

また、心の健康にも配慮し、社外窓口を設置して相談を受け付けています。メンタルヘルスに関する研修も年1回実施するなど、疾病の

予防と早期発見に努めています。

さらに、職場における差別やハラスメントを防止するために研修会や職場勉強会を開催し、従業員の意識啓発に取り組んでいます。

次世代育成支援の取り組みを強化

従業員が長く働きやすい環境で活躍できるよう、育児休業制度や育児短時間勤務制度の充実・強化を図る

とともに、早期に復職し活躍したい従業員を支援するため、早期復職支援制度も導入しています。

■従業員に対する取り組み

公正な人事制度を整備

従業員がやりがいをもって働けるように、自己評価と上司からの評価を面接で話し合い、公正で納得性の高い評価制度を整備しています。

障がい者雇用を促進

主に本社事務職などの業務を対象に、障がい者雇用を行っています。2017年6月末時点での雇用率は2.6%です。

ワークライフバランスを推進

従業員の仕事と家庭・社会生活の両立を支援するために、ワークライフバランスに配慮した取り組みを推進しています。特に、長時間

勤務は従業員の心身への影響も大きいため、時間外勤務の削減を全社的課題と位置づけ、徹底した管理を実施するほか、パソコンの

使用可能時間を5:00 ～ 20:00に限定するなど、労働時間の適正化を図っています。

従業員と響きあう ～ダイバーシティ経営～
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（株）ダイナック

本社所在地
〒160-0022　東京都新宿区新宿1-8-1（大橋御苑駅ビル
8F）

設立 1958年3月

資本金 17億4,162万円

売上高 359億1368万円

従業員数 932名

事業内容
「響」「魚盛」「鳥どり」「パパミラノ」などの多業態飲食店
の経営、ゴルフ場・リゾートレストランの運営受託、パーティ
ケータリング事業、道の駅運営

ホームページ http://www.dynac.co.jp/

会社概要・理念

■「食の楽しさをダイナミックにクリエイトする」それが私たちの仕事です

悲しみ、苦しみ、怒りのとき、人は食を欲しない。お祭り、語らい、出会い、記念日など、人間にとって食べることはいつも楽しさにつながっ

ている。私たちの仕事はそんな喜びあふれる生活に貢献することです。これは大変な仕事であり、終わりのない努力を要する仕事です。

しかし価値のある仕事でもあります。食の楽しさを縦横に切り拓き、お客様に喜んでいただけるプログラムをいっぱいもっている企業。

そんな企業を目指しています。

主なCSR活動

■CSR経営の推進

CSRの考え方

CSRの基本は本業を全うすることであり、安全・安心な「最高の商品」と「最高のサービス」を提供し、お客様からいただいた「ありが

とう」「おいしかったよ」「また来るよ」といった言葉を仕事の喜びにつなげて持続することと考えています。

コーポレート・ガバナンス

（株）ダイナックではコーポレート・ガバナンスの推進体制として、監査等委員会設置会社を選択しております。 取締役会は8名で構成

され（監査等委員3名含む）、経営全般に関わる課題の意思決定を行っています。また、執行役員制度により迅速な業務執行を図ってい

ます。

監査等委員会は社外取締役2名を含む3名で構成され内部統制システムを利用して、取締役の職務執行や経営全般の職務執行状況につ

いて監査を実施しています。加えて、外部監査法人が会計監査を実施し、第三者の立場から検証しています。内部監査は監査部を設置し、

業務執行の健全性の維持に努めています。

また、重要なリスクについてはリスクマネジメント委員会において網羅的・総括的に管理しています。さらにCSR推進を専門に担当する

執行役員を配置し、組織機能のすべてにおいてCSRの徹底を図っています。

コンプライアンスの徹底

「サントリーグループ企業倫理綱領」に基づき、コンプライアンス規定およびコンプライアンス・ホットライン規定を制定し、遵守の徹底

を図っています。
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お客様・お取引先と響きあう ～商品・サービス～

自然と響きあう ～環境～

■お客様との関わり

品質保証マネジメントシステムによる安全・安心の追求

食の安全・安心を追求し、お客様にご満足いただけるサービスを提供するために、品質保証マネジメントシステムを構築・運用していま

す。これに基づき、品質保証本部が中心となって品質保証方針（計画）の策定や店舗の衛生検査・不良商品の分析を実施。さらに、内

部監査を実施して継続的な改善に取り組んでいます。

一．私たちはお客様からのお問い合わせ・ご指摘に対し誠意を持って迅速かつ適切に対応してまいります。

一．私たちはお客様のご意見・ご要望に対し心から感謝し積極的に企業活動に反映してまいります。

一．私たちはお客様の声に常に耳を傾けることで商品・サービスの向上に活かしてまいります。

お客様の声対応方針

「お客様の声対応方針」の制定

（株）ダイナックは、「お客様の声対応方針」を制定し、常にお客様満足度の向上に取り組んでいます。

お客様の声を店舗の活動に反映

ホームページなどからお客様の声を積極的に収集し、ご意見・お問い合わせを全店舗で共有できるネットワークを構築しています。また、

各店舗に対するご指摘は、店舗および営業責任者にフィードバックし、店舗の改善活動に反映しています。

リスクマネジメント

（株）ダイナックでは、経営危機管理、機密管理、リスクマネジメントに関して規定を設け、企業経営に関わるリスクマネジメントの充実・

強化を図っています。また、情報セキュリティについても、個人情報の保護、従業員の保護に関する規定のもと、個人情報の開示・訂正・

利用停止等対応基準、ITシステム利用基準などを制定し、厳格な運用に努めています。さらに、事業に関わるさまざまなリスクを抽出し、

リスク発生の未然防止と迅速な対応を図る体制づくりに取り組んでいます。

従業員の意識啓発

イントラネット上で従業員向けにコンプライアンスをわかりやすく解説するとともに、コンプライアンス・ハンドブックを作成し、全従業

員に配布しています。また、各部署での勉強会や「従業員意識調査」を定期的に実施し、浸透度を確認しています。

さらに、コンプライアンス・ホットライン周知のため、啓発ポスターを全店舗に掲載しています。

■環境への取り組み

ISO14001認証を取得

環境マネジメントシステムの国際規格ISO14001の認証を2009年12月に取得しています。（株）ダイナックの掲げる環境方針の実践に

向け、PDCAサイクルによって継続的に環境改善活動を推進しています。

省エネルギーの取り組み

各店舗では、省エネルギーの取り組みとして、電気・水・ガスの使用量削減に目標を定めて取り組んでいます。

また、社用車の一部を環境負荷の少ないハイブリッド車に切り替えています。

食品廃棄物の削減・再資源化

（株）ダイナックは、食品リサイクル法を遵守し、生ごみなどの食品廃棄物の削減・再資源化に取り組んでいます。



249

従業員と響きあう ～ダイバーシティ経営～

公正で納得性の高い評価制度

（株）ダイナックでは、職能資格制度を導入しています。管理職の従業員は、目標管理シートによって自身の目標を設定し、その結果を

上司との面談を通じて話し合い、納得性の高い評価・処遇につなげています。

ダイバーシティの推進

企業の発展には多様性の尊重が重要であると、（株）ダイナックは考えています。近年では、性別や年齢にとらわれず多様な従業員が

活躍できるよう社内体制を整備し、その結果、女性の管理職も増えつつあります。

また、各店舗における地域への貢献も企業成長のために不可欠であり、特に障がい者雇用は重要な課題だと考えています。今後も、地

域の支援機関・ハローワーク・支援者・保護者と連携し、障がい者本人の働きがいや生きがいとなるように、個々にきめ細やかな対応

を心がけて取り組みを継続しています。

労働時間の適正化

毎月、個々の労働時間を集計し、適正値を超える従業員をリストアップして、経営陣および所属部長に報告し是正を促しています。また、

労働時間の適正化に向けて、人員配置の見直し、店舗オペレーションの修正などを行い根本的な解決を図っています。

育児・介護のサポート

法律を遵守した社内規則を制定し、育児・介護休業の取得を促進しています。また、対象者の要請があれば時短勤務、所定外労働の免除、

深夜業の制限なども行っています。

心身の健康管理を支援

従業員の健康管理については、定期健康診断の受診を徹底し、メンタルヘルスケアに関しては従業員のストレスチェックを毎年実施し

管理体制の充実に努めています。役員を含む管理職に対して管理者研修を実施しているほか、社外に相談窓口を設け、カウンセリング

とメンタルサポートを行っています。

■従業員に対する取り組み

従業員の成長

人材育成のため、各種内定者研修をはじめ、入社時研修やマネジメント研修、リーダーシップ研修などを実施しております。また、業

務プロセスを評価する制度として「ダイナックアワード」を開催し、おもてなし力・技術力・チーム力の向上をはかっております。さらに、

接客技術を競う「D1グランプリ」、「商品開発コンテスト」、「ドリンク開発コンテスト」なども全社規模で開催し、従業員の成長を全員で

共有できる場を設けております。

ダイナックアワード（年2回開催） D1グランプリ（おもてなし接客コンテスト）
接客実演とサービスへの思いスピーチ）

商品開発コンテスト
（各回テーマを決めて実食審査）

ドリンク開発コンテスト
（各回テーマを決めて実演と試飲・メイキングエピソードなど審査）
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（株）プロントコーポレーション

本社所在地 〒108-0075　東京都港区港南1-8-27（日新ビル）

設立 1988年2月1日

資本金 1億円

売上高 263億円（2017年度実績）

従業員数 262名（2017年12月）（連結）

事業内容
カフェとしてもバーとしても利用場面の多い「PRONTO」
の経営およびフランチャイズ展開

ホームページ http://www.pronto.co.jp/

会社概要・理念

■Dream comes true！

今年で創業30年を迎えた（株）プロントコーポレーションは、昼はカフェ、夜はバーとなるオンリーワン業態の「プロント」をはじめ、カフェ

業態や立ち飲みバーなどを主にフランチャイズで展開しています。

2001年には「プロントルネッサンスプロジェクト」という経営改革の一環で経営理念を再構築し、“Dream comes true！”を目標とし

て掲げました。これは「従業員が楽しく働ける会社」で「お客様に喜ばれるお店」を増やすことによって、加盟店・本部がともに成長し

ていくことを表現しています。

主なCSR活動

■CSR経営の推進

CSRに関する意識啓発を徹底

コンプライアンスの推進、情報開示、リスクマネジメントといった、企業の基礎的で根幹的な活動に注力しています。社長を委員長と

するコンプライアンス委員会の定期開催、幹部・管理職への研修、職場単位での研修、職場リーダーによる職場勉強会などを通じて、

企業人としてのあるべき姿を再確認しています。また、社内イントラネットでコンプライアンス、リスクマネジメント、品質保証、環境な

どのさまざまなCSR活動に関する情報を全従業員へ発信し、意識啓発を図っています。

さらに、従業員によって倫理的に正しくない行為が行われていることに気づいた際、報告・相談できる窓口として「コンプライアンス・ホッ

トライン」を設置しています。このホットラインについては「コンプライアンス・ハンドブック」や全従業員・直営キャスト全員に配布した

名刺サイズのカードや各種研修で従業員への周知徹底を図っています。

CSRという概念を独自に解釈し、全従業員で共有

CSR経営を推進していくためには、全従業員が共通の価値観をもつことが何よりも重要だと考えて

います。すべての従業員に、プロントが考えるCSRを正しくわかりやすく伝えるためにCSRという言

葉を「Customer Smile Relationship（プロントグループに関わるすべての人たち（Customer）が

笑顔（Smile）になるような関係（Relationship）をつくる）」と定義し、プロント流CSRを推進。

ハンドブック「SHARING SMILE」を作成し、全従業員に配布。従業員には、心のこもったおもて

なしを提供することが、お客様の笑顔につながると伝えています。

「当たり前のことを、あえてメッセー
ジとして伝える」ことを主眼に絵本タ

イプの「ハンドブック」を作成
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■品質への取り組み

品質マネジメントを徹底するためには、すべての商品の導入時からお客様のお口へ入るまで、一元管理が必要と考えています。そのため、

食材の安全性はもとより、食材の品質、食材流通時の品質、飲食時の品質など、すべてのシーンにおける品質条件を守るべく、さまざ

まな取り組みを行っています。

コンプライアンスの浸透を徹底

コンプライアンス面では、全従業員に冊子「SUNTORY SPIRIT ～私たちが大切にしていること」

を配布するとともに、各部署間でコンプライアンスの意識啓発活動を実施し、問題点を抽出して

対策・啓発に努めています。また、全従業員向けに「コンプライアンス・ホットライン」を設置し、

従業員の抱えるさまざまな問題に速やかに対応しています。

リスクマネジメントの推進

食品の衛生管理、お客様の店舗における事故、地震などの災害を対象としてリスクマネジメント委員会を組織し、各リスクへの基本対

策を協議・立案しています。

また、情報セキュリティ・個人情報保護・機密情報保全などについては、専門担当部門を設置し、方針・規定の制定や社外への発信、

従業員への理解浸透を図っています。

さらに、自社ブランドの知的財産権を取得する場合に他社の知的財産を侵害しないよう、新規商品名や業態名を調査し、必要に応じて

商標や意匠権の取得を行っています。

衛生検査体制の確立

通常業務での品質・衛生環境チェックはもちろん、外部機関による定期衛生検査を実施し、店舗衛生品質の強化に努めています。さら

にチェーン全体での衛生知識向上のために講習会を実施し、店舗衛生管理意識の醸成を行っております。

VOC（お客様の声）の反映

お客様からのご指摘やご意見・ご要望などを、貴重な外部評価と捉え、品質マネジメントの向上に反映すべく、VOC推進に努めています。

お客様から寄せられたご指摘情報を各部署へ素早くフィードバックするのはもちろん、VOCグループと各事業部内会議にて相談・協議

を行っています。

「SUNTORY SPIRIT」

お客様・お取引先と響きあう ～商品・サービス～

■お客様との関わり

お客様の声への対応方針に基づく活動を展開

（株）プロントコーポレーションは「お客様の声への対応方針」「行動指針」に基づいて、お客様満足度の向上を目指し、お客様対応に

取り組んでいます。

私たちは、一つ一つのお客様の声に対して、真摯に向き合い誠実・迅速に対応します。

また、お客様の声を頂けることに感謝し企業活動へ反映させます。

「お客様の声への対応方針」

1.『お客様の声』を感謝の気持ちで伺い対応する

2.誠実・迅速・公平・公正に対応する

3.『お客様の声』を企業活動へ反映させ、基本理念を体現した店舗づくりを行う

｢行動指針｣
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■環境への取り組み

プロントグループでは、2008年に「環境委員会」（現・エコ推進委員会）を設置。「環境方針」を制定して、さまざまな環境活動に取

り組んでいます。

1.プロントグループは、以下を重点実施項目として取り組みます。

　1.省資源・省エネを行いCO2の削減に努めます。

　2.廃棄物の減量化・再資源化に取り組みます。

　3.従業員自らエコオフィスを実現し、グリーン調達を推進します。

　4.地域と連携した環境保全活動に努めます。

　5.広く社会に環境情報を開示します。

2.�環境マネジメントシステムを構築し、環境目的・目標を設定して環境保全活動に取り組み､継続的改善・環境汚染の予防につな

げます。

3.環境関連の法規制・協定を遵守します。

4.�この環境方針は、プロントグループCSR基本理念である「関わるすべての人たちが笑顔になるような関係をつくる」ことをめざし、

全従業員・ビジネスパートナー様等携わるすべての人々に周知し、環境教育・啓発などを通じ、環境意識の向上に努めます。

「環境方針」

お客様に適正飲酒を啓発

すべての店舗の入口に「20歳以下、ドライバー飲酒禁止シール」を掲出して、お客様に適正飲酒

の呼びかけを行っています。

20歳以下、ドライバー
飲酒禁止シール

店内の環境改善を推進

受動喫煙対策・健康増進法改正を考慮し、新しい店舗は飲食不可の喫煙室を設置しております。

既存のお店は順次、全面禁煙店舗や飲食不可の喫煙室改装を進めていきます。今後も社会から

の要請や法令等に対応して店内環境の向上に努めていきます。

店内に飲食不可の喫煙室を設置

Webサイトでのアレルゲン情報開示

食物アレルギーによる重篤な事故の発生を抑制するため、主要業態PRONTO中心にグランドメニューにおいて特定原材料7種、特定原

材料に準ずるもの20種を情報公開し、お客様に安心してお食事を楽しんでいただける環境を整えています。

自然と響きあう ～環境～

ISO14001認証を取得

2009年12月に環境マネジメントシステムの国際規格ISO14001の認証を取得し、継続的に環境活動を推進しています。
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P LOVE GREEN 宣言

プロントは、2010年4月に「お客様の精神（こころ）と肉体（からだ）に安らぎと喜びを与え、明

日への創造を生み出すJUNCTIONとなる」という基本理念と、プロントのブランドカラーである

「Green」という原点を見つめ直し「P LOVE GREEN 宣言」を発表し、新たな活動をスタートさせ

ました。人と自然にやさしい、また、ワクワクするプロントらしい活動を「P LOVE GREEN」と名づけ、

メニューや店内環境、さまざまな支援活動という社会貢献活動にまで広げています。

※「プロント・ラブ・グリーン」キャンペーンに関するお知らせ
マークの付いた商品代金の一部は、2010年、東京都の「海の森」プロジェクト(東京オリンピック会場)の寄付か
ら始まり、2011年東日本大震災以降は東北被災地の緑化復興活動の支援に当てられています。また、2016年
は、熊本地震復興支援活動も行い、新たに次世代の子どもたちに環境配慮の襷（たすき）を渡すべく子どもたち
とともに環境活動を実施しています。「Green」をテーマに国産・産地指定素材や製法にこだわった厳選素材を使っ
た新メニューを「PRONTO」全店で続 と々導入していきます。今後も従業員一丸となり活動を支援してまいります。

「P LOVE GREEN 宣言」の活動の第1弾として、2010年5月から国産素材にこだわった商品売上げの一部を東京都の「海の森」

プロジェクト(東京オリンピック会場)に寄付する「P LOVE GREEN キャンペーン」を開始しました。2010年度の東京都「緑の東

京募金」への7,130,220円の寄付にはじまり、その後も継続的に各緑化活動に寄付を行っています。

また、寄付だけに留まらず、従業員とフランチャイズ加盟店の希望者が「海の森」植樹祭に参加し、2010年から5年間にわたり、

述べ240名が参加し、約6,000本の苗木を植樹しました。

「海の森」プロジェクトは、ごみと建設発生土で埋め立てられた東京湾内の中央防波堤内側埋め立て地に苗木を植え、美しい森

に生まれ変わらせる計画で、2020年には東京オリンピック会場として活用されることが決まっています。

この活動をきっかけに、2011年以降は日本各地の環境緑化へと活動を広げています。

2011年の東日本大震災以降は被災地の緑化事業にも寄付し、2012年および2015年には農林水産大臣感謝状をいただきました。

加えて、少しずつですが復興復旧が始まった、岩手県吉里吉里地区で、高台に移転した幼稚園への植樹活動を実施。現地の方々

の冬に欠かせない「復活の薪」と名づけた薪づくりの支援、関東の千葉県においても被災した防災林などの植樹活動を現地の子

どもたちとともに実施しています。さらには、次世代の子どもたちへ環境学習の襷（たすき）を渡す活動を新たに加え、従業員一

丸となり活動を支援してまいります。

プロントのホームページにおいて、活動の詳細を報告しています。

今後も「Green」をテーマに国産・産地指定素材や製法にこだわった厳選素材を使った新メニューを拡充してまいります。

※詳細や最新情報は当社CSRトピックス参照ください

お客様・加盟店・従業員が協力して緑化を推進
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「P LOVE GREEN キャンペーン」の対象商品

「海の森」植樹祭

前田信弘副知事から東京都知事

津波警報時に逃げる高台の
避難路の森林整備

当社社長より寄付金を贈呈

茨城県神栖市で行われた
矢田部海岸防災林植樹

高台に移転した幼稚園の
周りの山桜の植樹

林野庁沖修司長官から
農林水産大臣感謝状（3度目）

水戸市の小学生300人と
植樹活動

東北の方々の冬に欠かせない
｢復活の薪｣づくり

廃棄物の減量化・再資源化

プロントグループ全店でごみの完全分別に取り組んでいます。指定廃棄物処理業者と直接契約できるテナント店舗においては、生ごみ

の100％堆肥化を推進し、不燃ごみも100％再資源化・リサイクルしています。
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コーヒー豆かすを再利用した植木鉢「CAFE TSUCHIKO」の開発

プロントで廃棄されるコーヒー豆かすは1日約2トン。おいしく飲まれている一方で毎日大量のコー

ヒー豆かすが廃棄されています。

試行錯誤を重ね、誕生したのがコーヒー豆かすと間伐材からできた植物由来の植木鉢「CAFE 

TSUCHIKO（カフェ ツチコ）」です。

「CAFE TSUCHIKO」には、細かな空気穴があるため土に十分な空気を送ることができ、根腐れ

が起こりにくく、植物に最適な環境をつくります。

また、植物由来の製品のため、植物が大きくなったら、そのまま大きな鉢や庭に植え替えることが

でき、自然に土に還ります。

店内の壁面にコーヒー豆かすを再利用

東京スカイツリーにあるプロント東京ソラマチ店では、「聚楽（じゅらく）壁」にコーヒー豆かすを混ぜあわせ、消臭・店内の湿度管

理に役立てています。

多様な再資源化・リサイクルの推進

プロントグループでは、自然の恵みを商品としてお客様に提供していることから、その恵みをできるだけ循環させることが大切であり、

将来に向けて再生していく義務があると認識しています。そのため、グループを挙げて食品廃棄物の削減に積極的に取り組んでいます。

食品リサイクル法では外食産業には食品廃棄物の50%のリサイクル、または削減という義務数値が定められていますが、当チェーンは

68%という数値を達成しています。
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リペアによる長期使用で廃棄物を削減できる「PRONTOブロンズグラス」

お客様に「ザ・プレミアム・モルツ」のプレミアム感をより深く味わっていただくために開発した「PRONTOブロンズグラス」。ブロンズグ

ラスは、ガラス製グラスのように簡単には破損しないものの、美しい色合いは次第に劣化します。そこでプロントでは、リペアしてブロ

ンズ本来の色合いをよみがえらせ、長期間使用することで廃棄物の削減につなげています。

店舗での節水活動を推進

水使用量削減のため、各店舗では節水コマや節水トイレを導入しています。また、2012年から全店舗で水使用量・排水量の可視化を進め、

水の使用量削減に努めています。

環境活動に従業員も参加

従業員の有志がNPOに協力して富士山の樹海でのごみ清掃に参加しており、こうした活動を通じて店舗におけるごみ減量の意識を高め、

さらにサントリー「天然水の森 赤城（法人の森林（もり））」整備活動への参加体験を通じて店舗で使う水の節水意識を高めるなどして、

環境意識の啓発活動も実施してきました。

富士山の樹海での清掃活動 「天然水の森」の整備体験

社会福祉活動

ビジネスパートナー様などから年末年始に頂くカレンダーで、活用できずに不要となったものを回

収し、社会福祉法人港区社会福祉協議会様へ社会貢献の一環として寄付を実施しています。
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（株）プロントコーポレーションでは、地球環境を経営資源の1つと認識し、環境との調和に配慮して、環境保全と循環型社会の

実現を目指し活動しています。その一環として、LED普及前の2009年の新規店舗・改装店舗を皮切りに、客席照明の発光ダイオー

ド（LED）採用を進めています。今では当たり前となったLEDですが、発熱量が少なく、冷房などの室内空調への負荷も軽減でき

るため、標準店舗と比較して消費電力を50%以上削減できます。これはCO2換算で年間約7トンの削減に相当します。

2010年2月には、この改装プランが、環境省の「平成20年度省エネ照明デザインモデル事業※」に選ばれました。「Talk to the 

Lights ～もう一度照明と語り合いませんか」をコンセプトにした照明計画では、従来の照明を抜本的に見直し、一層の省エネと

居心地のよさを演出できる照明設計を実施。客席をはじめ店内通路や外部看板の照明もLED電球に切り替え、消費電力とCO2排

出量を大幅に削減しました。

新店舗については、店内照明のほぼ100%をLED電球化していますが、既存店でも順次切り替え、現在では約8割の店舗でLED

電球化が実施されています。

当社は、今後も、お客様や従業員の環境意識を高め、エコ企業にふさわしい活動を展開していきます。

※�省エネ照明デザインモデル事業：省エネ照明の導入を通じてCO2排出量の削減を加速させるため、省エネ照明を率先して導入する商業施設や店
舗などを公募し、全国に広く普及しうる省エネ照明導入モデルの確立を目的とする事業

プロント品川店が環境省の省エネ照明モデル事業に選定

社会と響きあう ～文化・社会貢献～

■地域・社会に対する取り組み

災害時の被災者支援

地震などの災害が発生したときには、携帯電話の無料電源供給やトイレの提供、さらにライフラインが止まっていない場合には温かい

飲み物の提供なども行っていく予定です。
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従業員と響きあう ～ダイバーシティ経営～

■従業員に対する取り組み

従業員の心と体の健康をサポート

従業員のメンタルヘルス対策のために、外部専門家と提携した24時間対応の電話相談窓口を設置しています。また、体の健康管理とし

ては、通常の健康診断、生活習慣病検診、人間ドックなど、従業員が自らの健康維持に役立てられる環境を整えています。

従業員に連休取得を義務づけ

従業員の仕事と生活の両立を支援するために、各種休暇制度を導入しています。ダイナミックホリデー制度は、従業員に5連休以上を年

2回以上取得することを義務づける制度です。また、レクリエーション制度なども導入しています。

従業員の成長・自己実現を支援

人材育成のため、各種内定者研修（入社前4回）をはじめ、入社時研修（1カ月）や、マネジメント研修、サービス研修、リーダーシップ研修、

メンタルマネジメント研修、海外研修、さらにはサントリーグループ共通の応募型研修も用意しています。さらにプロントビジネススクー

ルという研修制度を設け、社労士や宅建といった国家資格の取得支援やソムリエやコーヒーマイスターなどの飲食専門資格をはじめとす

る専門技能をもった人材育成に励んでおります。

さらに、採用面では、新卒・中途採以外にキャスト（アルバイト）からの社員登用にも積極的に取り組み、雇用の安定に貢献していきます。

ダイバーシティの推進

多様な人材を採用し、人事活性化を目指して、ダイバーシティを推進しています。障がい者雇用・外国人雇用の促進や主婦層の活用を

積極的に行っています。さらに次世代の人材の養成と共存を図るために、嘉悦大学・千葉商科大学・三幸学園との産学連携を通じてゼ

ミ講師・インターンシップの受け入れにも取り組んでおります。

プロントキッチン研修 ワイン研修
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井筒まい泉（株）

本社所在地 〒150-0001　東京都渋谷区神宮前4-8-5

設立 1965年11月30日

資本金 1千万円

売上高 114.15億円（2016年度実績）

従業員数 359名（2016年12月）

事業内容

とんかつおよび揚げ物、和風・洋風・会席料理などのレス
トラン運営（仕出弁当・ケータリング）
ヒレかつサンドをはじめとする各種お弁当・和風惣菜の製
造および販売

ホームページ http://mai-sen.com/

会社概要・理念

■お客様第一の心を大切に

とんかつ専門店のトップブランド「とんかつまい泉」で知られる井筒まい泉（株）は、1965年の創業以来、「お客様第一の心を大切に」

をモットーに、安心・安全で美味しい食材の提供に努めることで、着実な発展を遂げてきました。一介の主婦が創業者となり東京・日

比谷に開いた1号店を皮切りに、現在では直営レストラン11店舗に加え、百貨店や駅ナカを中心とした全国62店舗の直営店を運営する

とともに、仕出しやお弁当、通信販売事業など、こだわりの味をさまざまな事業を通じてお届けしています。また、2012年から海外で

のレストラン展開をしており、タイ10店、フィリピン4店、台湾3店の合計17店となっています。（2017年5月現在）

2008年からサントリーグループの一員となり、グループのバックボーンを活かしながら、伝統ある「まい泉」ブランドを大切に守り続け

ています。

私たちは、「お客様の美味しい笑顔」の為に、

商品を「まごころ」をこめて製造し、

「おもてなし」の心をもって販売することを

常に心がけていきます。

そして、会社を取り巻くすべての人に

「いい会社だね」といって頂けるように、

様々な努力を続けてまいります。

企業理念
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1.法令及び社会規範の順守

　私たちは、法令・社会規範・社内外の諸規則やルールを守り、高い倫理観に基づいて、社会に信頼される企業活動に努めます。

2.お客様第一主義の徹底

　�私たちは、何よりもお客様が第一であることを徹底し、お客様の喜びと幸せに貢献できるよう、安心・安全で質の高い商品とサー

ビスの提供に努めます。

3.社員の尊重

　私たちは、互いに個人を尊重し、誰もが活き活きと働くことができる職場づくりに努めます。

4.公平かつ公正な取引

　私たちは、お客様・取引先を始めとするすべての関係者との間で、公正で透明な事業活動に努め企業の社会的責任を果たします。

5.地域社会への貢献

　�私たちは、地域社会の一員として、地域社会との調和や連携に努めると共に、良き企業市民として積極的に社会貢献に取り組

みます。

行動規範

リスクマネジメントの推進

まい泉は、お客様の個人情報の取り扱いについて、管理ルールを設けて厳重に管理しています。個人情報を扱う機会の多い通信販売

事業においては、サントリーグループのネットワークを使用し、グループと同等のセキュリティ対策を実施しています。

また、近年、従業員のSNSを用いた不適切な情報発信が社会問題となっていることを踏まえて、独自の「SNSポリシー」を設けるととも

に、店長会議などを通じて従業員への意識啓発を強化しています。

ブランドマネジメントの強化

創業以来、約半世紀にわたって培ってきた「まい泉」ブランドの価値を守り、高めていくために、商標登録するとともに、ロゴマークの

使用についてはガイドラインやマニュアルを定めて厳格に管理しています。

主なCSR活動

■CSR経営の推進

企業理念・行動規範を全従業員で共有

まい泉が果たすべきCSRとは、創業以来の「お客様第一の心」をもって、「『お客様の美味しい笑顔』

の為に、商品を『まごころ』をこめて製造し、『おもてなし』の心をもって販売する」という企業理

念の実践にほかなりません。

まい泉では、CSR経営の原点とも言える「企業理念」に加え、従業員がなすべきことを示した「行

動規範」を策定しています。これらを携帯可能なカードにして全従業員に配布するとともに、朝礼

での唱和などを通じて浸透を図っています。

企業理念と行動規範を記した
カードを全従業員が携帯
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お客様・お取引先と響きあう ～商品・サービス～

■食品の安全と品質への取り組み

品質を支える「こだわり」

「とんかつまい泉」の美味しさへのこだわりに、「妥協」の文字はありません。お客様に本当に美味しいとんかつを召し上がっていただく

ために、豚肉をはじめとしたすべての食材・調理方法にこだわり、培ってきた味を妥協なく守り続けています。

国内均一の品質管理体制

高津工場の活動で培った品質管理の手法やノウハウをベースに、2013年に大阪工場、2016年に都筑工場を設立しました。各工場とも

に徹底した品質管理に取り組んでおり、品質の維持向上に努めています。

また、フードディフェンスの観点から各工場に品質保証カメラを設置し、防犯体制を整備すると共に、作業の可視化による品質管理向

上を図っています。

衛生管理教育の徹底

「食の安全・安心」を支えるのは、従業員一人ひとりの食品衛生に対する知識と意識です。このため、パート・アルバイトを含めた全従

業員を対象に、徹底した衛生管理教育を実施しています。e-ラーニングに加えて、ネットワーク環境のない店舗のために紙での教材も

用意しており、受講率は100％を維持しています。

衛生管理体制の確立

まい泉では、レストランや直営店舗で調理したてのとんかつを提供していますが、食材の加工や下ごしらえなどは、高津工場（神奈川県

川崎市）、都筑工場（神奈川県横浜市）、大阪工場（大阪府大阪市）の３工場で行っています。最初の工場である高津工場は1995年に

設立され、2008年には規模の拡大にあわせて衛生管理面も含めた全面改装を行い、汚染防止のためのゾーニングと気圧管理、異物

混入防止のための金属探知機、X線探知機などを導入しました。また、品質衛生管理部を中心とした組織体制を整備するとともに、エ

アシャワーや粘着ローラーなど毛髪対策や、作業室に入室する際のルールを徹底しました。さらに、カードロックの導入や、工場内の

順路を一方通行にするなど、物理セキュリティ対策も強化しました。これら設備面での取り組みと基準やルールづくりを推進したことで、

2010年には品質管理の国際規格であるISO9001の認証を取得しています。

高津工場全景 都筑工場全景

■お客様との関わり

お客様との対話を重視

創業以来のモットーである「お客様第一の心を大切に」を実践するため、「お客様相談室」を設置しているほか、代表電話やWebでの

お問い合わせフォームなどを通じて、お客様の声を積極的に収集しています。こうして収集した声は、広報部門が集計・分析し、毎月

の経営会議や店長会議で報告・共有し、商品・サービスの改善につなげています。

まい泉では、人気商品である「ヒレかつサンド」の“パサつき”を改善するために、パンの製法やレシピを変更し続けています。

2013年は、販売後、少し時間を置くとパサつきが感じられるという声を踏まえて、完成直後に実施していた検食を、お客様と同

じ条件になるよう、消費・賞味期限直前でも実施するようにして、美味しさの差をなくすように努めました。今後もできたての美味

しさに加えて、お客様の「喫食時品質」を重視した活動を継続していきます。

お客様の声を踏まえた改善事例
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Webサイトでの詳細な情報開示（ヒレかつサンド3切）

適切な情報開示

店頭や広告、Webなど、さまざまなメディアを通じた情報開示・広告宣伝については、すべて品質・衛生管理部およびマーケティング

部が遵法性や妥当性を確認した上で実施しています。特に、商品の一括表示や、店頭でのPOP・プライスカードなどについては、正確

な表示とわかりやすい表現に努めています。

また、情報発信に対するお客様のニーズや関心を踏まえて、適宜、情報開示の強化や改善に努めています。たとえば、近年、社会問題となっ

た優良誤認への対応では、メニューの表記をすべてチェックし、誤解を招きかねない表現や、根拠が曖昧な表現については自主的に変

更しました。

トレーサビリティの確保

「食の安全・安心」に関する意識の高まりに伴い、お客様やお取引先から、豚肉などの原産地についての問い合わせが増えています。こ

のため、産地証明書類などを整備し、お問い合わせにタイムリーにお応えしています。

商品ごとのカロリー表示・アレルゲン表示

近年の健康ブームを踏まえて、Webサイト上で商品ごとにカロリー表示を実施しています。また、お客様が安心してお食事を楽しんでい

ただけるよう、アレルゲン情報を開示しており、表示義務のある7品目に加えて、推奨20品目についても表示しています。

海外のお客様に配慮

近年、外国人のお客様が増加していることから、レストランでは5カ国語（日本語・英語・中国語・

韓国語・タイ語）表記のメニューブックを導入しています。今後のさらなるグローバル化を見据えて、

対応言語を増やしていく計画です。

レストランメニューの
5カ国語表記

■ビジネスパートナーとの関わり

お取引先の工場監査を実施

お客様に安全・安心なお食事をお届けするためには、豚肉など原材料の調達先などお取引先との信頼関係が不可欠です。このため、

新規の調達先と取引を開始する際は、国内・海外を問わず現地での工場監査を実施し、信頼できる調達先であることを確認しています。

また、既存の調達先についても定期的に監査を実施し、必要に応じて改善を要請するなど、サプライチェーン全体で安全・安心を守る

体制づくりに努めています。
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自然と響きあう ～環境～

社会と響きあう ～文化・社会貢献～

食品リサイクルの推進

早くから廃油の100％リサイクルを実現するなど、食品廃棄物の排出量削減とリサイクルに注力しています。｢ヒレかつサンド｣製造時に

切り落とされるパンの耳については、パン粉製造者や飼料製造者に販売するなど、有効活用してきました。これらの取り組みの結果、

高津工場ではリサイクル率100％、店舗では約50％を維持しており、今後もさらなる向上に努めていきます。

まい泉では、2012年に、飼料製造業者や養豚事業者との連携のもと、「ヒレかつサンド」

のパン耳を飼料として育てたオリジナル豚肉「甘い誘惑」を開発し、とんかつなどの原料と

して利用する取り組みを開始しました。また食品リサイクル法の定める再生利用事業者とし

て届出・登録しました。オリジナル豚肉「甘い誘惑」は、2017年4月時点では月に約16頭

の提供ですが、今後はさらに規模を拡大していく方針です。

食品廃循環リサイクルによるオリジナル豚肉「甘い誘惑」

オリジナル豚肉「甘い誘惑」

■環境への取り組み

ISO14001認証を取得

環境マネジメントシステムの国際規格であるISO14001の認証を2009年12月に取得し、全社的な環境活動を推進するための実務者を

置いて継続的に活動しています。

■地域・社会に対する取り組み

本店周辺の地域活性化に貢献

本社所在地である渋谷区にある青山本店は地域商店街の中核的な存在として、地元の方々に親しまれています。地域の一員としての責

任を果たすため、「街づくりの会」に参画するほか、交通安全活動などにも協力しています。

食事を通じて子どもたちの成長を支援する「子どもプロジェクト」

次世代を担う子どもたちの健やかな成長を応援するため、2011年から「子どもプロジェクト」を展

開しており、子どもを対象としたスポーツ活動に「ヒレかつサンド」を提供しています。美味しさは

もちろん、「カツ」と「勝つ」をかけたゲン担ぎ的な意味もあり、子どもたちからも好評です。

大和市少年野球教室での
ヒレかつサンド贈呈
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■従業員に対する取り組み

従業員の成長を支える環境づくり

お客様に笑顔になっていただくためには、商品やサービスを提供する従業員一人ひとりの自覚と成長が欠かせません。こうした考えをも

とに、まい泉では、職種別・階層別の研修体制を整備するとともに、外部研修も活用し、従業員の成長意欲に応えています。

モチベーションを高める独自のコンテスト

お客様に接する機会の多い店舗従業員の接客品質を高めるため、2012年は「スマイルコンテスト」、 

2013年は「社内接客コンテスト」を開催。2014年からは毎年「まい泉ホスピタリティ№1」をコン

セプトとした「M-1グランプリ」を開催しています。いずれも、店頭での模範となる笑顔や接客ぶ

りを表彰するもので、表彰者のモチベーションアップはもちろん、他の従業員への波及効果も表

れています。

2016年「第3回M-1グランプリ」

従業員の心と体の健康をサポート

従業員が常にいきいきと働けるよう、年1回（夜間勤務者は2回）の定期的な健康診断を実施し、受診率は100％を維持しています。また、

産業医による定期的な相談会を開催し、体調管理はもちろん、メンタルヘルスのセルフチェック推進やチェック結果に対するフォローアッ

プも実施しています。さらに、安全な職場づくりに向けて、衛生委員会の主催で月1回職場巡視を実施しています。

社内業績表彰制度

特筆すべき業績への功労や社会貢献活動など、模範となる実績を上げた従業員を表彰しています。これによって会社業績の向上と士気

の高揚を図るとともに、企業理念の実現を目的とした「まい泉 of the year」制度を導入しています。2016年度には、業績部門で12名、

功労・社会貢献部門で5名の社員が表彰されました。また、業績表彰者を対象にタイ、台湾での海外研修を実施しました。

ワークライフバランスの推進

まい泉では、店頭を中心に女性従業員の比率が高いこともあり、早くから仕事と家庭を両立できる環境づくりに注力してきました。

2011年には産休・育休制度を導入し、多くの従業員が制度を活用しています。

ダイバーシティの推進

まい泉では、性別や年齢、国籍、障がいの有無を問わず、多様な人材が活躍できる職場づくりを目指しています。

障がい者の採用にも積極的で、2016年度末時点で11名が在籍しています。また技能実習生制度を導入しており、フィリピンからの実

習生を2016年には20名、2017年には16名を採用しています。

従業員と響きあう ～ダイバーシティ経営～
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サントリーフラワーズ（株）

本社所在地 〒108-0014　東京都港区芝4-17-5（相鉄田町ビル4F）

設立 2002年7月＜サントリー（株）花事業部から分社独立＞

資本金 1億円

売上高 42億円（2017年度）

従業員数 51名（2017年12月31日現在）

事業内容
花苗・鉢花、野菜苗・野菜青果
および切花の開発・生産・販売

ホームページ https://www.suntory.co.jp/flower/

会社概要・理念
サントリーは、1980年代から花を「人々の生活に潤いをもたらし、心の健康をもたらすもの」と位置づけ、酒類・食品分野で培った

基礎研究を応用して、植物の研究開発を行うとともに、お客様に「花のあるくらし」を提案してきました。そして、事業の拡大に伴い、

2002年7月に分社独立し、サントリーフラワーズ㈱を設立しました。現在では、日本国内だけでなく、ヨーロッパや北米、オーストラリ

アを中心に、販売エリアは世界20数カ国にのぼり、グローバルに事業を展開しています。これからも企業ミッションである「新鮮味溢

れる商品と行き届いたサービスで世界中の人々の笑顔と感動ある生活の良きパートナーとなる」ことを目指し、日々活動してまいります。

主なCSR活動

■CSR経営の推進

グループ企業理念「人と自然と響きあう」を実現するために、「花のあるくらし」を提案する企業としての行動指針を、グループ企業倫

理綱領に基づき制定。社内への徹底を図ることで、コンプライアンス経営活動を全従業員で推進しています。

知的財産権を保護・活用

植物の育成者権や商標権などを活用した、サントリーフラワーズ（株）ならではの高付加価値商品を継続して提供できるよう、自社の

知的財産権の保護に努めるとともに、その侵害に対しては適切な処置を行っています。また、第三者が保有する知的財産権に配慮し、

権利侵害を行わないよう社内教育を徹底しています。

下請法を遵守

サントリーフラワーズ（株）にとって、花苗、野菜苗等の生産委託をしている生産農家は事業を推進していくための大切なパートナーです。

双方がWIN-WINの関係を継続していくために、当社では、契約・発注・納品・検収・支払いの各段階で下請法を遵守しながら、公正

な取引を行っています。
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本社事務所の環境配慮

2011年7月の本社事務所の移転に伴い、新事務所では当初から天井の蛍光灯を半分に間引き、エントランスやリフレッシュコーナーに

LED照明を導入することで、移転後の電気使用量を2008年比で79.4％と削減しました。

物流におけるCO2削減

輸送エリア内での需給率を高め、商品の輸送距離をできる限り短くするなど、物流におけるCO2削減活動に取り組んでいます。

環境に配慮した商品の発売

近年の環境意識の高まりを受けて、サントリーフラワーズ（株）は、グリーンカーテン向け商品（エコゴーヤなど）や葉の蒸散効果の高

い商品（サンビーナス、テラスライムなど）といったお客様にエコな暮らしを提案できる商品を販売しています。また、育て方や楽しみ

方のご紹介も行っています。

お客様の声を活かした商品・サービスの改善

サントリーフラワーズ（株）のお客様センターに入るお客様のご意見・ご要望の情報は、すべて記録するとともに定期的に集計しています。

そして、情報を関係者で共有し、商品・サービスの改善や新商品の開発に活かしています。

安全・安心への取り組み

お客様に安心して「花のあるくらし」をお楽しみいただくため、オランダにある園芸作物の品質検査を行う公的機関の検査基準に沿って、

商品母株の微生物や細菌類を調べるウイルスおよびウイロイド検査を自主的に行っています。

また、商品生産段階での品質管理については、社内の品質委員会で生産状況の情報を共有し、品質トラブルの予防・対策を徹底して

います。

■環境への取り組み

環境関連法令順守を徹底

サントリーフラワーズでは、環境関連法令の遵守を徹底するため、毎年対象となる法令をリスト化し、定期的に法令遵守のチェックを行っ

ています。そのほかの取り組みとしては、パンフレットにおけるFSC認証用紙やベジタブルオイルインキの継続使用、本社事務所の電気

使用量のさらなる削減、契約農家へ農薬使用時の環境配慮を引き続き要請するなどの活動を行いました。従業員に対する環境教育とし

ては、入社研修時のほか、年1回のe-ラーニングを実施し全従業員が受講しています。

■お客様との関わり

お客様に「花のあるくらし」「育てる楽しさ」を提案

多様化するライフスタイルに合った植物の楽しみ方を提案することで、お客様とのコミュニケーショ

ンの輪を広げていきたいと考えています。お客様に「花のあるくらし」「育てる楽しさ」をご提案し、

ご満足いただくために、サントリーフラワーズ（株）では、ホームページ上に販売店様を検索でき

るコーナーや育て方に関するQ&A、育て方動画、品種ごとの特性紹介、品質管理の取り組みな

どを掲載しているほか、お客様センターを設置し、電話やEメールを通じてさまざまなご相談にお

応えしています。また、商品ラベル裏面には、植物の特性や栽培のポイントを記載しています。
ホームページ

お客様・お取引先と響きあう ～商品・サービス～

自然と響きあう ～環境～
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東日本大震災の被災地に花・苗などを寄贈

2011年・2012年と「MUFG・ユネスコ協会 東日本大震災復興育英基金」が運営する「花壇再生プログラム」に花苗を提供したほか、

宮城県の小学校や、被災地のグリーンアドバイザーの活動用にも花苗を提供しました。また、従業員が岩手県陸前高田市を訪問し、

2011年は「ミリオンベル」「サンビーナス」を植えたプランターを仮設住宅の方々にお届けし、2012年～ 2014年は地域の皆様とも協力

し国道脇に花壇をつくるボランティア活動を行いました。2016年以降は、サントリーホールディングスと協働で実施している花植えワー

クショップを、東北エリアの児童館や学童保育、熊本の仮設住宅で行っています。

日本乳がんピンクリボン運動へ寄付しています

サントリーフラワーズ（株）の「プリンセチア」は「日本フラワー・オブ・ザ・イヤー 2009」や海外

の展示会でもゴールドメダルを受賞するなど、国内だけでなく海外においても高い評価をいただい

ています。また、プリンセチアの売り上げの一部を、日本乳がんピンクリボン運動（J.POSH）に

寄付し、活動を支援しています。

プリンセチア

2011年岩手県陸前高田市を
訪問した従業員

2012年陸前高田国道脇花壇づくりに
参加した従業員とボランティアの皆様

2015年石巻市子どもセンターでの
ワークショップに参加した皆様

■地域・社会に対する取り組み

花を通して地域の活性化、次世代育成を支援

東日本大震災後の2012年から、公園や公共施設などに花を植え、コミュニティの活性化に役立てていただく活動「赤い花プロジェクト」、

2015年からは「大きな花プロジェクト」を全国で展開。花苗を全国各地の団体へ寄贈してきました。プロジェクトに参加し、地域の皆

様で花を育てることを通じて、会話や笑顔の輪が広がった、というレポートを多数いただきました。また、花を通して仲間と協力するこ

とや、地域の方々との交流に役立てていただくことを目的に、全国の小学校に花苗を寄贈（応募形式）し、子どもたちが花を育てる活

動を支援する活動「キッズガーデニングプロジェクト」を展開してきました。2017年からはこれらの活動を集約し、東北、熊本の震災

復興支援を中心とした活動を展開しています。

「キッズガーデニング
プロジェクト」

「大きな花プロジェクト」の植栽

社会と響きあう ～文化・社会貢献～

2017年熊本仮設住宅での
ワークショップに参加した皆様
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従業員と響きあう ～ダイバーシティ経営～

自己啓発を支援

自己啓発促進のために、サントリーグループ共通の自己啓発支援プログラム「SUNTORY Self Development Program」を導入し、従

業員が必要とするさまざまなプログラムを受講できるようにしています。

ワークライフバランスを推進

従業員の仕事と生活の両立を支援するため、育児・介護の休業制度、短時間・時差出勤制度を制度化。ノー残業デーの実施や遠距離

でも移動せずに実施できるWeb会議システムを導入し、利用が定着しています。2014年からは残業時間の目標を設定し、時間管理を

徹底し、業務の都合により休日勤務が発生した際には代休取得を徹底するといった取り組みを行い、残業時間を大きく削減しています。

■従業員に対する取り組み

新人事制度でチャレンジする風土の醸成と処遇の強化

サントリーフラワーズ（株）は、2014年1月に新人事制度を制定しました。この制度は、従業員が積極的にチャレンジしていくことを奨

励しており、その成果に応じてメリハリのある処遇を実現するため、資格制度と人事考課制度を見直しました。今後、従業員と会社が

ともに成長していくことを目指し、個々人が自己実現できる支援を強化していきます。
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サントリーマーケティング＆コマース（株）

本社所在地
〒104-6231　東京都中央区晴海1-8-12（晴海アイランド 
トリトンスクエア オフィスタワー Z 31F）

設立 1975年1月

資本金 1億円

売上高 99億円（2015年12月期）

従業員数 169名（2016年1月1日現在）

事業内容

・酒類関連備品販売（酒販店様・飲食店様向け）
・�企業の販促支援・代行 （キャンペーン企画・景品提案・配送・

事務局運営等）
・ワイン等酒類の店頭・通信販売

ホームページ https://www.suntory.co.jp/smc/

会社概要・理念

■会社概要

サントリーマーケティング＆コマース(株)は、2016年1月1日、(株)サントリーショッピングクラブとサントリーサービス(株)が統合して誕

生した会社です。

主なCSR活動

■CSR経営の推進

個人情報を厳格に管理

サントリーマーケティング＆コマース(株)は、販促キャンペーンの受託事業やワイン等の酒類・関連

グッズの販売事業を行う中で、数多くのお客様情報をお預かりします。大切なお客様情報の紛失

や漏洩などの事故を防ぐために、JIS Q 15001：2006に準拠した個人情報の管理を厳格に行っ

ています。

コンプライアンス浸透・啓発

私たち一人ひとりがよき企業市民であると同時に、よき市民であることを常に念頭において業務を行えるよう「コンプライアンス・ハンド

ブック」を全従業員に配布するとともに定期的な勉強会を開き、コンプライアンス浸透を推進しています。

■企業理念

私たちは、社会のよき一員としての役割を果たすため、さまざまな活動を通じてあらゆるお客様のさらなる満足の確保、維持、向上に

努めます。

お客様とのコミュニケーションを大切にし、お客様に信頼され、喜んでいただける安心・安全な製品、サービス、情報の提供を行うと

ともに、お客様の声を企業活動に反映させていきます。

プライバシーマーク
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■品質への取り組み

徹底した品質の確保・向上

サントリーグループの一員として、各種関連法規およびサントリーグループの品質方針を遵守し、

徹底した品質管理を行っています。

新規商材の開発、既製品の調達において企画・開発から、原材料の選定・調達・製造・流通・販

売に至る商品ライフサイクルに関わるすべてのプロセスで、徹底した品質の確保・向上に取り組ん

でいます。

ハイボール用ジョッキの
液温度変化テスト

■お客様との関わり

ISO10002の自己適合を宣言

2011年1月、お客様対応に関する国際規格ISO10002に適合する社内マネジメントシステムの構築が完了しました。この規格では、お

客様本位の商品・サービスの向上を目指し、お客様の声を施策に反映させ継続的な改善・運用につなげることが求められています。こ

のシステムに基づいて、これまで以上にお客様対応の品質向上に努めています。

お客様の声を全社で共有

電話やEメール、インターネットなどを通じていただく、お客様からのお問い合わせやご意見・ご指摘などを、全社で共有し、商品の開発、

品質の改善などにつなげています。

■地域・社会に対する取り組み

地域に根ざした貢献活動を展開

事業所周辺地域の清掃活動を定期的に行っています。また、個々の従業員には地域福祉活動、

ボランティア活動に積極的に参加できるよう、ボランティア休暇制度を設けています。

近所の公園での清掃活動の様子

ご要望に応える商品を提供

当社のお取引先である居酒屋、バー、レストランなどでは、食器類のスペースの確保に苦労されて

いるケースが多く見られます。

このような背景を受けて「スタッキングビアピッチャー」を開発しました。通常は重ねることのでき

ないビアピッチャーの形状を工夫し、 積み重ねて収納ができるようにした商品で、省スペースにつ

ながるとご好評をいただいています。

また、ハイボール、カクテルなどはつくる人によって味に違いが出てしまうことがあるとのお客様

の声を受け、定量のアルコールが正確に出てくる「ワンプッシュ型定量ディスペンサー」を開発し、

大ヒット商品となりました。

当社は、単に商品の品質だけではなく、飲食店様が提供する飲料・サービスの品質の維持・向上

にも徹底的にこだわっているのです。

「スタッキングプラスチック
水差し」と「ワンプッシュ型

定量ディスペンサー」

■環境への取り組み

身近なことから環境配慮を実践

2009年には環境マネジメントシステムの国際規格ISO14001の認証を取得。「全社員が参加できる、身近なことから取り組んでいこう」

という考えのもと、地球温暖化防止に取り組んでいます。事務用品などのグリーン購入もその1つです。また、空調設定温度の調節や照

明を間引き点灯するなどの取り組みのほか、物流部門では梱包資材の再利用や欠品による口割れ（分割・後送）出荷の防止などCO2の

削減につながる活動を積極的に行っています。
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大規模災害時の支援体制を構築

大規模災害の発生時には、従業員の安全確保と同時に地域への救援活動を行い、社会の一員としての役割を積極的に果たす体制を構

築しています。

自己啓発を支援

従業員一人ひとりの自己啓発を支援するため、サントリーグループのあらゆる研修プログラムの受講について支援しているほか、外部研

修機関との提携により自己啓発や能力開発に関する研修の受講を制度化しています。

健康増進のための取り組みを実施

産業医による定期的な健康相談会を設け、健康に不安があるときの相談、残業の多い従業員のケアを迅速に行う体制を整えることで、

疾病予防や健康の維持管理を推進しています。また毎週水曜日の「ノー残業デー」を全社的な取り組みとして徹底し、労働時間の適正

化とメリハリのある職場環境づくりを進めています。

職場のメンタルヘルス対策を推進

当社では、産業医と緊密に連携して、従業員のメンタルヘルス疾患の予防はもとより、早期発見、治療、療養、回復に努めています。また、

休職者の復職に際しては、きめ細やかなプログラムによりスムーズな復職を支援しています。

ライフワークバランスの推進

育児・介護のための休暇または短時間勤務制度が、単に法律どおりに決められているのではなく、実際に運用され、実績となっています。

■従業員に対する取り組み

公正でオープンな評価を徹底

公正でオープンな人事評価を行うため、目標設定にあたっては上司と部下が面談し、納得のいく設定に努めています。また、考課結果

は必ず本人にフィードバックし、透明性を確保しています。
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サントリーパブリシティサービス（株）

本社所在地
〒135-0061　東京都江東区豊洲3-2-24（豊洲フォレシア
16F）

設立 1983年3月1日

資本金 1億円＜サントリーホールディングス（株）100％出資＞

売上高 64億2,000万円（2017年12月期・連結ベース）

従業員数 2,199名：契約社員、アルバイト等含む（2017年4月時点）

事業内容

サントリーグループ各社の広報・マーケティング支援業務、
企業PR 施設・商業施設インフォメーションなどのサービス
業務、コンサートホール・美術館など文化施設の管理運営・
サービス業務、イベントの企画・運営業務、コールセンター
の運営、研修・コンサルティング業務、人材派遣業務　他

ホームページ http://www.sps.sgn.ne.jp/

会社概要・理念
サントリーパブリシティサービス(株)（SPS）は、サントリー初のビール工場が開設された1963年に工場のご案内業務を始めました。製

造工程をご案内するという「おもてなし」を通じてファンをつくるという試みは、当時、画期的な取り組みでした。以来、「おもてなし」

を提供する範囲を、サントリーホールをはじめとした音楽ホールや美術館など文化施設、商業施設、公共施設に広げ、現在、約80の

施設＝「場」の運営をお任せいただいています。

また、多くの「場」を運営し、お客様のご満足を追求するプロセスで、サービス向上や人材育成のノウハウが蓄積されました。それらを

企業や団体へ、研修のかたちで提供し、サービススキルの向上やチームづくり、人材育成にお役立ていただいています。

コンプライアンス活動を推進

コンプライアンス体制を構築・運用していくために、情報セキュリティ、個人情報管理、長時間労働対策、コンプライアンス全般に関す

る社内教育（集合研修の実施・e-ラーニングの実施・教育用ハンドブック作成・社内イントラネット上のコンプライアンスページの管理）

などに取り組んでいます。また、各職場でコンプライアンスの周知・啓発を実施しています。

主なCSR活動

■CSR経営の推進

従業員自らサービス憲章「OUR CREDO」を作成

サントリーパブリシティサービス（株）には、サービスに必要なホスピタリティマインドの醸成と継

承のために、3つのモットーと18のスタンダードからなる独自のサービス憲章「OUR CREDO」が

あります。「OUR CREDO」は、サービス提供者としての気持ちや行動の指針となるものを従業員

自らの手により明文化し、誰にでもわかりやすくまとめたものです。この憲章の内容を実際のサー

ビスに活かすために、従業員全員が常にこの「OUR CREDO」を携帯しています。

特にサービスの現場ではミーティング時にスタッフ一人ひとりが、サービスの事例を振り返り「OUR 

CREDO」と照らし合わせることで、ホスピタリティマインドを共有しています。
サービス憲章「OUR CREDO」
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販売する商品にも環境視点を採用

商品を新たに開発する際や、取り扱う際には、（1）商品や包材に環境に負荷のかかる素材を使用しない、（2）包材識別マークを付ける、

（3）過剰包装を行わない、などの環境視点での基準を設けています。また、製造元の環境への取り組み状況もあわせて確認しています。

商品の表示内容の見やすさ・わかりやすさを確認

商品のパッケージやラベル、取扱説明書などへの表示内容については、サントリーグループ基準に則り、表現のわかりやすさ、文字や

絵の大きさ、文字と背景色のコントラスト、表示の位置などの項目を確認しています。

お客様視点を把握して事業に反映

当社が運営を受託している施設では、随時お客様へのアンケートを実施しています。お客様よりご指摘いただいた内容については、そ

の施設で働くすべての従業員で共有し、改善に向けて取り組んでいます。また、各施設で働く従業員同士がお互いにお客様の立場に立っ

て訪問しあい、サービスの質を確認しています。

■環境への取り組み

■お客様との関わり

お客様の個人情報の管理を徹底

個人情報保護法に基づき、個人情報管理台帳を作成して、個人情報の管理を行っています。年2回、個人情報管理台帳の見直しを行う

とともに、個人情報管理台帳の申請書フォーマット類・管理ルールなどの見直しを随時実施しています。

■ビジネスパートナーとの関わり

下請法の遵守を徹底

下請法説明資料・注文書のひな型を用意し、定期的に実態調査を行っています。新しく設置された部署については、下請法対象会社と

の取引における注意点などについての説明会を実施し、下請法を遵守するよう確認を行っています。

次世代環境教育「水育（みずいく）」を展開

「水育（みずいく）」は、次世代を担う子どもたちに、人間にとっての水の大切さや関わりの深さな

どを伝え、水を育み自然を愛する心を育てるサントリー独自のプログラムです。サントリーパブリシ

ティサービス（株）では、サントリーに提案を行い、子どもたちに伝えたい内容をともに考えてき

ました。年間を通して約200校の小学校での「出張授業」と自然体験プログラム「森と水の学校」

を担当しています。

「水育」出張授業

スタッフが目指す姿を定めて接客サービスの質を向上

スタッフに必要な接客・サービスの意識、マインドやスキルを細かく具体的な項目に落とし込み、

それに沿ってスタッフの育成や研修を実施。ロールプレイングや価値観すり合わせを通じて、お客

様の気持ちに添ったサービスを提供できているか、多角的に検証しています。実際の接客について

も、目指す姿に基づいて確認・検証しています。

振り返りの
ミーティングを実施

お客様・お取引先と響きあう ～商品・サービス～

自然と響きあう ～環境～

企業調査を実施して信頼性を確認

新たにお取引を開始する際、サントリーパブリシティサービス（株）は新規にお取引を開始するお取引先についての企業調査を実施する

ほか、「反社会的勢力の排除」の契約条項を盛り込んだ契約書を交わして、お取引先の社会的立場や信頼性を確認しています。

また、食品やグッズなどの開発を委託しているお取引先に対しては定期的に製造現場を調査。品質管理・環境への取り組みなどを確認

しています。
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次世代の育成支援

サントリーパブリシティサービス（株）は、次世代を担う子どもたちの成長を支援するさまざまな活動を展開しています。

「なつやすみおやこアート体験教室」

サントリー美術館が展覧会ごとに実施する、小・中学生向けイベント「エデュケーション・プログラム」の企画運営を行っています。昨

年開発したワークショップ「なつやすみおやこアート体験教室～じぶんだけの鼠草子絵巻をつくろう！」は、サントリー美術館だけでなく、

サントリーパブリシティサービス（株）が運営する公共施設でも展開しています。

「子どもレセプショニスト体験」

地域の子どもたちに文化芸術に親しみをもってもらうきっかけとして、江戸川区総合文化センターや岡崎市シビックセンターでは、小学

生を対象に、コンサートホールでお客様をご案内する仕事を体験する職業体験の機会を提供しています。

■地域・社会に対する取り組み

災害時支援

指定管理者として管理運営を行っている公共文化施設は、地域の方々をはじめ多くの方が訪れま

す。そのため、災害時や緊急時に迅速かつスムーズな対応ができるよう、所轄消防署の指導のも

とで定期的に防災訓練や応急救護研修、AED（自動体外式除細動器）研修などを実施しています。

また、本社では大規模地震対応マニュアルを整備し、継続的な啓発活動を行っています。

防災訓練の実施

地域社会への貢献活動

公の施設の指定管理者として、施設の魅力を最大限に活かした文化事業の企画・立案を行い、ホ

スピタリティあふれるサービスの提供に努めています。特に、地域の方々が自ら企画や運営に参画

できるプログラムや青少年育成を目的とするオリジナリティが高い企画、近隣施設へのアウトリー

チ活動など、文化振興・活性化につながる取り組みや、利用者の声を運営に活かすしくみを通じ、

どなたにも利用しやすく、長く愛される施設運営を目指しています。

親子で参加するコンサート

地域の環境美化に貢献

サントリーパブリシティサービス（株）の本社がある地域の清掃活動に、本社の従業員が参加しています。

社会と響きあう ～文化・社会貢献～
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障がい者雇用を促進

事務や物販、文化施設の来館者対応など、幅広い分野で障がいのある従業員が活躍しています。全社で目標とする雇用者人数を掲げ、

法定雇用率2.0％の達成・維持を目指して、障がい者雇用に取り組んでいます。2018年2月末時点での雇用率は2.2％です。

また、一人ひとりの適性に合わせた仕事に従事できるよう、全国の各拠点で管理者層が障がいに対する理解を深めるとともに、現場業

務の特性や必要なスキル、業務量などをきめ細かく確認し、能力を発揮できる業務の創出に努めています。あわせて、通勤や就業に関

してもできる限りの配慮を行っています。

ダイバーシティの推進

サントリーパブリシティサービス（株）は、「多様性を認めあう」を全社の方針とし、多様性を認め合う風土づくりや施策に積極的に取

り組んでいます。当社は従業員の9割を女性が占めますが、お客様や価値観の多様化を鑑み、男性社員や外国籍社員の採用も増やして

います。

育児休暇を終えて復職する社員が、「キャリア形成と育児の両立」を実現できる環境を整えるために、「テレワーク」と「子育てセー

フティネット（ベビーシッター制度等）」を導入しました。

「テレワーク」は、子育て中の社員以外の活用も推進し、場所や時間に捕らわれない働き方をサポートしています。

「テレワーク」「子育てセーフティネット」導入

2017年、厚生労働省が「女性の活躍推進に関する状況等が優良な企業」を認定する制度「えるぼし」認定の第2段階目マークを

獲得しました。この他、地方自治体が制定する、女性が活躍する企業に与えられる認証も受けています。今後も、制度や環境を

整備し、女性だけでなくさまざまな社員が働きやすい環境を維持していきます。

・厚生労働省「えるぼし」第2段階目認定

・「大阪市女性活躍リーディングカンパニー」二つ星認証、「イクメン推進企業」認定

・札幌市「ワーク・ライフ・バランス@SAPPORO」ステップ2認証

女性の活躍推進に関する認証「えるぼし」（厚生労働省）を獲得

健康維持・増進をサポート

毎月1回以上、産業医・産業保健師による健康相談日を設けています。健康相談日には体の健康はもちろん、メンタルヘルスについて

の相談も実施し、心と体の疾病の予防と早期発見に役立てています。また、電話相談窓口「心とからだの相談窓口」も設置し、気軽

に相談できる体制を整えています。

長時間勤務の是正を強化

労働者の健康障害防止のための基本方策や健康保持増進のための対策などの審議を行う機関として、労働法の要請に則って「衛生委

員会」を設置し、過勤の削減策などを共有しています。衛生委員会での報告内容は、役員会議等でも報告・検討され、長時間労働へ

の対応を強化してきました。また、特に管理者層については、長時間労働がもたらす影響やその内容を伝え、労働時間管理の重要性を

理解する研修の場を定期的に設けており、従業員の過勤削減、健康管理に関する意識の醸成を行っています。

■従業員に対する取り組み

従業員と響きあう ～ダイバーシティ経営～

ワークライフバランスを推進

さまざまな価値観・働き方・ライフスタイルを持つ従業員が、仕事でもプライベートでも充実した日々を送り、働きがいをもって活躍でき

る会社・組織を目指し、制度や運用の整備を進めています。産前産後休暇や育児休業制度、時間単位での代休取得制度をはじめ、時

短勤務や時差勤務なども導入し、従業員の柔軟な働き方をサポートしています。
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新たな研修制度で従業員の能力開発を支援

入社時研修、サントリーグループ共通の応募型研修のほか、職位別研修、キャリア研修を実施しています。自己学習支援も積極的に

推進しており、通信教育やe-ラーニングを導入し、個々人の課題に合った能力開発の機会として提供しています。また、OJTに役立つ学

びと対話の場として、社内セミナーを実施し、従業員同士のつながりや学びを促進しています。研修以外の全社活動（会議体やプロジェ

クト）も教育の機会と捉え、従業員のキャリア開発・人材育成につなげています。

また、目標設定に基づく「成果考課」と、期待役割に基づく「行動考課」による人事考課制度を導入しており、上司とのキャリア面談によっ

て納得性の高い評価を行っています。
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グループ各社の CSR 活動

海外グループ会社の活動

ウイスキーをはじめとしたスピリッツの製造・

販売

Beam Suntory Inc. 
ビーム サントリー

欧州を中心とした飲料事業の経営戦略の立

案、経営管理等

Suntory Beverage & Food 
Europe 
サントリー食品ヨーロッパ

ペプシ系ボトラー

Pepsi Bottling Ventures Group　
ペプシ・ボトリング・ベンチャーズ・
グループ

アジア太平洋地域における健康食品、飲料、

食品、コーヒーの製造・販売

Suntory Beverage & Food Asia
サントリー食品アジア

清涼飲料の製造・販売

Suntory Garuda Group 
サントリーガルーダ・グループ

清涼飲料の製造・販売

Suntory PepsiCo Vietnam
Beverage 
サントリー ペプシコ・ベトナム・ビバ
レッジ

清涼飲料の製造・販売

Frucor Suntory 
フルコア・サントリー

中国における酒類・飲料の製造・販売

Suntory(China)Holding Co.,Ltd. 
サントリー（中国）ホールディングス

ワインの製造・販売

Cha^teau Lagrange S.A.S. 
シャトー ラグランジュ

ワインの製造・販売

Weingut Robert Weil 
ロバート ヴァイル醸造所
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会社概要・理念

■Our Mission

Suntory Beverage & Food Europe

サントリー食品ヨーロッパ
・オランジーナサントリーフランス

・ルコゼードライビーナサントリー

・シュウェップスサントリーエスパーニャ

・シュウェップスインターナショナル

本社所在地
40-52 bd du parc, 92200 Neuilly-sur-Seine - FRANCE 2 
Longwalk Road, Stockley Park, Uxbridge UB111BA - UK

事業内容 欧州を中心とした飲料事業の経営戦略の立案、経営管理等

ホームページ http://www.suntorybeverageandfood-europe.com/

サントリー食品ヨーロッパ

本社所在地
SIL, Media arena 5-6, 1114BC Amsterdam-Duivendrecht, 
THE NETHERLANDS

シュウェップスインターナショナル

本社所在地 40-52 bd du parc, 92200 Neuilly-sur-Seine - FRANCE

オランジーナサントリーフランス

本社所在地 2 Longwalk Road, Stockley Park, Uxbridge UB111BA - UK

ルコゼードライビーナサントリー

本社所在地 Paseo de la Castellana 202, 28046 Madrid - SPAIN

シュウェップスサントリーエスパーニャ

10の中核商品：オランジーナ、
シュウェップス、ルコゼード、

ラ・カセーラ、プルコ、トリーナ、
オアシス、ライビーナ、

サニーデライト、メイ・ティー

■Our Vision

Lead the next drinks revolution through Enjoyable Wellness.
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■従業員のEnjoyable Wellness

■商品のEnjoyable Wellness

私たちは、従業員が楽しく、安全で、責任のある仕事を提供し、それぞれの能力を最大限に発揮し、新しいチェレンジに挑みつつ、目

標に向かって進めるようにしています。

・オフィスの改修により、Great Place to Work（働きがいのある会社）認証の取得や、ワークライフバランスの向上をめざしています。

・運動の推奨（職場にジムトレーナー、理想の自分キャンペーン）

・栄養素とラベルに関するワークショップ

・リサイクリング

・ブランドの再定義に合わせた糖分の低減とEUで導入予定の砂糖税に適応する新しいレシピ

・メイ・ティーを事業及び、楽しく健康的の例としてフォーカス。お客様の健康を促進するような商品（天然の素材・糖分、低カロリー・

低糖、水と味）の提供を目指します。

主なCSR活動

■CSRの基本的な考え方

■地域社会へのEnjoyable Wellness

サントリーの創業者である鳥井信治郎は、利益だけを目指してウイスキー作りしていたわけではありません。地域や社会全体に良い影

響を与えるためにも事業の成功を目指していました。鳥井は、成功に責任がついてまわるものだと考えており、CSRという概念が提唱さ

れる前の1921年に、恵まれない人々を支援するために、社会福祉法人邦寿会を設立しました。これはサントリーが社会貢献や環境活

動を始めるきっかけとなりました。SBFEは、事業の発展と、自然環境や持続可能性、そして人々の健康は共にあるべきものだと信じて

います。

Growing for Good

グリーン宣言

グループの発展と競争力の向上は、事業とサステナビリティをいかに結びつけるかによります。当

社は、サントリーグループの企業精神と長期ビジョンに倣い、“Growing for Good”を目指しており、

常に進化し、お客様に喜んでいただける最高品質の飲料をつくるとともに、サステナブルな社会の

発展に積極的に貢献しています。これからも、人と自然と響きあいながら、新たなビジネスのかた

ちを創造していきます。

・CO2（カーボンフットプリントをオフセットするために、水に関する取り組みをしている団体に寄付）

・水（子供や地域に水管理に関する啓発活動）

・工場の改善によるエネルギー効率の最適化

・プラスティックのフットプリントの削減（廃棄物の管理戦略、発生防止、最小化、リサイクリング）

■SBFEの行動原理

ちょっとした閃きと情熱、それに遊び心。特別なものを創るのに何が必要なのか私たちはよく理解しています。大胆で、遊び心に溢れる

私たちは、世界でも有数の愛されるブランドのアンバサダーです。

設立以来の企業家精神と、お客様第一のゆるぎない心を持って、今後も楽しさと健康に焦点をあてて邁進していきます。SBFEは、誰で

も事業、従業員、お客様の全てに違いをもたらすことができます。大きな夢と勇気、それらをあきらめない覚悟があるなら「やってみな

はれ！」。「やってみなはれ！」が私たちの原動力であり、全ての中心です。そこから生じる４つの行動原理である、「One Team（団結力）」、

「 Agility（迅速性）」、「Commitment（コミットメント）」 そして「Passion（情熱）」も私たちの行動や判断の基準となっています。
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■お客様への取り組み

お客様第一主義

私たちは常にお客様のご期待に応える飲料づくりを心がけています。より砂糖を減らし、より多くの天然原料を使って、それでいて美味

しさを損なわない飲料を、熱意とチャレンジ精神、イノベーション精神をもって追求しています。

加糖水準の低減

“甘さを控えながら美味しい飲料を”

当社の人気商品のほとんどは、美味しさをそのままに糖分含有量を徐々に減らし、お客様にローカロリーで甘さを控えた飲料を楽しん

でいただいています。実は、これが当社の商品開発の重要なポイントで、現在、全ビジネス部門が一体となって同じテーマに積極的に

取り組んでいます。

安全性と品質の保証

“優れた商品を目指して”

私たちは、当社商品の高い安全性と信頼性をお約束します。すべての原材料は、サントリーの品質方針「All for the Quality」に基づき、

品質管理工程を通じて厳しい検査を受けています。

また、品質と天然原料にこだわり、果物をベースに、人工の着色料や香料、保存料を含まない幅広い商品ラインナップの提供を目標に

しています。

お客様・お取引先と響きあう ～商品・サービス～

私たち企業の継続的な成長を図るための戦略として、独自のQEHS（品質、環境、健康、安全）

方針を策定しました。私たちの基準は、EUや各国政府が要求する基準よりも厳格であり、

自社のQEHSマネジメントシステムをとおして実践されています。この方針は厳格で正確に

適用されており、お客様のニーズにマッチした高品質の商品の提供につながっています。

QEHSマネジメント
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パートナーとの長期の関係

サステナブルな農業

信頼が結果につながると信じて

ビジネスパートナーと長期にわたる信頼関係を築くことを重視しています。この信頼によって、品質、革新、環境保護における私たちの

取り組みをビジネスパートナーと共有し、確かな行動計画をたて、サステナブルにビジネスを展開できます。当社の企業姿勢をまとめた

「取引先行動規範」を策定しており、ビジネスパートナーの皆様に受諾いただいています。

原材料調達のエキスパートに

調達パートナーに対して、「自然保護」の項目を含むアンケートを実施

サントリー食品ヨーロッパでは、飲料の原料となる果物などのサプライヤーとともに、長期にわたって連携していくことを目指しています。

そのために、サプライヤーに対して、原材料がどの農園で生産され、どの工場でどのようなプロセスを経てできたのかについて、自然保

護や、持続可能性の観点で厳しい監査を義務づけています。

当社の飲料は天然成分（果物、砂糖、水）からできています。それゆえ、商品の安全性と品質を保証し、ビジネスの未来を約束するた

めには、サプライヤーと密接に協力してサステナブルな方法を実行していかなくてはなりません。

責任ある摂取への取り組み

“全商品に栄養成分を表示”

全商品のパッケージの他、さまざまな形態で有益な栄養成分情報を明確に表示しています。この成分情報によって、お客様はニーズに合っ

た商品を選ぶことができます。また、お子様には十分な判断力が備わっていないことから、当社は12歳以下を対象にした販売促進活動

を全世界で中止しました。

フランスにおいては、VIVONS EN FORMEとの協調関係により、整った栄養バランスを促進する健康プログラムで若年者の肥満防止

を促進しています。また小学校において、運動と適切な食事を持続できるように、地域活動も支援しています。より良い栄養摂取に向け、

味覚に関する知識を増やせるよう、食べたことのない野菜や果物の味を体験できる多彩なワークショップやベジタブルガーデンづくりな

どを行っています。

自然と響きあう ～環境～
■環境保全

地球温暖化ガスは気候に重大な影響を与えています。その点から、私たちの事業活動が環境に与える影響を減らすことを最優先事項の

1つに挙げています。環境への影響を測定・分析し、事業の全工程でCO2排出量を削減するため計画を策定し、実行に移しています。

ルコゼードライビーナサントリーでは、英国政府機関Defra の持続可能性のロードマップを尊重し、積極的に部門の持続可能性を強化

しています。コールフォードの拠点では、埋め立て地へ送る廃棄物を無くす事を達成し、自家発電のプラントも建設しています。
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消費エネルギーの削減

最新設備による環境保全

10工場で全ISO14001シリーズの認証を取得しています。この国際規格に準拠するよう、定期的に生産プロセスを見直し、高効率で、

省エネルギー効果のある新たな設備を導入しています。ガダーニュにあるフランス工場では、びん詰プロセスの改善により、40％のエ

ネルギー削減を達成しました。

水の保全

水は、量においても質においても、特に責任をもって管理しなければならない大切な資源です。飲料業界のリーディングカンパニーとして、

また水域保全活動を先導するサントリーグループの一員として特別な責任をもって、私たちの製品の最大の成分である水を守ります。

容器包装の最適化

リデュース、リユース、リサイクル

当社のCO2排出の要因のうち、容器包装は大きな割合を占めています。製品の安全性と品質を保ちながら、容器包装を改善し、環境

負荷を削減することは当社の最優先事項であり、課題でもあります。

・リデュース：容器包装の軽量化
　使用原材料の削減とCO2排出量の削減のため、容器包装の軽量化に努めています。

・リサイクル：リサイクルの推進と改善
　�びんと缶についてはほぼ100％リサイクルしていますが、その他の容器包装材については100％ではありません。そのため、びんのリ

サイクルプロセスの改善、容器包装材の回収におけるお客様のご協力、この2つの課題に取り組んでいます。具体的には、ライビーナ
は英国で初めて100％リサイクルされたボトルを導入したソフトドリンクブランドとなり、これはLRSで使用されるプラスチックボトル
の25％にあたります。また、イギリスで販売されている商品のパッケージには、消費者に「責任を持ったリサイクル・ごみの処分」を
喚起するメッセージを掲載しています。

・リユース：容器包装材のリサイクル促進とリターナブルパッケージの使用
使用原材料の削減と環境負荷低減のため、リターナブルパッケージの使用とR-PETなどのリサイクル材の採用に取り組んでいます。
お客様にリサイクルを促す取り組みとあわせ、責任を持ったパッケージの処分に関しても喚起しています。LRSは2015年に、社会的
企業の慈善活動Hubbubと共同し、ロンドン、エディンバラ、マンチェスターで革新的なポイ捨て防止キャンペーンNet Streetを立ち
上げました。2016年には、LRSの生産拠点があるコールフォード周辺で、郊外におけるポイ捨て防止キャンペーンLove Your Forest
を立ち上げました。3年間に渡るこのキャンペーンは、既に英国政府から高く評価され、2017年4月に発行された英国ポイ捨て戦略
にて認められました。

環境負荷の測定

2007年からCO2排出量を分析

2007年以来、3年ごとに当社で排出するCO2を測定しています。これによって環境負荷の大きい事業活動を特定でき、社内プロセスの

見直しとビジネスパートナーの協力を経て、詳細な行動計画を策定できます。

水使用量の削減

水と生きる

必要とする最低限の水使用に努めて

すべての工場で水使用量の削減を強く意識し、常に生産プロセスの最適化を図っています。新しい設備と技術を駆使し、また、研修な

どにより、水を守る独自の社風を社内に浸透させています。

素晴らしい生態系の中心にある水を使って地球上の生命を育む

サントリーの理念「水と生きる」に啓発を受け、良質の水を自然に還すことに配慮しています。水は私たちの素晴らしい生態系の中心に

存在し、地球上の生命の維持に欠かせないものです。水の処理工程では特に厳しい管理を自ら課し、自然の生態系維持に取り組んで

います。
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社会と響きあう ～文化・社会貢献～

■社会との熱意の共有

社会は、喜び・情熱・活気・期待に満ちています。この前向きな価値観を社会の皆様と共有したいという思いから、前向きな姿勢で前

向きな変化を促すプロジェクトを支援しています。

若者のスポーツへの参加を支援

スポーツが前向きな若者を育てる

スポーツは子どもの教育と発育に重要な役割を果たし、健康なライフスタイルと前向きな価値観を

形成する上で大事な要素です。オランジーナサントリーフランスでは、毎日、100万人の子どもが、

80種目以上のスポーツに参加できるUNSS(フランス・スクール・スポーツ連合)などの地域プログ

ラムを支援し、若者のスポーツや運動への参加を推進しています。また国民的スポーツチームの

スポンサーとなってスター選手と提携するなど、若者のスポーツ参加への意欲を育てています。

スポーツを使った革新

スポーツによって前向きな変化をもたらす

人々が社会貢献活動に参加する機会としてスポーツは欠かせない存在であり、社会に前向きな変化をもたらします。オランジーナサント

リーフランスは、ラグビーチーム、フレンチフレアのパートナー企業として、恵まれない若者にラグビーのもつ前向きな価値を広めて

います。LRSは、デイム・ケリー・ホームズトラストと共同し、プロのスポーツ選手や関係者を手本として、恵まれない若者を教育・

支援する取り組みを行っています。 2016年にLRSの従業員は、トラストを支援するために募金活動を通して5万ポンドを集めました。

集まった募金は、青年スポーツとアクスブリッジとグロスターのコミュニティにおける教育プログラムのために使われました。

豊かな自然に囲まれた
コールフォード工場

果汁飲料「ライビーナ」に使用される「カシス」の生産地で野生動物を含む自然環境保護活動を推進

サントリー食品ヨーロッパでは、ルコゼードライビーナサントリー（LRS）が製造する果汁飲料「ライ

ビーナ」に使用される「カシス」の生産地を保護するために、2004年から自然保護団体「Wildlife 

Trusts」の協力を得て、生物多様性保全に長年取り組んでいます。また、LRSコールフォード工場

周辺の広大な森林地帯の自然環境を保護するために「生物多様性行動計画（BAP）※」を策定してい

ます。野生動物が生息する森林や草原の調査に基づき、生物の種類を増やす年間計画を立て、森

林や草原の整備を地域の方々と協力して行っています。

※生物多様性条約では、締約国にBAP（Biodiversity Action Plan）の策定を求めており、民間企業・団体は自
主的に策定している場合もあります。

人と自然と響きあう

現地に密着することでより自然に近づく

私たちは現地に密着した方針により、現地での生産を推奨しています。全ての事業ユニットや向上は、できるかぎり商品が消費される

場所の近くに設けており、周辺地域の経済に貢献しています。また、原料に関しても同様で、現地での生産を促すようにしています。例

えば英国のクロスグリの飲料のレイビーナは、100％英国産のクロスグリを英国内の34の農家から調達しています。
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従業員と響きあう ～ダイバーシティ経営～

■従業員およびビジネスパートナーへの取り組み

Suntory Beverage & Food Europeの企業ビジョンはすべての従業員とビジネスパートナーに向けられています。

私たちは、「やってみなはれ」精神のもと、従業員が果敢に挑戦し、革新をもたらすことを奨励しています。これには情熱と前向きな姿勢、

献身が必要であり、これらが私たちの大切にしている価値観です。

「やってみなはれ」精神の促進

「やってみなはれ」精神を原動力に

「やってみなはれ」で何事にも挑戦する従業員を支え、後押しできるよう、活気ある職場環境づくりに努めています。この「やってみなはれ」

は、従業員やパートナーが行動を起こし、革新をもたらし、価値を創造するエネルギーになっています。そして、このことがサントリーグルー

プ、ひいては社会の発展につながっていることを信じています。

従業員に対する取り組み

従業員の健康がパフォーマンスを生み出す

私たちは、従業員の健康とパフォーマンスには密接なつながりがあると考えています。このことから、厳格な安全衛生方針を、特に工

場における安全衛生を重視して策定しています。従業員の雇用について、「すべての人々に対する機会均等の理念」を支持するSBFE行

動規範と均等の方針を掲げ、個々の従業員の育成に取り組んでいます。充実した管理・研修プログラムにより、従業員一人ひとりが起

業家となるような手段やツールを提供しています。

また、ルコゼードライビーナサントリーでは、ワークライフバランスの取り組みとして、フレックスタイムの方針を策定しており、従業員

は労働時間の短縮や変更を要請することができます。

フランスでは、従業員それぞれの職務に対してより良い支援ができるよう、ベストプラクティスなどを含む管理プログラムを推し進めて

います。

2013年には、ジェンダーダイバーシティを確実に推し進めるための協定について、フランス政府と調印を行っています。

地域社会への貢献

サントリー食品インターナショナルケニアでは、ケニアの首都ナイロビで子どもたちに安全な水を

提供している「ケンゲミ救援センター（KRC）」に、子どもたちが集落の近くまで水を運ぶ重労働

を軽減するため、運搬車のトゥクトゥク（オート三輪車）を2015年10月に寄贈しました。

「私」と「私たち」のつながりをつくります

自分のために少し、皆のために少し

一人の幸福からみんなの幸福が生まれるべきだと私たちは考えます。楽しくバランスのとれた個人の生活習慣を促進する一方、個人の

もつ前向きなエネルギーを、それを必要としている皆で分かちあうこと。これはシュウェップスサントリーエスパーニャで行っている

‘Me-We’プログラムの基本理念です。このプログラムでは、従業員個人の幸福を支援する一方、フードバンクなどへの寄付活動により、

恵まれない人々とも幸福を分かちあうことを目的としています。
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Pepsi Bottling Ventures Group

ペプシ・ボトリング・ベンチャーズ・グループ

本社所在地
4141 ParkLake Ave., Suite 600, Raleigh, NC 27612, 
USA

設立 1943年

事業内容 ペプシ系ボトラー

ホームページ http://www.pepsibottlingventures.com/

お客様・お取引先と響きあう ～商品・サービス～

■品質への取り組み

品質マネジメント

ペプシ・ボトリング・ベンチャーズは、品質管理を徹底し、高品質な商品を提供するため、ペプシコグループ共通の品質基準と自社独

自の品質基準を遵守するとともに「AIBフードセーフティ（GMP）指導・監査システム※1」を導入しています。 また、国際食品安全イニ

シアチブ（GFSI）の承認した食品安全システムスキームであるFSSC22000※2の認証も取得しています。

※1 �安全な食品を製造するためにとらなければならない行動のガイドラインであるGMP（適正製造規範）を重視した食品安全管理システム

※2 �Food Safety System Certification 22000 (FSSC-22000)： ISO22000とISO/TS22002（以前のPAS-220）を組み合わせたGFSI承認の食品安全
認証スキームであり、食品製造のための食品安全に関する前提条件プログラム

主なCSR活動

■お客様との関わり

お客様の声を商品・サービスに反映するしくみ

お客様から寄せられるご意見・ご要望は、毎月ペプシコから報告を受け、社内で改善につなげるし

くみを整備しています。たとえば、ペットボトルキャップをアメリカ国内で統一規格化されているロー

ハイトキャップに転換した際に、お客様から「キャップが開けにくい」とのご意見をいただいたため、

ビジネスパートナーと連携してキャップをきつく締めすぎないよう改善を図りました。

健康的な食生活のサポート

お客様の食生活において飲料の栄養バランスを改善することを目的とした数多くの取り組みの1つとして、ペプシ・ボトリング・ベンチャー

ズは、お客様の健康に貢献するドリンク各種を販売しています。 お客様は、ペプシコのWebサイトから、当社商品の栄養組成に関する

情報を入手することができます。



286

省エネルギー・CO2削減に寄与する車両と配送システムの導入

2009年、ペプシ・ボトリング・ベンチャーズは、全米のペプシボトラーで初めて、CooLift（クーリフト）パレットと特注の昇降式トレー

ラーを組み合わせた自動オーダーピッキングシステムを導入しました。このシステムの導入で、配送時間が短縮され、配送員の体力的負

担も軽減されました。また、日々最適な配送ルートを選び、配送時間とガソリンを削減しています。さらに、ハイブリッド車の採用率は

50％を達成しています。2012年には2つ目の自動ピッキングシステムをWestern Optimized Warehouseに導入いたしました。

自然と響きあう ～環境～

■環境への取り組み

水使用の最適化

ペプシ・ボトリング・ベンチャーズの商品にとって欠かせない重要な水。その水に対する責任は、

製造工場では極めて重要となります。最先端の逆浸透ろ過装置は、水の純度と節水を最適化でき

るように設計されています。また、逆浸透ろ過装置や他の製造過程から出される排水は、下水処

理前に再利用され、さらに節水活動を徹底させています。また、ペプシ・ボトリング・ベンチャー

ズは新しい浄水システムに投資を続けています。その結果、高純度の原料水を精製し、1ガロンの

商品を製造する過程で必要となる何ガロンもの水を削減することができるのです。ペプシ・ボトリ

ング・ベンチャーズは2016年、1.74ガロンから1ガロンの商品を製造するという高い水利用効率を

達成しました。

製品ラインでペットボトル容器を製造－エネルギー使用量削減

2012年ペプシ・ボトリング・ベンチャーズでは、ペットボトル容器の外部調達を停止し、ノースカロライナにある2つの自社工場で製造

を開始しました。自社で製造、ラベリングを行うことで、梱包資材運搬用トラックを11台から1台に減らすことができました。また、ペッ

トボトル自体を平均20％軽量化すると同時に、再利用プラスチックも10％使用しています。さらに新たに導入した設備は、外部調達で

使用されていた設備と比較すると、エネルギー効率が20％改善されています。

プラスチック製ケース・パレット－再利用

ペプシ・ボトリング・ベンチャーズの商品の31％は、配送に多目的プラスチックケースとパレットを使用しています。何年も繰り返し使用

できる素材を採用することで、埋め立て処理される段ボールや木材を使う必要がなくなりました。破損してしまったケースやパレットは

製造工場に送られてリサイクルされ、再び新しく生まれ変わります。その他の商品には、リサイクル可能な収縮フィルムを使用し、補助

梱包を使わないように努めています。
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持続可能な建設

ペプシ・ボトリング・ベンチャーズは、2016年4月にハリスバーグ、ノースカリフォルニアにシャーロットメトロポリタン周辺地域を担当

する新しい配送施設の建設を開始いたしました。2017年には、ノースカロライナのセントポールズにファイエットビルとランバートン周

辺地域を担当する新しい配送施設の建設を開始しました。これらの施設は持続可能な建設、エネルギー効率、低環境負荷を考慮した

設計がされています。ペプシ・ボトリング・ベンチャーズにとって初めての内部外部ともにモーションセンサーを利用した100％ LEDと光

電池付き照明で電力消費を抑える施設となります。

日中は窓から日を取り込み、照明の利用を減らし、高効率の自然ガスの輻射暖房装置も利用します。屋根には熱を反射するポリオレフィ

ン製メンブレンを使用し、オフィスの床はコンクリートを磨くだけにとどめています。HVACユニットも省エネで、冷却剤にオゾン層破壊

物質を使用していません。

セントポールズの施設は、さらに何個か持続可能性に関するアイデアが追加で導入されています。原産の植物を最大限に利用すること

で観賞用植物を最小限にし、水やりの必要性を最小限にしています。敷地から除去された木や大型の植物は、エネルギーへとリサイク

ルされました。蛇口は自動的に止まり、水の使用量を抑え、工学的に設計された施設は、素材の施設内外の輸送を減らし、カーボンフッ

トプリントを最小限にします。

リサイクルセンターの集中化－再生利用

ペプシ・ボトリング・ベンチャーズの製造工場は、リサイクルセンターとしての役割も果たしています。段ボール、ストレッチフィルム、金属、

ペットボトルといった資源は分別回収され、リサイクルセンターに集められます。顧客から返品された賞味期限切れの商品は粉砕処理さ

れ、再利用可能なパッケージは外部に販売します。さらに車両庫では、古い車や廃油、バッテリーやタイヤがリサイクルされています。

これによって、2016年はペプシ・ボトリング・ベンチャーズの総廃棄量のリサイクル率は89.6％でした。

社会と響きあう ～文化・社会貢献～

地域に根ざした活動

ノースカロライナ州のローリーにあるWake Tech Foundation（ウェイク・テック財団）に財政支援を行い、職業訓練の機会の増強、

起業家やビジネスパートナーシップの育成を目的としたキャンパス拡大を支援しました。

ノースカロライナ自然科学博物館付属の自然科学リサーチセンターのグランドオープンにあたってスポンサーを務めました。初日の来館

者は70,000人に上りました。この博物館は、ノースカロライナ州の博物館の中でも最大の来館者数を誇ります。

■地域・社会に対する取り組み

自然災害の被災地支援

2010年にハイチ地震の被災者にボトル入りミネラルウォーターを提供しました。2011年には、ハリケーン・アイリーンの被災者のために、

ノースカロライナ ディザスター リリーフ ファンドに多くの資金援助を行いました。また、ハリケーン・サンディの被害を受けた従業員と

一般住民にボトルウォーター、燃料、援助物資を供給するというかたちで、救済に大きく携わりました。直近では、ノースカロライナの

複数のコミュニティに多大な被害を与えたハリケーン・マシューの被災者のために、支援と援助を行いました。

工場周辺の河川上流の水質保護活動を実施

ペプシ・ボトリング・ベンチャーズ（PBV）の本社工場は、アメリカ・ノースカロライナ州中央部のヌー

ス川上流域に位置します。ヌース川上流域には、住人や地元企業など約30万人に生活水や飲料水

を提供している貯水池があります。この地域では、人口が急速に増加していることから、ヌース川

の水域をきれいに保ち、持続的に豊かな水を地域に提供する重要性はいっそう増しています。そこ

でPBVでは、2005年から地元の森林保全団体、自治体、土地所有者らと「ヌース川上流クリーン

ウォーターイニシアティブ」を通じて連携し、河川の水質を守るため、土壌の保全に取り組んでい

ます。また、外来種を取り除き、在来野生生物の生息地を取り戻すなど水質によい影響を与える

活動にも取り組んでいます。

ヌース川上流
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ローリー市「ヒューマンリレーションズアワード」受賞

ペプシ・ボトリング・ベンチャーズは、本社のあるノースカロライナ州ローリー市および近郊のトラ

イアングル地域において、地域社会への社会貢献・慈善活動を行っています。この長年にわたる

活動に対して、ローリー市から「Human Relations Award（ヒューマンリレーションズアワード）」

を受賞しました。

ペプシ・ボトリング・ベンチャーズが行っている地域社会への社会貢献・慈善活動は、財政的な支

援に加え、当社飲料商品の提供、ボランティアの派遣、広告、看板などを支援するとともに、従

業員のボランティア活動も推奨・支援しています。また、多くの慈善事業団体においてリーダー主

導型のボランティア活動を当社の役員が推進しており、Matched Giving（マッチド・ギビング※）

に加えて、役員がボランティアに参加した際には寄付が増額となる当社の慈善プログラムもありま

す。

※�Matched Givingは自社の従業員が自発的に慈善団体へ行った寄付やボランティア活動と同等の金額（あるい
は寄贈品）を会社もその慈善団体に寄付・寄贈する慈善プログラム

従業員と響きあう ～ダイバーシティ経営～

■従業員に対する取り組み

従業員が健康でいきいきと働ける職場づくり

従業員の健康を守るために安全管理部から改称した安全衛生部が健康管理を行い、より健康的に

働けるように指導をしています。また、すべての従業員に対して毎年健康診断の受診を促し、従業

員とその配偶者に無料でインフルエンザの予防接種を行っています。 毎年選抜された工場で行わ

れる「安全管理の日」では、地元の病院や健康の専門家を招き、正しい水分補給の方法や心臓の

健康といったトピックスについて講演を行っています。AED（自動体外式除細動器）は全工場に設

置されており、選ばれた従業員が基本的な応急処置方法と心肺機能蘇生法の訓練を受けています。

また「水曜日のウォーキング」という活動が昼休み時間に毎週開催され、いくつかのグループが集

まり、ストレッチやウォーキングをチームで楽しんでいます。「金曜日は新鮮フルーツの日」は全事

業所で毎月1回開催され、健康的な朝食や軽食を提供し、従業員の健康維持・増進を図っています。

さらに、総体的に組織の健全性を維持するため、1年おきに従業員意見調査を実施しています。

従業員の意見に耳を傾けて話し合いの場を設けることで、組織全体の変革へとつなげています。

選択された施設において、従業者数に応じたバイオメトリックテストも行われています。スクリーニ

ングは、当社従業員に、現在の健康状態に関する知識や意識を植え付けるのに役立っています。

従業員は自分の健康状態に関する理解を深めることになり、状況の改善が必要な場合には担当医

に相談することもできます。予防的健康維持は従業員の健康と安全の主要なテーマの1つです。

「金曜日は新鮮フルーツの日」

ローリー市より贈られた
「Human Relations Award」

Conservation Trust of 
North Carolina

（ノースカロライナ自然保護トラスト）
へ年間10,000米ドルを寄贈
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会社としての運動促進プログラムも、当社の東方・西方部門で大きな成功を収め、2018年半ばま

でには全地域で展開される予定です。同様のプログラムを作成しているいくつかの企業 (例：UPS、

ボーイング、フォルクスワーゲンなど) のように、ペプシ・ボトリング・ベンチャーズも作業中の従

業員の傷害リスクを軽減するために、このプログラムを採用しました。ストレッチ、痛みを管理す

るためのボディセラピー的自己マッサージ技術、商品取り扱い時の人間工学に基づいた荷上げ技

術が、このプログラムの重要な要素となっています。

作業環境の安全は、ペプシ・ボトリング・ベンチャーズが最も真剣に捉えている課題です。「安全第一」を厳守するため、当社では数多

くの施設に「安全の日」を設定しています。「安全の日」の活動は、ハイウェイパトロールによるインストラクター主導のトレーニングから、

消火訓練やフォークリフト訓練など、実践的な活動まで多岐にわたります。「安全の日」のイベントは、安全かつ生産的な作業環境に向

けた最適な実践方法を作業者に楽しく学んでもらう機会です。

フォークリフト訓練の様子「安全の日」に参加する
ハイウェイ・パトロール

「Work Smarter NOT Harder 
(ハードでは無くスマートな仕事）」

「Stretch for Success 
（成功のためのストレッチ）」
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本社所在地
Metropolitan Tower 10th Floor Jl.R.A.Kartini Kav.14, 
TB.Simatupang, Jakarta Selatan, Indonesia 12310

設立 2011年7月

事業内容 清涼飲料の製造・販売

主なCSR活動

■CSRの考え方

私たちの使命（ミッション）

 ・ サントリーガルーダ・グループは、私たちの企業理念を支える3つの価値観に基づき、企業活動を行っています。

	 人的価値の向上

	 企業倫理の徹底

	 調和的統一

 ・ 人的価値を備え、（社会の）革新者となりうる「ノーブルピープル」コミュニティをつくる。

 ・ 社会・経済・環境などの面から継続的なプログラムを通して社会福祉に貢献する。

地域社会における企業の社会的役割と企業の発展に伴い、サントリーガルーダ・グループは社会貢献活動を重点課題と位置づけていま

す。地域コミュニティに適応したプログラムが必要と考え、「ガルーダフードサハティ」という包括プログラムを策定しています。サハティ

とは「共感」を意味し、当社はこの言葉をキーワードに活動を推進しています。

「ガルーダフードサハティ」の5つの柱は以下の通りです。

 ・ 教育

 ・ 公衆衛生

 ・ 環境

 ・ 社会的な寄付

 ・ 地域社会支援

会社概要・理念

サントリー食品インターナショナル（株）とインドネシアの食品・飲料企業ガルーダフードグループとの合弁会社であるサントリーガルーダ・

グループの企業理念は、「静」と「動」に要約されます。「静」は自身をコントロールし、課題に対し、あせらずに集中力をもって対処す

ることであり、「動」は変化をおそれずに、迅速にチャレンジすることです。 この2つの企業理念はそれぞれが独立したものではなく相互

関連性があります。「静」が「動」につながり、また「動」が「静」を生み出していくのです。

PT Suntory Garuda Beverage

サントリーガルーダ・グループ
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■環境への取り組み

自然と響きあう ～環境～

3R（リデュース、リユース、リサイクル）

「セハバット インスピラシク　プログラム」では、小学生を対象に３R（リデュース、リユース、リサイクル）への取り組みを紹介する教

育プログラムを実施しています。この教育プログラムは、小学生のうちから環境問題や環境を改善するための廃棄物処理の重要性を理

解してもらうためのものです。 当日は、紙くずやピーナッツの殻から再生紙をつくる訓練に参加するほか、廃棄物を筆箱や写真立て、ティッ

シュボックス、多機能収納ボックスなど、さまざまなものへ再生します。

「コモド・コミュニティ」との協調により、サントリーガルーダは、西ジャワ州バンドンのチブリアル村の農民を対象とした社会

活動プログラムを行いました。この活動は、周辺環境に対するバンドンの人々の関心を高めることを目的としており、薬草も植

えています。

Go Green
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■地域・社会に対する取り組み

社会と響きあう ～文化・社会貢献～

教育に関する活動：工場見学

小学生・中学生・高校生・大学生などを対象にした工場見学を実施しています。当日は、当社のことをよく知っていただくために会社の

紹介をした後、実際の工場を見学いただき、製造品質管理基準に基づいて安心な商品を生産するプロセスを見ていただいています。こ

の工場見学プログラムは西ジャワ州のボゴール工場でだけ行われていたものですが、2016年からはサントリーガルーダ工場のすべてで

このプログラムを実施しています。

インドネシアにおける教育に関わるコミットメントの一部として、ガルーダフード・セハティでは、ガジャマダ大学のジョグジャカルタ・キャ

ンパスで産業業界に入るためのキャリア・セミナーを行いました (2015年12月23日)。サントリーガルーダ・ビバレッジの人財ゼネラリス

ト責任者、トリ・アンゴロ・ズルカルナエンによる講演には、280名の学生が熱心に聞き入っていました。

2015年11月4日、サントリーガルーダ・ビバレッジの人財ゼネラリスト責任者、トリ・アンゴロ・ズルカルナエンは、スマランでディポネ

ゴロ大学の学生数百人向けに、「ASEAN経済共同体を意識した新卒向けの就職戦略」についてのプレゼンテーションを行い、その後も

数多くの生徒との対話を行いました。このイベントは、教育に焦点を当てたMirai OchaのCSR活動の柱でもあります。

教育に関する活動：「セハバット インスピラシク」プログラム

ガルーダフードグループが取り組む「Sahabat Inspirasiku（セハバット インスピラシク）プログラム」は、グループ内の従業員がボランティ

アで学校を訪問し、さまざまな職業に関する情報や仕事にまつわる面白い話などを語って、学生たちに仕事への興味をもってもらうた

めの活動です。この活動は、小学生から有名大学の学生を対象としています。

2015年11月23日、ガルーダフードの人財関連のビジネス・パートナーであるパトリシア・リニ氏は、タルマヌガラ大学で、「良い履歴書

の書き方―自分の価値を伝え、面接の機会を得るために」と題するプレゼンテーションを行いました。
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■地域社会支援活動

サントリーガルーダと従業員によるボランティア活動:子どもリハビリセンターへの支援

2016年1月9日、サントリーガルーダとその従業員は、ジャカルタにある知的障がい児向けリハビリセンターのヤヤサン・バクティ・ルフー

ルでチャリティ・イベントを催しました。この活動は、助け合いの意識を人々にもってもらうことを目的としています。

公衆衛生に関する活動：献血活動

サントリーガルーダ・グループは、インドネシア赤十字社（PMI）と協力して献血活動を行っており、献血をライフスタイルとして定期的

に実施することを奨励するキャンペーンを継続しています。これらの活動が認められ、サントリーガルーダ・グループはインドネシア赤十

字社より表彰を受けました。 献血推進活動とキャンペーンが開始された2011年以来、このプログラムは最優先事項として、全社で行

われています。
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本社所在地
Sheraton Saigon Hotel & Towers, 88 Dong Khoi 
Street, Ben Nghe Ward, District 1 Ho Chi Minh City, 
Vietnam

事業内容 清涼飲料の製造・販売

ホームページ http://www.suntorypepsico.vn/en

Suntory PepsiCo Vietnam Beverage Co., Ltd.

サントリー ペプシコ・ベトナム・ビバレッジ

コンプライアンスおよび研修

サントリー ペプシコ・ベトナム・ビバレッジは、行動規範と汚職防止方針を厳守しています。これらの方針は、毎年必須の研修およびオ

ンラインセミナーを通じて従業員に明確に伝えられています。従業員は、目にした違反についてはいかなる場合も報告し、それぞれ直

属の上司、人事責任者、環境管理委員会に直接伝えるか、匿名のホットライン「スピークアップ」を利用するよう奨励しています。

リスクマネジメント
サントリー ペプシコ・ベトナム・ビバレッジはリスクの特定に努め、影響を軽減するための災害復旧計画と危機管理方針を定めています。

また、ITリスクの対策にも取り組んでおり、情報セキュリティの行動規範やオンライン研修にも組み込まれています。さらに、IT部門は、

当社のデータおよび知的財産の保護におけるプロトコルを厳格に遵守しています。2016年3月からは、ERP※システム向けバックアップと

しての利用を意図して、災害復旧施設が準備されています。

サントリー ペプシコ・ベトナム・ビバレッジは、積極的に情報セキュリティリスクの特定と軽減に取り組んでいます。サントリーのITチーム、

サイバーリーズン、シマンテック、ゼットスケーラーと協力し、ITリスクに適切に対応しています。災害復旧施設も2016年5月に設置され、

2016年9月にはエンタープライズ・リソース・プランニング（ERP）・システムのOracleを導入しリアルタイム・バックアップ機能を追加し

ました。また、ITチームは同時にコントロールチームと協力し、マスターデータ管理の一極化を行い、主要なシステムのデータがマスター

データと一致しない事によるリスクの低減を行っています。

主なCSR活動

■CSR経営の推進

コーポレート・ガバナンス

サントリー ペプシコ・ベトナム・ビバレッジの監査役会は、ステークホルダーの利益向上を目指して全社にわたる監視と検証を行ってい

ます。監査役会は社外監査法人で構成されており、取締役会に属しています。また、コーポレート・ガバナンスの強化を確実にするため

に、内部統制、リスクマネジメント、法律および規制への準拠、行動規範などの問題に対する報告が誠実性かつ有効性をもっているか

どうか監督、検討しています。

お客様・お取引先と響きあう ～商品・サービス～

品質保証

サントリー ペプシコ・ベトナム・ビバレッジのTwister Orange, TEA+ Plus Oolong, TEA+ Plus Matcha, Bottled Water等の全てのソ

フトドリンクの品質と安全品質方針は、ベトナムの法規とサントリー及びペプシコグループが規定した基準に沿っています。また、全工

場がFSSC22000認証を取得済みです。さらに、AIB（国際検査統合基準）監査が全事業所で実施されているほか、統計的品質管理（SPC）、

在庫管理プログラム、販売管理プログラム等のツールキットを用いて安定した商品の品質と、サプライチェーンを通した整合性を確保し

ています。

※ERP:Enterprise Resource Planningの略
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"TEA+ Plus Matcha"
PET 455m, 350m

「Oolong TEA+ Plus」
ペットボトル 455m、
350m、缶 320m

「7UP Revive」 390m 「Aquafina」 500m

健康への貢献

サントリー ペプシコ・ベトナム・ビバレッジはボトラーとして、お客様の健康に貢献する商品を提供すべく、

サントリーおよびペプシコと連携を図っています。高品質な純水の保証とファッション性との程よい結び付

きにより、Aquafinaはベトナムで最も人気の高いボトル入りウォーターブランドの1つです。純粋な味という

メッセージに基づき、すべてのボトルで小気味よい爽快感とともに純粋な味を提供しています。毎日4本2

の「Aquafina」を飲めば、心と体を浄化することができます。「7UP Revive」には、水、電解物、ビタミ

ンB3、B6、B12が含まれています。TEA+ Plus Oolongは、お客様の健康に貢献する新しい付加価値を

提供するRTD飲料で、ウーロン茶重合ポリフェノール（OTPP）により脂肪の吸収を抑え、身体的にも気分

的にも「軽い」気持ちに保ちます。「Mycafé」はベトナムミルクコーヒーと日本の抹茶を組み合わせたコー

ヒー飲料です。

■お客様との関わり

お客様対応

お客様満足は最優先事項であり、お客様からのご意見やご要望を募るホットラインが設置されています。お客様のご意見は定性調査の

重要な部分を占めており、サービスの強化とともに、きめ細かいマーケティング活動や満足度の向上に役立てられています。2015年と

2016年において、小売店からのフィードバックを得るためのホットラインの運用を行っています。また、当社はサービスの速度と品質を

向上するため、ATMを通じて小売店に対するインセンティブの支払いや、配送業者の搬入搬出作業をパレット化し倉庫業務の品質を向

上させるだけでなく、冷蔵庫内の商品を中心に店舗内での取り扱いやすさの改善を図っています。

2017年には、市場における優位性を高めるため、サントリー ペプシコ・ベトナム・ビバレッジは、市街地での優位性を高めるとともに、

大規模な投資により日用消費財の売上の52％（AC Nielsen調べ）を構成する郊外の卸売ネットーワークを拡大します。また、データ管

理システムをOracleと統合し、エンドツーエンド発注を自動化する準備を進めています。これにより、市場への供給能力を向上するとと

もに、卸売業者の満足度も高めることができます。また、卸売業者の業務の標準化を目的とした10つの重点項目を含む戦略的卸売業

者プログラムを立ち上げました。このプログラムにより、卸売業者をセグメント化し、インセンティブと投資の度合いを差別化する事が

できるようになります。これにより、卸売業者がより高い基準に至り、持続可能な成長のためにしっかりとした土台を築くよう促します。

「Mycafé」 缶235m
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■ビジネスパートナーとの関わり

ビジネスパートナーとの協業

サントリー ペプシコ・ベトナム・ビバレッジでは厳格なガイドラインに従って調達を行っており、サプライヤーになるためには、企業倫理、

環境コンプライアンス、品質保証等で標準化された基準を一定期間の満たす必要があります。また、労働環境を保つため、簡易化・標

準化・自動化・削減・アウトソーシング・プロジェクトに取り組み、全体のプロセスとシステムの標準化、簡易化、自動化を進めています。

さらに、第一歩として軽量ペットボトルやキャップを導入するなど、自然環境の保護に向けて、主要サプライヤーと連携を図っています。

Stingは、初めての試作した
軽量ボトルです。

自然と響きあう ～環境～

■環境への取り組み

環境マネジメント

すべてのSPVBプラントがISO14001認証に準拠した環境マネジメントを行っており、認証を取得するとともに、ベトナムの法規制に完全

に準拠しています。当社は、環境の持続可能性を測る重要業績評価指標（KPI）を立て、水の使用量とエネルギー消費量削減目標の管

理をしています。KPIの数値は製造会議で毎週検討・見直しを行っています。当社の2016年の削減目標に対するKPIの達成度は以下の

とおりです。

2016年の目標と実績

水の保全

サントリー ペプシコ・ベトナム・ビバレッジは、水の保全について方針と目標を掲げています。水の使用量および排水量の削減に向け、

処理工程、ボトル洗浄、定置洗浄（CIP）での水の再利用にも取り組んでいます。また、RO水の排水を再処理し、内部の洗浄のため

再利用しています。サントリー ペプシコ・ベトナム・ビバレッジは、全従業員に節水するように周知・啓蒙しつつ、さらなる節水の機会

の発見に努めています。

省エネ

当社工場では、エネルギー消費量とCO2排出量削減を目標としています。排熱再生、可変負荷のモーター /ポンプ/エアコン向けVFD、

電力節約照明、オフィスの自動タイマー、ブロワ―用エコオーブンなどの方法があります。サントリー ペプシコ・ベトナム・ビバレッジは、

環境負荷を低減するため常にクリーンエネルギーの利用を推進しており、バクニン工場に設置された太陽光パネルを使った太陽光エネ

ルギーの利用、電気照明を使わず、日光を取り込むことで現場を明るくする等の取り組みを行っています。また、法規で定められた四

半期ごとの排気品質検査に準じており、環境に負荷を与えないように努めています。
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省資源

当社の工場では、廃棄物削減とリサイクル率向上を目標として、固形廃棄物の発生率およびリサイクル率を測定しています。当社は、

3R活動（リデュース、リユース、リサイクル）を徹底することの重要性を認識しています。 資源を節約し、輸送時の消費エネルギーを

削減するために、より軽量な容器包装を開発し（社内の生産・設計が連携して実施）、3Rを商品設計に取り入れています。また、ペット

ボトルのラベルの材質はPVCからOPPに、ガラスびんのラベルはPVCからACLラベルにそれぞれ変更し、環境負荷の低減と適切なリサ

イクルの推進につなげています。 さらに工場では使用済み原料を回収し、再利用またはリサイクル用に第三者機関に売却しています。

汚染防止および化学物質管理

当社は、土壌・水・大気汚染を防ぐためのあらゆる法規制の遵守を徹底しています。全工場で環境影響評価を実施し、政府の承認を得

ています。また、危険廃棄物管理システムを導入し、各事業所で適切な処理および廃棄を確実に実施するために環境部門のリーダーを

配置しています。環境品質監査プログラムを立ち上げ、全工場で定期的に行って法規制の完全準拠と、環境に負荷を与えないようにし

ています。

サントリー ペプシコ・ベトナム・ビバレッジでは、全ての工場で全生産活動の環境へ与える影響の特定と評価を行っています。これにより、

全ての環境への影響を管理し、環境への影響を減らすともに改善点を発見するための管理方法を確立しています。

全ての化学物質は、法規制に従って厳しく管理されおり、交差反応を起こさないように各化学物質の特徴に応じて分け、自然環境に漏

れないよう基準を満たした倉庫に保管されています。

廃棄物管理

廃水処理システム
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「Waterhope（ウォーターホープ）」プロジェクト

「Water Hope Quang Nam」は、2013年からベトナムのクアンナム省で始められた社会企業モデルです。このプロジェクトには、ペプ

シコ・アジア・パシフィック、SPVB、The Wholistic Transformation Resource（WTRC）が後援組織として参画しています。障がい者、

孤児、恵まれない患者等を対象とするQuang Nam Sponsoring Associationが、プロジェクトの実際の運営を担当する地域パートナー

として選定されています。

Waterhopeプロジェクト開始セレモニー

このプロジェクトは、ボランティア精神の基盤を提供するとともに、関係する地域社会開発プログラムを支援し、維持するための持続

可能かつ存続可能な社会企業を確立することを使命としています。また、このプロジェクトの目的は、商業的に存続可能な「水ステーショ

ン」を通じて入手可能かつ安全な水の提供、地域開発サービスの提供のためコミュニティ・ハブや社会企業としての製品やサービスを

提供することによる地域住民の収入向上や地域経済の活性化を提供することにあります。

成果：

・クアンナム省で年間40,000名に清潔な水を提供。

・コミュニティセンターの支援活動として、年間16名の恵まれない3 ～ 5歳の子どもたちの面倒を見ている幼稚園を支援。

・年間11名の地域住民の直接雇用を創出。

・�地域住民に対する、公衆衛生、栄養、清潔な水、下水設備に関する合計6つのコミュニケーションプログラムの実施。

社会と響きあう ～文化・社会貢献～

■地域社会との関わり

「利益三分主義」の考え方によるCSRは、SPVBの持続可能な事業戦略の中核です。優れた企業市民として、SPVBでは、青年、環境、健康、

そしてベトナム全土のSPVBの従業員が支援し、実施する奉仕活動であるHelping Handsなど、ベトナム社会に焦点を当てたCSR活動

を行っています。
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2015年、ベトナムの小学生に、ベトナム社会の水資源保護と衛生問題に対する意識向上を目的に、次世代環境教育「水育（み

ずいく）」を開始いたしました。

2015年は、水について学習する教室を60回組織し、120の屋内外教室を通して1,600名を超える小学生が参加しました。そ

して、多くの生徒がプロジェクト参加後に水の節約や、水資源の保護に対する意識が向上したり、学校で節水やゴミ拾いなど

の小さな活動を行うようになるなど、自然と意識を変えていきました。また、こうした教室に加え、学校設備や学校トイレに

関する調査とその改善も行いました。

2016年は、ベトナムでの「水育」を実施する2年目でした。このプロジェクトでは、バクニン市、ハノイ市、ホーチミン市にあ

る10の小学校に在籍する3,300名の小学生を対象とした、Clean Water Knight Festival（きれいな水の騎士フェスティバル）

や中期的なセミナーなどの新しい活動を提供していきます。

2017年に「Mizuiku - I love clean water」プロジェクトは、メディアに大きく注目され、70以上の記事が掲載されました。また、

「Mizuiku - I love clean water」プロジェクトの新しい節目の年となり、サントリーホールディングスとSPVBの戦略的協力体

制及びホーチミン中央教育審議会のYoung Pioneer Organization、ベトナム学生連盟、教育・訓練省の協力により全国規模

で展開されました。このプロジェクトは、ハノイ市、バクニン市、ホーチミン市、ベンチェ省の30の小学校で展開されました。

プロジェクトの主な活動としては、260人以上の先生とボランティアが参加した節水と水の保護に関する教育Training for the 

Trainers (トレーナー研修)を10回開催、5,000人以上の小学生が参加した水に関する教育クラスを265回以上開催、RO浄

水施設を含む13の水処理施設の建設と全国でトイレの改修等を行いました。また、3,900人を超える生徒と先生が参加した

Water Knight Festivalを10回開催し、1,200人を超える生徒と先生が参加したSPVBの工場見学も開催しました。8月に開催

された、「Mizuiku - I love clean water」絵画コンテストには、300,000人以上の子どもから応募がありました。

SPVBの社会貢献は、ベトナム商工会議所のVCCI Top Sustainable Business 2017に選ばれるとともに、米国商工会議所の

AmCham CSR Award2017を受賞しました。

次世代環境教育「水育（みずいく）」

2015年 SPVBの工場見学ツアーに参加した生徒たち

2017年3月の「水育」オープニングセレモニー
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グリーン・サマー・キャンペーンは、生徒がボランティア活動に参加できるように毎年夏にVietnam National Union of 

Students（ベトナム全国学生連盟）が開催するキャンペーンです。

全国からの多数のボランティアの参加を得て、地方の道路、橋、授産所の建設や修復、交通安全活動への参加、都市部で

のコミュニケーション活動、大学受験支援などの活動を通じて、社会への貢献が効果的に行われました。SPVBのReviveブラ

ンドの支援を背景に、2017年6月から8月にかけて実施されました。「Revive - Keep the Green Summer Campaign 2017 

Going」のメッセージとともに、SPVBとReviveブランドはベトナムの将来を担う活発な若者の育成を目指しています。

「Revive」「Aquafina」「7UP」「Sting」など、6,000ケースのSPVB商品を提供しただけでなく、SPVBと7UP Reviveブラン

ドの寄付金すべてが、全国での開始セレモニー、8州で水道配管など28の設備建設、その他３つの主要都市（ホーチミン、ハ

ノイ、ダナン）の試験会場にリラックスできるブースを設置するなど、ベトナム全土の大学に対するCSRサポート活動などに用

いられました。これらのキャンペーンの結果として、合計302,127人のボランティアが参加しました。

グリーン・サマー・キャンペーン

遠隔地の子どもに勉強を教えるCSR活動に参加する生徒たち

SPVBのHelping Handsボランティアで
設立されたゲアン省の幼稚園

ダクラク省のボランティア活動に参加した
Helping Handsホクモン工場

Green Summer Campaign 2017を支援するSPVB

Helping Hands ヘルピング・ハンズ

Helping Handsは、従業員ボランティアと募金プログラムであり、従業員に地域社会をはじめ地球全体を支援する機会をもたらすもの

です。このプログラムは、SPVBのコアバリューを向上し、企業風土を構築するとともに、事業と社会の両方の持続可能な成長に対する

長期的なコミットメントと貢献に従業員の参加を促すため、2011年8月に立ち上げられました。従業員により集められた募金は、マッ

チング募金として会社も同額を寄付いたします。また、このプログラムは、従業員、地域社会、事業のすべてに対して、良い基盤になっ

ています。2011年以降、10の「Helping Hands委員会」が組織され、5,000名以上のボランティアにより、18,000人/時間のボランティ

ア活動が行われ、約84億VNDを使用し、山岳地域の児童向けに3つの学校、3つの家屋、3つの図書館を建設、数千名の奨学金、1,600

件の眼科手術支援、公的施設の障がい者や高齢者に対するギフト贈与など、110のHHプログラムが開始されています。
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教育 - DYNAMICコンテスト

才能のあるベトナムの若者に、国内外の人々との交流や学習の機会を行えるチャンスを提供するため、SPVBは長期にわたりあらゆるリ

ソースを活用してきました。

SPVBは、過去22年、「DYNAMIC - 未来の事業家」コンテストに参加しており、2017年からは、新しく生徒たちが起業のアイデ

アの発案をするコンテストをホーチミン市経済大学と協賛しています。このコンテストは、北、中央、南、メコンデルタ地域の10の

DYNAMICクラブが地域ごとに競い、4つの地域を代表する優秀な発表が全国大会に進みます。参加者は、コンテスト中にSPVBの財

務、マーケティング、営業、人事の代表者による研修や工場見学を通して、ビジネスを包括的に学びます。また、グローバル・シミュレー

ション・ゲーミングのオンライン大会にも参加し、2018年3月18日の全国大会はホーチミン市テレビ（HTV9）で生放送され、1,000人

以上の生徒が参加しました。ホーチミン市経済大学のチームの多肢選択テストのプラットフォームに関するプロジェクト「Tungtung.vn」

が最優秀賞に輝き、東京のサントリーヘッドクォーターズで企業の事業に関して学ぶ機会を得ました。

SPVBゴルフ大会

毎年開催されるSPVBフレンドシップチャレンジ・ゴルフ大会は、大事なお客様、ビジネスパートナー、友人、そして地域に感謝を伝え

るとともに、利益を共有するイベントです。2007年から2015年の間に本大会で集めた募金は、380の心臓手術、40の奨学金、数千

の孤児院の子どもたちやお年寄りへの新年祭の贈り物、30人の優れた障がい者スポーツ選手の支援、6つの医療施設、28戸の家、4

つの保育園と2つの医療施設の建設に使われました。2016年だけでも8億5800万ベトナムドルを集め、5つの学校とベンチェ省の島地

域の6箇所に浄水施設を建設し、4,000人の地域住民と子どもたちにきれいな水を提供しました。2017年のゴルフ大会では、SPVBと

ビジネスパートナー等の協力で8億2500万ベトナムドルを集め、7つの学校の1,600人以上の生徒と、ロンアン省タンチュ県の2つの医

療施設で年間約7,000人の患者にきれいで安全な飲料水を提供しました。

東京 サントリーヘッドクォーターズの
全国大会優勝チーム

募金は74の浄水施設の購入に使われ、
きれいで安全な飲料水を、7つの学校の

1,600人以上の生徒と、ロンアン省タンチュ県の
2つの医療施設で年間約7,000人の

患者に提供しました。

2017年SPVBゴルフ大会にて、
SPVBのUday Sinha CEOが集めた募金を

ホーチミン市のPoor Patient Sponsor 
Associationに贈与

マーケティングに関する研修を受け、
SPVBのドンナイ省工場見学に参加した生徒たち
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SPVBの社会貢献は、ベトナム商工会議所のベトナム2017年VCCIトップ10持続可能なビジネスとして選ばれるとともに、米国商工会議

所のAmCham CSR Award2017を受賞しました。

■従業員

多様性

サントリー ペプシコ・ベトナム・ビバレッジは、現地採用と国内労働力の開発を推進しています。加えて、当社はダイバーシティを尊重し、

従業員と経営層の啓発を行っています。経営における重要業績評価指標の1つは、女性の雇用比率です。この指標は、ベトナム全体で

重要と考えられています。

従業員と響きあう ～ダイバーシティ経営～

トップ10持続可能な事業アワードを
受賞するSPVB代表

ジング・オンライン新聞の
DYNAMICコンテストの記事

ダントリ・オンライン新聞の
グリーン・サマーに関する記事

AmCham CSR Award賞与式での
（最左）ダニエル・クリテンブリンク大使と

SPVBのリ・マック・リン広報副部長

Vietnam Lawsオンライン新聞の
ゴルフ大会の記事

タン・ニエン新聞の
「Mizuiku - I love clean water 2017」の記事
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フロントラインマネージャープログラム2015

2015年には、SPVBでの評価査定の機運を促すため、初めての評価査定オンラインツールが7月に導入されました。この試みは、ライ

ン管理者と従業員からの多大な協力により成り立っています。2015年12月11日までに、1300 e-kudos以上が贈与されています。

タワー・ワトソンが主催する、98%を超える回答率を得た2015年の健康調査では、SPVBは16のカテゴリー中、経営、サステナビリティ

への参画、多様性と受容、報酬と評価、キャリア開発と成長など15のカテゴリーでスコアを更新し、ベトナム国内平均、アジア・パシフィッ

クFMCG平均や世界でも高い水準にある調査平均と比較しても高いスコアを記録しています。

当社の業績評価は、人事部の積極的な関与により、職務横断的で公平かつ成果に応じた評価となっています。従業員が差別されてい

ると感じたときはいつでも、所属系統の上長に相談したり、あるいは「スピークアップ」ホットラインも利用することができます。

ワークライフバランス

健全なワークライフバランスを推進させるために、サントリー・ペプシコ・ベトナム・ビバレッジは、柔軟性のある勤務時間を管理職クラ

ス以上に提供しています。フレックスタイムに加え、1歳未満の幼児を抱える女性従業員は育児のために勤務時間を短縮することができ

ます。過度な残業を防ぎ、自宅勤務制度も取り入れています。さらに、SPVBではチーム構築やチーム旅行等のチーム活動の促進に加え、

スポーツプログラム、健康食の日や健康な生活スタイル促進キャンペーンなどの健康増進活動を行い、従業員とその家族の意識を健康

維持と予防的健康管理に向けるようにしています。

安全衛生

安全衛生の課題に関する経営層と労働者間のオープンな対話を奨励し、コミュニケーション会議を四半期ごとに開催しています。また、

安全に関する訓練や研修を実施し、全従業員に対して年1回の健康診断を提供しています。

SPVB健康食品の日

人材開発

人材はもっとも重要な資産だと考え、当社では高品位な能力開発プログラムを従業員に提供しています。2016年は、プロフェッショナ

ル向けのコースを開設し、75のソフト及び一般スキルのコース（24,800時間相当）が開かれ、1,875人の従業員（一人につき8.6時間

換算）が参加しました。また、リーダーシップ・トレーニングにも力を入れ、全ての階層の従業員に向けた高いレベルのトレーニングを

企画しました。従業員に対してさらに多くの学習機会を提供するためのクラスルーム形式のトレーニングの提供に加え、管理職、役員、

そして従業員向けのベトナム語と英語によるeラーニングコースも立ち上げ、運用しています。
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Frucor Suntory

フルコア・サントリー

会社概要・理念

主なCSR活動

総合清涼飲料メーカーであるフルコア・サントリーは、エナジードリンク、果汁飲料、ミネラルウォーター、スポーツ飲料、乳飲料など、

さまざまなタイプの飲料を提供しています。フルコア・サントリーのブランドは、ニュージーランドとオーストラリアの家庭で親しまれ、

中でもエナジードリンクはニュージーランドでマーケットリーダーとして市場をけん引しています。また、ニュージーランドでは、炭酸飲

料部門で第2位の規模を誇っています。 このように市場から支持をいただいている理由の1つは、従業員全員が共有している価値観とそ

の企業風土にあります。“Together”（一緒に）、“Go for it”（やってみなはれ）、“Make a difference”（変える）―これらの価値観と、

私たちの行動原理である“hungry to make drinks better”（よりよい飲料を求めて）を全員で実践することで、私たちは市場におい

て独自の地位を築くことができていると考えています。

本社所在地 86 Plunket Ave, Manukau, Auckland 2104, 
New Zealand

事業内容 清涼飲料の製造・販売

ホームページ https://frucorsuntory.com/

お客様・お取引先と響きあう ～商品・サービス～

■品質への取り組み

フルコア・サントリーの2つの工場は、品質管理ならびに食品安全性の国際規格ISO9001の認証

取得およびISO22000を基準としています。委託製造業者に対しては専門チームが監査と運用管

理を行い、品質管理と食品安全規格の遵守を徹底しています。

品質管理と食品安全性の確保を徹底

フルコア・サントリーは「あらゆる部門で無駄を省く」という方針を掲げて全社で活動しています。

工場での製造工程における「5S（整理・整頓・清潔・清掃・しつけ）」ならびに「生産性向上プロ

グラム」の実施は外部表彰の対象にもなりました。また、製造、品質、物流、研究開発、財務、

IRなど各部門で「KAIZENプロジェクト」を行っています。当社では、10年にわたり、整理、整頓、

清潔、清掃、躾けの5Sを実践し、また製造スタッフのほとんどがニュージーランド資格省（NZQA）

の競争生産レベル2の資格を得ています。最近では、生産性改善プログラムでの競争要素を向上

するとともに、17名の従業員がシックスシグマ・グリーンベルト、2名の従業員がブラック・ベルト

の解説者としての資格を取得しました。毎年、フルコア・サントリーの工場では800を超える改善

アイディアが実施されています。こうした継続的な改善に向けた当社の意欲により、2015年、サ

ントリーの世界改善フォーラム（WKF）での初代受賞会社となりました。2016年には、ニュージー

ランドのオークランドで、フルコア・サントリーが第2回のWKFイベントを主催しました。

「KAIZENプロジェクト」を継続
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「hungry to make drinks better（よりよい飲料を求めて）」は、フルコア・サントリーの事業全体に掲げられた目標です。この目標を

元に私たちはより多くの「better for you（お客様にとってよりよい）」な商品づくりを行っています。

私たちは今後、低糖、無糖の製品がグループの成長の半分以上を占めるようにすることを約束し、2030年には販売する製品の三分の

一の飲料を低糖、無糖にしていきます。

ニュージーランドとオーストラリアで展開している水を除くすべてのブランドには、1日の摂取エネルギー量に対する割合をロゴで表示し

ているため、お客様にとってその飲料1本で1日に必要なエネルギー量をどの程度摂取できるかを明確にしています。

フルコア・サントリーは天然植物由来の甘味料であるステビアを世界で初めて使用した飲料企業の1つです。ステビアはフルコア・サント

リーの多くの飲料で砂糖の代わりに使用されています。

私たちが数百万ドルを費やした最先端のR6amp;Dセンターは、我々の革新の象徴であり、私たちは消費者のためにより良い商品づくり

をするために資源を投資しています。さらなる無糖・低糖飲料の開発を通して、消費者の将来のニーズを満たす「better for you」な商

品づくりを行っていきます。

よりよい飲料を求めて

お客様との関わり

ビジネスパートナーとの関わり

■環境への取り組み

フルコア・サントリーは、世界と私たち自身のエコロジカルフットプリントの管理と低減に努めています。

私たちの2030年目標：

・埋め立てゼロ

・カーボンフットプリントの35％削減

・水使用量の20％削減

環境方針

廃棄物削減を重点項目と位置づけ、さまざまな取り組みを推進しています。また、フルコア・サ

ントリーは、ニュージーランドとオーストラリアの複数の業界団体に所属し、公共の場所やイベン

ト会場でのリサイクル活動、包材設計の改良、容器リサイクルに関する地域を基盤とした研究開

発への資金提供など、廃棄物排出量の削減とリサイクル率向上への取り組みを推進しています。

フルコア・サントリーの環境改善計画は、リサイクル率向上とエネルギー・水使用量を大幅に削

減することを目標にし、体系的にサステナビリティに取り組んでいます。

優れたパッケージのデザインにより、パレットにこれまでより20%も多く商品を積載でき、フルコ

ア・サントリーのトラックが減ることで環境への影響も減らす事ができます。

廃棄物削減とリサイクルを推進

フルコア・サントリーは、互いに相手を尊重する姿勢で、お客様に接しています。それがお客様との非常に良好な関係を築き、常に業界

最高の企業として認識していただくことにつながっています。2014年には、ニュージーランド・ブリティッシュペトロリアム・サプライヤー

賞のリスペクト賞を受賞し、すべての地区で、納入・営業チームの親身で一貫したサービスが表彰されました。オーストラリアでは、ユ

ナイテッド・コンビニエンス・バイヤー・アワードにおいて、エナジー・ドリンク・サプライヤー・オブ・ザ・イヤーとプロダクト・オブ・ザ・

イヤー（受賞商品「V Kaboom」）の2部門で受賞を果たしました。オーストラリア事業展開は、Advantage Groupの2015年の年間調

査により、全国のガソリンスタンドおよびコンビニエンスストア店舗におけるNo.1サプライヤーとしても認められています。

原材料は、できる限り地元産のものを調達するようにしていますが、一部は海外から調達しています。フルコア・サントリーは、すべて

の調達先に対し、従業員の待遇に関する社会的基準の遵守や地域の環境方針・規格の遵守を要請しています。フルコア・サントリーが

調達するすべての原材料は、フルコア・サントリーの品質規格への適合を保証するため、厳格な原材料確認検査と調達先での製造工程

検査を受けています。

自然と響きあう ～環境～
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フルコア・サントリーのウィリー工場において、マルチシステムのエネルギー準位監査を完了する

よう、エネルギー効率局ECCAと協調して作業しました。政府からの支援とその勧告に基づき、

現場でのエネルギー利用の最適化と削減を行うべく、二次的なエネルギー効率改善施策を推し

進めています。また、過去においては、オークランド工科大学と共調し、液状廃棄物に関する調

査を行い、継続的改善計画の一環として、その結果を生産ライン効率の改善に役立ててきました。

エネルギーと水資源を有効利用

エナジードリンク「V」のライン

オークランドの配送センターの
従業員たち

社会と響きあう ～文化・社会貢献～

従業員と響きあう ～ダイバーシティ経営～

■地元企業との関わり

フルコア・サントリーは、OzHarvest、Foodbank Australia、Surf Lifesaving NZ、Books in Homes等のオーストラリアとニュージー

ランドの様々な団体と協力し、コミュニティ貢献活動を行い、従業員の地域ボランティア活動を支援しています。

また、2006年に砂糖が多く入った炭酸飲料やエネルギー飲料を小中学生に提供しないという自主協定をニュージーランド保健省、教

育省と締結しました。2017年にはさらに関係を密にし、小学校と中学校では水だけしか販売しないことに合意しました。これは、ニュー

ジーランド飲料評議会が、政府の子供の健康を意識した産業宣言への賛同を示しています。

フルコア・サントリーは、従業員のボランティア活動を支援しており、近年では従業員がOzHarvestやKiwiHarvestのコミュニティ貢献

活動に参加しています。

従業員のボランティア活動

■従業員に対する取り組み

安全衛生は、フルコア・サントリーの従業員一人ひとりが取り組むべきことです。フルコア・サン

トリーでは、全社的に、ニュージーランドとオーストラリアの従業員に対して「危険予知・リスク

撲滅・安全維持」を促しています。積極的に事故・災害の可能性を探し出し（危険予知）、チー

ム一丸となってその除去に取り組み（リスク撲滅）、全員が確実に業務を完了し、家路につくこと（安

全維持）に努めています。

改善につながる機会を探るべく、双方の地域区分において、主轄の安全担当チームによる議論

も定期的に行われています。従業員が業務中にけがをした場合は、回復とリハビリをサポートし

ます。また、外部機関とも積極的に連携し、国の基準を上回るように努めています。

また、従業員の健康的なワーク・ライフ・バランスを促進するため、個々人に合った、従業員が

信頼できる支援プログラムを実施しています。

労働安全衛生を推進

フルコア・サントリーは、度々エーオン・ヒューイット社のベスト・エンプロイヤーに名を連ねてお

り、素晴らしい人材を確保していることを誇りに思っています。リーダーシップを重視して人材を

育成すること、全従業員とビジョンおよび戦略を共有することに重点を置いています。グローバ

ルな視野や競合に勝つための思考を従業員が身につけることを応援するフルコア・サントリー独

自の社風が継承されています。

研修と能力開発で従業員の成長を支援
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Suntory(China)Holding Co., Ltd.

サントリー（中国）ホールディングス

本社所在地
6th floor, Spring International Plaza, No.699, Zhaohua 
Road Changning district Shanghai China, 200050,

設立 2011年

売上高 465億円（2015年度）

従業員数 約3,900名（2015年12月）

事業内容 中国における酒類・飲料の製造・販売

ホームページ http://www.suntory.com.cn/

主なCSR活動

■CSR経営の推進

企業倫理綱領の共有

サントリー（中国）ホールディングスでは、従業員と正しい倫理や行動規範を共有するため、就業

規則やルールを定めた従業員手帳の配布に加え、中国現地スタッフの日本での研修を通じて、サン

トリーグループの価値観や理念、企業倫理綱領の徹底と意識啓発を行っています。

■品質への取り組み

品質保証センターを設立

2004年7月、サントリー中国内に中国（上海）品質保証センターを設立しました。設立以降、最新の分析機器を導入し、サントリーグルー

プの中国における品質保証の拠点となり、商品の設計から原材料の調達、流通のすべての過程で、品質保証をサポートしています。なお、

2016年1月より三得利分析技術（上海）有限公司として分社化・独立させ、サントリーグループの残留農薬分析グローバルセンターの機

能を強化させました。ウーロン茶葉を含めた中国産原料の品質保証、さらにコーヒー豆の残留農薬分析業務を加え、安全性科学センター

のバックアップも行っています。

商品開発センターでの研修

ウーロン茶葉のトレーサビリティシステムの確立

ウーロン茶の安全性を保つために、原材料から、製造、出荷、お客様のお手元に届くまでを記録にとり、その情報を追跡しています。

茶葉が製造され、お客様のもとに届くまでの一連の流れの中で何重にも検査し、記録を残して管理しています。
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残留農薬の分析

中国産原料についてリスク要因となる農薬を中心に、430項目の検査をロットごとに定期的な分析

を行い、安全性を保証しています。また、茶農家が正しく農薬を使用するよう指導を行っています。

サプライヤーとの農薬品質管理会議

国際規格ISO17025認証の取得

中国（上海）品質保証センターは「茶葉中の残留農薬分析」において、「中国合格評定国家認可委員会」

からISO17025認証を取得しました。ISO17025は分析・試験結果の品質を要求する国際規格で「試

験を実施する管理的・技術的能力がある」ことを認めるものです。同センターは、サントリーが原

料として使用するウーロン茶葉の品質保証で中心的な役割を果たしており、分析する茶葉のサンプ

リング、分析、データ解析、結果報告、現地へのフィードバック、現地茶園の確認など多岐にわた

る活動を行っています。今後も食の安全・安心のために信頼ある体制づくりに取り組んでいきます。

ISO17025認定書

TPM活動の徹底

匯源三得利（上海）飲料では、スタッフ部門においてもTPM（Total Productive Maintenance：全員参加式生産保全）活動を展開しており、

毎朝の５S活動に加え活動板を用いた月例方針進捗管理を徹底することにより業務の効率化に努めております。

毎朝の５S活動 活動板による方針管理

■環境への取り組み

省エネ活動

匯源三得利（上海）飲料は自社工場を持っておりませんが、委託工場での生産に対して「連続稼働時間の延長化」や「洗浄殺菌方法の

効率化」に関わる技術指導をすることにより、従来は月間で水消費量：2,380m3、蒸気消費量：169トンであったところ、水消費量：

1,790m3、蒸気消費量：127トンまで改善することができました。

包材軽量化

2014年4月から三得利の缶飲料向けには、軽量化された缶ぶたを導入しています（3.7g/個の缶ぶたを2.7g/個へ軽量化し27％減量）。

これによりアルミニウム使用量を年間約24トン削減し、CO2排出量は年間8トンの削減となる計算となります。 また、PET飲料向けにも

軽量化キャップ（2.5g/個のキャップを1.5gに軽量化）や軽量化ボトル（26.5g/本のボトルを21.2gに軽量化）の導入をしています。

3.7g⇒2.7gに軽量化した缶蓋 2.5g⇒1.5gに軽量化された
キャップ

26.5→21.2gに軽量化された
ペットボトル
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本社所在地
222 W. Merchandise Mart Plaza, Chicago, IL 6065 
USA

設立 2015年5月（ジムビームブランズとしては1966年11月）

事業内容 ウイスキーをはじめとしたプレミアムスピリッツの製造・販売

ホームページ http://www.beamsuntory.com/

Beam Suntory Inc.

ビームサントリー

会社概要・理念

世界の人々を感動させるスピリッツづくり

ビームサントリーは、世界第3位の規模を誇るプレミアムスピリッツ会社です。「Growing for 

Good」をビジョンに掲げる当社は、世界の人々を感動させるスピリッツづくりを通して、人と人と

のつながりをもたらすことを使命としています。

業績の目標としては、世界で最も成長の早いプレミアムスピリッツ会社になることです。有名ブラン

ドの構築をはじめ、有利な市場の構築や獲得、成長を促すために、ビジョンを行動に移す戦略を

通じて、持続可能な成長を目指します。

主なCSR活動

■CSR理念

「Growing for Good」ビジョンによるCSR理念

よき企業市民であり、社会への責任を果たすことは、ビームサントリーの中核をなすものです。ビームサントリーは、親会社、お客様、

消費者、ビジネスパートナー、従業員、コミュニティなど様々なステークホルダーの皆様に貢献し、成長し続ける会社です。そして、私

たちの商品・コミュニティの基礎をなす貴重な資源を守るというサントリーの伝統を共有しています。

ビームサントリーのCSRプログラムは3つの領域（水と環境の保全、従業員が住み、働くコミュニティへの支援、私たちの商品の責任あ

る消費の普及）に注力しています。これらを果たすために、時間、資源、エネルギーを注いでいます。これらを重視するのは正しいこと

というだけでなく、私たちにとって企業としての価値であるからです。

自然と響きあう ～環境～

■自然環境に対する取り組み

水資源の管理

水は最大の原材料です。この貴重な天然資源を守るため、水域保全活動を行っています。ビームサントリーは、水ストレスが高い地域

を中心に、継続的に全世界の生産拠点の水使用量を減らす活動を続けています。また、ナチュラル・ウォーターサンクチュアリの展開

にも力を入れております。

今後も、引き続き水とエネルギー使用率および廃棄物埋立処分量の削減に努めます。過去10年の環境負荷削減に関する技術とシステ

ムへの投資額は6,000万ドルになります。効果的かつ効率的な天然資源の活用は、私たちの生産拠点の長期的な成功のために重要な

要素です。 当社は、コジェネレーション技術の活用、廃棄物削減・リサイクル、生産拠点における水使用量削減など様々な取り組みを

通して環境負荷を減らしています。
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ビームインディア：機器の洗浄に使った工業用水を濾過、再利用することで、水の使用量と排水を削減しています。また豪雨などで地中

に吸収される水を減らすため雨水を回収し、再利用しています。

ビームサントリーメキシコ（カーサ・サウサ社）：高度な水再生システムにより処理水の質が大幅に改善されました。拠点のコンポスト事

業で再利用し、また、地域の消防署で消防車や消火設備にも再利用されています。

セント・クロイ島、バージン諸島：高度な水再生システムによりプロセス用水を再生し、拠点内で再利用しています。これにより水の使

用量と排水量が大幅に削減されます。メーカーズマーク工場でも2015年に同様のシステムを導入する予定です。

ナチュラル・ウォーターサンクチュアリの設置

メーカーズマーク・ナチュラル・ウォーターサンクチュアリ

優れたバーボンは、良い水から始まります。メーカーズマーク・ナチュラル・ウォーターサンクチュアリは、水を濾過する土地を守る事を

目指しています。蒸溜所の33エーカーの土地で行われるこの保全プログラムは、アメリカンホワイト・オークを含む植物の質とチャスジ

アメリカムシクイやズアカキツツキ等の在来種の生息地としての質の向上を目指しています。そして結果的に、より良いバーボンを作るた

めに必要な地下水とその質の保護するためです。

バーンハイム・アーボリータム&リーサーチフォレストとの連携

ジムビームは、バーンハイム・アーボリータム&リーサーチフォレストと協力して、ジムビーム蒸溜所のすぐ隣にあるバーンハイム・アーボリー

タム&リーサーチフォレストが所有する15,625エーカーの土地の中にナチュラル・ウォーターサンクチュアリを設立しました。

この連携を通して私たちは、水質維持、野生動物の保護、在来種の植物や木々の復活などに取り組んでおり、環境教育の促進、水源

保護計画の改善、上質な水の確保に関して共同することに対して長期的な合意に至っています。

省エネへの取り組み

ビームサントリーは、継続的に全世界の生産拠点のエネルギー使用率削減を目指しています。以下はその中の一部になります。

クレアモント、ケンタッキー州 「ジムビームアメリカンスチルハウス」：米国グリーンビルディング協会よりLEED（Leadership in Energy 

and Environmental Design）のゴールド認証を取得しました。

フランクフォート、ケンタッキー州：ボトル詰めエリアと加工エリア全体でLED照明を使用し、照明の質を向上するとともに、エネルギー

使用量とコストを削減しています。

ディアフィールド、イリノイ州：全世界のオフィスで最新のWeb会議や印刷技術を活用してエネルギー消費量を抑えています。本社では、

共同のワークスペースを設けています。特色ある施策としては、日光を感知して自動的に調光する照明があります。

本社、シカゴ、イリノイ州：グローバルヘッドクォーターとその他のオフィスでは、消費エネルギーを減らすために最新のWeb会議や印

刷技術を導入しています。ヘッドクォーターは、オープンフロアと共有作業スペースを採用しています。歴史あるマーチャンダイズ・マー

トにあるLEED認証の建物であるオフィスでは、自然光照明を導入しています。LEEDは、建物の省エネ性能、設計、建設、運営を評価

するアメリカで有数のプログラムです。また、室内の自然光の強さによって自動消灯するエネルギー効率の高いLED照明も導入しています。

ワシントンDC：ワシントンDCにあるグローバルパブリックアフェア室は、LEED認証を受けた建物内にあります。

マドリード、スペイン：マドリード市初のサステナブルオフィスビルです。外部からの騒音を最小限に抑え、ソーラーパネルや遮熱性のあ

るメタリックの外壁により省エネ効果を最大限に高めています。また余ったエネルギーをビル内でやり取りできるシステムも備えています。

マドリード、スペイン：当社のオフィスビルは、マドリードで初めての持続可能性ビルでした。外部の相応は最小限に抑えられ、省エネ

はソーラーパネルや外部壁の断熱鉄パネルにより最大限行っています。また、余剰エネルギーはオンサイトシステムにより活用されて

います。

生産現場における節水と省エネ活動

コニャック、フランス：クルボアジェは、生産量の半分以上の輸送（コニャックからルアーヴル）をトラックから電車での輸送に切り替え

ています。トラックから電車への切り替えにより、温暖化ガス排出量が約92%、年間763トン/年削減されました。

水源の保全

水資源保護を目的とした活動

当社は、半透性沈殿物制御構造、回収池、調整池などを活用して、水の流出、土壌侵食、水質の悪化を防ぐなどの雨水、地下水、地

表水の源泉を守る活動を行っています。

水使用量、排水量削減

水使用量と排水量の削減は、当社の重要課題です。いくつかの生産拠点では水を再生する高度なシステムがあります。
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「ジムビームアメリカンスチルハウス」は、LEED（Leadership in Energy and 

Environmental Design）のゴールド認定を取得しています。この認定は、リーダー

シップ、革新性、環境保護、社会的責任で優れた実績のある施設のみが取得でき

ます。「ジムビームアメリカンスチルハウス」における環境の持続性性能には以下の

ような特長があります。

・25％にリサイクル建材を使用

・節水型の設備、蛇口、水洗トイレにより水使用量を年あたり50%削減

・79%の建築廃材がリサイクルされ、埋立処分を回避

ジムビームアメリカンスチルハウス

テキーラ、メキシコ：メキシコのカサ・サウザでは、廃棄物の99.8％をリサイクル・再利用し、年間平均47,000m3を埋め立て処理に送

らずにすんでいます。アガベ（テキーラの原料）の繊維は回収され、コンポストにしています。このコンポストは、土壌の水を保ち、新

しいアガベの栄養となります。

セゴビア、スペイン：暖房と電力発電プラント（コジェネレーション・プラント）に天然ガスを使用しています。発生した熱と電力は、蒸

留段階で使われ、余剰の電力は地元の電力会社に売却しています。このコジェネレーションプロセスは、熱と電力を別々の施設で行う

より30％も効率がよいことが結果としてでています。

資源の有効利用

ビームサントリーは、廃棄物埋立量およびリサイクル・再利用量をモニタリングし、報告しています。今後も、生産資材、製品の包装・

容器のリデュース、リユース、リサイクル活動に努めます。

容器の3R

「ビームサントリー・デザイントゥバリュー（Design-to-Value）チーム」は、製品デザインを向上させながら包装材を減らす方法を追求

し、最終的にお客様にも環境にも、よりよい影響をもたらすことを目指しています。このチームの成果としては、より軽量なボトルデザ

イン、ガラス容器からポリエチレン樹脂容器への切り替え、無駄な段ボール・包装材の廃止などがあります。これらにより、包装資材量

が削減され、合計コストと環境への負荷が削減されました。当社はリサイクルと再利用活動も推進しています。アイルランドのクーリー

蒸溜所は、法的義務によって包装資材廃棄物の回収・リサイクル資金を拠出する企業をサポートする包装コンプライアンス制度「REPAK」

のメンバーです。

また、カーサ・サウサ社は2014年に「メキシコ・ベストリサイクル・ストックウェアハウス」を受賞しました。

従業員への環境教育

当社は、持続可能な環境ボランティアに従業員が積極的に参加することを推奨しています。従業員はBIER（Beverage Industry 

Environmental Roundtable）等の大きな業界団体や、小さいローカル団体、ケンタッキー・サステイナブル・スピリットやケンタッキー

エクセル等のプログラムに参加しています。また、ケンタッキー大学やケンタッキーの水源研究所等の教育・研究機関と連係して、従業

員、学生、教授が一緒に研究・学習・研修し、水に関する環境問題に対応する技術交換を行っています。当社の従業員は、私たちが

働き、住むコミュニティに対して、これからも意味のある貢献を行い続けます。これらの活動を評価しており、毎年行われるVision Into 

Action (VIA) Awards 等を通して従業員を表彰しています。

ケンタッキー事業

ケンタッキーでは、全てのバーボン用の樽を効率的に再利用しています。多くは再利用されますが、一部は家具やその他の木製品に加

工しています。バーボンの樽は持続可能なホワイト・オークの木材からできています。サプライヤーもホワイト・オークの持続可能な調

達に積極的に協力しています。

当社の蒸溜所では、使用済みの穀類を家畜の飼料等に効果的に再利用しています。また、水処理段階で生じるバイオソリッド（汚泥）

も再利用しています。

また、ビームサントリーと、ビームサントリーが使っている樽を生産している会社Independent Stave Companyは、共同でケンタッキー

州とミズーリ州の伐採者に持続可能性に関する啓発活動を行っています。
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生物多様性保全を目的とした活動

シカゴ

ビームサントリー本社の従業員は、チームを組んで地域の海岸の清掃を行っています。毎年数十人の従業員が普段の業務から離れ、そ

のまま放置されていると水路に入り込んでしまうゴミやその他の漂流物などを回収しています。2017年のイベントでは、シカゴで最も人

気のある海岸で45kg以上を回収しました。

ケンタッキー

ジムビームは、いくつかの河岸復活プロジェクトをケンタッキー州で成功させました。これらのプ

ロジェクトでは化学物質を使わず、バイオテクノロジーを使っています。蒸溜所は、ケンタッキー

州大学ともパートナーシップを組んで、河岸保護計画を企画しており、河岸の作成と広範囲の湿

地帯の保護をしています。

ケンタッキー保全パートナー企業賞

メーカーズマーク蒸溜所は、620エーカーの敷地の一部を自然保護地区、自生植物保護地区と指

定したことにより、野生生物と環境によい影響を与えた企業として認められ、ケンタッキー州魚類・

野生生物局局長から「ケンタッキー保全パートナー企業賞」を授与されました。

ケンタッキー州環境保護局と環境保全プログラムを実施

ケンタッキー州にあるビームサントリーの全拠点が「ケンタッキーエクセル」メンバーとして活動。

毎年従業員が主導する環境チームが自主的にいくつかの環境プロジェクトを展開しています。

自然と共生する工場で従業員の環境チームが活躍

メーカーズマーク蒸溜所の環境チームでは、敷地内に鳥の巣箱を設置したり、在来種の植物を植

えたり、ケンタッキー野生生物局と協働で生物多様性の維持と生息地の改善のための活動を推進

しています。

工場周辺に生息するハクトウワシの営巣を従業員がサポート

ケンタッキー州にあるブッカーノー工場周辺には、ハクトウワシが生息しています。工場の従業員

たちは、ハクトウワシのために、繁殖期ごとに営巣づくりを手助けしています。また、ブッカーノー

工場の樽貯蔵庫では、メンフクロウの巣箱を設置するなどし、絶滅危惧種の保護に取り組んでい

ます。

野生鳥類とミツバチの保護

当社のアードモア蒸溜所（スコットランド）は英国鳥類保護協会のスポンサー企業になっています。

以前は「東スコットランドシーイーグル回帰プログラム」に協賛していましたが、2013年から同協

会ネイチャーオブスコットランド賞の「スピーシーズチャンピオン賞」部門のスポンサーをしていま

す。また、ジムビーム蒸溜所やメーカーズマーク蒸溜所は、野生鳥類の保護活動を行っています。

両蒸溜所はいろいろな種類の鳥やコウモリの巣箱をつくり、維持しています。クルバジェ蒸溜所は、

ミツバチの保護を支援しています。（年間ミツバチの巣箱2つ-1150m2の花畑に参加）

自然豊かな工場周辺

環境チーム

汚染防止と化学物質の管理

当社は、グローバルな規格に基づいた安全データシートに従って、有害化学物質の安全な使用、保管、輸送を管理しています。また、カー

サ・サウサ社はAMOCALI（民間組織）とSEMARNAT（環境天然資源省）による「クリーンフィールドプログラム」に参加し、農薬の

安全な使用と容器のリサイクルを心がけています。
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従業員のボランティア活動

従業員の職場や住まいのある地域で、さまざまな慈善活動を行い、コミュニティをサポートしています。環境保全、災害時支援、ユナイテッ

ド・ウェイ（※共同募金の団体）、ヘルスリサーチ、高等教育、文化施設など、コミュニティが必要とする重要な貢献活動に資金面で大

きな援助をしています。

ケンタッキーのチームは、ユナイテッド・ウェイと連携し、年度を通した州規模の募金活動を行っています。この活動は、各地域コミュニティ

にとって最も重要な活動を支援するものです。ビームサントリーの従業員のケンタッキー・ユナイテッド・ウェイへの募金は、会社のマッ

チング募金を含み、過去12年で180万ドル以上となりました。

また、ビームサントリーは従業員の慈善活動を支持します。「ビームサントリー・ケアズプログラム」では、全従業員に、年2日間の有給

休暇を取り、彼らの選んだコミュニティで奉仕活動をすることを奨励しています（全員が参加した場合の合計活動時間は年72,000時間

以上になります）。また、従業員が米国で集めた寄付金と同額を寄付しております。

ケンタッキーには、地元の豊富な石灰岩を使った、ドライストーン工法（モルタルなどを

使わずに石を積み上げる工法）によるアメリカの歴史的建造物が数多くあります。現在こ

の歴史的なこれらの建造物が、存続の危機にひんしています。 特に、ケンタッキー州ブルー

グラス地方の石壁は、この地域の代名詞として世界的に有名で、ここに住む人々やここを

訪れる人々が引かれてきたその稀有な景観は、急速に消えつつあります。

歴史的な石壁が、開発、道路拡張工事、放置により消滅したり、運び出されたり、埋め

られたり、砂利に砕かれたりしています。また、技術を継承できる熟練した職人の減少も

深刻です。

メーカーズマークは、「ドライストーンコンサバンシー」を支援しています。「ドライストー

ンコンサバンシー」は、技術継承者の育成と復元プロジェクトを複数行っている、アメリ

カで唯一の組織です。

石壁の保存　メーカーズマーク工場の取り組み

被災者支援活動

工場見学

文化・芸術振興活動

オペレーション・ホームフロント

近年、自然災害が多く起きています。こうした事態を深刻に受けとめ、ビームサントリーでは世界のあらゆる被災地の復旧活動に赤十字

を通じた資金援助や人道支援を行っています。また、各地で起こった自然災害に対し、安全できれいな飲料水を多くの被災地に贈って

います。

アメリカ、メキシコ、スコットランド、アイルランド、フランス、スペイン、日本で生産工場見学を実施しています。

従業員の職場や住まいのあるコミュニティで、地域に密着した取り組みを行っています。たとえば、本社の近くで行われる北アメリカで

最も歴史のある音楽祭「ラヴィニア音楽祭」の主要スポンサーをしており、アメリカ有数のオーケストラ、シカゴ交響楽団も毎年公演し

ています。36エーカーのラヴィニア公園は、静かな森の中にあり、音楽に親しむには最適な場所で、15歳までの子ども、高校生、大

学生は、芝生エリアに無料で入場して、クラシック演奏を聴くことができます。

また、サポート企業となっている本社近くのシカゴ植物園は、385エーカーに26区画の庭と4つの自然エリアをもつ自然の宝庫です。毎

年恒例のさまざまなイベント、プログラムを主催し、年中無休、入場無料です。

ビームサントリーは2008年から通算で340万ドル以上の資金等を提供して非営利団体オペレーション・ホームフロントの周知を行い、

軍事に准じる家庭が一生懸命守ったコミュニティでしっかりと安定した生活をおくれるよう取り組んでいます。2009年にビームサントリー

の従業員の発想から始まったこの活動を通して、オペレーション・ホームフロントは毎年8,000以上の家庭にホリデーミールを提供して

います。

社会と響きあう ～文化・社会貢献～

■地域・社会に対する取り組み



314

■責任のある飲酒の啓発

責任のある飲酒の啓発

グローバルマーケティング指針

安全運転

責任あるマーケティング

アルコール関連問題低減のグローバルコミットメント

ビームサントリーの責任ある飲酒についての考え方は、当社のあらゆる行動の基盤になっています。そのため、責任あるマーケティング

やアルコール教育を実施しているほか、飲酒運転・未成年者飲酒の防止に注力している世界中の多様なプログラム、パートナーシップ

および団体のスポンサーとなり、資金を提供しています。また、すべての従業員が雇用と同時に当社とそのブランドの大使として、常に

責任ある飲酒を家族や友人に対して示し、促進できるよう、必要な知識を従業員に確実に提供するようにしています。

責任のある飲酒に対する当社のリーダーとして取り組む姿勢は、各管轄で適用されるすべての関連法、規制および業界の規範や規定を

遵守することから始まります。そのため、ビームサントリーのグローバルマーケティング指針は、当社のすべてのブランドと地域で統一

されており、広告をはじめ、消費者への販促、マーチャンダイジング、ブランドのWebサイト、POS、ダイレクトマーケティング、商品開発、

プロダクトプレイスメント、および消費者イベントにまで及びます。

ビームサントリーとそのブランドは、定期的にUberと連携し、町中でお酒を飲んだ後に安全に帰るための送迎サービスを行っています。

また、当社の従業員は、自分や友達が運転するのが危険な際にタクシー代を会社がもつ制度を利用できるようになっています。

ビームサントリーは、スピリッツ製品のマーケティングにおいて業界標準の設定におけるリーダーシップを担う企業として誇りをもってい

ます。2007年にはアメリカで最も厳しい広告配置基準を自主的に採用し、合法的な購入年齢に満たない消費者への露出を削減していま

す。メディアオーディエンスにおける法律で酒類の購入を許可された年齢者の割合は、業界標準が71%なのに対し、当社は75%以上を

指定しています。また当社では、アルコール飲料を購入できる法定年齢（LPA）の成人のみをマーケティングの対象にしています。加えて、

アルコール飲料を購入できる法定年齢に達していない消費者が当社の広告メッセージを目にする機会を制限するため、「Spring Break」

に関連するマーケティングプログラム、公園などの遊び場から500フィート以内の家庭外広告、ビデオゲームへの広告を禁止しています。

ビームサントリーは、国際的な適正飲酒推進の取り組みを進める非営利組織「IARD」の発足メンバーです。 業界をリードする酒類メー

カーは、IARDを通して業績競争を忘れ、アルコール問題の低減のため力をあわせています。これは業界におけるこれまでにない野心

的で包括的な取り組みです。

未成年の飲酒、責任あるマーケティング、お客様への情報提供と商品のマーケティング、飲酒運転の低減、卸売業者の参画の各コミッ

トメントは明確な目標を定め、達成のための5 ヵ年計画を設定しています。

ビームサントリーは、これらのコミットメントをFoundation for Advancing Alcohol Responsibility (FAAR; www.responsibility.

org)の発足メンバーシップ、特別なコートで飲酒運転を繰り返す人を治療するためのシステムDWIコートを通して再度の飲酒運転を劇

的に減らす、ルイスビル大学とケンタッキー大学の未成年の飲酒とキャンパス内のイッキ飲みを減らすBuilding Resilience in Campus 

Communitiesプログラム等の様々な形を通して世界中で取り組んでいます。

DRINK SMART

DRINK SMARTは、法定飲酒年齢の消費者に飲酒に関して責任ある選択情報を提供するグロー

バルなプラットフォームです。また、消費者が率先してアルコールの不適切な使用を減らす活動の

ためのツールも提供しています。

DRINK SMARTのWebサイトとロゴは、ソーシャルメディアからテレビ放送まで、すべてのビーム

サントリーのグローバルなマーケティング資料に含まれています。ビームサントリーの全ての商品ラ

ベルにDRINK SMARTが付けられ、ウェブ上に栄養分の情報が掲載されます。

地域コミュニティでの環境教育

当社は、地域コミュニティの環境教育活動に参加しています。たとえば、ケンタッキー州クレアモントの「キッズフィッシングダービー」「蒸

溜酒サミット」など、さまざまなステークホルダーが参加するイベントへの協賛です。また、ケンタッキーにある大学や州知事が参加す

る安全衛生展示・協議会を対象とした「EHSリーダーシップラーニング講座」を主催しています。
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■CSRマネジメント

コーポレート・ガバナンス

コンプライアンスの推進

ビームサントリーの「行動規範と倫理規定」は、私たちが誠実で最高品質のビジネスを行うための指針となっています。この規定には、

「Growing for Good」を踏まえたビジネス慣行、正しいビジネス（Beam Suntory way）を行うための方針が記載されています。

従業員は、業界の規定だけではなく、当社の方針、手順、基準に従い、業界を主導する企業としての役割を果たさなければなりません。

ビームサントリーでは、「グローバル・リスク・コンプライアンス委員会」を設置し、地域ごとの「リスク・コンプライアンス委員会」に加

え、グローバル展開やサプライチェーン監査に関する各委員会も設けています。

従業員には四半期ごとのGlobal Town Hallなどの社内のコミュニケーションを通じて、「正しいやり方、ビームサントリーのやり方でビ

ジネスをする」、または要件に遵守して、可能な場合はベストプラクティスに沿って行う、というメッセージを一貫して発信しています。また、

コンプライアンストレーニングは、実地研修やオンラインでも対面式の講習でも実施しています。また、ビームサントリーは、世界のど

こからでも1日24時間週7日利用できる多言語のホットラインを用意しています。

積極的なリスクマネジメント

ビームサントリーは、上層部が主導となり事業へのリスクの特定や監視・管理する体制を整えています。統合リスクマネジメント（ERM）

プログラムでは、潜在的リスクのある主な領域を積極的に特定し、エグゼクティブリーダーシップチームが指名した従業員がリスク低減

に関する監視を担当します。「エグゼクティブリーダーシップチーム」は、定期的なミーティングを開き、戦略について議論しています。

クライシスマネジメント

重大事故は、迅速かつ効果的に管理するために、「グローバルメジャーインシデントマネジメント（MIM）チーム」が取り扱います。

FACTS（Failure and Accidents Technical Information System）の事故調査は、「グローバルテクニカルサービスチーム」が、関連

する事業のジェネラルマネジャーおよびリスク管理担当者と協力して行います。

重大事故が発生した場合、「グローバルMIMチーム」が招集され、実状の把握とリスクの精査を行い、リスクを低減するための適切な

対応を図ります。「MIMチーム」は主要ステークホルダーに情報を伝えるために、適切な報告計画を作成します。重大な事故に対応す

る際には、従業員、お客様、地域住民の安全が何よりも優先されます。「グローバルMIMチーム」は、海外のガバナンス、統括、地域

「MIMチーム」への指示を担当し、「グローバルテクニカルサービスチーム」は、環境、安全、品質、セキュリティ、ブランド保護、保

険／リスクマネジメントなど各部門の技術リーダーの協力を得て、現場をサポートします。各生産拠点のジェネラルマネジャーと地域の

リスク管理担当者が監督する地域「MIMチーム」は、予防リスクアセスメント、リスク低減計画、緊急時対応計画、緊急時対応行動、

損害の評価、事業の回復などに取り組みます。

情報セキュリティ

ビームサントリーは、個人情報について事業を展開する各国の法令に遵守しています。

知的財産

ビームサントリーは、法務部内にグローバルな知的財産権（IP）の専門家を置き、IPチームが知的財産権の保守や告発、侵害の防止な

どに取り組んでいます。IPチームは、世界中の千単位の知的財産権を守っており、イノベーション・チームと協力して新しい製品やブラ

ンド拡大の確認と保護、第三者の知的財産侵害と海外の知的財産紛争、合弁、買収、売却、ジョイントベンチャー、ライセンシング、パー

トナーシップの際の知的財産に関するサポートを行っています。

行動規範と倫理規定の策定

ビームサントリーとそのすべての従業員は、最高水準の企業倫理を維持しながら、市場において

積極的に競争できると信じています。

また、当社の従業員、役員、ディレクターは、ビームサントリーが策定した「行動規範と倫理規定」

に記載された健全な商慣行と倫理規定に従うことで、誠実で最高品質のビジネスを行い、継続的

にすべてのステークホルダーから信頼されることを目指しています。

行動規範と倫理規定は、
7言語版がそろっている
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品質マネジメント

ビームサントリーの各生産拠点では、すべて品質マネジメントシステムの規格であるISO9001の認証を取得しており、さらに多くの生産

拠点でISO22000（食品の安全性）、HACCPの認証も取得しています。また、共同生産を行っている下請けのびん詰業者にも定期的に

ISO規格の主要項目を含む技術監査を義務づけているほか、各生産拠点では定期的に社内の厳しい監査を実施しています。

■品質保証への取り組み

■お客様への配慮

■ビジネスパートナーとの関わり

品質管理方針・指標

お客様の声の収集

ビームサントリーでは、生産拠点に品質と食品安全衛生のISO認証の取得を要請しています。さらに、グローバル基準を達成するために、

品質、食品衛生、環境、健康、安全を網羅する統合マネジメント方針に基づいた手法を取り入れています。全生産拠点に重要業績評価

指標があり、それらの品質要件を超えるための改善計画を確立しています。

さらに生産拠点では、TRACC方式（サステナブルな方法で継続的改善方式を実施するためのソフトウエアベースのガイド）に従って生産・

継続的改善方式を実践しています。今後も、当社にとって最も貴重な資源である「従業員（安全）」「ブランド（品質）」「世評（コンプラ

イアンス）」「環境」を守りながら、システム、プロセスをはじめ、事業活動のすべてを、従業員とステークホルダーの尽力によって改善

していきます。

お客様や消費者からいただいたご意見を集めるため、複数のデータベースを保持しています。フィードバックいただいたお問い合わせは、

お答え又は必要に応じて調査のために該当する部署に送られ、適切に対応しています。

ビームサントリーは、責任ある企業市民であり、人を公正・公平に扱うための基準を維持しています。「ビームサントリー・グローバルシ

チズンシップポリシー」は、当社、従業員、サプライヤー、お取引先に対するガイドラインとなっています。

このポリシーは、強制労働、奴隷労働、強制収容労働の禁止を規定しており、2010年制定の「カリフォルニア州サプライチェーンの透

明性に関する法律」に従って情報開示をしています。また、英国現代奴隷法2015にも当社のサプライヤーが奴隷労働、人身売買に関

与していないことを確認しています。

お客様・お取引先と響きあう ～商品・サービス～

ビームサントリーにとって、当社の価値観は市場で継続的な成功をおさめるために不可欠な要素です。誠実、品質、責任、迅速性、

強靭性、「やってみなはれ」などの価値観は成功のために重要なものです。当社の業績は従業員、サプライヤー、投資家、価値

あるビジネスパートナー、職場であり生活の場でもあるそれぞれのコミュニティからの評価に基づいています。

【ポリシーの構成】

1.労働環境／安全衛生

2.児童就労

3.強制労働

4.差別

5.労働時間

6.賃金および手当

7.環境

8.マネジメントシステム

9.サプライヤーおよび請負業者

当社は、主要サプライヤーや請負業者にも同様の約束を要求しています。このポリシーに準拠することで、業界のリーダーシップ

を発揮し、その上で、当社の各ブランドの強化、優秀な人材を引き付け、確保する力の向上、サプライチェーンのよりよい管理と

成果をもたらします。

ビームサントリー・グローバルシチズンシップポリシー
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■従業員に対する取り組み

ワークライフバランスの推進

ビームサントリーは、多様性のある職場環境づくりに努めるとともに、公平な雇用機会を提供しています。 また、当社への入社条件を

満たし、希望する応募者は、人種、肌の色、宗教、性別、性的指向、国籍、遺伝、障がい、年齢、退役軍人であるかにかかわらず選

考の対象とし、多様性を尊重しています。

ビームサントリーは、ワークライフバランスを推進するため、従業員のフレキシブルな就業時間・就業場所をサポートする「グローバル・

ガイドライン」を用意しています。このガイドラインに基づいて、各地域の人事部門では各地域に合った制度を策定し、従業員の業務へ

の意欲とパフォーマンスを最大限に保つようサポートしています。一方、従業員は地域の法規制に準拠したフレックス勤務やフレックス

ロケーション勤務制度を利用できます。

フレックスタイム勤務

上司の許可を得た上で、1日の基準就業時間（コアタイム）を決めて勤務時間をずらす「ピークタイムフレックス勤務」や、週総労働時

間を決めてフルタイムの条件を果たしつつ、出勤日を通常の週5日から減らす圧縮週労働日数制などがあります。

従業員と響きあう ～ダイバーシティ経営～

働きやすい職場づくり

職場の安全衛生と従業員の健康管理

当社は、労使間でのオープンなコミュニケーションと情報共有の場があり、各生産拠点での定期的な安全衛生トレーニングを実施して

います。プロセス管理を徹底して効率化した「リーン生産方式」を実施している生産拠点では、毎日打ち合わせを行っており、特に安

全性について話し合っています。このような話し合いでは総じてオープンで自由なコミュニケーションを大事にしています。

当社の全生産拠点に、労働安全衛生マネジメントシステムOHSA18001に準拠した安全マネジメント基準を設けています。また、安全要

件と要求を明確にしたグローバル安全基準を策定し、全生産拠点でその要求事項を満たす安全行動プログラムと手順を展開しています。

当社は従業員の健康増進を奨励しています。定期的な健康診断に加え、精神的・身体的健康を促進する機会や健康サービスの提供を

行っています。
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会社概要・理念

■エクセレンス

シャトー ラグランジュは、高品質なワインの製造を通して「生活文化」の発展に貢献してきました。記録によると、その歴史は少なくと

も1631年にまでさかのぼります。優良なワインは、フランス語でいうところの「テロワール」、つまり大地の恩恵であり、自然の賜物で

あることはいうまでもありません。1983年にサントリーグループに加わってからは、「人と自然と響きあう」というグループ理念を私たち

も導入しています。この理念を実践するため、ぶどうの木の手入れからびん詰め工程に至るまで、環境に配慮しつつ、常に世界最高級

のワインづくりに励んでいます。

主なCSR活動

■品質への取り組み

品質管理と製品の安全性を徹底

「品質」という言葉には2つの意味があると考えます。1つ目はワインそのものの品質です。世界中

のお客様に私たちの情熱を伝え「エクセレンス」という理想を保証するため、統合農業の手法に配

慮しながら真の高級ワインづくりに取り組んでいます。ぶどう園が立地する「地域」と栽培する「品

種」の個性を最大限引き出すべく、果実が最適に成熟するようにぶどう園ひとつひとつの手入れを

丹念に行っています。また、お客様の健康のために、ぶどう園では必要最小限の農薬しか使わな

い減農薬栽培を徹底しています。

2つ目は、製造工程の品質管理です。シャトー ラグランジュでは品質管理責任者を任命し、ぶどう

の木の剪定（せんてい）から出荷までの全工程で品質管理を徹底しています。さらに、2007年に

は最新式のびん詰めラインを導入し、びん詰め段階でのガラスの破片や虫などの異物混入を防止し

ています。こうした多くの品質管理に関する手順や記録、チェックを徹底し、安全で魅力的な商品

を提供しています。

Cha^teau lagrange S.A.S.

シャトー ラグランジュ

本社所在地 33250, Saint-Julien Beychevelle, France

設立 1983年12月15日

事業内容 ワインの製造・販売

ホームページ http://www.chateau-lagrange.com

ぶどうの品質保証

トレーサビリティを強化

シャトー ラグランジュでは、高級ボルドーワインに特有の伝統的な販売システムを尊重しています。

これは、「ラ・プラス・ドゥ・ボルドー」で、特に「プリムール」と呼ばれる先物販売の期間中にワ

イン商が買いつけを行うものです。商品はワイン商を介してお客様のもとに届けられるため、トレー

サビリティを維持し、またお客様からの反応を直接的に得ることは容易ではありません。そこで、

商品の追跡を可能にするため、すべてのびんのキャップシールにコード番号をつけています。製造

工程においては多くの製品分析を実施し、記録します。原料に加え、ワインに使用されるコルク・

びん・ラベル・ケースなどすべての資材を検査し、その結果をコード番号で記録することで、ワイン

1本1本の履歴を一貫してトレースすることができます。

キャップシールに印字された
コード番号

お客様・お取引先と響きあう ～商品・サービス～
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■環境への取り組み

ISO14001およびHVE (フランス農業・食糧省による環境価値重視認定) を取得

2005年から環境にやさしい統合農業のラベル「TERRA VITIS (テラ・ヴィティス)」の認証を受けていましたが、活動をさらに深化させ、

2017年からISO14001(国際標準化機構による環境マネジメントシステム規格)およびHVE(HAUTE VALEUR ENVIRONNEMENTALE

フランス農業・食糧省による環境価値重視認定)の最高レベルであるレベル3を取得しました。これらの認証では生物多様性、植物病虫

害防除対策、肥料・灌漑管理など細部に亘る厳格な規制の遵守や年次監査が義務付けられています。環境と人の健康を守りながら、

生態学的に持続可能な手法で高品質のぶどう生産を継続していることが認められた証です。

また、有機栽培区画も年々増やしており、2018年には30ヘクタールとなりました。

水使用量の削減

シャトー ラグランジュでは、水資源の保全のため、水使用量を把握・改善し、徹底した節水活動を行っています。

地球温暖化防止のためのCO2排出量の削減

シャトー ラグランジュは、環境に配慮を行い、初めてCO2排出量を測定したフランスにある醸造所5社のうちの1社です。温室効果ガス

を低減するため、常に製造工程の見直しに努めています。2007年は発酵工程を見直すことで電気消費量を8.5％削減できました。

再資源化とリサイクルを推進

刈り込んだぶどうの枝木や発酵後に残るぶどうの皮を堆肥化して、肥料の購入量を減らしています。

また、業務全体を通して、空になったワイン樽や化学製品の容器などを有効に活用するため、資源の3Rを推進しています。2011年からは、

ワイン樽を調達する際に、これまで梱包に使用していたプラスチックフィルムを廃止しました。このような環境に配慮をした積極的な活

動を継続的に実施、改善することにより、2017年よりISO14001認証を受けています。

■お客様との関わり

お客様・お取引先との交流

「プリムール」と呼ばれるボルドー特有のワイン先物買いシステムがあるため、生産者が消費者と直接接触する機会は限られています。

しかし、ワイン商によるワイン・テイスティングのイベントが世界各地で数多く行われているため、そうした機会にワイン愛好家の方々と

直接交流することができます。シャトー ラグランジュの取引先である、ボルドーの150社ほどのワイン商とよい関係を維持することで、

国際的な販売促進ネットワークを利用し、世界中のお客様にワインをお届けしています。

より健康的で安心できる商品の提供

お客様の健康的なライフスタイルをサポートするために、ぶどう園などの農薬散布をより少なくする研究を他の10カ所の醸造所と共同

で行っています。

訪問客の受け入れ

毎年、7,000名ほどのお客様がシャトー・ラグランジュを訪れます。訪問は予約制で、ワイン醸造学者、ソムリエ、シェフ、工業学校や

ビジネススクール関係者、ワイン鑑定家、ワインライターといった人々が見学やテイスティングを行います。専門家だけでなく、ワイン

愛好家の方々の訪問も歓迎し、葡萄畑、醸造施設、樽熟庫を巡りながら、ボルドー・グランクリュワイン造りをご覧いただいています。

自然と響きあう ～環境～

ISO14001の認証 HVE レベル3（フランス農業・
食糧省による環境価値重視認定

最高レベル）の認証

HVEのロゴ
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安全の確保と健康の維持

「衛生・安全委員会」では、設備や用具の点検、就業中の姿勢の確認、製品の取り扱い、安全テスト、安全靴・防音保護具・安全ゴー

グルの装着に配慮することで、従業員の就業中の安全を確保しています。 また、定期的な健康診断を行い、従業員の健康管理をサポー

トしています。

■従業員に対する取り組み

働きやすい職場づくり

シャトー ラグランジュは社内従業員組合を有し、従業員の権利の尊重に努めています。また従業

員の横のつながりが希薄だと一般にいわれるフランス社会としては珍しく、従業員同士が親睦を深

められるような社内行事の後援をしています。2018年3月にはスキー旅行が企画され、従業員とそ

の家族60名以上が参加しました。

地域社会との交流

慈善オークションへの参加や地元のスポーツイベント・団体への寄付、シャトー庭園での音楽祭の開催など、積極的に地域社会との交

流を図っています。2016年6月にオープンした世界のワインの聖地・ボルドーを具現化するワインの複合施設「ラ・シテ・ドゥ・ヴァン」

の建設にあたっても他のシャトーと協働してサポートしました。また、シャトー ラグランジュは、毎年約8,500名のランナーが参加する

世界的に有名なメドックマラソンで給水所を設置するなどの協力をしています。2017年も9月に開催された第33回メドックマラソンに協

力しました。

シャトー庭園での音楽祭 ラ・シテ・ドゥ・ヴァン ラ・シテ・ドゥ・ヴァンの内部

社内従業員組合スキー旅行

従業員と響きあう ～ダイバーシティ経営～

■地域社会に対する取り組み

広報活動の実施

広報担当マネジャーや広報関係スタッフがイベント運営やイベントへの参加を通じて、各種団体、ジャーナリスト、ソムリエ、ワインスクー

ルなどとの交流を図り、私たちの「テロワール」の神秘や品質追求のための取り組みについて理解を促進しています。

社会と響きあう ～文化・社会貢献～

生物多様性の保全

ぶどう園に生垣や叢生栽培を導入し、種の多様性を保全しながら持続可能なぶどう栽培に取り組んでいます。またシャトー前には色彩

豊かな植栽が特徴のフランス式庭園、野鳥が羽を休める池、小動物も共存する自然の林が広がります。場内には養蜂の巣箱が設置さ

れており、春から夏にかけてはミツバチも飛び交います。
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Weingut Robert Weil

ロバート ヴァイル醸造所

本社所在地 Muhlberg 5D-65399 Kiedrich Rheingau, Germany

設立 設立1868年／サントリーグループは1988年に出資

事業内容 ワインの製造・販売

ホームページ http://www.weingut-robert-weil.com

会社概要・理念

■つくり手としての最高品質へのこだわり

1868年の創業以来、ドイツ皇帝ウィルヘルム2世も愛飲したという「ロバート ヴァイル ワイン」の

名声を140年以上にわたり支え続けているのは、高品質を追求するフィロソフィです。最高級畑グ

レーフェンベルグで収穫されるぶどうは高いクオリティを確保するために、ドイツでの平均的収穫

量の半分以下である40hl/ha※まで落としています。また、貴腐ワイン用ぶどうの収穫は一粒一粒

丁寧に手摘みするという徹底ぶりです。ワインの発酵タンクも畑ごとの個性あふれるワインを別々

に仕込むため、貴腐ワイン用の超小型タンクにはじまり、さまざまな大きさのタンクで手間をかけ、

丁寧に発酵させています。

※労働効率を表す単位

主なCSR活動

■CSR経営の推進

安全・安心で高品質な商品を提供

お客様に安心してご愛飲いただける安全な商品を生産・提供し続けるしくみをつくることは、ロバー

ト ヴァイル醸造所の経営上の最重要課題です。品質に対して厳しい自己規制を志向する生産者だ

けが入会できるドイツ高級ワイン生産者連盟にも加盟し、特に栽培と醸造工程において最高の品質

を追求しています。

■ビジネスパートナーに対する取り組み

包材の調達や倉庫の改装・びん詰めラインなどの設備投資の発注先などに関して、品質保証上の安全性を最重要視しながら、公平か

つ公正な競争機会を提供しています。

お客様・お取引先と響きあう ～商品・サービス～
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キャリア支援

主に生産系の従業員を対象に、休日を利用してほかの銘醸ワイナリーでの技術研修を会社が企画するなど、各人の能力開発やキャリア

支援に積極的に取り組んでいます。

■地域・社会に対する取り組み

地域社会への貢献活動

地域の公共機関やワイン連盟、さらにはラインガウ地区にある他のワイナリーとの緊密な交流を図

り、地域活動に積極的に取り組んでいます。

■従業員に対する取り組み

多様な働き方の支援

従業員約30名の小規模なワイナリーですが、ノウハウを蓄積した従業員に長期的に勤務してもらう

ために、満足度の高い労働環境を整備しています。従業員の産休および育休（ドイツ労働法で認め

られている数カ月の有給休暇）取得を促進しており、この制度に加えて、約2カ月間の在宅勤務制

度を設けるなど、仕事と家庭の両立を重視する、従業員の多様な働き方を支援しています。

ロバート ヴァイル醸造所の従業員

自然と響きあう ～環境～

従業員と響きあう ～ダイバーシティ経営～

■環境への取り組み

環境にやさしい方法でぶどう栽培を行っています。有機肥料のみを使用し、除草剤は使用していません。また、ぶどうの特性を活かし、

害虫や病気から守っています。さらに、水の節約など、環境への配慮を意識した活動を推進しています。
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社外からの評価

社外からの表彰

2018年

サントリーホールディングス（株）の愛鳥活動が「国連生物多様性の10年日本委員会による連携事業」に認定

2018年3月27日

サントリーホールディングス（株）の愛鳥活動は、2018年3月27日に「国連生物多様性

の10年日本委員会＊による連携事業」に認定されました。

愛鳥活動が、長年にわたり野鳥を象徴とした生物多様性保全活動を支援してきた高い

効果のある取り組みであり、活動の継続性向上を促す助成プログラムの開発を行い、

公益信託NGO等と連携している点が評価されました。

この活動を通して、今後も生物多様性保全の輪が広がっていくことへの期待にこたえて

いきます。

＊ 2010年10月に名古屋で開催された生物多様性条約第10回締約国会議（COP10）で採択された、

生物多様性保全のための新たな世界目標である「愛知目標」の達成に貢献するため、国内のあ

らゆるセクターの参画と連携を促進し、生物多様性の保全と持続可能な利用に関する取り組み

を推進するために設立されたのが「国連生物多様性の10年日本委員会」（UNDB-J）です。
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社外からの評価

アンケート結果

サントリーグループ CSRレポート 2017 アンケート結果

「サントリーグループ　CSRレポート 2017」について、合計159名の方からご回答をいただきました。（2018年4月末現在）

読者の皆様から高い評価と数多くの貴重なご意見をいただき、大変うれしく思います。今後のレポート作成および当社の活動に反映さ

せていただくため、皆様からのご意見・ご感想をお待ちしています。
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データ集

主要 CSR データ

主要経営データ

サントリーグループ　CSRサイトなどで報告している主要指標（経営・環境・社会）の実績をまとめています。

■連結経営成績

連結売上収益／連結営業利益

事業セグメント別売上

地域別売上構成（2017年度）
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事業活動と環境負荷の全体像（対象期間:2017年1月1日～12月31日、国内生産拠点（委託先を除く））

※1 BOD（Biochemical Oxygen Demand）：生物化学的酸素要求量。水の汚染度を表す指標の1つ

※2 電力由来のCO2排出量はGHGプロトコル2007年CO2排出係数を使用

環境データ
環境データは、主にサントリーグループが所有する国内生産25工場、海外生産56工場を対象としています。

サントリーグループの国内生産25工場、海外生産56工場、国内非生産拠点（集合拠点、研究開発拠点、営業拠点、外食・開発拠点）

のスコープ1・2排出量、国内生産25工場および海外生産56工場の水使用量、廃棄物排出量、サントリー食品インターナショナルグルー

プ（国内）のスコープ3排出量（カテゴリー 1）について、2016年実績より、KPMGあずさサスビリティ株式会社による第三者保証報告

書を受けています。第三者保証報告書の対象となっている数値を★で示しています。
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※投資額：投資目的の50％以上が環境保全を目的としたものは全額環境投資とみなしました（検収ベース）

※償却費：投資50％以上が環境保全を目的としたものを2003年までさかのぼり償却費を算出しました

※直接把握が可能な管理活動、研究活動の費用は原則として全額を直接把握しました。直接把握が困難な費用については、工程別に過去の実態調査に

基づいた比率で案分・配賦しました

項目

2016年度 2017年度

環境
投資額

環境
費用額

環境
投資額

環境
費用額

事業エリア
コスト

公害防止コスト
・水質汚濁防止

・大気汚染防止 ほか
261 1,903 326 2,001

地球環境保全コスト

・CO2削減

・省エネルギー

・コジェネレーション

・嫌気処理 ほか

871 3,491 266 3,444

資源循環コスト

・再循環による節水

・汚泥減量化

・廃棄物再資源化

・下水道処理費 ほか

17 2,807 67 2,612

合計 1,148 8,201 659 8,058

上・下流
コスト

・容器包装の再資源化委託料

・環境対応容器包装対策 ほか
0 1,195 0 1,133

管理活動
コスト

・環境マネジメントシステム構築・維持

・CSRレポート、展示会

・工場緑化 ほか

0 1,128 0 670

研究開発
コスト

・環境負荷低減のための研究開発活動 73 323 1 369

社会活動
コスト

・天然水の森

・愛鳥活動

・水育（みずいく）活動 ほか

86 410 90 569

環境損傷
対応コスト

0 0 0 0

合計 1,307 11,258 751 10,798

（百万円）
（対象期間：2017年1月1日～12月31日）

サントリーグループ（国内事業計）の環境保全コスト
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項目 単位 2016年 2017年
原単位ベースでの
対前年度削減効果

事業内エリア
コスト

公害防止
汚染物質
排出量削減

SOx
総量（t） 12.6 14.4

-1.6t/年
原単位（g/k） 2.7 3.0

NOx
総量（t） 132.4 134.5

-0.8t/年
原単位（g/k） 28.3 28.5

地球環境保全

CO2

排出量削減

CO2

（燃料＋電力）
由来

総量（千t） 354.5 369.7
-30.1千t/年

原単位（kg/k） 75.7 78.2

エネルギー
消費量削減

燃料
原油換算（千k） 102 103

96k/年
原単位（/k） 21.9 21.9

電気
総量（百万kWh） 306 332 

-23,242千kWh/年
原単位（kWh/k） 65.3 70.2

資源循環

水資源
使用量削減

用水
総量（千m3） 21,332 22,361

-862千m3/年
原単位（m3/k） 4.5 4.7

廃棄物
排出量削減

副産物廃棄物
排出量

総量（t） 244,604 258,365 
-10,884t/年

原単位（kg/k） 52.3 54.6

再資源化率 （％） 100 100 100

（対象期間：2017年1月1日～12月31日）

サントリーグループ（国内生産拠点）の環境保全効果

項目 2016年度 2017年度

リサイクル（副産物売却）収入※1 339 380

省エネルギーによる費用削減額※2 496 510

（百万円）

サントリーグループ（国内生産拠点）の経済効果

※電気由来のCO2排出量はGHGプロトコル2007年CO2排出係数を使用

※1 算出方法を廃棄物処理費用削減額と統一

＜前年売却収益×生産量前年比率ー当年売却収益＞

※2 算出方法を廃棄物処理費用削減額と統一

＜ユーティリティー前年費用×生産量前年比率ー当年費用＞
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■水使用実績2017年

※ 国内生産25工場、海外生産56工場が対象

※ 原単位は製造kあたりの使用量、削減率は前年比。

※ 原単位の基準年である2015年からの削減率は4.5％です。

※ うち、サントリー食品インターナショナルグループの国内・海外の生産工場の水使用量は21,771千m3★

※ 2016年実績より、KPMGあずさサステナビリティ株式会社による第三者保証を受けています。第三者保証報告書の対象となっている数値を★で示して

います。

エリア 使用量（千m3） 原単位削減率※

日本 22,361 3.8％増

米州 6,704 1.7％減

欧州 5,880 1.1％増

アジア 4,896 5.1％減

オセアニア 613 1.1％減

計 40,454★ 0.8％増

※国内生産25工場が対象

※原単位は製造1kあたりの使用量を表す

・ 結果：前年比 総量で4.8％増加、原単位で3.8％増加

水使用量
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■地球温暖化防止

スコープ1・2排出量

※ 国内生産25工場、海外生産56工場、国内非生産拠点（集合拠点、研究開発拠点、営業拠点、外食・開発営業拠点）が対象

※ CO2排出権によるオフセットは含んでいません。2017年のオフセット量約1万トン分を含めたスコープ１・２排出量は923千トンになります（オフセットは、

世界銀行の「バイオ炭素基金（バイオカーボンファンド）」が支援する「ブラジルの銑鉄製造所における還元材としての、再生可能バイオマス植林地から

の木炭の使用プロジェクト」等から発生する「CO2排出権」による）。

※ 原単位は製造kあたりの排出量、前年比。

※ 温室効果ガス排出量の算出係数は下記のとおり。

燃料：（国内・海外共通）温室効果ガス排出算定報告マニュアルの係数

電力由来CO2：

（国内）電力会社別の調整後排出係数

（海外）IEA2007国別排出係数

CO2以外のGHG：

（国内25工場）温室効果ガス排出算定・報告マニュアルの係数

※ うち、サントリー食品インターナショナルグループのCO2排出量は478千t★（スコープ1: 245千t★、スコープ2: 234千t★）。なお、単位未満で四捨五

入しているため、スコープ1排出量とスコープ2排出量を足し合わせた値は合計の値と一致しません。

※ 基準年である2015年からの排出量増減率は0.4％減です。

※ 数値については四捨五入しているため、合計が合わない場合があります。

※ 2016年実績より、KPMGあずさサステナビリティ株式会社による第三者保証を受けています。第三者保証報告書数値を★で示しています。

エリア 排出量（千t） 原単位削減率※

日本 453 0.3％増

米州 220 2.3％減

欧州 121 0.5％増

アジア 126 3.6％減

オセアニア 22 9.3％減

計 
941★

（スコープ1: 560★、スコープ2: 381★） 
1.0％減

CO2排出量

※国内生産25工場が対象

※電気由来のCO2排出量は年度毎の実排出係数を使用

・‘15年比 総量で0.4％減少、原単位で2.6％減少。
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電力消費量

輸配送時におけるCO2排出量（国内事業）

※ 国内生産25工場が対象

※ 原油換算係数は、経済産業省資源エネルギー庁2005年標準発熱量より算出

・前年比 総量で1.9％増加、原単位で0.9％増加。

※ 国内生産25工場が対象

・前年比 総量で5.5％増加、原単位で3.3％増加。

燃料（原油換算）消費量
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■大気汚染防止

SOx排出量

2016年 2017年

排出量（t） 12.6 14.4

原単位（g/k） 2.7 3.0

NOx排出量

2016年 2017年

排出量（t） 132.0 134.6

原単位（g/k） 28.3 28.5

保管中 使用中 保有合計

コンデンサ 12 0 12

変圧器 9 4 13

照明器具安定器 1,926 0 1,926

PCB使用機器の保有数（2018年1月現在）

モーダルシフト率の推移

※ モーダルシフト率の推移は長距離輸送（500km以上の輸送）で算出しています。

※国内生産25工場が対象

※国内生産25工場が対象
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■副産物・廃棄物排出実績2017年

エリア 排出量（千t）

日本 258

米州 192

欧州 93

アジア 25

オセアニア 9

計 576★

※ 国内生産25工場、海外生産56工場が対象

※ うち、サントリー食品インターナショナルグループの国内・海外の生産工場の副産物・廃棄物排出量は151千t★

※ 2016年実績より、KPMGあずさサステナビリティ株式会社による第三者保証を受けています。第三者保証報告書の対象となっている数値を★で示して

います。

※国内生産25工場が対象

副産物・廃棄物の排出量
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※国内生産25工場が対象

排出物の種類 主要用途

2013年 2014年 2015年 2016年 2017年

排出量

(t)

再資源

化率(％ )

排出量

(t)

再資源

化率(％ )

排出量

(t)

再資源

化率(％ )

排出量

(t)

再資源

化率(％ )

排出量

(t)

再資源

化率(％ )

植 物 性 残 さ
（糖化粕・茶
粕・コーヒー
粕など）

・飼料

・肥料
181,515 100 187,439 100 186,184 100 185,227 100 195,334 100

汚泥（余剰汚
泥など）

・肥料 30,100 100 29,522 100 27,194 100 27,574 100 30,351 100

木くず（樽材、
パレット）

・家具材

・合板原料
3,266 100 2,693 100 1,610 100 2,123 100 1,314 100

ガラス・陶磁
器くず

・ガラス材料

・路盤材
4,109 100 3,928 100 4,136 100 3,772 100 3,508 100

紙 く ず（ 段
ボール、紙ラ
ベルなど）

・再生紙

・段ボール原料
5,727 100 6,192 100 6,175 100 5,184 100 6,349 100

廃プラスチッ
ク類

・パレット

・固形燃料

・補助燃料

4,026 100 4,287 100 4,938 100 4,956 100 5,918 100

金属くず（ア
ルミ、鉄）

・アルミ

・スチール原料
2,600 100 3,016 100 3,277 100 3,039 100 2,958 100

その他 2,870 100 2,725 100 3,182 100 12,729 100 12,632 100

合計 234,214 100 239,801 100 236,697 100 244,604 100 258,365 100

副産物・廃棄物の排出量、再資源化率および用途

従業員への環境教育

■2017年度環境教育研修

名称 対象 受講者数

入社時研修（環境経営講義） 新入社員 全員

ISO14001認識・特定教育 工場従業員 全員

環境経営啓発研修（e-ラーニング等） 国内グループ従業員 19,409名

ISO14001新任担当者研修 ISO14001担当者 6名

ISO14001内部監査員研修 ISO14001内部監査担当者 175名

エコプロダクツセミナー 商品開発担当者 17名

森林整備体験研修 国内グループ従業員 670名

環境法令研修 関連する部門の従業員 58名

廃棄物処理法セミナー 関連する部門の従業員 155名

産業廃棄物「現地確認」実地研修 関連する部門の従業員 41名
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水育「森と水の学校」

■水育「森と水の学校」参加者累計（3校計）

■水育「出張授業」参加者累計
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社会データ

■雇用・就業状況

■従業員数データ（2017年12月31日現在）

人事データは、サントリーホールディングス（株）・サントリー食品インターナショナル（株）と雇用契約を結ぶ社員を対象としています。

※契約社員等：嘱託社員およびアルバイト

※SHD：サントリーホールディングス（株）

※SBF：サントリー食品インターナショナル（株）

2013年 2014年 2015年 2016年 2017年

SHD SBF 合計 SHD SBF 合計 SHD SBF 合計 SHD SBF 合計 SHD SBF 合計

男性 37 17 54 43 15 58 42 13 55 41 14 55 45 13 58

女性 2 0 2 2 0 2 3 1 4 4 1 5 2 3 5

役員 39 17 56 45 15 60 45 14 59 45 15 60 47 16 63

男性 1,309 634 1,943 1,348 628 1,976 1,392 607 1,999 1,422 627 2,049 1,308 597 1,905

女性 132 29 161 146 31 177 166 33 199 185 34 219 187 38 225

マネジャー
相当職

1,441 663 2,104 1,494 659 2,153 1,558 637 2,195 1,607 661 2,268 1,495 635 2,130

男性 2,393 704 3,097 2,398 737 3,135 2,432 741 3,173 2,429 745 3,174 2,562 787 3,349

女性 931 151 1,082 959 168 1,127 964 188 1,152 976 205 1,181 1,008 226 1,234

メンバー 相
当職

3,324 855 4,179 3,357 905 4,262 3,396 932 4,328 3,405 950 4,355 3,570 1,013 4,583

正社員数 4,765 1,518 6,283 4,851 1,564 6,415 4,954 1,569 6,523 5,012 1,611 6,623 5,065 1,648 6,713

男性 389 54 443 296 55 351 205 45 250 161 42 203 106 31 137

女性 93 15 108 88 18 106 81 15 96 82 22 104 79 19 98

契約社員等※ 482 69 551 384 73 457 286 60 346 243 64 307 185 50 235

派遣社員 566 44 610 516 44 560 542 49 591 560 52 612 567 59 626

（名）
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正社員数（2017年12月31日現在）

平均年齢・平均勤続年数（2017年12月31日現在）

採用人数

※2012年まではサントリーホールディングス（株）のみで掲載しています

※SHD：サントリーホールディングス（株）

※SBF：サントリー食品インターナショナル（株）

※SHD：サントリーホールディングス（株）

※SBF：サントリー食品インターナショナル（株）

2013年 2014年 2015年 2016年 2017年

SHD SBF SHD SBF SHD SBF SHD SBF SHD SBF

平均年齢 38.5歳 40.4歳 39.0歳 40.9歳 39.6歳 41.7歳 40.8歳 42.0歳 41.3歳 42.3歳

平均勤続年数 15.3年 17.0年 15.8年 17.4年 16.3年 17.3年 16.6年 17.6年 17.1年 17.8年

（名）

※SHD：サントリーホールディングス（株）

※SBF：サントリー食品インターナショナル（株）

2013年 2014年 2015年 2016年 2017年

SHD SBF SHD SBF SHD SBF SHD SBF SHD SBF

新卒

男性 66 22 75 26 81 20 79 20 68 17

女性 45 10 51 16 43 18 43 19 48 20

経験者

男性 23 1 20 0 19 2 17 0 13 4

女性 15 12 11 9 8 6 7 5 3 7

合計 149 45 157 51 151 46 146 44 132 48
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事由別退職者数・離職率

新卒採用者在職率

※2010年～2012年新卒者を対象に計算

※サントリーホールディングス（株）のみ集計

（名）

※2013年以降のデータは、サントリーホールディングス（株）とサントリー食品インターナショナル（株）を合算

※1 定年には自由選択定年も含む

※2 うち、サントリー食品インターナショナルグループ（国内）の自己都合退職者は2015年8名、2016年7名、2017年11名

※3 会社都合は、工場閉鎖・事業売却。転籍は自己都合に含む

※4 正社員を対象とする

※5 離職率は、定年退職者を除く退職者をもとに算出

2013年 2014年 2015年 2016年 2017年

定年※1 47 29 42 39 39

自己都合※2 33 45 42 53 43

会社都合※3 0 0 0 0 2

その他 19 7 5 7 4

合計※4 99 81 89 99 88

離職率※5 0.53% 0.70% 0.64% 0.80% 0.67%
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女性の登用状況

管理職・非管理職別、男女別要員数

※2017年12月31日

※サントリーホールディングス（株）籍およびサントリー食品インターナショナル（株）籍のみの数字です。

障がい者雇用数と雇用率（2017年6月1日時点）

※SHD：サントリーホールディングス（株）

※SBF：サントリー食品インターナショナル（株）
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年間総実労働時間

※サントリーグループの標準的な事業所での所定内勤務時間は1日7.5時間、休日数は年間121日、年間所定内勤務時間は1,830時間です

※労働時間については、2013年まではサントリーホールディングス（株）のみの数字です

※SHD：サントリーホールディングス（株）

※SBF：サントリー食品インターナショナル（株）

年次有給休暇取得実績

※労働時間については、2013年まではサントリーホールディングス（株）のみの数字です

※SHD：サントリーホールディングス（株）

※SBF：サントリー食品インターナショナル（株）
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育児休職取得実績

※2012年までは、サントリーホールディングス（株）のみの数字です
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2013年 2014年 2015年

2016年 2017年

SHD SBF SHD+SBF SHD SBF SHD+SBF

育児・
介護

育児休職 174 205 247 252 46 298 275 64 339

育児休職取得
人数

男 - - - 80 22 102 22 34 56

女 - - - 172 24 196 24 30 54

新規育児休職者 108 118 143 148 32 180 179 50 229

育児休職後の
復職人数

男 - - - - - - 122 33 155

女 - - - - - - 61 9 70

育児休 職中の
退職人数

男 - - - - - - 0 0 0

女 - - - - - - 0 0 0

育児休職後の
復職率

男 - - - - - - 100% 100% 100%

女 - - - - - - 100% 100% 100%

前年育児休職
取得者の年末
在籍人数

男 - - - - - - 80 22 102

女 - - - - - - 172 24 196

育児休職者の
定着率

男 - - - - - - 100% 100% 100%

女 - - - - - - 100% 100% 100%

育児短時間・時差 127 195 192 187 38 225 183 33 216

介護休職 1 2 1 2 0 2 2 0 2

介護短時間・時差 2 2 3 0 0 0 0 0 0

テレワーク勤務※ 3,243 3,196 3,577 3,390 1,070 4,460 3,657 1,188 4,845

キッズサポート休暇 378 663 464 474 65 539 500 83 583

ホームヘルパー 3 0 2 1 0 1 2 0 2

在宅保育サービス 35 37 16 24 2 26 27 2 29

余暇・
休暇

リフレッシュ休暇 927 791 933 525 177 702 603 198 801

育児・介護等各種制度の取得者数推移

（名）

※2008年～2009年は育児・介護事由のみ。2010年より拡大
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育成制度

研修の種類 内容 人数

応募型研修※ 従業員自らが描くキャリアプランを実現していくために必要なビジネススキルの修得を主眼とした研
修で、約30種のコース（年間2期）を設置 

1033

英語力強化※
英語でのビジネスコミュニケーション能力を強化するため、事業所での会話レッスンや、オンライン
レッスンなど、さまざまなコースを用意。各自がレベルに応じたプログラムを効果的に受講できるよう、
多彩な支援コンテンツを整備 

271

eラーニング
業務遂行能力のレベルアップ・業務革新手段の修得を目的とした研修
ビジネススキル・語学・パソコンスキルなどのコースを整備

95

通信教育通学費
補助制度

能力向上を目的とした通信教育・通学にかかる費用の半分を会社が補助する制度（上限あり）
対象となる講座は、業務遂行上必要なスキル（計数・法知識など）の修得、語学向上、資格取得など

145

主な自己啓発支援プログラムおよび2017年度の受講者数

※本人の意思に基づく任意参加制であり、研修費用の一部を会社が負担します

名称 内容 2017年実績 2010 ～ 2017
年累計

キャリア
チャレンジ 

グローバル業務遂行に必要なスキルを個別に設定・修得（語学力・異文化理解/コミュニケー
ション力・リーダーシップ・論理的思考力・計数） 

10 58

ビジネスス
クール留学 

国内留学・海外留学としてビジネススクールで、経営管理学修士（MBA）を修得 4 19

トレーニー 
海外グループ会社でのオンザジョブトレーニング（OJT）を通じて、専門性を更に磨くとと
もに、語学力・コミュニケーション力および異文化対応力を修得 

10 53

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年

休業災害件数 3 3 2 3 4 0 6 1

不休災害件数 14 10 8 12 13 8 18 12

死亡災害件数    0 0 0 0 0

計 17 13 10 15 17 8 24 13

休業災害度数率 0.31 0.30 0.20 0.17 0.34 0.00 0.47 0.08★

休業災害強度率 0.002 0.005 0.009 0.002 0.004 0.000 0.003 0.000 

（件）

※2012年まではサントリーホールディングス（株）籍およびサントリー食品インターナショナル（株）籍のみの数字です。2014年より以下のサントリーグループ各社
（国内）を対象に労働災害データを把握しています。サントリーホールディングス（株）、サントリー食品インターナショナルグループ（サントリー食品インターナショ
ナル（株）、サントリーフーズ（株）、サントリービバレッジソリューション（株）、サントリープロダクツ（株））、サントリー BWS（株)、サントリースピリッツ（株）、
サントリービール（株）、サントリーワインインターナショナル（株）、サントリー酒類（株）、サントリーウエルネス（株）、サントリー MONOZUKURIエキスパート（株）、
サントリービジネスシステム（株）、サントリーコミュニケーションズ（株）、サントリーグローバルイノベーションセンター（株）

※2017年には工場で1件の休業災害が発生しました。その原因は「作業中の負傷」が1件でした。再発防止のため、すべての器具を点検し、安全確認を行ったうえ
で、災害報告書を同様の業務に従事する従業員に配布するなどの処置をとりました。

※2016年実績より、KPMGあずさサステナビリティ株式会社による第三者保証を受けています。第三者保証報告書数値を★で示しています。

■労働災害発生件数
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各種健康施策の利用者数

（名）

2013年 2014年 2015年 2016年 2017年

病気・けが・災害

失効年休 47 48 53 65 34

差額ベッド 40 33 20 36 38

人間ドック（40歳以上） 3,048 3,046 3,280 3,333 3,286

人間ドック（30歳以上） 896 894 866 1,014 1,141

人間ドック（家族） 1,766 1,837 1,950 2,046

歯科健診 3,571 3,617 3,753 3,632 3,773

健康電話相談システム 124 139 120 110

心の相談・電話相談 183 209 114 64

2017年度の仕事に対する意識
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お客様からのお問い合わせ・ご意見やご指摘の内容（2017年実績：88,915件）

※1 ご指摘：お客様から商品や企業活動に対して寄せられたご不満、ご不快の声
※2 お問い合わせ・ご意見：上記以外にお客様から寄せられた幅広いご質問やご意見

■被災地支援

主な義捐金の拠出

年 件名 寄付金額 寄付相手先 ニュースリリース

2010
2010ニュージーランド南島
大地震

325万円
Cristchurch earthquake appeal 
fund

2010 宮崎県における口蹄疫被害 1,000万円
宮崎県、社会福祉法人宮崎県共
同募金会

宮崎県における口蹄疫被害に対する義
捐金について

2010 チリ大地震 500万円 チリ大使館
チリ大地震による被害に対する義捐金
について

2010 ハイチ大地震 1,000万円 日本赤十字社
ハイチ大地震の被災地に対する義捐
金について

2011 タイの洪水被害 約250万円 タイ王国政府 タイの洪水被害に対する支援について

2011
2011ニュージーランド南島
大地震

620万円 ニュージーランド赤十字社
ニュージーランド地震に対する義捐金
について

2011
豪州・クィーンズランド州に
おける洪水被害

800万円
クィーンズランド州 The Premier's 
Disaster Relief Appeal

豪州・クィーンズランド州の洪水被害
に対する義捐金について

2011 ～ 東日本大震災

2011年　43億円
2012年　20億円
2013年　25億円
2014年　20億円

（累計108億円）

岩手県、宮城県、福島県、セーブ・
ザ・チルドレン・ジャパンほか

東日本大震災に対する義捐金について

2014 広島における土砂災害 100万円 中国新聞社会事業団

2015 ネパール大地震 300万円 ネパール地震被災救済基金

2016 熊本地震
2016年4月　1億円
2016年10月　3億円

熊本県 熊本県への義捐金リリース

2017 九州北部豪雨災害 
福岡県　(500万円)
大分県　(500万円)

福岡県、大分県 
九州北部豪雨災害被害に対する義捐
金について

2017 
米国大型ハリケーンによる
被害に対する支援 

約1億１千万円
（100万ドル） 

アメリカ赤十字社 
米国大型ハリケーンによる被害に対す
る支援について

2017 
メキシコ地震による被害に
対する支援

約2,200万円
（20万ドル）

メキシコ赤十字社
メキシコ地震による被害に対する支援
について
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当ウェブサイトは、GRI（Global Reporting Initiative）「サステナビリティ・レポーティング・スタンダード」の中核（Core）に準拠して

作成しています。

共通スタンダード

番号 タイトル 報告要求事項 該当ページ
見出し

戦略および分析

102-1 組織の名称 a.組織の名称 ・会社案内

102-2 
活動、ブランド、
製品、サービス

a.組織の事業活動に関する説明

b.主要なブランド、製品、およびサービス。特定の市場で販売が禁止
されている製品またはサービスがあれば、その説明を含める

・事業紹介

102-3 本社の所在地 a.組織の本社の所在地 ・企業概要

102-4 事業所の所在地
a.組織が事業を展開している国の数、および重要な事業所を所有して

いる国の名称。報告書に記載している項目との関連は問わない
・グループ各社のCSR活動

102-5 
所有形態および法
人格

a.組織の所有形態や法人格の形態 ・企業概要

102-6 参入市場

a.参入市場。次の事項を含む

i.製品およびサービスを提供している地理的な場所

ii.参入業種

iii.顧客および受益者の種類

・グループ各社のCSR活動

102-7 組織の規模

a.組織の規模。次の事項を含む

i.総従業員数

ii.総事業所数

iii.純売上高（民間組織について）、純収入（公的組織について）

iv.株主資本および負債の内訳を示した総資本（民間組織について）

v.提供する製品、サービスの量

・グループ各社のCSR活動

102-8 
従業員およびその
他の労働者に関す
る情報

a.雇用契約（正社員と臨時雇用者）別の、男女別総従業員数

b.雇用契約（正社員と臨時雇用者）別の、地域別総従業員数

c.雇用の種類（常勤と非常勤）別の、男女別総従業員数

d.組織の活動の相当部分を担う者が、従業員以外の労働者であるか否
か。該当する場合、従業員以外の労働者が担う作業の性質および規
模についての記述

e.開示事項 102-8-a、102-8-b、102-8-cで報告する従業員数に著
しい変動（観光業や農業における季節変動）

f. データの編集方法についての説明（何らかの前提があればそれも含
める）

・雇用・就業状況

102-9 サプライチェーン
a.組織のサプライチェーンの説明。組織の活動、主要なブランド、製品、

およびサービスに関するサプライチェーンの主要要素を含める

・CSR調達

・すべてのプロセスにおけるお客
様視点の品質保証

データ集

GRI スタンダード対照表
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102-
10 

組織およびそのサ
プライチェーンに
関する重大な変化

a.組織の規模、構造、所有形態、またはサプライチェーンに関して生
じた重大な変化。次の事項を含む

i.所在地または事業所に関する変化（施設の開設や閉鎖、拡張を含む）

ii.株式資本構造の変化、その他資本の形成、維持、変更手続きの実
施による変化（民間組織の場合）

iii.サプライヤーの所在地、サプライチェーンの構造、またはサプライヤー
との関係の変化（選定や解消を含む）

当該期間においては該当なし

102-
11 

予防原則または予
防的アプローチ

a.組織が予防原則や予防的アプローチに取り組んでいるか。またその
取り組み方

・事業活動と環境影響

・環境マネジメント

102-
12

外部イニシアティ
ブ

a.外部で作成された経済、環境、社会の憲章、原則その他のイニシア
ティブで、組織が署名または支持しているもののリスト

・CSRの考え方：国連グローバル・
コンパクト

102-
13

団体の会員資格
a.業界団体、その他の協会、および国内外の提言機関で組織が持っ

ている主な会員資格のリスト
・CSRの考え方：グローバル企業

としての取り組み

戦略

102-
14 

上 級 意 思 決 定者
の声明

a.組織とサステナビリティの関連性、およびサステナビリティに取り組
むための戦略に関する、組織の最高意思決定者（CEO、会長または
それに相当する上級幹部）の声明

・トップコミットメント

102-
15 

重要なインパクト、
リスク、機会

a.重要なインパクト、リスク、機会の説明 ・リスクマネジメント

倫理と誠実性

102-
16 

価値観、理念、行動
基準・規範

a.組織の価値観、理念、行動基準・規範についての説明
・サントリーグループ企業倫理綱

領

102-
17 

倫理に関する助言
および懸念のため
の制度

a.組織内外に設けられている次の制度についての説明

i.倫理的行為および合法行為、ならびに組織の誠実性に関する助言を
求める制度

ii.非倫理的行為または違法行為、ならびに組織の誠実性に関する懸念
を通報する制度

・コンプライアンス：問題の早期
発見・解決のためにホットライン
を強化、通報者等の保護

ガバナンス

102-
18 

ガバナンス構造
a.組織のガバナンス構造。最高ガバナンス機関の委員会を含む

b.経済、環境、社会項目に関する意思決定に責任を負っている委員会

・CSRの考え方：CSR推進体制

・コーポレート・ガバナンス

・環境マネジメント：サステナビリ
ティ経営推進体制

102-
19 

権限移譲
a.最高ガバナンス機関から役員や他の従業員へ、経済、環境、社会項

目に関して権限委譲を行うプロセス

102-
20 

経済、環境、社会
項目に関する役員
レベルの責任

a.組織が、役員レベルの地位にある者を経済、環境、社会項目の責任
者として任命しているか

b.その地位にある者が、最高ガバナンス機関の直属となっているか

・CSRの考え方：CSR推進体制

・コーポレート・ガバナンス

・環境マネジメント：サステナビリ
ティ経営推進体制

102-
21 

経済、環境、社会
項 目 に 関 す る ス
テークホルダーと
の協議

a.ステークホルダーと最高ガバナンス機関の間で、経済、環境、社会
項目に関して協議を行うプロセス

b.協議が権限移譲されている場合は、誰に委任されているか、最高ガ
バナンス機関への結果のフィードバックをどのように行っているか

・CSRの考え方：CSR推進体制

・コーポレート・ガバナンス

・環境マネジメント：サステナビリ
ティ経営推進体制
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102-
22 

最高ガバナンス機
関およびその委員
会の構成

a.最高ガバナンス機関およびその委員会の構成。次の事項による

i.執行権の有無

ii.独立性

iii.ガバナンス機関における任期

iv.構成員の他の重要な役職およびコミットメントの数、ならびにコミッ
トメントの性質

v.ジェンダー

vi.発言権が低い社会的グループのメンバー

vii.経済、環境、社会項目に関係する能力

viii.ステークホルダーの代表

102-
23 

最高ガバナンス機
関の議長

a.最高ガバナンス機関の議長が組織の執行役員を兼ねているか否か

b.議長が執行役員を兼ねている場合、組織の経営におけるその者の役
割と、そのような人事の理由

102-
24 

最高ガバナンス機
関の指名と選出

a.最高ガバナンス機関およびその委員会メンバーの指名と選出のプロ
セス

b.最高ガバナンス機関のメンバーの指名と選出で用いられる基準。次
の事項を含む

i.ステークホルダー（株主を含む）が関与しているか、どのように関与
しているか

ii.多様性が考慮されているか、どのように考慮されているか

iii.独立性が考慮されているか、どのように考慮されているか

iv.経済、環境、社会項目に関する専門知識や経験が考慮されているか、
どのように考慮されているか

102-
25 

利益相反

a.利益相反の回避、対処のために最高ガバナンス機関が行っているプ
ロセス

b.利益相反に関する情報をステークホルダーに開示しているか。最低
限、次の事項を含む

i.役員会メンバーへの相互就任

ii.サプライヤーおよびその他のステークホルダーとの株式の持ち合い

iii.支配株主の存在

iv.関連当事者の情報

102-
26 

目的、価値観、戦略
の設定における最
高ガバナンス機関
の役割

a.経済、環境、社会項目に関わる組織の目的、価値観、ミッション・ステー
トメント、戦略、方針、目標の策定、承認、更新に際して、最高ガ
バナンス機関と役員が果たす役割

・CSRの考え方：CSR推進体制

102-
27 

最高ガバナンス機
関の集合的知見

a.経済、環境、社会項目に関する最高ガバナンス機関の集合的知見を
発展、強化するために実施した施策

102-
28 

最高ガバナンス機
関のパフォーマン
スの評価

a.最高ガバナンス機関の経済、環境、社会項目のガバナンスに関する
パフォーマンスを評価するためのプロセス

b.当該評価の独立性が確保されているか否か、および評価の頻度

c.当該評価が自己評価であるか否か

d.最高ガバナンス機関の経済、環境、社会項目のガバナンスに関する
パフォーマンス評価に対応して行った措置。最低限、メンバーの変
更や組織の実務慣行の変化を含む

102-
29 

経 済、環 境、社 会
へのインパクトの
特定とマネジメント

a.経済、環境、社会項目、およびそのインパクト、リスク、機会の特
定とマネジメントにおける最高ガバナンス機関の役割。デュー・デリ
ジェンス・プロセスの実施における最高ガバナンス機関の役割を含む

b.最高ガバナンス機関による経済、環境、社会項目、およびそのイン
パクト、リスク、機会の特定とマネジメントをサポートするために、
ステークホルダーとの協議が活用されているか否か
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102-
30 

リスクマネジメン
ト・プロセスの有
効性

a.経済、環境、社会項目に関するリスクマネジメント・プロセスの有効
性のレビューにおける最高ガバナンス機関の役割

・リスクマネジメント

102-
31 

経済、環境、社
会項目のレビュー

a.経済、環境、社会項目、およびそのインパクト、リスク、機会に関し
て最高ガバナンス機関が行うレビューの頻度

・CSRの考え方：CSR推進体制

102-
32 

サステナビリティ
報告における最高
ガバナンス機関の
役割

a.組織のサステナビリティ報告書の正式なレビューや承認を行い、す
べてのマテリアルな項目が取り上げられていることを確認する機能を
果たしている最高位の委員会または役職

102-
33 

重大な懸念事項
の伝達

a.最高ガバナンス機関に対して重大な懸念事項を伝達するために設け
られているプロセス

102-
34 

伝達された重大な
懸念事項の性質と
総数

a.最高ガバナンス機関に伝達された重大な懸念事項の性質と総数

b.重大な懸念事項への対処、解決のために使われたメカニズム

102-
35 

報酬方針

a.最高ガバナンス機関および役員に対する報酬方針。次の種類の報酬
を含む

i.固定報酬と変動報酬（パフォーマンス連動報酬、株式連動報酬、賞与、
後配株式または権利確定株式を含む）

ii.契約金、採用時インセンティブの支払い

iii.契約終了手当

iv.クローバック

v.退職給付（最高ガバナンス機関、役員、その他の全従業員について、
それぞれの給付制度と拠出金率の違いから生じる差額を含む）

b.報酬方針におけるパフォーマンス基準と、最高ガバナンス機関およ
び役員の経済、環境、社会項目における目標がどのように関係して
いるか

102-
36 

報酬の決定プロセ
ス

a.報酬の決定プロセス

b.報酬コンサルタントが報酬の決定に関与しているか否か、また報酬
コンサルタントが経営陣から独立しているか否か

c.報酬コンサルタントと組織との間に存在するその他の関係

102-
37 

報酬に関するス
テークホルダーの
関与

a.報酬に関するステークホルダーの意見をどのように求め、また考慮し
ているか

b.考慮している場合、報酬方針や提案への投票結果

102-
38 

年間報酬総額の
比率

a.組織の重要事業所があるそれぞれの国の最高給与所得者における年
間報酬総額の、同じ国の全従業員における年間報酬額の中央値（最
高給与所得者を除く）に対する比率

102-
39 

年間報酬総額比
率の増加率

a.組織の重要事業所があるそれぞれの国の最高給与所得者における年
間報酬総額の増加率の、同じ国の全従業員における年間報酬総額
の中央値（最高給与所得者を除く）の増加率に対する比率
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ステークホルダー・エンゲージメント

102-
40 

ステークホルダー・
グループのリスト

a.組織がエンゲージメントしたステークホルダー・グループのリスト

・社会との対話

・CSRの考え方：ステークホルダー
との関わり

102-
41 

団体交渉協定 a.団体交渉協定の対象となる全従業員の割合
・労使関係：労使が協力して「働

きやすい職場」に

102-
42 

ステークホルダー
の特定および選定

a.組織がエンゲージメントを行うステークホルダーを特定および選定す
る基準

・社会との対話

・CSRの考え方：ステークホルダー
との関わり

102-
43 

ステークホルダー・
エンゲージメントへ
のアプローチ方法

a.組織のステークホルダー・エンゲージメントへのアプローチ方法。種
類別、ステークホルダー・グループ別のエンゲージメントの頻度を含
む。また、特に報告書作成プロセスの一環として行ったエンゲージメ
ントか否かを示す

・社会との対話：2017年に開催し
た意見交換会

・CSRの考え方：ステークホルダー
との関わり

102-
44 

提起された重要な
項目および懸念

a.ステークホルダー・エンゲージメントにより提起された重要な項目お
よび懸念。次の事項を含む

i.組織が重要な項目および懸念にどう対応したか（報告を行って対応し
たものを含む）

ii.重要な項目および懸念を提起したステークホルダー・グループ

・社会との対話：2017年に開催し
た意見交換会

報告実務

102-
45 

連 結 財務 諸 表 の
対象になっている
事業体

a.組織の連結財務諸表または同等文書の対象になっているすべての事
業体のリスト

b.組織の連結財務諸表または同等文書の対象になっている事業体のい
ずれかが報告書の記載から外れているか否か

102-
46 

報告書の内容およ
び項目の該当範囲
の確定

a.報告書の内容および項目の該当範囲を確定するためのプロセスの
説明

b.組織が報告書の内容を確定する際、報告原則をどのように適用した
かについての説明

・CSRの考え方：CSR 4つの取り
組み、重要課題の特定

・ISO26000を活用したCSR活動
のステップアップ：6つのCSR重
点課題

102-
47 

マテリアルな項目
のリスト

a.報告書の内容を確定するプロセスで特定したマテリアルな項目のリ
スト

・CSRの考え方：CSR 4つの取り
組み、重要課題の特定

・ISO26000を活用したCSR活動
のステップアップ：6つのCSR重
点課題

102-
48 

情報の再記述
a.過去の報告書で提供した情報を修正再記述する場合、再記述の影

響および理由
当該期間においては該当なし

102-
49 

報告における変更
a.マテリアルな項目および項目の該当範囲について、過去の報告期間

からの重大な変更
当該期間においては該当なし

102-
50 

報告期間 a.提供情報の報告期間 ・CSR情報の掲載方針：対象期間

102-
51 

前回発行した報告
書の日付

a.前回発行した報告書の日付（該当する場合） ・CSR情報の掲載方針：発行

102-
52 

報告サイクル a.報告サイクル ・CSR情報の掲載方針：発行

102-
53 

報告書に関する質
問の窓口

a.報告書またはその内容に関する質問の窓口
・CSR情報の掲載方針：ご意見・

ご感想をお聞かせください
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102-
54 

GRIスタンダード
に準拠した報告で
あることの主張

a.組織がGRIスタンダードに準拠し、次のいずれかの選択肢を選んで
報告書を作成したことを表す主張

i.「この報告書は、GRIスタンダードの中核（Core）オプションに準拠
して作成されている。」

ii.「この報告書は、GRIスタンダードの包括（Comprehensive）オプショ
ンに準拠して作成されている。」

この報告書は、GRIスタンダード
の中核（Core）オプションに準拠
して作成されています。

102-
55 

内容索引

a.GRIの内容索引（使用した各スタンダードを明記し、報告書に記載し
たすべての開示事項を一覧表示する）

b.内容索引には、各開示事項について次の情報を含める

i.開示事項の番号（GRIスタンダードに従って開示した項目について）

ii.報告書またはその他の公開資料の中で、該当の情報が記載されてい
るページ番号またはURL

iii.要求される開示事項の省略が認められていて、開示できない場合の
省略の理由（該当する場合）

・GRIスタンダード対照表

102-
56 

外部保証

a.報告書の外部保証に関する組織の方針および現在の実務慣行の説
明

b.報告書が外部保証を受けている場合、

i.外部保証報告書、表明、意見に言及する。外部保証によって保証さ
れている事項、保証されていない事項、その根拠（サステナビリティ
報告書に添付する保証報告書に記載がない場合）。これには保証基
準、保証レベル、保証プロセスに存在する制約事項も含める

ii.組織と保証提供者の関係

iii.最高ガバナンス機関または役員が、組織のサステナビリティ報告書
の保証に関わっているか否か、どのように関わっているか

・地球温暖化防止：スコープ１・
２排出量（第三者保証報告書）

・水資源の有効活用：水使用実績
2017年（第三者保証報告書）

・廃棄物の削減と再資源化の推
進：副産物・廃棄 物排出実 績
2017年（第三者保証報告書）

103：マネジメント手法

103-1 
マテリアルな項目
とその該当範囲の
説明

a.その項目がマテリアルである理由の説明

b.マテリアルな項目の該当範囲。次の記述を含む

c.どこでインパクトが生じるのか

d.組織のインパクトへの関与。例えば、組織のインパクトへの関与は
直接的か間接的か、または組織のビジネス関係を通じてインパクト
に関連したかどうか

e.該当範囲に関する具体的な制約事項

・CSRの考え方：CSR 4つの取り
組み、重要課題の特定

・ISO26000を活用したCSR活動
のステップアップ：6つのCSR重
点課題

・事業活動と環境影響
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103-2 
マネジメント手法
とその要素

a.組織がその項目をどのようにマネジメントしているかについての説明

b.マネジメント手法の目的に関する表明

c.マネジメント手法に次の要素が含まれている場合、各要素について
の説明

i.方針

ii.コミットメント

iii.目標およびターゲット

iv.責任

v.経営資源

vi.苦情処理メカニズム

vii.具体的な措置（プロセス、プロジェクト、プログラム、イニシアティ
ブなど）

目標

・2017年度の目標と実績・評価

・ISO26000を活用したCSR活動
のステップアップ：CSR行動計
画

・環 境ビジョン：環 境ビジョン
2050、2020年目標

方針

・環境ビジョン：サントリーグルー
プ環境基本方針

・CSR調達：CSR調達基本方針

・人権の尊重：人権活動方針

・グループ品質マネジメントの推
進：サントリー品質方針

・社会活動方針：サントリーグルー
プ社会活動方針

・お客様コミュニケーション：お
客様満足のための基本方針行動
指針

・従業員と響きあう ダイバーシ
ティ経営

責任

・CSRの考え方：CSR推進体制

・環境マネジメント：サステナビリ
ティ経営推進体制

・グループ品質マネジメントの推
進

苦情処理メカニズム

・コンプライアンス

103-3 
マネジメント手法
の評価方法

a.組織によるマネジメント手法の評価方法。次の事項を含む

i.マネジメント手法の有効性を評価する仕組み

ii.マネジメント手法の評価結果

iii.マネジメント手法に関して行った調整

・2017年度の目標と実績・評価

・ISO26000を活用したCSR活動
のステップアップ：CSR行動計
画

・サントリーグループISO14001
認証取得一覧

・すべてのプロセスにおけるお客
様視点の品質保証

・地球温暖化防止：スコープ１・
２排出量、2017年水使用実績、
2017年副産物・廃棄物排出実
績
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項目別のスタンダード

番号 タイトル 報告要求事項
該当ページ

見出し

経済

201:経済パフォーマンス

201-1 
創出、分配した直
接的経済価値

a.創出、分配した直接的経済価値（発生主義ベースによる）。これには、
組織のグローバルにおける事業について、次に一覧表示する基本要
素を含める。データを現金主義で表示する場合は、その判断理由を
次の基本要素に加えて報告する

i.創出した直接的経済価値：収益

ii.分配した経済価値：事業コスト、従業員給与と諸手当、資本提供者
への支払い、政府への支払い（国別）、コミュニティ投資

iii.留保している経済価値：「 創出した直接的経済価値」から「分配し
た経済価値」を引いたもの

b.影響が著しいものについて、創出・分配経済価値を国、地域、市場
レベルに分けて報告する。また「著しい」と判断する基準も報告す
る

・環境マネジメント：環境会計を
導入してコストと効果を算出

201-2 
気候変動による財
務上の影響、その
他のリスクと機会

a.気候変動に起因してもたらされるリスクや機会で、事業、収益、費
用に実質的な変動が生じる可能性のあるもの。次の事項を含む

i.リスクと機会の記述。リスクと機会を物理的、規制関連、その他に分
類

ii.リスクと機会に関連するインパクトの記述

iii.措置を行う前から想定されるリスクと機会の財務上の影響

iv.リスクと機会をマネジメントするために用いた手法

v.リスクと機会をマネジメントするために行った措置のコスト

・環境マネジメント：環境会計を
導入してコストと効果を算出

・事業活動と環境影響：自然資本
による定量評価

・環 境ビジョン：環 境ビジョン
2050

201-3 
確 定 給 付 型年金
制度の負担、その
他の退職金制度

a.組織の一般財源で当該制度の債務をまかなっている場合、その債務
の推定額

b.年金制度の債務を支払うために別の基金を持っている場合、次の事
項

i.年金制度の債務額のうち別途積み立て資産でカバーされる割合の推
定値

ii.当該推定値の計算基礎

iii.推定値の計算時期

c.年金制度の債務を支払うために設けられた基金が不足している場合、
雇用者が完全補償実現に向けて実施している戦略があればそれを説
明する。また雇用者が完全補償実現の目標時期を設定している場合
は、それについて説明する

d.従業員、雇用者による拠出額が給与に占める割合

e.退職金積立制度への参加レベル（義務的参加か任意制度か、地域
的制度か国の制度か、経済的インパクトがあるものか、など）

201-4 
政府から受けた資
金援助

a.組織が報告期間中に各国政府から受け取った資金援助の総額。次の
事項を含む

i.減税および税額控除

ii.補助金

iii.投資奨励金、研究開発助成金、その他関連助成金

iv.賞金

v.特許権等使用料免除期間

vi.輸出信用機関（ECA）からの資金援助

vii.金銭的インセンティブ

viii.その他、政府から受け取った、または受け取る予定の財務利益

b.201-4-aの情報の国別内訳

c.組織の株式保有構成における政府出資の有無、出資割合

当該期間においては該当なし
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202:地域経済での存在感

202-1 
地 域 最 低 賃 金に
対する標準新人給
与の比率（男女別）

a.従業員の相当部分が最低賃金を条件に報酬を受けている場合、その
最低賃金に対する重要事業拠点新人給与の比率（男女別）を報告す
る

b.組織の活動に携わるその他の労働者（従業員を除く）の相当部分が
最低賃金を条件に報酬を受けている場合、最低賃金を上回る賃金が
支払われていることを確認するためにどのような措置を取っているか
を記述する

c.重要事業拠点を置く地域に地域最低賃金が存在するか否か、それが
変動するものか否か（男女別）。参照すべき最低賃金が複数ある場合
は、どの最低賃金を使用したかを報告する

d.「重要事業拠点」の定義

当該期間においては該当なし

202-2 
地域コミュニティ
から採用した上級
管理職の割合

a.重要事業拠点で地域コミュニティから採用した上級管理職の割合

b.「上級管理職」の定義

c.組織の「地域・地元」の地理的定義

d.「重要事業拠点」の定義

・人事の基本的な考え方：現地採
用に関する考え方

203:間接的な経済的インパクト

203-1 
インフラ投資およ
び支援サービス

a.重要なインフラ投資や支援サービスを展開した範囲

b.コミュニティや地域経済に与えているインパクト、または与えると思
われるインパクト。プラスとマイナス双方を含む（該当する場合）

c.当該投資・サービスが商業目的のものか、現物支給するものか、無
償で実施するものかを報告する

・天然水の森

・愛鳥活動

・次世代環境教育「水育」

・スポーツ活動

・社会福祉

・次世代育成

203-2 
著しい間接的な経
済的インパクト

a.組織が与える著しい間接的な経済的インパクト（プラスおよびマイナ
ス）と特定された事例

b.外部のベンチマークおよびステークホルダーの優先事項（国内およ
び国際的な基準、協定、政策課題など）を考慮した場合の間接的
な経済的インパクトの「著しさ」

当該期間においては該当なし

204:調達慣行

204-1 
地元サプライヤー
への支出の割合

a.重要事業拠点で使用する調達予算のうち、当該事業所の地元にある
サプライヤーへの支出割合（地元で調達した商品やサービスの割合
など）。

b.組織の「地域・地元」の地理的定義

c.「重要事業拠点」の定義

・CSR調達：サプライヤー地域別
構成比
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205:腐敗防止

205-1 
腐敗に関するリス
ク評価を行ってい
る事業所

a.腐敗に関するリスク評価の対象とした事業所の総数と割合

b.リスク評価により特定した腐敗関連の著しいリスク

205-2 

腐 敗 防 止の方 針
や手順に関するコ
ミュニケーション
と研修

a.ガバナンス機関メンバーのうち、腐敗防止に関する組織の方針や手
順の伝達対象となった者の総数と割合（地域別）

b.従業員のうち、腐敗防止に関する組織の方針や手順の伝達対象と
なった者の総数と割合（従業員区分別、地域別）

c.ビジネスパートナーのうち、腐敗防止に関する組織の方針や手順に
ついて伝達対象となった者の総数と割合（ビジネスパートナー種類
別、地域別）。腐敗防止に関する組織の方針や手順が、その他の個
人または組織に伝達されているかどうかを記述する

d.ガバナンス機関メンバーのうち、腐敗防止に関する研修を受講した
者の総数と割合（地域別に）

e.従業員のうち、腐敗防止に関する研修を受講した者の総数と割合（従
業員区分別、地域別に）

・コンプライアンス

・リスクマネジメント：反贈賄

205-3 
確定した腐敗事例
と実施した措置

a.確定した腐敗事例の総数と性質

b.確定した腐敗事例のうち、腐敗を理由に従業員を解雇または懲戒処
分したものの総数

c.確定した腐敗事例のうち、腐敗関連の契約違反を理由にビジネス
パートナーと契約破棄または更新拒否を行ったものの総数

d.報告期間中に組織または組織の従業員に対して腐敗に関連した訴訟
が提起されている場合、その事例と結果

当該期間においては該当なし

206:反競争的行為

206-1 

反競争的行為、反
トラスト、独占的
慣行により受けた
法的措置

a.組織の関与が明らかとなった反競争的行為、反トラスト法違反、独
占禁止法違反により、報告期間中に法的措置を受けた事例（終結し
ているもの、していないもの）の件数

b.法的措置が終結したものについては、結果（決定や判決を含む）の
主要点

当該期間においては該当なし

環境

301:原材料

301-1 
使用原材料の重量
または体積

a.組織が報告期間中に主要製品やサービスの生産、梱包に使用した原
材料の重量または体積の総計。次の分類による

i.使用した再生不能原材料

ii.使用した再生可能原材料

・事業活動と環境影響：事業活動
と環境負荷の全体像

301-2 
使用したリサイク
ル材料

a.組織の主要製品やサービスの生産に使用したリサイクル材料の割合

301-3 
再生利用された製
品と梱包材

a.再生利用された製品と梱包材の割合。製品区分別に

b.本開示事項のデータ収集方法

・廃棄物の削減と再資源化の推
進：再資源化率100％を維持
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302：エネルギー

302-1 
組織内のエネル
ギー消費量

a.組織内における非再生可能エネルギー源に由来する総燃料消費量
（ジュールまたはその倍数単位（メガ、ギガなど）による）。使用した
燃料の種類も記載する

b.組織内における再生可能エネルギー源に由来する総燃料消費量
（ジュールまたはその倍数単位による）。使用した燃料の種類も記載
する

c.次の総量（ジュール、ワット時、またはその倍数単位による）

i.電力消費量

ii.暖房消費量

iii.冷房消費量

iv.蒸気消費量

d.次の総量（ジュール、ワット時、またはその倍数単位による）

i.販売した電力

ii.販売した暖房

iii.販売した冷房

iv.販売した蒸気

e.組織内のエネルギー総消費量（ジュールまたはその倍数単位による）

f. 使用した基準、方法、前提条件、計算ツール

g.使用した変換係数の情報源

・データ集（主要CSRデータ）

302-2 
組織外のエネル
ギー消費量

a.組織外のエネルギー消費量（ジュールまたはその倍数単位（メガ、ギ
ガなど）による）

b.使用した基準、方法、前提条件、計算ツール

c.使用した変換係数の情報源

302-3 エネルギー原単位

a.組織のエネルギー原単位

b.原単位計算のため組織が分母として選択した指標

c.原単位に含まれるエネルギーの種類（燃料、電力、暖房、冷房、蒸気、
またはこのすべて）

d.原単位計算に使用したのは、組織内のエネルギー消費量、組織外の
エネルギー消費量、もしくはこの両方か

・データ集（主要CSRデータ）

302-4 
エネルギー消費量
の削減

a.エネルギーの節約および効率化の取り組みによる直接的な結果とし
て削減されたエネルギー消費量（ジュールまたはその倍数単位（メガ、
ギガなど）による）

b.削減されたエネルギーの種類（燃料、電力、暖房、冷房、蒸気、ま
たはこのすべて）

c.削減されたエネルギー消費量の計算に使用した基準（基準年、基準
値など）と、その基準選定の理論的根拠

d.使用した基準、方法、前提条件、計算ツール

・データ集（主要CSRデータ）：サ
ントリーグループ（国内生産拠
点）の環境保全効果

302-5 
製品およびサービ
スのエネルギー必
要量の削減

a.販売する製品およびサービスが必要とするエネルギーの報告期間中
におけるエネルギー削減量（ジュールまたはその倍数単位（メガ、ギ
ガなど）による）

b.エネルギー消費削減量の計算に使用した基準（基準年、基準値など）、
および基準選定の理論的根拠

c.使用した基準、方法、前提条件、計算ツール
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303:水

303-1 水源別の取水量

a.水源からの総取水量。次の水源別内訳による

i.地表水（湿地、河川、湖、海などからの水を含む）

ii.地下水

iii.組織が直接貯めた雨水

iv.他の組織からの廃水

v.地方自治体の水道や他の公営・民間水道施設

b.使用した基準、方法、前提条件

・データ集（主要CSRデータ）：水
使用量の削減

・水資源の有効活用：取水源

303-2 
取水によって著し
い影響を受ける水
源

a.取水によって著しい影響を受ける水源の数。次の種類別に

i.水源の規模

ii.水源が保護地域に指定されているか（国内または国際的に）

iii.生物多様性から見た価値（種の多様性および固有性、保護種の数な
ど）

iv.地域コミュニティや先住民族にとっての水源の価値、重要性

b.使用した基準、方法、前提条件

303-3 
リサイクル・リユー
スした水

a.組織がリサイクル・リユースした水の総量

b.リサイクル・リユースした水の総量が、開示事項 303-1に定める総
取水量に占める割合

c.使用した基準、方法、前提条件

304:生物多様性

304-1 

保 護 地 域 および
保護地域ではない
が生 物 多様 性 価
値の高い地域、 も
しくはそれらの隣
接地域に所有、賃
借、管理している
事業サイト

a.保護地域および保護地域ではないが生物多様性価値の高い地域、
もしくはそれらの隣接地域に所有、賃借、管理している事業サイトに
関する次の情報

i.所在地

ii.組織が所有、賃借、管理する可能性のある地表下および地下の土地

iii.保護地域（保護地域内部、隣接地域、または保護地域の一部を含
む地域）または保護地域ではないが生物多様性価値の高い地域と
の位置関係

iv.事業形態（事務所、製造・生産、採掘）

v.事業敷地の面積（km2で表記。適切な場合は他の単位も可）

vi.該当する保護地域および保護地域ではないが生物多様性価値の高
い地域の特徴（陸上、淡水域、あるいは海洋）から見た生物多様性
の価値

vii.保護地域登録されたリスト（IUCN保護地域管理カテゴリー、ラム
サール条約、国内法令など）の特徴から見た生物多様性の価値

304-2 

活動、製品、サー
ビスが生物多様性
に与える著しいイ
ンパクト

a.生物多様性に直接的、間接的に与える著しいインパクトの性質。次
の事項を含む

i.生産工場、採掘坑、輸送インフラの建設または利用

ii.汚染（生息地には本来存在しない物質の導入。点源、非点源由来の
いずれも）

iii.侵入生物種、害虫、病原菌の導入

iv.種の減少

v.生息地の転換

vi.生態学的プロセスの変化（塩分濃度、地下水位変動など）で、自然
増減の範囲を超えるもの

b.直接的、間接的、プラス、マイナスの著しい影響。次の事項を含む

i.インパクトを受ける生物種

ii.インパクトを受ける地域の範囲

iii.インパクトを受ける期間

iv.インパクトの可逆性、不可逆性
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304-3 
生息地の保護・復
元

a.すべての保護もしくは復元された生息地の規模と所在地。外部の独
立系専門家が、その復元措置の成功を認定しているか否か

b.組織の監督・実施により保護もしくは復元された場所と異なる生息
地がある場合、保護や復元を目的とする第三者機関とのパートナー
シップの有無

c.各生息地の状況（報告期間終了時点における）

d.使用した基準、方法、前提条件

・「天然水の森」（水源涵養/生物
多様性の保全）

304-4 

事業の影響を受け
る地域に生息する
IUCNレッドリスト
ならびに国内保全
種リスト対象の生
物種

a.IUCNレッドリストならびに国内保全種リスト対象の生物種で、組織
の事業の影響を受ける地域に生息する種の総数。次の絶滅危惧レベ
ル別に

i.絶滅危惧IA類（CR）

ii.絶滅危惧IB類（EN）

iii.絶滅危惧II類（VU）

iv.準絶滅危惧（NT）

v.軽度懸念

当該期間においては該当なし

305:大気への排出

305-1 
直 接 的な 温 室 効
果ガス（GHG）排
出量（スコープ1）

a.直接的（スコープ1）GHG排出量の総計（CO2換算値（t-CO2）による）

b. 計算に用いたガス（CO2、CH4、N2O、HFC、PFC、SF6、NF3、
またはそのすべて）

c.生物由来のCO2排出量（CO2換算値（t-CO2）による

d.計算の基準年（該当する場合、次の事項を含む）

i.その基準年を選択した理論的根拠

ii.基準年における排出量

iii.排出量に著しい変化があったため基準年の排出量を再計算すること
になった場合は、その経緯

e.使用した排出係数の情報源、使用した地球温暖化係数（GWP）、
GWP情報源の出典

f. 排出量に関して選択した連結アプローチ（株式持分、財務管理、も
しくは経営管理）

g.使用した基準、方法、前提条件、計算ツール

・データ集（主要CSRデータ）：地
球温暖化防止

305-2 
間 接 的な 温 室 効
果ガス（GHG）排
出量（スコープ2）

a.ロケーション基準の間接的（スコープ2）GHG排出量の総計（CO2

換算値（t-CO2）による）

b.該当する場合、マーケット基準の間接的（スコープ2）GHG排出量
の総計（CO2換算値（t-CO2）による）

c. データがある場合、総計計算に用いたガス（CO2、CH4、N2O、
HFC、PFC、SF6、NF3、またはそのすべて）

d.計算の基準年（該当する場合、次の事項を含む）

i.その基準年を選択した理論的根拠

ii.基準年における排出量

iii.排出量に著しい変化があったため基準年の排出量を再計算すること
になった場合は、その経緯

e.使用した排出係数の情報源、使用した地球温暖化係数（GWP）、
GWP情報源の出典

f. 排出量に関して選択した連結アプローチ（株式持分、財務管理、経
営管理）

g.使用した基準、方法、前提条件、計算ツール

・データ集（主要CSRデータ）：地
球温暖化防止
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305-3 

その 他 の 間 接 的
な 温 室 効 果 ガス

（GHG）排出量（ス
コープ3）

a.その他の間接的（スコープ3）GHG排出量の総計（CO2換算値（t-CO2）
による）

b.データがある場合、総計計算に用いたガス（CO2、CH4、N2O、
HFC、PFC、SF6、NF3、またはそのすべて）

c.生物由来のCO2排出量（CO2換算値（t-CO2）による）

d.計算に用いたその他の間接的（スコープ3）GHG排出量の区分と活
動

e.計算の基準年（該当する場合、次の事項を含む）

i.その基準年を選択した理論的根拠

ii.基準年における排出量

iii.排出量に著しい変化があったため基準年の排出量を再計算すること
になった場合は、その経緯

f. 使用した排出係数の情報源、使用した地球温暖化係数（GWP）、
GWP情報源の出典

g.使用した基準、方法、前提条件、計算ツール

・地球温暖化防止：2017年の実
績

305-4 
温 室 効 果 ガ ス

（GHG）排出原単
位

a. 組織のGHG排出原単位

b.原単位計算のため組織が分母として選択した指標

c.原単位に含まれるGHG排出の種類。直接的（スコープ1）、間接的（ス
コープ2）、その他の間接的（スコープ3）

d. 計算に用いたガス（CO2、CH4、N2O、HFC、PFC、SF6、NF3、
またはそのすべて）

・地球温暖化防止：2017年の実
績

305-5 
温 室 効 果 ガ ス

（GHG）排出量の
削減

a.排出量削減の取り組みによる直接的な結果として削減されたGHG排
出量（CO2換算値（t-CO2）による）

b. 計算に用いたガス（CO2、CH4、N2O、HFC、PFC、SF6、NF3、
またはそのすべて）

c.基準年または基準値、およびそれを選択した理論的根拠

d.GHG排出量が削減されたスコープ。直接的（スコープ1）、間接的（ス
コープ2）、その他の間接的（スコープ3）のいずれか

e.使用した基準、方法、前提条件、計算ツール

・データ集（主要CSRデータ）

305-6 
オゾン層破壊物質

（ODS）の排出量

a.ODSの生産量、輸入量、輸出量（CFC-11（トリクロロフルオロメタン）
換算値による）

b.計算に用いた物質

c.使用した排出係数の情報源

d.使用した基準、方法、前提条件、計算ツール

305-7 

窒 素 酸 化 物
（NOx）、 硫 黄 酸
化 物（SOx）、 お
よびその他の重大
な大気排出物

a.次の重大な大気排出物の量（キログラムまたはその倍数単位（トンな
ど）による）

i.NOx

ii.SOx

iii.残留性有機汚染物質（POP）

iv.揮発性有機化合物（VOC）

v.有害大気汚染物質（HAP）

vi.粒子状物質（PM）

vii.この他、関連規制で定めている標準的大気排出区分

b.使用した排出係数の情報源

c.使用した基準、方法、前提条件、計算ツール

・データ集（主要CSRデータ）：大
気汚染防止

306:排水および廃棄物

306-1 
排水の水質および
排出先

a.想定内および想定外の排水量（次の事項による）

i.排出先

ii.水質（処理方法を含む）

iii.他の組織による水の再利用の有無

b.使用した基準、方法、前提条件

・データ集（主要CSRデータ）：排
水管理の徹底
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306-2 
種類別および処分
方法別の廃棄物

a.有害廃棄物の総重量（次の処分方法を用いている場合には、この処
分方法別に内訳を提示）

i.リユース

ii.リサイクル

iii.堆肥化

iv.回収（エネルギー回収を含む）

v.焼却（大量燃焼）

vi.深井戸注入

vii.埋め立て

viii.現場保管

ix.その他（詳細を記述）

b.非有害廃棄物の総重量（次の処分方法を用いている場合には、この
処分方法別に内訳を提示）

i.リユース

ii.リサイクル

iii.堆肥化

iv.回収（エネルギー回収を含む）

v.焼却（大量燃焼）

vi.深井戸注入

vii.埋め立て

viii.現場保管

ix.その他（詳細を記述）

c.廃棄物処分方法の判定方法

i.自ら処分している場合または直接確認した場合

ii.廃棄物処分請負業者から提供された情報による場合

iii.廃棄物処分請負業者からの報告がない場合

・データ集（主要CSRデータ）：廃
棄物の削減

306-3 重大な漏出

a.記録した重大な漏出の総件数と総漏出量

b.組織の財務報告書で報告している漏出のそれぞれにつき、次の追加
情報

i.漏出場所

ii.漏出量

iii.次の分類による漏出物。油漏出物（土壌または水面）、燃料漏出物（土
壌または水面）、廃棄物の漏出（土壌または水面）、化学物質の漏出（多
くは土壌または水面）、その他（詳細を記述）

c.重大な漏出のインパクト

当該期間においては該当なし

306-4 
有 害 廃 棄 物の 輸
送

a.次の各事項の総重量

i.輸送された有害廃棄物

ii.輸入された有害廃棄物

iii.輸出された有害廃棄物

iv.処理された有害廃棄物

b.国際輸送された有害廃棄物の割合

c.使用した基準、方法、前提条件

当該期間においては該当なし

306-5 
排水や表面流水に
よって影響を受け
る水域

a.排水や表面流水による著しい影響を受ける水域および関連生息地。
次の事項に関する情報を付記すること

i.水域および関連生息地の規模

ii.その水域および関連生息地が、国内または国際的に保護地域に指定
されているか否か

iii.生物多様性価値（保護種の数など）

当該期間においては該当なし
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307:環境コンプライアンス

307-1 
環 境 法 規 制の 違
反

a.環境法規制の違反により組織が受けた重大な罰金および罰金以外
の制裁措置。次の事項に関して

i.重大な罰金の総額

ii.罰金以外の制裁措置の総件数

iii.紛争解決メカニズムに提起された事案

b.組織による法規制への違反が無い場合は、その旨を簡潔に述べる

当該期間においては該当なし

308:サプライヤーの環境面のアセスメント

308-1 
環境基準により選
定した新規サプラ
イヤー

a.環境基準により選定した新規サプライヤーの割合
・CSR調達：サプライチェーン全

体でのサステナビリティを推進

308-2 

サプライチェーン
におけるマイナス
の環境インパクト
と実施した措置

a.環境インパクト評価の対象としたサプライヤーの数

b.著しいマイナスの環境インパクト（顕在的、潜在的）があると特定さ
れたサプライヤーの数

c.サプライチェーンで特定した著しいマイナスの環境インパクト（顕在
的、潜在的）

d.著しいマイナスの環境インパクト（顕在的、潜在的）があると特定さ
れたサプライヤーのうち、評価の結果、改善の実施に同意したサプ
ライヤーの割合

e.著しいマイナスの環境インパクト（顕在的、潜在的）があると特定さ
れたサプライヤーのうち、評価の結果、関係を解消したサプライヤー
の割合およびその理由

社会

401:雇用

401-1 
従 業 員の 新 規 雇
用と離職

a.報告期間中における従業員の新規雇用の総数と比率（年齢層、性別、
地域による内訳）

b.報告期間中における従業員の離職の総数と比率（年齢層、性別、地
域による内訳）

・データ集（主要CSRデータ）：採
用人数

401-2 

正社員には支給さ
れ、非正規社員に
は支給されない手
当

a.組織の正社員には標準支給されるが、非正規社員には支給されない
手当（重要事業拠点別）。これらの手当には、少なくとも次のものを
含める

i.生命保険

ii.医療

iii.身体障がいおよび病気補償

iv.育児休暇

v.定年退職金

vi.持ち株制度

vii.その他

b.「重要事業拠点」の定義

401-3 育児休暇

a.育児休暇を取得する権利を有していた従業員の総数（男女別）

b.育児休暇を取得した従業員の総数（男女別）

c.報告期間中に育児休暇から復職した従業員の総数（男女別）

d.育児休暇から復職した後、12ヶ月経過時点で在籍している従業員の
総数（男女別）

e.育児休暇後の従業員の復職率および定着率（男女別）

・データ集（主要CSRデータ）：育
児休職取得実績

・ワークライフバランスの推進：育
児・介護等各種制度の取得者数
推移

402:労使関係

402-1 
事 業 上の 変 更に
関する最低通知期
間

a.従業員に著しい影響を及ぼす可能性がある事業上の重大な変更を実
施する場合、従業員および従業員代表に対して、通常、最低何週間
前までに通知を行っているか

b.団体交渉協定のある組織の場合、通知期間や協議・交渉に関する
条項が労働協約に明記されているか否か
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403:労働安全衛生

403-1 

正 式 な 労 使 合 同
安 全 衛 生 委 員会
への労 働 者 代 表
の参加

a.正式な労使合同安全衛生委員会が組織内で設置・運用されている典
型的なレベル

b.正式な労使合同安全衛生委員会に代表を送る労働者（業務または職
場が組織の管理下にある）の労働者全体に対する割合

403-2 

傷 害 の 種 類、 業
務上傷害・業務上
疾 病・休業日数・
欠勤および業務上
の死亡者数 

a.すべての従業員に対する業務上傷害の種類、業務上傷害率（IR）、
業務上疾病率（ODR）、休業日数率（LDR）、欠勤率（AR）、および
業務上の死亡者数（次の内訳による）

i.地域

ii.性別

b.業務または職場が組織の管理下にあるすべての労働者（従業員を除
く）に対する業務上傷害の種類、業務上傷害率（IR）、および業務
上の死亡者数（次の内訳による）

i.地域

ii.性別

c.災害統計の記録、報告に適用する規則体系

・データ集（主要CSRデータ）：労
働災害発生件数

403-3 

疾病の発症率ある
いはリスクが高い
業務に従事してい
る労働者

a.業務または職場が組織の管理下にある労働者が、特定の疾病の発
症率あるいはリスクが高い業務に従事しているか否か

403-4 
労働組合との正式
協定に含まれてい
る安全衛生条項

a.労働組合（各地域、グローバルのいずれか）と締結した正式協定に、
安全衛生条項が含まれているか否か

b.含まれている場合、各協定に安全衛生に関する様々な事項が含まれ
ている程度（割合）

404:研修と教育

404-1 
従業員一人あたり
の年 間 平 均 研 修
時間

a.報告期間中に、組織の従業員が受講した研修の平均時間（次の内訳
による）

i.性別

ii.従業員区分

404-2 

従業員スキル向上
プログラムおよび
移行支援プログラ
ム

a.従業員のスキル向上のために実施したプログラムの種類、対象と、
提供した支援

b.雇用適性の維持を促進するために提供した移行支援プログラムと、
定年退職や雇用終了に伴うキャリア終了マネジメント

・データ集（主要CSRデータ）：主
な自己啓発支援プログラムおよ
び2016年度の受講者数

404-3 

業績とキャリア開
発に関して定期的
なレビューを受け
ている従業員の割
合

a.報告期間中に、業績とキャリア開発に関して定期的なレビューを受
けている従業員の割合（男女別、従業員区分別に）
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405:ダイバーシティと機会均等

405-1 
ガバナンス機関お
よび従業員のダイ
バーシティ

a.組織のガバナンス機関に属する個人で、次のダイバーシティ区分に該
当する者の割合

i.性別

ii.年齢層： 30歳未満、30歳～50歳 、50歳超

iii.該当する場合には、その他のダイバーシティ指標（例えばマイノリティ、
社会的弱者など）

b.次のダイバーシティ区分の従業員区分別の従業員の割合

i.性別

ii.年齢層： 30歳未満、30歳～50歳 、50歳超

iii.該当する場合には、その他のダイバーシティ指標（例えばマイノリティ、
社会的弱者など）

・データ集（主要CSRデータ）：管
理職・非管理職別、男女別要員
数（グループ全体）

・雇用・就業状況

405-2 
基 本 給と報 酬 総
額の男女比

a.女性の基本給と報酬総額の、男性の基本給と報酬総額に対する比率
（従業員区分別、重要事業拠点別に）

b.「重要事業拠点」の定義

406:非差別

406-1 
差別事例と実施し
た救済措置

a.報告期間中に生じた差別事例の総件数

b.事例の状況と実施した措置。次の事項を含む

i.組織により確認された事例

ii.実施中の救済計画

iii.実施済みの救済計画と、定期的な内部マネジメント・レビュー・プ
ロセスにより確認された結果

iv.措置が不要となった事例

・人権の尊重：人権尊重を推進す
る委員会の設置

407:結社の自由と団体交渉

407-1 

結社の自由や団体
交渉の権利がリス
クにさらされる可
能 性 のある 事 業
所およびサプライ
ヤー

a.労働者の結社の自由や団体交渉の権利行使が、侵害されたり著しい
リスクにさらされる可能性のある事業所およびサプライヤー。次の事
項に関して

i.事業所（製造工場など）およびサプライヤーの種類

ii.リスクが生じると考えられる事業所およびサプライヤーが存在する国
または地域

b.結社の自由や団体交渉の権利行使を支援するため、組織が報告期
間中に実施した対策

・労使関係

408:児童労働

408-1 

児童労働事例に関
して著しいリスク
がある事業所およ
びサプライヤー

a.次の事例に関して著しいリスクがあると考えられる事業所およびサプ
ライヤー

i.児童労働

ii.年少労働者による危険有害労働への従事

b.児童労働に関して著しいリスクがあると考えられる事業所およびサプ
ライヤー（次の観点による）

i.事業所（製造工場など）およびサプライヤーの種類

ii.リスクが生じると考えられる事業所およびサプライヤーが存在する国
または地域

c.児童労働の効果的な根絶のために報告期間中に組織が実施した対
策

・CSR調達
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409:強制労働

409-1 

強制労働事例に関
して著しいリスク
がある事業所およ
びサプライヤー

a.強制労働に関して著しいリスクがあると考えられる事業所およびサプ
ライヤー。次の事項に関して

i.事業所（製造工場など）およびサプライヤーの種類

ii.リスクが生じると考えられる事業所およびサプライヤーが存在する国
または地域

b.あらゆる形態の強制労働を撲滅するために報告期間中に組織が実施
した対策

・CSR調達

410:保安慣行

410-1 
人権方針や手順に
ついて研修を受け
た保安要員

a.組織の人権方針や特定の手順およびその保安業務への適用について
正式な研修を受けた保安要員の割合

b.保安要員の提供を受けている第三者組織に対して同様の研修要件を
適用しているか否か

411:先住民族の権利

411-1 
先 住 民 族 の 権 利
を侵害した事例

a.報告期間中に、先住民族の権利を侵害したと特定された事例の総件
数

b.事例の状況と実施した措置（次の事項を含める）

i.組織により確認された事例

ii.実施中の救済計画

iii.実施済みの救済計画と、定期的な内部マネジメント・レビュー・プ
ロセスにより確認された結果

iv.措置が不要となった事例

当該期間においては該当なし

412:人権アセスメント

412-1 
人権レビューやイ
ンパクト評価の対
象とした事業所

a.人権レビューやインパクト評価の対象とした事業所の総数とその割合
（国別に）

・人権の尊重

412-2 
人権方針や手順に
関する従業員研修

a.人権方針や事業所に関わる人権側面に関する手順について、報告期
間中に従業員研修を実施した総時間数

b.人権方針や事業所に関わる人権側面に関する手順について、報告期
間中に従業員研修を受けた従業員の割合

・人権の尊重：人権尊重を推進す
る委員会の設置

412-3 

人 権 条 項を含 む
もしくは人権スク
リーニングを受け
た 重 要な投 資 協
定および契約

a.人権条項を含むもしくは人権スクリーニングを受けた重要な投資協
定および契約の総数と割合

b.「重要な投資協定」の定義

413:地域コミュニティ

413-1 

地域コミュニティ
とのエンゲージメ
ント、インパクト
評価、開発プログ
ラムを実施した事
業所 

a.地域コミュニティとのエンゲージメント、インパクト評価、開発プロ
グラムを実施（次のものなどを活用して）した事業所の割合

i.一般参加型アプローチに基づく社会インパクト評価（ジェンダーインパ
クト評価を含む）

ii.環境インパクト評価および継続的モニタリング

iii.環境および社会インパクト評価の結果の公開

iv.地域コミュニティのニーズに基づく地域コミュニティ開発プログラム

v.ステークホルダー・マッピングに基づくステークホルダー・エンゲー
ジメント計画

vi.広範なコミュニティ協議委員会や社会的弱者層を包摂する各種プロ
セス

vii.インパクトに対処するための労使協議会、労働安全衛生委員会、そ
の他従業員代表機関

viii.正式な地域コミュニティ苦情処理プロセス

・社会と響きあう 文化・社会貢献

・天然水の森

・愛鳥活動

・次世代環境教育「水育」

・スポーツ活動

・社会福祉

・次世代育成
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413-2 

地域コミュニティ
に著しいマイナス
のインパクト（顕
在的、潜在的）を
及ぼす事業所

a.地域コミュニティに対して著しいマイナスのインパクト（顕在的、潜在
的）を及ぼす事業所。次の事項を含む

i.事業所の所在地

ii.事業所が及ぼす著しいマイナスのインパクト（顕在的、潜在的）

414:サプライヤーの社会面のアセスメント

414-1 
社会的基準により
選定した新規サプ
ライヤー

a.社会的基準により選定した新規サプライヤーの割合
・CSR調達：サプライチェーン全

体でのサステナビリティを推進

414-2 

サプライチェーン
におけるマイナス
の社会的インパク
トと実施した措置

a.社会的インパクト評価の対象としたサプライヤーの数

b.著しいマイナスの社会的インパクト（顕在的、潜在的）があると特定
したサプライヤーの数

c.サプライチェーンで特定した著しいマイナスの社会的インパクト（顕
在的、潜在的）

d.著しいマイナスの社会的インパクト（顕在的、潜在的）があると特定
されたサプライヤーのうち、評価の結果、改善の実施に同意したサ
プライヤーの割合

e.著しいマイナスの社会的インパクト（顕在的、潜在的）があると特定
されたサプライヤーのうち、評価の結果、関係を解消したサプライ
ヤーの割合およびその理由

415:公共政策

415-1 政治献金

a.組織が直接、間接に行った政治献金および現物支給の総額（国別、
受領者・受益者別）

b.現物支給を金銭的価値に推計した方法（該当する場合）

416:顧客の安全衛生

416-1 

製品およびサービ
スのカテゴリーに
対する安全衛生イ
ンパクトの評価

a.重要な製品およびサービスのカテゴリーのうち、安全衛生インパクト
の評価を改善のために行っているものの割合

・すべてのプロセスにおけるお客
様視点の品質保証

416-2 

製品およびサービ
スの安全衛生イン
パクトに関する違
反事例

a.報告期間中に、製品やサービスについて発生した安全衛生インパク
トに関する規制および自主的規範の違反事例の総件数。次の分類に
よる

i.罰金または処罰の対象となった規制違反の事例

ii.警告の対象となった規制違反の事例

iii.自主的規範の違反事例

b.規制および自主的規範への違反が無い場合は、その旨を簡潔に述
べる

・適切でわかりやすい情報開示：
自主回収について

417:マーケティングとラベリング

417-1 

製品およびサービ
スの情報とラベリ
ングに関する要求
事項

a.製品およびサービスの情報とラベリングに関して、組織が定める手
順において、次の各事項の情報が求められているか否か

i.製品またはサービスの構成要素の調達

ii.内容物（特に環境的、社会的インパクトを生じさせる可能性のあるも
の）

iii.製品またはサービスの利用上の安全性

iv.製品の廃棄と、環境的、社会的インパクト

v.その他（詳しく説明のこと）

b.重要な製品およびサービスのカテゴリーのうち、組織が定める手順
の対象であり、手順の遵守評価を行っているものの割合

・適切でわかりやすい情報開示



366

417-2 

製品およびサービ
スの情報とラベリ
ングに関する違反
事例

a.製品およびサービスの情報とラベリングに関する規制および自主的
規範の違反事例の総件数。次の分類による

i.罰金または処罰の対象となった規制違反の事例

ii.警告の対象となった規制違反の事例

iii.自主的規範の違反事例

b.規制および自主的規範への違反が無い場合は、その旨を簡潔に述べ
る

・適切でわかりやすい情報開示：
自主回収について

417-3 

マーケティング・
コミュニケーショ
ンに関する違反事
例

a.マーケティング・コミュニケーション（広告、宣伝、スポンサー業務など）
に関する規制および自主的規範の違反事例の総件数。次の分類によ
る

i.罰金または処罰の対象となった規制違反の事例

ii.警告の対象となった規制違反の事例

iii.自主的規範の違反事例

b.規制および自主的規範への違反が無い場合は、その旨を簡潔に述べ
る

418:顧客プライバシー

418-1 

顧客プライバシー
の侵害および顧客
データの紛失に関
して具体化した不
服申立 

a.顧客プライバシーの侵害に関して具体化した不服申立の総件数。次
の分類による

i.外部の当事者から申立を受け、組織が認めたもの

ii.規制当局による申立

b.顧客データの漏洩、窃盗、紛失の総件数

c.具体化した不服申立が無い場合は、その旨を簡潔に述べる

当該期間においては該当なし

419:社会経済面のコンプライアンス

419-1 
社 会 経 済 分 野の
法規制違反

a.社会経済分野の法規制の違反により組織が受けた重大な罰金およ
び罰金以外の制裁措置。次の事項に関して

i.重大な罰金の総額

ii.罰金以外の制裁措置の総件数

iii.紛争解決メカニズムに提起された事案

b.組織による法規制への違反が無い場合は、その旨を簡潔に述べる

c.相当額以上の罰金および罰金以外の制裁措置を受けた経緯

当該期間においては該当なし

● お客様・お取引先と響きあう／商品・サービス

● 自然と響きあう／環境

● 社会と響きあう／文化・社会貢献

● 従業員と響きあう／ダイバーシティ経営

【顧客の安全衛生】【製品およびサービスのラべリング】【エネルギー】【水】【生物多様性】【地域コミュニティ】【研修および教育】【多

様性と機会均等】【サプライヤーの環境評価】【サプライヤーの労働慣行評価】【サプライヤーの人権評価】【サプライヤーの社会

への影響評価】【マーケティング・コミュニケーション】

サントリーグループは「4つの取り組み」（上記）のもと、これらに関連性の高い側面（下記）に積極的に取り組んでいます。

「4つの取り組み」と関連性の高い側面




